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序 章 序論
は じめに
研究 の 目的
政治 ｡ 経済 ｡ 社会 ｡ 文化等あらゆる分野にお ける世界的な相互依存､ 相互協
力関係がますます深まり つ つ ある今日､ 人 的な交流は年々 活発化 して い る｡ とり
わけ ､ 経済の 国際化は､ 商品 ｡ サ ー ビ ス ｡ 資本 ｡ 労働力 の 国際的流れをもたらす
ととも に ｢ヒ ト+ の ながれ を生み出 して い る｡ これ に伴い各国に さまざまな形態
で入 国 し､ 在留する外国人労働者 の数が増大 し ､ その 一 部 の 定住化が進ん で い るo
これ によ っ て ､ ア ジアで 先がけて経済 の 国際化 の 進んで い る在留先国の経済､ 社
会 ､ 文化 面 で の さま ざま な問題が生 じ る こ と は ､ 自明で ある｡ 人 の 経済的な要
因による交流 の中で ､ 外 国人労働者 の受け入れ は国内経済及び社会に及 ぼす影
響がとりわけ大きく ､ より慎重 か つ 明確な政策的対応が求められる｡ これ らの 問
題 を解決する に は国際的に も国 内的に も基本的政策が確立されな い状況 の現在
で は ､ 限定され た施策を取らざるを得な い o
ちなみ に ､ 世界の 労働力移動の 中心地 で ある ヨ ー ロ ッ パ 及びア メ リカ合衆国
に おける移民 ｡ 外国人労働者受け入れ政策は､ 第二 次世界大戦後をと っ てみて も
大きく変化 して き て い る｡ 特 に ､ 戦後復興過程 で最も積極的に外国人労働者を受
け入れた ドイ ツ (ドイ ツ連邦共和国､ 当時 い わゆる西 ドイ ツ ､ 以下 ､ 単に ドイ ツな
い し西 ドイ ツ と略する)を始めとする ヨ ー ロ ッ パ 諸由の場合､70年代初頭 の オイ
ル シ ョ ッ ク に よ る労働市場 の 悪化 の 結果 ､各 国とも新規外国人労働力 の受け入
れ に 対する厳 しい 規制策や帰国促進策､ また定住化されて い る外国人 に対する
統合策等 - の 法的 ､政策的対応をとらざる を得なか っ た ｡ と りわ け､ こ の よう な
欧米諸国 の政策展開過程 で 注 目す べ き点 は ､ ほ ぼ共通 して 外 国人労働者受け入
れを労働市場 の状況 に よ っ て 判断 し､ 適切に 保護する労働政策的な側面 で の 顧
慮が盛り込まれ て い る(1) ｡ こ の こ とは ､ 労働力移動に関する各種国際条約や地域
間 の協定などで も基本理念 の 一 つ とされ て い るも の で ある (2) 0
さて ､ こ の よう な外国人労働者受け入れ に関する国際的な政策変化 の流れ の
中で ､80 年代に 入 ?て新たに外 国人 労働者受け入れ国に転 じた 日本 ､韓国で 臥
こ の 間題 に つ い て 共 に政策展開が進 め られ て い る ｡
現在 日本 と韓国は ､ 外 国人労働者 の 受 け入 れ に 関 して ､ 出入 国管理行政の次元
で ｢専門的､ 技術的分野 の労働者に つ い て は ､ 可能 な限 り受け入れる こ ととす る
が ､単純 ｡ 未熟練労働者 は原則的に受け入れな い+ とい う基本方針を有する｡
同基本方針 の 下で ､ 日本 の場合､1990年 の ｢出入 国管理及 び難民認定法+ の 改
正 に より ､ い わ ゆる技術研修生及び 日系人受け入れ ､9 3年 の 技能実習制度等の政
策､ そ して 韓国 の 場合 ､91 年に ｢産業技術研修制度+ の 導入に より ､ さ しあた り
単純労働分野 の 労働力不足 に対応 して い る実情で あるが ､ 彼 らをめ ぐっ て 労働
条件で の 差別 問題及 び保護上 の 問題 な ど様々 な問題点が引き続き引き起 こ され
て い る実情(3)で ある｡
こ の ような現実に鑑 みると ､現行 の 両 国の 外 国人労働者受 け入れ政策 ｡ 制 度が
労働力移動をめぐる国際的潮流に相応 し ､ また最近 の 国内 ｡ 外 の 労働市場 の環境
変化にある程度効果的に機能 して い く か に つ い て は ､ 今後も主要 な検討課題 で
ある ｡
本研究 で は こ の ような問題認識に 基 づ い て ､ 先ず既におおく の経験をも つ 欧
米諸国 の 外国人労働者関連政策並び に法制 を労働政策的視角を中心と して 国際
比較 ･ 考察を行う ｡ こ の 検討 の 上 に ､ 現状 と問題点を踏まえ､ 日本と韓国の労働
市場及び社会状況 にお い て適 した外 国人労働者受入れ政策並びに制度 (法制化
を含む) の 基本的な方向を模索 ･ 提示する こ とを目的に して い る もの で ある ｡
2 研究 の範囲及 び方法
外国人労働者問題 は ､198 0年代後半か ら多く の労働法学者及び労働経済学者
な どの 主要 な関心 の 対象とな っ て き た学問的な対象分野 で ある ｡ しか し､ 従来 の
研究とい う の は ､ そ の ほ とん どが外国人労働者問題を経済､ 歴 史､ 文化 人類学的
な側面 か ら研究 した も の で あ っ て ､ 外 国人労働者受け入れ政策 ｡ 制度 (特 に ､ 労
働法 ･ 政策的側面 で の ア プ ロ ー チ) に関する研究は少 なか っ た｡
本研究で は政策研究と して ､ 主 と して就労機会を求めて国境を超えて移動す
る外国人労働者 に対する受け入れ国 の 対応 を比較政策 ･ 法的側 面 か ら考察する｡
また ､ 本研究は ､ 欧米諸国すなわち移民 の 形で 大量 の 外国人労働者を受け入れ
て ､ 国家自体が形成 ･ 発展 して きたア メ リカ合衆国並び に ､ 高度成長期などに お
ける労働力不足 に対応するため の 一 時的労働力と して ､ 外 国人 を受け入れた代
表的な国で ある ドイ ツ ､ そ して 日本 ､ 韓国の 4 カ 国 を比較研究対象とする｡ 特に ､
欧米 諸国 の 中で 両 国 を比較 の 対象と した の は ､ こ れ らの 国は それ ぞれ の 固有 の
外 国人受け入れ法制や政策を持 っ て おり ､ こ う した比較研究が最近 日本 ｡ 韓国で
も議論され て い る外国人労働者受入れ体制と の 関係 で ､ 貴重 な考察の素材を提
供して くれ る の で は な い か と期待で きるか らで ある｡
研究方 法と して は ､ 現状に つ い て の 政府などの 公的デ ー タ及 び内外の既存文
献を中心と して検討 したうえで 自説 を展 開す る｡ 日本の 場合は ､ 制度 の問題点を
抽出す る為に政策執行関係者に 対する 面接調査を行 っ た占そ して それぞれ の 国
に お ける政策的対応を批判的観点 か ら分析 し､ そ の長所 ､.短所 を明 らか に した
上で ,今後日本 ｡ 韓国が取 る べ き望 ま しい法的 ｡ 政策的方向を提示する ｡ 以 下各
章に お い て の研 究範囲を略述する ｡
序章で は ､ まず国際労働力移動が生 じるメ カ ニ ズ ム や外 国人受け入れ の 法制
度の 比較､ 労働力移動 の 円滑化をめぐる国際的動向と移民 ｡ 外国人労働者の保護
に 関する国際的規制 はと の ように な っ て い る かに つ い て検討する｡
第 1牽か ら第 2章で は ､ 欧米諸国 の中で外 国人労働者受け入れに多く の経験
を持 つ ア メ リカ合衆国及び ドイ ツ の 移民 ｡ 外国人労働者受け入れ政策 ｡ 法制の
変化 ｡ 推移を考察する｡
まず ､ ア メ リカ合衆国 ､ ドイ ツ にお ける移民 ｡ 外 国人労働者政策及び法制の 生
成過程 か ら現在ま で の 推移を概観す る ｡ 特に ､ 外 国人労働者受け入れ及び保護に
関す る法的 ｡ 政策的対応を労働政策的観点 から分析 し､ それ ぞれが抱 えて い る問
題 点を指摘す る ｡
そ して 第 3 牽か ら第 5章に か けて は ､ 外国人労働者問題生成 の背景や受け入
れ制度に お い て ､ 共通 点 ｡ 類似 点が多い 日本 ｡ 韓国に おける政策及び法制 の 展開
過 程 を明 らか に した上 で ､ 外 国人労働者受け入れ問題 に つ い て の 政策的対応を
批判的観点 か ら分析する｡
特 に ､ 両国の 場合 ､80年代以降 一 部職種や地域を中心と した深刻な人手不足
に対応す るた め ､ 限定的な外国人労働力受け入れ の形で採用 した研修､ 技能実習
制度(韓国 の場合､ 産業技術研修制度)を中心とする現行 の外 国人労働者受け入れ
政策の 現状及び問題点を分析 し､ 同時 に法制度上 の 不備 ｡ 不十分な点を指輪する ｡
その 上 で ､ 労働 (雇用) 許可制を採用 して い な い 両国にお ける外 国人労働者に対
する労働法 の適用 に 関す る現状に つ い て 考察を行 い ､外 国人労働者の 労働条件
保護上 の 問題点 をとりあげる｡
終章で は､ 本論文 の 結論部分と して ､ ア メ リカ ､ ドイ ツ の移民 ･ 外 国人労働者政
策の経験 か ら ､ こ の 間題 に つ い て 日本 ｡ 韓国の 今後の国民的合意形成と法的 ･ 政
策的 な検討に際 して ､ 得 られ る 示唆的な方向を提 示す るo そ の 上 で ､ 両国に おけ
る制度 ｡ 政策上 の 問題 点 を解決するための より長期的か つ 総合的な視角で ､ 今後
取る べ き合理 的な立法政策を含む具体的な施策を提示す る こ ととする0
(注)
(1) 欧米諸国と も ､ 労働許可制 の 採用 を通.じて外国人労働者の受け入れ から保護まで の
一 連
の コ ン ト ロ ー ル が行われ て い るもの で あり ､ 同制度は外国人 労働者政策の 根幹を成 して
い る｡ これ らの主要国と して ､ ドイ ツ ､ アメ リカ ､ フ ラ ン ス ､ イ ギリス な どが ある｡
(2) 外国人労働者の 労働条件保護などがそ の基本理念とされて い る主要条約は ､ 19 90年に採
択さ れた国連条約 (すべ て の 移住労働者及びそ の家族の 権利 に関する国際条約) を始め
と して ､ ILO条約 (6 6号､ 9 7号 ､ 11 1号､ 14 3号) ､ EC(現在の E U)の 条約 (特に ､ 92年 の ヨ
ー ロ ッ パ 共同体労働者の基本的社会権憲章) な どがある｡
(8) 例 えば､労働省が 199 7年6月 1日か ら6月 3 0まで の 間に外国人 を雇用して い る全国14 1
事業場を対象に して 実施 した労働条件等就労に 関する実態調査結果に よる と､調査対象
事業場の 5 6% (79事業場) が何らか の 労働基準法等関係法令を違反 して い る ことが明 ら
かにな っ た ｡ これは ､外国人労働者に対する保護上 の問題があ ると い うこ とを端的に しめ
して い るもの で ある｡ 特に､ 199 8年 11月 に千葉県の銚子 市で発生 した研修生 ･ 技能実習
生に対する貸金搾取事件 (研修･ 実習生 ら2 19人 の賃金合計約 8億円搾取) は､ こ の 間題
へ の 深刻さをよく示 して い る ｡ これ に関する詳細は ､本稿第 3章第 4節を参照された い ｡
第1節 国際労働力移動の ル ー ル
国際労働力移動 のメ カ ニ ズ ム
国際労働力移動がなぜ生 じる か ､ そ の 要 因とメ カ ニ ズム は 何か ｡ 労働需給上､
国際的に広 が っ た労働市場で均衡に向 か う圧 力が最も - 般的な要因とされて い
る(1)0
そ の 圧 力 は ､ 具体的に ､ まず ､ 国家間所得格差と雇用上 の機会の 有無などと し
て現 われ る ｡ 前者が主 に送出 し国側 の プ ッ シ ュ 要因と して ､ 後者が主に受け入れ
側 の プ ル 要 因 と して 同時 に作用 し ､ 経済発展 が遅れ て い る貧 し い 国 の過剰な労
働力 が豊 かで は あるが労働力 の 不足 して い る先進諸国 - 移動する均等化運動を
引き起 こ す ｡ こ の 労働力 の 移動 は ､ さ らに経済活動 の グロ ー バ ル 化を反 映 して ､
モ ノ( 商品)､ カネ( 資本)に続い て ､規模 と範囲の 両面で拡大 し､ 経済発展段階の中
で必然的に発 生する経済現象と して も取り上げられ て い る｡
も う 一 つ の 要 因 は ､ 各国間 の 人 口 動態の 著 しい格差と労働力 の 需給不均衡で
ある ｡ これ は ､ 経済 の 発 展 とともに密接に関連 して い る｡ 経済発展 に よ っ て 人 口
変動 の 転換 (多産多死 か ら少産少死 - の 推移) が進ん だ先進国で は ､ 人 口 の 高齢
化が進み ､ 慢性 的 な労働力不足が生 じる ｡ 他方 の発 展途上国 で は ､ 経済発 展が遅
＼
れ て い るた め人 口転換も進展 して お らず ､ 人 口 (労働力人 口) の相対的過剰が生
じ､ 国際移動 の 圧力とな っ て い る ｡
国際労働移動要因に は ､ 以上 の 経済的要因( 労働力需要メ カ ニ ズ ム)以外 にも ､
国際間の 労働移動を促進す る制度的仕組み の 存在がある ｡ こ れ は､ 外国人労働者
の受け入れ企業､ 産業､ 国の 制度 ､ 国家間取り決 め ､ そ して外国人 の受け入れ国 -
の 斡旋､ 仲介 シ ス テ ム 等 の 存在が国際的労働力移動 に影響を及ぼす要因とな っ
て い る ｡
一 方 ､ こ の 問題 を民族､ 社会 ､ 国際秩序 な ど国際社会学的な観点 か らア プ ロ ー
チ し､ 国家の 国際労働移動 - の 介入作用 を強調 し､ 国家とそ の 政策的関与が労働
力移動の流れ に決定的な影響を及ぼす要因と強調する見解もある (2) 0
これ に加 えて ､ 国際労働力移動 は ､ 内戦 ､ 災害､ 飢餓な どの切迫 した理由か ら 一
時他国に 庇護を求 めて移動す る庇護希望者(a sylu m s e ek r)､ そ して ､独裁国家
や政治動乱などに よ る迫害か ら逃れ ､故国 を捨て ある い は故国が滅亡 したため
に 他国に救済亡命を求めて移動する難民(refuge e)の 定住､就業も結果と して国
際労働力移動 の 要 因になる こ とがある｡
外国人受け入れ の 法類型
｢移住労働者(migr a nt W o rker)+ は ､ 国際条約 の 定義規定に よ ると ､ これ は ､
``
そ の 者が国籍を有 しな い 国で ､ 有給 の 活動 に従事する こ とを予定 して い る か ､
従事 してお り ､ または従事 して い た者
”
とされ る(3)｡ 条約自体か らは 必ず しも明 ら
か で は な い が ､既存 の 外 国人受け入れに関する諸国の 法制度を前提にすると ､ 移
住労働者に は 二 つ の 異な っ たカテ ゴリ ー が含まれうる ｡
一 つ は ､ 就業を目的 と して 一 時的 な滞在 の ために受け入れ られ る ｢外国人労働
者(fo mign w o Tke T)+ で あり ､ も う 一 つ は ､ 定住を予定 して受け入れられ る ｢移
氏(im migr a nt)+ で ある.
こ の 二 つ の カテ ゴ リ ー の 差異を基礎 つ ける外国人受け入れ の 法類型(4)に つ い
て ､ 国家が外国人 の 入国と滞在を求める場合､ そ の 受け入れ方に つ い て は各国に
よ っ て異な っ た類型 が見出される ｡
こ の 中で 重要な区別 の指標は ､ 外国人 を ｢移民+ と して受 け入れ るか否 か によ
る ｡移民 と して 受け入れる と い う こ との 意味は ､外 国人 をそもそも か ら
1
｢将来の
国民+ と して受け入れ る と い う こ と で ある ｡ ア メ リカ合衆国を始めと して , カナ
ダ､ オ ー ス トラリア ､ 南米諸国は､ こ う した意味で の ｢移民国+ で ある ｡ こ れに 対
して ､ ドイ ツ ､ 日本､ 韓国は ｢非移民国+ で あ る｡
ア メ リ カ合衆国 の ような移民国は ､外 国人 の 入 国 に際 して移民と して受 け入
れ る か非移民と して受け入れ る か の厳格な区別と入国審査が行われるが ､ 非移
民国で は ､ 外 国人 の 受 け入 れ に際 して はそ の 滞在を 一 時的 なも の と して しか考
えな い ､ しか し､ 滞在が結果的に 永続化する こ と を制度的に排除して いる わけで
は な い ｡ こ の 制度 の 下で は意図 して導入された の で は な い ､ 結果 と して事実上 の
移民が生 じうる｡
また ､ 移民国型 ､ 非移 民国型 の 受け入れ類型は ､ 国籍取得 の シ ス テ ム も相関す
る｡
こ れ に は ､ 出生地 主義と血統主義 の 二 大原 理が ある ｡ 移民国は出生地主義を ､
非移民国はおおむね血統主義を採用する ｡
前者 で は ､領域的 な共同性が国民的 アイデ ンティ を基礎付 けると考えられる の
に 対 し ､ 後者で は ､ 国民的アイデ ン ティ の 再生産 は 血統を通 じて 行 われる と考え
られる の で ある ｡ ドイ ツ ､ 日本 ､韓国 は ほ ぼ血統主義的国籍法を持 つ(5)0
こ の よ うな外国人 の受け入れ制度と国籍 シ ス テ ム は ､移民 国で は直接的な関
係を持 つ 移民 の 受け入れは ｢将来 の国民+ の受け入れ で あり , 一 世 に つ い て は 国
籍の後天的取得と して の帰化(n atu r aliz atio n)が ､ 二 世以後 に つ い て は出生 地主
義に 基 づく国籍の 取得が移民 の 入 国管理と不可分の 関係 に 立 つ か らで ある｡
そ の 結果 ､ た と え ば ア メ リ カ の 出入国管理 の 基本法 は ､ 移民及 び 国籍法
(Im migTa七iom a nd Na七io n ali七y Act) と して ､ 出入国管理と国籍規制が 一
つ の 法典で 規制されて い る｡
これ に対 して ､非移民国型 で は 出入 国管理と国籍規制 (ドイ ツ で は外 国人法と
国籍法､ 日本 ｡ 韓国 で は出入 国管理(及び難民認定)法と国籍法) の 間に必然的な
結び つ きが ない o
と こ ろで ､ 移民 国は､ 当然の こ となが ら人種 ｡ 民族の 混合型の社会を形成するo
しか し､ こ の 社会が常に開かれた社会だと いうこ とにはならない ､ い かなる移民
を受け入れる か は受け入れ国 の裁量で あり ､ そこ で 人種 ｡ 民族の 選別が行 われう
るか らで ある｡ ま た ､ 実質的な平等社会実現の ため の公 民権法などが必要とな っ
て い る｡
これ に対 し ､ 非移民国は 人種 ｡ 民族 純粋系社会を強調する傾向が見られた｡ こ
こ で の 国民観念 は民族的､ 文化的な共同体 へ の 所属性 に大きく依存 し､ 自覚的な
政治的理念を国民的アイデ ンティ の 基礎にすると いう側面は稀薄に なる o しか し､
こ う した流れ は ､ ヒ トの 国際化の進む中で変化 し､ 多民族に転ず る こ とも必然で
あ る｡
も ちろん こ の こ とは ､ それぞれ の 国家の 形成史 に係 わる こ とで あり､移民国 ｡
非移民国の類型だけか ら論 じられうるも の で は ない が ､ ドイ ツ や 日本 ｡ 韓国に つ
い て は こ の よう に言 う こ とが でき る ｡
労働力移動 の 円滑化 をめぐる 二 国間 ､ 多国間にお ける取組み
そもそ も移民 ｡ 外国人労働者政策は ､ 主権国家の 管轄権に服する事項 で あり ､
国家を超 えた領域で の レ ベ ル で何ら か の 施策がなされる こ とは考えられなか っ
た ｡
しか し､8 0年代後半か らの 国際的な人 の移動をめぐる国際情勢変化 は ､ 移民 ｡
外 国人労働者問題を各国 レ ベ ル ある い は幾 つ か の 国の 国家間協定に委ね て い る
の みで は 十全に 対処 しえな い とい う認識 を共有させ つ つ ある｡
特 に ､ 欧州 統合 の流れ の 中で 国家間協定に よる統 - 的施策を行う試みが行わ
れ ､1990年6月庇護希望者に対する E C各国の対応を総合的なも の とす る ため の
ダブリン 難民条約 の採択 に伴 い ､ EC 各国の 法令改正 が進 ん で い っ た｡ さらに ､ ド
イ ツ や フ ラ ン ス な ど欧州諸国と東欧 ､地 中海諸国との 間で は労働力移動に 関す
る 二 国間協定 の締結が進 ん だ｡
か つ て の E C､現在の E U(Eu r ope a n Unio n)加盟国市民た る労働者に つ い て
は ､ そ の域内市場 にお ける自由移動が保障され て い る . すなわち ､E E C設立条約
で ある ロ ー マ 条約 3 条 C は共 同体の 活動 と して ｢加盟 国間 の 人 ､ 役務 ､資本の自
由移動 の障害除去+を規定 して おり ､48条に よ っ て 明文 で労働者の自由移動と国
籍による差別 の禁止 が規定されて いる ｡
ま た ､且98 7年発効 の単 一 欧州議定書 (Single Eu r ope a n Act) に よ っ て 新
設 された ロ ー マ 条約 8 条 A は 92 年未まで の域内市場 (In七e r n al M:a rke七) 刺
設を言匪い ｢域内市場は - 物 ､ 人 ､ 役務 ､ 蛮本 の自由移動が確保された域内の境界
の存 しな い領域か らなるもの とす る+ と規定 した ｡
こ の ように労働者の域内移動 の自由は､E C加盟 国市民たる労働者 の前提 で あ
り ､E C の 基本理念 の 一 つ で あ っ た o そ の た め これ を具体的に規制する EC(現在
の EU)立法 ､ すなわ ち E E C規則 (Regulatio n) や E E C指令 (DiTe C七iv e) な ど
が早 い 時期 か ら整備された(鈍
さ らに ､ 90年 6月 出され た三 つ の E C指令は ､ それまで の 労働者の自由移動を
超えて従前の E C法 に よ っ てカ バ ー され な か っ た加盟 国市民 ､ 職業活動を終えた
労働者､ 自営業者､ 学生 に つ い て も ー 定要件(7)の もとで自由移動を保障するに至
つ て い る(8)0
19 94年に は ､ 欧州経済圏 (E R A) が発効 し､ さらに 1 99 5年に は E Cの 政治統
合が進 ん で 欧州連合 (E U) が 15カ 国で発足 し､ その 地域に つ い て は 広範な労働
者 の自由移動が制度化された｡ 特 に ､ ｢ヒ ト+ の 移動 に つ い て 域内 の 境界を全面
的に撤廃する こ とを規定する ｢シ ェ ン ゲ ン協定(1995. 3.2 6)+ 声ミ協定加盟国 9 カ
国に お い て 発行 し ､域内の 国境 の コ ン トロ ー ル を撤廃 して い る(9).
さて ､199 5年 の 世界貿易機関(W T O)の発 足 に伴い ､ サ ー ビ ス 貿易は ､ ｢サ ー ビ
ス 貿易に 関す る 一 般協定(C A T S)+ の枠組み に お い て 実施され る こ ととな っ たo
こ の枠組み は ､ 先進国間及び先進 国と途上国 の 間の 困難な交渉 の 末 ､ そ の利害の
中 か ら生 まれ ､ サ ー ビ ス 貿易に 不 可欠 な人 の 移動 に 関する国際ル ー ル の 設 定と
これ に基 づ く自由化約束がなされた(10)0
こ れ に よる と ､①自 由化す べ きサ ー ビ ス 貿易の 概念か らは ､ 労働サ ー ビ ス そ の
も の の 輸 出は除外された｡ こ う して ､ 途上 国 の 過剰な単純労働サ ー ビ ス を先進国
が様々 な産業に受け入れる こ とは こ の 協定の 目的か ら除外される o ②また ､ サ ー
ビ ス 貿易 に伴う人 の移動 は ､ サ ー ビ ス 提供者又 は こ れ に雇 用 される者に 限定 さ
れ ､ 雇用機会を求め る人 の 国際移動は対象外とされた ｡ 即 ち ､ 二 国 間交渉などの
結果､ サ ー ビ ス 貿易に伴う人 の移動と は ､ 直接投資に伴う高度な人材 の企業内転
勤(intr aco mp any tr a n sfer)で あり ､ 限定された専門職業サ ー ビ ス を提供する個
人 の移動とな っ た ｡ なお③先進国と途上国と の争点とな っ た い わゆ る契約 ベ ー
ス の 人 の 移動 は ､ 低賃金 の まま途上国の サ ー ビ ス 提 供者が先進国で サ ー ビ ス 提
供する道を開くも の で あ っ て ､ 先進 国の 労働市場に貸金低下 の 強 い 圧力 を加 え
る恐れ な どの 理 由 で 途上 国の 強 い要 求 にも か か わらず決着が つ か なか っ たの で
ある ｡
一 方 ､92 年に は ､ 北釆自由貿易協定 (N AF TA) が米国 ､ カナ ダ及 びメ キシ コ の
間で発 足 し､ 既 に米加 の 間で 実施 されて い る 高度な専門職種 の移動の 円滑化措
置は ､ か ねて ､ 国境を超 えて密入国する人数の 多さが問題とな っ て い たこ とも背
景にあ っ た｡ こ の 協定で は ､ メ キ シ コ と の 間で も 10年間 の猶予 と数量制限(轟年
50 0 0人)を付 して導入された｡ こ の 協定 に は ､ N A F T A加盟 国は ､ 国内労働力の常
用雇用を保護 し ､人 の移動に関する政策を実施し ､ 国境地域 の安全保障を確保す
る権利を維持 して いる ｡
そ して ､94年 ､イ ン ドネ シア で 開催されたア ジア太平洋経済協力会議(A P EC)
の 閣僚宣言 に お い て も ､ 域内 にお い て機能 を有する労働者 の移動や技術移転の
た めの 人 の 移動 を増加させ る必要性 が指摘され ､ そ の後 ､A P E C におい ても人の
移動 の 問題 も様 々 な局 面で取り上げられ る状況とな っ たQ また ､ こ の ような専門
的分野 の労働者 の交流を促進 しようとする動きとは別に ､観光 ､ 商用 ､ 市場視察､
親族訪 問 な どを目的と した 一 時的 な入国者 に対 して は ､ 人 的交流を促進す る た
め ､ 多く の 国家間 で相互 に査証を免除す る取決 めめがなされ て い る(ll)o
経済協力開発機構 (O E C D) にお い て も ､ 多国間投資協定を締結す る準備が進
められ て い るが ､ 資本移動 の自由化と の 関連で人 の 移動に 関する政策論議が議
＼
諭 されて い る(12)｡ これ に加 えて今後､ 人 の移動の 円滑化の 問題 が取り上げられる
可能性もある(13)0
こ の よう に ､ 且990 年代 におけ る国際的な人の移動をめぐる環境は ､ ニ カ 国 ､多
国間の 取組み に よ っ て 80年代と大きく変化 して い る ｡ こ う した効果もあ っ て ､先
進国 をめ ぐる 国際的 な人 の移 動 は ､ やや落ち着きを見せ て きた ｡ しか し､80 年代
後半以降の無秩序 な国際移動 の 再現に よ る混乱 を防止 し ､今後の 世界経済の 発
展 と調和 した総合的な国際的な人 の移動を実現 して いく こ とは依然と して 大き
な政策課題 で ある ｡
(注)
(1) この論理は ､ Po rte s. A & Wa比o n の ｢均衡理論+ と結び付 い て い るo これ に つ い て
は ､ 銭 小 英 ｢国際労働 異動 の 計 量分析+ 『労働 の 国際化』 日本労働研 究機構
19 9 7. P.2 4 5. 及び 日本労働協会 ｢海外労働白書+ 198 8. p p.24 6･24 7を参照された い o
(2) 小倉充夫は ､ ｢移民移動の国際社会学+ (名古屋大学出版会 19 92) で ､移民労働者の歴史
を回顧 し､ 国家の 国際労働移動 - の介入作用を強調 して い る｡ 即ち ､ 大西洋横断奴隷売買
と いう強制移住やイ ン ド､ 中国等植民地 ､ 半植民地から他の植民也 - の 契約による半強制
的移動に始まり ､ 現代 では受入側国の 様々 な制限な どが設けられて い るように国家の政
策的関与が国際労働力移動に影響を及 ぼす こと を分析 して い る｡
(3)ILO 条約 (9 7号 ､ 143号) 上 の 定義では ､
"
移住労働者(M igr a n七 W o rker)とは ､ 自己 の
計算以外にお い て雇われ る目的を持 っ て ､
一 国から他 の 国 - 移住する音叉 は移住 した者
で あっ て 移住労働者として 通常認め られた者｡
”
とされて い る｡
(4) 外国人受け入 れ の法類型 に つ い て は ､ 広 渡清吾 ｢外国人受け入れ の法的論理+ 『外国人
労働者論』 弘 文堂 199 2. p .6 5以下参照｡
(5) ドイツ の場合 ､ 血統主義的国籍法を持っ て い る｡ 例えば､基本法(GT undge se七z)第 1 16条
で ば
`
本法における ドイ ツ人と は ､他の 法律に別段の定めの ない 限り ドイ ツ 国籍保有者ま
た は ､ 193 7. 12.3 1現在の ドイ ツ領 土内に ドイ ツ 民族籍を有す る難民 ､ もしくは被追放音
叉 はその 配偶者も しくは子孫と して 居住する者
''
と して い る｡ なお ､ 最近の 変化に つ い て
は ､ 本稿第2章2節4 ､ 3)を参照された い ｡
(6) 成文法と して の EU 法令を条件以外につ い て 基本的に列挙 して み ると次 の とお りで ある
(E E C条約 189条)o ①規則(Regu払tio n): 閣僚理事会に より､ E U委員会から提案された
規則案を審議､ 採択するo なお ､ 採択手続きに つ い て ヨ
ー ロ ッ パ 議会及 び社会経済委員会
との 協議や協力を行うこ とが E EC 条約内に事項毎に規定され て い る｡ 規則は ､
一 旦採択
され ると自動的にEU 法令とな り､ 加盟国に 一 般的かつ 直接的効力が生ず るQ 国内法と対
立する場合には ､ E U法の 効力が優先する ｡ ②指令(D ir e ctive):原則と して加盟国を拘束
するo そ の 内容 の 達成 につ い て各国内法 - の 立法措置が なされ るo また ､ 方式及 び手段 に
っ い て は構成国に任せ られ る o ③決定(De cisio n): 特定の加盟国､ 個人企業のみ に効果が
及 ぶ ｡ ④勧告､ 意見(Re c o m m e ndatio n Opinion) 特別 の 効力はな い それ ぞれ機関の 意見
で ある (手塚和彰 ｢EU 統合と ヨ ー ロ ッ パ労働法+ ､ 北村 一 郎『山口俊夫先生古稀記念､
現代 ヨ ー ロ ッ パ 法の展望』 東京大学出版会 p.1 37参照) o
(7) こ の 要件 は ､健康保険で カバ ー され て い る生活保護を受けない 十分な資力があるなどで
あ る｡
(8) 日本労働研究機構 『外国人労働者受け入れの 法規制』 19 9 5. p p.3･4｡
(9) ｢シ ェ ン ゲン協定+ は､ マ ー ス トリ ヒ ト条約 7条 a,2項に より ､ E ロの域内市場にお い て ,
人 ､ 商品 ､ サ ー ビ ス ､ 資本の 自由な流れを作り ､ EtJ 内部を境界の ない
一 つ の 空間とするた
め設けられたo 協定加盟国は ､ ドイ ツ ､ フ ラン ス ､ ベ ネル ッ ク ス 3 国 ､ イ タリア ､ ス ペ イ ン ､
ポ ル トガル ､ ギリ シ ャの 9 カ国である｡ こ の協定は ､ それぞれ の 内部国境毎に具体的事情
があ っ て 必ず しも廃というわけにはい かない ｡ 同協定2条2項は ､ 公 の 秩序または国の安
全に対する危険がある場合例外的に 一 定期間協定加盟国間の協議により コ ン ト ロ
ー ル し
得 ると して い る(外務省領事移住部『OEC D諸国における査証制度』199 7.p p.9- 10参照)｡
(1 0) 井 口 泰 『国際的な人の移動と労働市場』 日本労働研究機構 199 7. p.76以 下参 胤
(l l) 例えば､ 日本の 場合､ 昭和.30年代に西 ドイ ツ を手始めに世界の多くの 国々 の政府と査証
相互免除敢極を締結して お り､ 199 8年 9 月現在 ､ その数は 59･カ国に及んで い る ｡ その 中
10
で ア ジア 地域は ､ 8 カ国との 間に査証相互免除措置を実施 して い る (法務省入国管理国
『平成1 0年版出入国管理』p p.1 12･ 113参照) a
(12) こ こ で論議されて い る政策的課題 は ､ ①送出し国か ら国外 - の 送出圧 力を緩和 する国
際協力 の 問題｡ ②国内 の 労働市場にお ける労働需給や労働条件 の 間鼠 ③地域､ 自治体に
お ける外国人労働者及びそ の 家族の 絞合間題な どで ある｡
(1 3) 井口 泰 前掲注(10) pp.20 6-20 7.
ll
第 2節 外国人労働者の保護に 関する国際的規制
外国人労働者 の受け入れ の 可否 と範囲は国家主権 の専権事項とな っ て い る(1)0
外 国人 は 特別 の 条約などに よ っ て奉礎 づ け られ な い 限り ､入 国 ､滞在 をある国家
に請求する権利を有 しない ｡ ただ し､ こ の こ とは 国家が外国人 の 人権を無視 しう
ると い うこ とを意味するわけで はな い ｡
国際法上 ､人権 は ､ 人 と して の尊厳に 基づ く も の で あり ､第二 次大戦前まで は ､
西 欧各国の 憲法 な ど国 内法 の 基本条項 となり ､ 各国 の 政治制度に よ っ て 保障さ
れた｡ 即 ち ､ 人権問題 は各国 の 主権 ､ 法 ､政治 の 範囲内で の 問題 で あ っ て それ ぞれ
国の ｢国 内管轄権+ の 下に ある事項 で あ っ た｡ しか し､戦後 の 国際法 ､ 特 に国連憲
章は ､ 人権保護問題 は ｢国内事項+ か ら脱皮 し ､ 国家主権 に優位す る普遍的なも
の と して 国際社会にお い て も理解され て い る(2).
こ う した 国際理念 に基 づ い て ､ 国家主権に 対す る国際法上 の制限は 世界人権
宣言､ 国 際人権規約､ 国連条約 ､‡L O条約 な どの 形態で現 われて おり ､ そ の 思想は
差別禁止等の 人権的配慮で あり ､ 人道政策的観点 で ある ｡
1 国連の 人権宣言及び条約
国連設立時 か らす べ て の 国が遵守す べ き人類が享有す る人権に 関する国際的
規範を制定 しようとする動きがあ っ た ｡ 最初の 包括的な権利章典が ｢人権に 関
す る世界宣言+ で あり ､ これ を具体化 した こ とが ｢経済的 ｡ 社会的及び文化的
権利 に関する国際規約 (社会権規約 A 規約) + と ｢市民的及び政治的権利に 関
す る国際規約 (自由権規約 B規約) + で あ る(8).
194 8年 の 第 3 回国連総会で採択された世界人権宣言は ､ 人間の 存在､ 自由 ､ 安
全に関す る権利 の享有を宣言 し､ こ れ に あわ せ て社会保障に 関する権利､ 労働権
並びに労働基本権等の諸権利 の 宣言 を行 っ た｡
こ れ を具体的に 見て みる と ､ 宣言 の 第 2 条 1項 に よ ると
"
す べ て の 人間は ､
種族 ､ 人種 ､ 性別 ､ 言論 ､ 宗教 ､ 政治的そ の他 の意見 ､ 民族的も しくは社会的
出身､ 財産 ､ 家門また は ､ そ の他 い か なる地位に よる差別を受けて は ならな い ､
また ､ 本 宣言に定められたす べ て の 人 間に保障す ると い う理想 を宣言
”
して い
る｡ こ れ ととも に ､ 23 条 1項に は
"
す べ て の 人間は ､ 労働 の 権利及び職業選択
の自由 ､ 適正 か つ 有利な労働条件と失業に対する保護を受ける権利を持 つ
”
と
し ､ また ､ 2 項 で は ､
"す べ て の 人 間は ､ 自 らの 利益 を擁護す るた め に労働組
合を結成､ 加 入する権利を持 つ
”
と規定 した ｡ こ う した権利の 宣言は ､ 国連加
盟 国 の 人権宣言及び人権保障の カ タ ロ グの 国際的保障化 の 方 向を示 して い る(4)o
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` これ に加 えて ､1990 年 且2月 18 日に は､85年 の 国連決議 (外国人 の 人権宣言)
の採択と ､ こ の 具体化 に即 し､ 第 69 次国連総会 (人権委員会) で は､ ｢す べ て の
移 住労働者及 び そ の 家族 の 権利 の 保護 に 関す る 国際条約(In七e T n a七io n al
Co n v e n七io m o nthe pT O七e c七io m ofthe Rights of A且 M igT a n七 Wo Tke r 8 a nd
Me mbe r sT heirFa milie s)+ を採択 した の で ある o
こ の 条 約 の 特徴 は ､ 外 国 人 受 け 入 れ 国 が 受 け 入 れ を 認 め た 正 規 の
(do c 1且m e n七ed l o p ln a T egula T Si七u at五o n) 許 可 証 を持 た な い
(n o 汲- do cu m em七ed o T
.
in a n iT r egula T Situ atio n) 労働者を区別 しなが
らも ､ 後者 ､ つ まり不 正規の者を含めす べ て の 移住労働者に対 して ､拷問､残虐な
取扱い ､奴隷状態か らの 自由 ､強制労働 の禁止 ､ 思想 ｡ 良心 ｡ 宗教の 自由､ 表現の
自由 ､不 逮捕などの身体の自由 ､ 法 の 正 当な手続きの 保障､安全 ､財産 の保障など
の 人間と して最低限認められ る べ き基本的人権を保障 して い る点 で ある ｡
ま た､ 正規 に受け入れた移住労働者とそ の家族に は､ 追加 的な権利と して団結
権､地方 レ ベ ル の 選挙権 ｡ 被選挙権などの 地域社会生活参加 の権利､受入れ国の
国民 との 教育､ 職業訓練､住宅 ､社会 ｡ 保 健事業などにお ける平等待遇 ､在留許可
の範囲内で職業選択 の自由 ､ 解雇保護､ 失業保険を含め就業に 関する受け入れ国
の 国民と の平等待遇 を保障して い る ｡
なお ､ そ の 以外 にも外国人労働者募集事業に 関する規制 ､ 不法 な移動や就労を
1
防止するた め の諸措置が規定され て い る ｡ 特に ､ 不正規な移住労働者とその豪族
がい る場合に､ 締約国は ｢その 状態が持続 しな いように適切な措置をとる+ も の
とされ ､ 更に そ の 措置 の内容の 一 つ と して 合法化措置､ い わゆる ｢ア ムネ ス ティ+
に も言及 されて い る(5)0
IL O条約及び勧告
ILO は 19 19年創設以来 ､ 早く か ら ｢移住労働者(Migr a nt Wo rke r)+ とい う
用 語 を用 い ､ そ の 移住労働者の 人権保護を対象に ､ 条約 ｡ 勧告 の形 で国際的規制
を試みてき た(6)0
移住労働者保護 に つ い て ､IL Oが初めて積極的 に募集､ 職業紹介､ 労働条件な
どの 面で ､均等待遇 の 実現を軸に条約を採択 したの が ､19 39年 の ｢移住労働者の
募集､職業紹介､ 労働条件に関する条約 (6 6号)+ で あり ､公 共機関に よる公正 な
職業紹介制度 の確立 ､ 労働条件などの 内 ｡ 外国人均等待遇などを定めた｡
こ の 66号条約を改訂 した条約 ･ 勧告 は ､194 9年 の ｢移住労働者に 関す る条約
(9 7号) + 及び ｢移住労働者に 関す る勧告 (86号) + で ある ｡
こ の 条約 は ､ とり わ け66 号条約 に加 え ､
` `
責任 ある適 当な医療施設
”
の 維持と
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移民､ 家族の 出発 ｡ 到着時 の健康状態の 確認 ､ 移民と 内国人 と の 間の 均等待遇(労
働条件､ 労働組合の 組合員資格､ 団体交渉q)利益享喪､ 社会保障の適用等) を定め
て い る ｡ 但 し､ こ の 条約 は ､ 国境労働者や自由職業労働者､海員な どを除外 して い
る こ とに 注目され る｡
また ､ 改訂勧告は ､ それ に付 されて い る o
"
労務 の ため の 一 時的 ､ 永久的移民を
含む移民 に関する模範協定
”
を提示 し､ そ の 協定は移民送出 し国と受け入れ国と
の 間 の ､ 受け入れ をめ ぐる 国家間協定 の モ デ ル と して極めて有用と い える も の
で ある ｡
1958 年に は ､ ｢移住労働者に 対 し ､ 雇用 ､職業の 分野に お い て 差別的処遇禁止
に関する条約 (1 11号)+ が採択され ､人種 ｡ 国籍な どを始 め と して雇用や職業
に お ける機会 ､ また は待遇 の差別的処遇を禁止 した も の で あ るo 更に ､ 且9 6 4年の
｢雇用政策に 関する条約 (1 22号) + も人種などの い か ん を問わず､雇用 の 差別
禁止 を定 め､ 移住労働者の 雇用 に関係を持 っ て い る｡
こ れ に加 えて ､1962 年に採択された｢内 ､ 外人均等待遇 に関すろ条約(且18号)+
は ､移民労働者 の社会保障制度 の適用 に関 して ､ 相互 主義を条件とする こ とな し
に ､難民及 び無国籍者にも適用 される こ とにな っ て い る｡
19 7 5年に は ､ ｢移住労働者 の機会及び処遇均等の促進 に 関する条約(且43号)+
が制定され ､ 前記 の 各種条約 ･ 勧告を補足するも の とな っ て い る ｡
こ の 条約 は ､移民 が違法 に雇用 され て い る場合で あれ ､ そうで なくて もそ の人
権保護措置を促進する こ と を求め､ また雇用 の機会､ 処遇 の 均等を求め､加 盟 国
の 具体的な対応を求めて い る｡
なお ､ こ の条約 の補足を した勧告が 1975 年の ｢移住労働者勧告 (151号) +
で ある｡ こ の勧告は1 4 3号条約 の補足的規定を定め ､雇 用機会､ 処遇 の 均等化に あ
わせ ､ そ の加 盟国に 即応 した社会政策 (移住労働者の 健康保護及びその家族の諸
社会サ ー ビ ス の 享有､ 雇用と住居保護など) を施行す る こ とを定 めて い る ｡
そ して ､ 1 982 年 に採択された ｢移住労働者に関する社会保障 の権利擁護に関
す る条約 (1 5 7号) + は ､ とりわ け､移民 を対象と して ､ その 社会保障の権利 の擁
護を定めて い る もの で ある ｡
こ の 条約 の社会保障 の権利と い うの は ､移住労働者とそ の家族 をめぐる社会
保障受給権 の 保 全 を目的とするも の で条約批准国を対象に 二 国間 ､ ま たは多国
間協定 に よ っ て 条約 の 定 める 内容 に つ い て 移民労働者とそ の家族 に対 し､ 居住
地 の い か ん に か か わ らず､ 社会保障の権利を保全する こ とを目的 とす る の で あ
る｡
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E Uと外 国人労働者の 保護に関する国家間規制
E Uの 前身で ある E C は､ そ の創設以来､即 ち ､1 95 且年 パ リ条約､ そ して 且9 5 7
年 ロ ー マ 条約 の 採択 は ､ 必ず しも移民労働者の 人権保障に 関 して 明示 したわけ
で はな い o しか し､E Cは ､ ｢ヒ ト+ ､ ｢モ ノ+ ､ ｢カネ+ の 流動 の 自由化 を促進 し
●
てきた こ とは 事実で ある｡
B:C は､ 当初か らE C社会政策と して ､E Cの 基本的原則 の 一 つ で ある ヒ ト､ 労働
力 の 流動 の 自由化 に係 わ っ て移住労働者 - の 社会保障制度の適用 の平等化を進
め て きた(7)o
そ し て ､ 今日 こ の 流動化と対応 して ､社会保障制度適用 の 平等化を始めと して ､
団結 の 自由 ､ 母国語 その 母 国文化 の 教育を含む学校教育､居住生活条件などに つ
い て 85年 E Cと閣僚協議会(c o u n ci且 of ministe T S)は E C移民政策に関する
ガイ ドライ ン を採択 して きたの で ある｡
且992年に は ､EC加盟国政府首脳が参会 した ヨ ー ロ ッ パ 共同体労働者の 基本的
社会権憲章 (Co m m u nity C ha rter Of fu nda m e ntal So cial
･
Righ七 fo T
Wo Tke T S) を採択 したo
こ の ヨ ー ロ ッ パ 共 同体の新社会憲章は ､ 労働保護､ 労働組合保護､ 社会保障､ 社
会福祉 サ ー ビ ス 保障に係わる 五部 38ケ 条か らなり､ 労働者の権利に 関する実体
的権利に 関する部分は 1 ｡ 2章 の部分で ある ｡
具体的 に ､ 労働権 ､適切 な労働諸条件を享有する権利､ 安全 に して健康な労働
諸条件 の享有, 公 正 な報 酬 を受ける権利､ 条約当事者の領土で の 有償労働に就業
する権利､移民及び その 家族の保護及び援護を受ける権利などで ある 0
なお ､E Cは ､ そ の創設条約とその 具体化 に伴 っ て ､ そ の 出身国が どこ で あろう
と､ 移民 労働者 - の 生活 ､ 労働諸条件 の平等化を実現す る移民労働者政策､均等
処遇政策を採択 してき た｡
そ の第 1 は､9 2年未 まで の 暫定期間措置 (19 87年ま で ギリ シア ｡ ス ペイ ン ､
ポ ル トガ ル に つ い て は 9 2年末) を別 に共 同体移民は労働許可を必要とせず､自
動更新 の 5 年居住許可を請求する こ とができる とするo
第 2 に ､ 国籍 を理由とするす べ て の 差別的処遇 (雇用 ､ 貸金 ､ 社会保障､ 労働組
合権 ､ 労働諸条件､住宅 ､教育 ､職業訓練の分野で の) 禁止 ｡
第 3 に ､ 住居 の 権利や労働 の権利 の保障｡
第 4 に ､ 政治的権利 に 閲 し ､移民労働者 の市民的､政治的 ､ 個別的 ､ 集団的権利
( 投票権､ 結社結成権など) の 保障｡ これ は社会的統合の 強力 な要因とされて い
る
第 5 に ､課税 ､ 交換率 の 変動 の 問題 - の配慮 などで ある｡
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こ れら の 政策に加 えて ､E C加盟国の移民労働力政策 の多様性と これ に対す る
集中化が今日試み られて い る ｡
とり わ け､ 雇 用政策と して 居住権､ 労働権の保障と伴に密入 国 の移民と違法な
雇用がブラ ッ ク経済の 生起 に よ っ
`
て増加 したが ､ こ の 経済に よ り当該労働者は
搾取されて い る ｡ こ れ は受 け入 れ国 の 労働者､ 移民労働者にも望ま しい こ とで な
く ､E C加 盟国はそ の 防止 とそ の渡用 を処罰するとともに ､ 不法移民 の労働 によ
っ て 得られ た権利を擁護する こ とが課題 とされ て い る と こ ろで ある ｡
考察
以上 で 述 べ たよう に 1948 年 の世界人権宣言以降採択され て きた外国人労働
者 の保護に関する各種の 国際条約､ 勧告 な どの 国際法規に共通的に見られる こ
と は ､ 外 国人 が本質的に均等で あ る こ と を前提 に して い る こ とで ある｡ また ､
こ の ような外国人労働者に 関する国際法規は ､ 時間が経 るに つ れ外 国人労働者
に対す る保護水準が強化され つ つ ある こ とが わか る｡ 特 に ､ そ の 保護対象も合
法就労外国人及びそ の家族か ら不 法就労外国人 - 拡大 されて きて い る点が注 目
され る ｡
たとえば ､ 1939年 の ｢移住労働者 の募集､ 職業紹介､ 労働条件に関する条約
(IL O条約 66号)+ を改訂 した 1 9 49年 の ｢移住労働者に関する条約 (97号)+
の 場合 ､ 合法就労外国人 に関する個別的労働関係 における貸金 ､ 労働時間など
の労働条件に 対する 同等な待遇 は保障されて い るが ､ 集団的労働関係分野 の場
合､ 労働組合 の結成権を認める こ とを前提 した上 で労働組合 - の加 入権 の み を
定める こ とに留ま っ て いる ｡ こ れ が ､ 197 5年の ｢移住労働者 の機会及び処遇均
等の促進 に関す る条約(14 3号)+ で ､ 労働組合に 関する権利全般が原則的に保障
され るよう に な っ た｡ また ､ こ れ に加 えて不法就労外国人 に対 して も人権保護
措置を促進する こ とや処遇 の均等を求めるなどその 内容が強化された 0
なお ､ 199 0年 に 国連で採択された ｢す べ て の移住労働者及びそ の家族 の権利
の 保護 に関す る国際条約+ は､ 不 法就労外国人を含め､ す べ て の移住労働者に
対する基本的人権 の保障､ 合法就労外国人 に地 方 レ ベ ル の 選挙 ･ 被選挙権など
の 地域社会生活参加 の権利をも広範に保障 して い る ｡ こ れ らは ､ 外国人労働者
に関す る国際法規が内 ･ 外国人 を実質的 に均等に待遇す る段階に 入 っ た と考え
られる ｡
しか し ､ こ う した外国人労働者を保護するため の 各種条約などの国際法規は ､
当該国家が批准する こ とによ っ て 始 め て 法的実効性が確保されると いう点で そ
の 限界がある ｡
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(注)
(1) こ の こ とは ､ 国連及びILO 条約におい て も､ 伝統的な国家主権の在り方 ､即ち､
"
外国人の
入国の 許否は ､ 国家の 主権的裁量事項で ある
''
は ､ なお維持され て い るo アメ リカ の 188 4
年の 最高裁 (E 放 v, W i朋d皿S 事件) 及び 189 2年 の判決内容でも
''
国家は領土に入 っ
て来る こ とを禁止する最も適当な法律を制定するこ とが できる全権を持 っ て い る
''
とさ
れ て い る o(Sophie Body-Ce ndT O七 a nd Ma rtin A. Schain , Nab
'
o m al a nd
Co c al POII
-
tleTS 8 Bd 地 e Deyelop m eBt Of im m )gTi2don pDll
'
cy 1
'
D 地 e
UD )
'
ted States a Dd 伽 n c e: A Co mpa ra七iv e AnalysiB, Im migra七io n 8 in
Tw o De m o c r a cie s :Fre n ch & Ame Tica Expe rie nce, Ne w Yo rk u niv e rsibT
Pr e ss,1 99 2. p.4 15)o また ､東京高裁昭和54年10月 29 日の判放でも､ 同 じ趣旨の判決が
出て い る｡
(2) 国際法と国内法の 関係に関して は ､① " 国際法は国家の対外法” と い う - 元論､②国際法
と国内法と で は規律の 対象も効力の 基礎も異なり ､両者は性質をま っ たく異にするとい
う二元 論､ ③国際法優位の 一 元論が あるが ､今日で は ｢国際法優位論+ が通説となっ て い
る (高野雄 - 『国際法概論 (上)』 弘文堂 198 7p p.9 2･96,p.3 81以下参照) .
(3) 社会権規約と自由権規約に分けて具体化された過程及 び論争につ いて は ､ V Pe cho七a,
T he De v elop m e nt Ofthe Cov e n a nt on Civi la nd Political Righ七s, L. He nkin ed., 肋
inte n zatib,za{6 Wof物 触 Colu mbia Univ e rsity. , 19 8 1, p.39, 4 2. 参照｡
(4) こ の ような世界宣言が国内法的に効力があるか否かに つ い て議論が ある｡ 韓国で の 通説
は ､
"
人権に関する世界宣言がすべ て の 国民と国家が達成す べ き共通 の基準を宣言する
意味はあ るが ､ そ の 宣言 内容で ある各条項が普遍的な法的拘束力はない ｡ また ､ 国内法
的効力があるもの で はない .
”
と して い る (Choi, H o mgYop, ｢外国人労働者の 労働法上
地位 に関する研究+ ソウル大学大学院 9 7年博士学位論文 p.2 4参照) 0
(5) 広渡清書 ｢外国人労働者の法的論理+ 『外国人労働者論』 1992p.68以 下o
(6) 移住労働者の保護に関するILO 条約 ･ 勧告につ い て は､ 労働省編 『I LO条約､ 勧告集』
労務行政研究所 194 を参照｡
(7) E U(EC)にお ける外国人 労働者の保護に関する規制に つ いて は､ 佐藤 進 『国際化と国
際労働 ｡ 福祉の 課題』 動草書房 ､ 1996. p.1 36以下参照.
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第1章ア メリカ合衆国の移民受 け入れ政策並 びに関連 法制
第 且節 移民国アメ リカ合衆国の 形成と移民現況
移民国アメ リカ合衆国 の 形成
ア メ リカ合衆国 (以下ア メ リカ と略称する) は ､ コ ロ ン ブ ス の アメ リカ 大陸
発見以来､ 先住民 で あるア メ リ カイ ン ディア ン を除けば ､ 大 多数は ア ン グロ サク
ソ ン 系イ ギリ ス 人 を中心とする ヨ ー ロ ッ パ 諸国 か ら の 移民を 中核と して ､ 国家
自体が発 展 して きた｡ 特に ､ 東部か ら西部に向か っ て の フ ロ ンティア を移民が入
植 して新天地 で の 農地を開拓 して い っ たが ､ こ の よう な農業 の部門だけで は な
く ､ ニ ュ ー イ ン グラ ン ドの 工業や金融､ 産 業も移民 の 手 により発展 を遂げて き
た
｡
こ れ らの移民 の 歴史や種類に よ っ て 四段階に分けられる(1)0
先ず ､ ピル グリ ム フ ァ ー ザ ー ズ以来の イ ン グラ ン ドを中心と したア ン グ ロ サ
ク ソ ン系移民が ､ 初期の 農業を中心と した西部開拓 の中心的役割を果た した｡
と こ ろが ､ こ の フ ロ ンテ ィ ア もほ ぼ 18 90 年代に ､ 自由に入植可能な土地 の枯渇
に よ っ て ､ 消滅 したと指摘されて い る｡ なお ､ こ の 時代 の 大西洋を渡るために
は 時間も コ ス
】
トもか か り ､ 出稼ぎ型 の労働移民 は不 可能で あ っ た｡
二 番 目は ､ ア メ リカ の 産業革命による 工業化に よ っ て移民労働力 の 吸収が行
われた 時代で あるo こ の 時代 ､特に 19世紀末で は ､ 鉄鋼産業 の主 な担 い 手で あ っ
たイ ギリ ス ｡ アイ ル ラ ン ドか ら の 移民労働者に代わり ､ 南 ヨ ー ロ ッ パ (イ タ リ
ア ､ ギリ シ ャ) や東 ヨ ー ロ ッ パ (ロ シ ア ､ ク ロ ア チア ､ ス ロ バ キ ヤ ､ ポ ー ラ ン
ド､ ル ー マ ニ ア) か らの移民労働者が増大 し､ 主 と して 基幹産業の 不熟練労働
力 の担 い 手 とな っ た｡ こ れ ら の移民労働者 は必ず しも定着せず､ 四割が ヨ ー ロ
ッ パ - 帰国 して い た｡ も っ とも ､ こ の 帰国の流れも ､ 好 ｡ 不況 に応 じて ､ 変化
したが ､ 第 1 次大戦による移民停止 以来 ､ 使用者などは帰国 しな い ように働き
か けたた め､ 家族 を呼び寄せ ､ 定着化に 向か う傾向が 強ま っ た ｡
三 番目 は ､ 数百年前に ア フ リカ か ら奴隷と して連れ て こ られ た黒人 が ､南北戦
争後解放され ､ 南部諸州 から北部諸州 - 移住 し ､ こ れ ら黒人労働者が鉄鋼業､ 自
･
動車 産業など基幹産業の 主 要労働力とな っ た｡ こ の 黒人 の 移住は ､ 南部の 温暖
な気候 に慣れ て い た黒人 たちに と っ て厳 しく ､ 言葉 の 差 も あ っ て ､ 当初は ､ 季
節労働者と して春 か ら秋ま で単身で働き ､ 冬 に は ､ 南部に残 した家族 の も とに
舞い 戻る と い う出稼ぎ型が主流で あ っ た ｡ 1920 年代に入 っ て や っ と定住傾向が
i者
強ま っ た とされ て い る｡
四番 目は ､ 且9 60年代 か ら 7 0年代に か けて メ キ シ コ な どカ リブ沿岸諸国か ら
の 移民 を中心に労働力移動 ､ 移民 が行 われ た｡ その 他 に キ ュ ー バ 革命に よる難民
とが加 わ っ た｡ こ れ らは ､ い わゆる ヒ ス パ ニ ッ ク の 大量移民とな っ て 流入 したが
こ の 流れ は今 日も続 い て い る ｡
そ の ほ か ､ こ う した ､ 四 つ の 大き なア メ リカ - の移民 の 流れだ けで は なく ､
日系移民や中国､ 韓国 ､ フィリ ピン な どか らの ア ジア 系移民､ そ して南米 か らの
移民な ど､ 世 界各地か らの 移民 によ り成り立 っ て い る ｡
移民 の推移及び現況
ア メ リカ - の 移民 は ､ 且8 世紀半ば以降 1 9世紀宋まで は ､ 政府の 受入れ政策
を背景に急 ピ ッ チで流入 した｡ 図 1 は ､ アメ リカ - の 移民流入 の 長期的推移を
絶対数とそれぞれ の 時代の人 口 に対す る割合(人 口 1000人 当り)
■
に つ い て みた
も の で ある. こ れ によ ると ､ 且9 世紀末か ら 20 世紀初頭まで は ほ ぼ 一 貫 して増
え続 け ､ 当時 の 人 口 に対する移民受入れ数 の割合が非常に高か っ た こ とが分か
る ｡
こ の よ うに ､ 1 9世紀後半か ら 2 0世紀初頭に か けて､ 年に よ っ て多少 の 高低
は ある も の の ､ おおむね轟年数十 万人 の 移民をア メ リカ は受け入れ て きた｡ こ
れ は絶対数と して は近年と同様 の数で あ るが ､ 当時の 人自に 対する割合で みれ
ば非常に大き い もの で ある｡ 特に ､ 19 2 0- 30年代に は ､ 割当制等制限的な政策
に よ っ て 流入制 限が行 われる こ と にな っ て移 民の 流入 は激減 したが ､ 第二 次世
界大戦が終わ っ た20世紀中期以降も労働力不足の ため移民受け入れ制限を緩和
す る方 向で 政策が転換され ､ 19 50年代以後は移民が徐 々 に増加 して ､ 全体的に
人 口比 で は 当時 の 人 口 1 0 00人当り 10人弱 の 移民が受 け入れ られて い た o 言い
換 えれ ば､ 移民 だ けの 要 因によ っ て ア メ リカ の 人 口は 毎年 1 % 近く増加 して い
たとい うわけで ある o
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( 図1) ア メ リ カ にお ける移 民受 け入 れ の 推移
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'
移 民受け入れ は ､1 9 90年代 に入 ･ 3 て も続 けられ ､ 現在もア ジ ア 30カ 国 ､ ヨ ー ロ
ッ パ 22カ 国 ､ 中南アメ リカ の 17カ 国 ､ カ リ ブ沿岸国 13 カ国 ､ ア フ リカ 13カ 国 ､
な ど総 9 5カ 国か ら移民を受け入れて い る ｡
19 9 6年 ア メ リ カ 商務省 の 人 口 局 で 実 施 し た 毎 月 人 口 調 査 (Cu r r e nt
p.pulati. n Su rv ey) に よる と ､ 1 99 6年 末現在, 外由人人 口 は ､ (表 1- 1)に 見
られ る よう に全体人 口 の 9･ 3%に 該当す る 2 4 6 0万人 と推定され て お り ､ 外 国生
まれ の 労働 者 も 14 30 万人で ､ 全体労働人 口 で 占め る比 率も 19 94年 に 10･ 0% を
超 え た o それ以降, 続い て 上昇 して 現在 1 01 8% を占め て い る(2)o
( 表1･ 1) 年度別 の 外 国人人 口 と労働力 (18 50- 1996年)
年度 外 国 か ら の 移 全 体 人 口 で の 外 国人労働者 全 体 労働 人 口
民人 口 (百万) 割合(%) (百万) で の割合(%)
18 50 2.2 9.7
2.7 2 1.61 870 5.6 14.0
1 890 9.2 14.6 5.1 2 6. 1
1 910 13.5 1 4.7 7.8 24.0
1930 1 4.2 l l.6 7.4 17.4
2 0
且95 0
19 70
1990
1994
且995
1 996
且0.3
9.6
且9.8
22.6
23.0
24.6
6.9
魂. 7
7.9
8.7
8.8
9.3
4.8
4.2
且且.6
且2.9
13.3
14.3
9.2
5.且
9.3
且0.0
10.且
10.8
出所 :■UI S ･ Depa T七m e n七 of Co m me rce, Bu r e a u Of 也 e Cen su s, 18 50- 1993
の Ce n 紬 $ OfPop 血 七io n及び 且9 94- 96の CtlTTe n七Poptla七io nSu TVey より作成o
( 注)
(1) アメ リカの 形成史に つ い て は ､ 手塚和彰 『外国人労働者』 日本経済新聞社 19 9 3
p.19 5以下参照｡
(2) Roge r G Kr a m e r, De.nBlopm eBtSiD JDte m ab
･
o D al 伽 tloDtO the Un L
･
tedStates
,
T he Unite S七a七e s Repo T七 fo T 払e Co ntin u ou s Repo rting Syste m o m
M igra七ion(Sope mi) O ECD, 19 97.p .54o
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第2節 ア メ リカの 移民法と移民 ｡ 外 国人労働者政策 の変遷
自由移民 か ら受け入れ制限政策 -
アメ リカにお ける最初の本格的な連邦移民法が成立 した の は 188 2年 8月
3 日 の法律(The lm migr a七io n Act of 1882)で あ る ｡ こ の 法律に は ､ 犯罪
人 ､ 精 神 的障害者 ､ 公 的扶助 を必 要 とす る恐 れ の あ る 無能力 外 国人
(inc apa ci七a七ed pers o n s who might be c o m epllblic cha rge s) を
入 国不適応者と して 入国 を拒否 した(1)他 は､ 原 則的に 一 応 どの 民族 に も ､ 移民
の 窓 口は開かれて い た(2).
しか し､ こ の 平等か つ オ ー プ ン な受け入 れ原則 は ､ 移民 が ヨ ー ロ ッ パ 人 か
らな っ て い た時代を経て ､ 中国､ そ して それ に続く 日本と い っ たア ジア人流
入時代を迎えると大きく変化 した ｡
19世紀後半 ､ カ リフォル ニ ア の金鉱発 見 を契機とす る ゴ ー ル ドラ ッ シ ュ と阿
片戦争後の中国の 開国により ､ 当初 は鉱夫と して後に は大陸横断鉄道建設 の
ため の 労働者と して 中国 か ら移民が急増 し ､ 1875年 か らは ア ジア か らの 移民
の 一 部 を制限する こ と を目的に した最初の移民規制措置が採られた ｡ 1880 年
代 に は年間平均 4 万人 も の 中国系移民が渡米 した の に対 し ､ 太 平洋岸各地 で
排斥運動が起き ､ アメ リカ政府は中国人労働者 の流入 に より ､ 一 部の 地方 の 秩
序が乱され る とい う懸念もあ っ て 中国と の 間で ､ 18 8 2年に 10年 間 の移民停
止する い わゆる中国人排斥法(T he C hin e s e Ex clu sio n Ac七 of 1882)を
制定 し､ 中国か らの 移民 を極端 に制限 した の で ある(3)o
中国人 に続い て ､ 日本人移民も 1880 年代か ら始まり ､ 19 0 0年代には中国
人 に代わる労働力と して ､ ま た 日本政府 の移民奨励もあ っ て ､ 数万単位で渡
米 し､ 鉄道建設 ､ 鉱 山､ 農業労働者と して働 い て い た｡
こ の反作用 と して ､19 05 年サ ン フ ラ ン シス コ に市民指導者や商業者が中心
に な っ た 日本 ･ 韓国か ら の移民排斥連盟が組織され ､ そ の組織は急速に広が っ
て い っ た｡ そ の 結果 ､ アメ リカ と 日本との 間 で の 外交交渉に より ､1907- 1908 に
紳士協定(Ge ntle m an-s Agr e e m ent)が結ばれ ､ ア メ リカ 側 がサ ン フ ラ ン シ ス
コ で の 学校で 日本 人学生 に 対する隔離措置を終える代わり に ､ 日本側 が移 民
送 出 しを自発的に規制する こ と に した の で ある(4)o
19 2 1年 に は ､ ア メ リカ の 移民政策史上初めて移民 の 入国許可数を規制する
緊急割当法 (The Te mpo r a ry Qu ota Act of 192 1 又 は ･ E m e rge n cy
Qu ota Act of 19 2 1) が制定され ､ 戦後東欧 ･ 南欧 か らの ｢新移民+ (5) の大
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量流入 の抑制と ､ 旧移民の 保全が 図 られ た｡ 同法 は ､192 4年法の 原案となる時
限立法 で あ っ た｡
そ して ､ 19 2 年 の移民の 数を年間総数 35 万 7 千人に制 限す る暫定立法 ､
さ ら に ､ 1 92 4年 に は移民受 け入れ制 限立法 で あ る rThe Pe rm a n e nt
lm migT a七io n Ac七 of 19 2 4J い わゆる ｢T he John s o n･ Re ed Act+ が制
定され た｡
こ の 法律は ､ ･ 各 国別 に 具体的な移民受け入れ枠を定め るも の ｢出身地別移
民割当制度 (Na七io ma且 Origin sSyste m) + で あり ､ 且8 90年 の 人 口調査をも
とに当時 の ア メ リカ に居住 して い た移民 の 出生地国 を基準に ､ それ らの 国別
に分類 した移民人 口 の 2 %の 移民割当枠を各国に許 可 した ｡ こ の割 当制度に
よ る年間移民枠の総計は約 165,000 人で あ っ たo これ により北西 ヨ ー ロ ッ パ
か らの 移民 - の 割当が全体 の およそ 8 5%を占め る こ とにな っ た(6)｡ ア ジア 系
の 人 口 が少 な い 時期に 基づ き ､ 意図的に ア ジア 系 の 排斥 を図 っ た こ とは 明 ら
か で ある ｡
19世 紀末に ア ジア人 を対象に始まり ､ 且920 年代に は ヨ ー ロ ッ パ 人も対象が
拡大された アメ リカ の移民制 限政策は ､ 大恐慌か ら第二次大戦まで徹底され ､
(図1) にみ られるように ､ 移民受 け入れ数は激減 した｡
1 92 9年 且0 月 の 株価暴落に 端 を発する大恐慌時代に は ､ 雇用調整 もきわめ
て 深刻で ､ アメ リ カ政府も非常に厳 し い政策を取 っ た｡
先ず ､ 厳 しい 雇用調整 に もか か わ らずあえて移 民 しようとす る者に 対 して
は ､ ｢公 的扶助を必要とする恐れがあるも の+ 条項が適用され頻繁に 入国が
拒否 され た ｡ さらに ､ 西部 の諸州 で は アメ リカ に 出稼ぎに来 て い たメ キ シ コ
人 に対 して は ､ 生活扶助を行う代わり に帰国 の ため の 運送機関を提琴して ､
アメ リカ か らの 流出を促進 したの で ある(7)0
二 国間協定 によ る単純 (農業)労働者受け入れ (ブ ラセ ロ 計画(8)
ア メ リカ の移民受入れ制限政策は､ 第二 次世界 大戦 の 勃発 によ っ て激変す
る こ とに な っ た｡
戦争中の 194 3年 に中国人 に対 する移民受け入れ禁止条項が廃止 され たこ
とで ある ｡ 太平洋戦争の 勃発 に より中国は い まや アメ リカ に と っ て の 同盟 国
で あり ､ そ こ か らの移民 を禁止す る の は 時代に合わなくな っ た か らで ある ｡
こ の延長上 に ､ 戦後の 19 48年 ､ ア ジ ア人 に対する移民禁止条項はす べ て廃止
され る こ とに な っ た｡
こ の 間 ､特 に ､ 戦争の ため南部諸州 の農場を中心に深刻 な人手不足が 生 じて ､
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こ の よ うな労働力不足 に対処す るた め の 方策と して 打 ち出され た の が 1 9 42
年に実施され た い わゆる ｢ブラ セ ロ 計画+ で ある｡
ブラ セ ロ 計画 は ､ 政府間 の募集協定に基 づ き , 法的 な裏付け (PL45､ 7 8号)
をも っ て 実施され , 外国か ら臨時的農業労働者を合法的に 受 け入れ る と い う形
をと っ て 1965年に廃止 されるま で 20年以上 に わた っ て続け られ た｡
法律 は ､ 募集 の 公 的な手続きを規定 して い るo 例えば､ メ キ シ コ か らの 臨時
農業労働者 の受 け入れ に関する労働力 の 選別 は ､ メ キ シ コ 政府があた る (9) . 選
別 された労働力 の中継地ま で輸送 は ､ ア メ リカ 労働省の 財政負担で行 われ る ｡
雇主 は斡旋手続料と して政府 に 15 ドル 支払うQ 中継地か ら職場ま で の輸送 と ､
住居 の提供 は ､ 雇 主 の 義務 で ある c
労働契約上 の賃金 は ､ 法律に よれ ば ､ 労働力 の 不足 して い る地方 の 平均的な
貸金 (pre vai ling w age s) で なけれ ばならない こ とに な っ て い る . しか し ､ 農
業に は労働組合 の影響力が及ばなか っ た の で実 際は ､ ア メ リカ 人労働者に 対す
る通常の 貸金 を大きく下回る水準
､
(エ 場労働者 の 46% ･6 4% 程度) を平均と して
設 定 し､ それ に よ っ て労働力不足 の状態を作り 上げた の で ある(10)o そ の結果 ､
工業 - と 従来 の.労働者が痴出 し ､ さらに ､ そ の 当時､ 外 国人 労働者特無権利状態
に置 かれ て い た ｡ 団結権も団体交渉権も否定され ､ 労働条件 の改善を求める労
働者は即時解雇 され本国 に強制送還され た の で ある(ll)0
プラセ ロ 計画に よ っ て メ キ シ コ か らア メ リカ の 南部諸州に受け入れられた臨
時的農業労働者 の数は 図 2 を見る よう に平均 して年間 30 万人短度､ 多い年 には
45万人 が受 け入れ られた ｡ なお ､ 1954年 に急増 して い る の は ､ それ まで非合法
にや っ て き て不法就労 して い る者を強制送還させ る と同時 に ､ 合法枠を大幅 に
拡大 して強制送還された人 々 が再 び合駄的労働者と して 入国す る の を可能 に す
る と い う ､ ア メ リカ政府の 政策によ るもの で ある(12).
(出所) W .Fogel,■ `T w e ntieth-CeTltttry M e xica n M igr atio n to the UElited State sB 1982.
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こ の よう なブラ セ ロ 計画は ､ 賃金水準 を切 り下げるための合法的手段と して
農場経営者によ っ て 悪用された の で ある｡ 特 に ､ ブラ セ ロ を社会保険制度か ら
免除する規定は(18)､ ブラセ ロ 雇用 の 経営者に と っ て の 短期的な採算性をより 一
層強化する作用を持 っ た｡
こ の ように ､ 多く の 問題点 を含ん で い た ブラ セ ロ 計画 は ､ 全米農業労働者組合
(U F W)や進歩的な教会の 圧力 が議会 を動か し､ つ い に廃止 され る こ とに なり ､ ア
メ リカ にお ける労働移民 の合法性 に政治的 ピリオ ドを打ち ､ こ れ以後 ､ 非合法
性がそれ に と っ て代わる こ と にな っ た｡
実際､ 同計画は 1965年 に廃止 され たが ､ それ以後もメ キ シ コ か らの 違法入国
者やそれまで合法的に就労 して い た 臨時的農業労働者の 多く は 不法就労者とな
つ て ア メ リカに滞在 しその 数は増え続けて い るの で ある｡
結局 ､ 同計画 は密入国移民を刺激する こ ととなり ､今日 の 大量 の ｢不法+ 外国人
問題 の基礎を築 い たと い われ る(14)o
移民 ｡ 国籍法 の成立
1952年 の移民 ｡ 国籍法(Im migT a七io n a nd Natio n ality Act)(16)は ､ 19 24
年の移民法か ら続 い た出生国主義(Na也onal Origin s Syste m) の 移民割当制
度を修正維持 し ､ そゐ退去強制､ 入 国拒否並びに帰化禁止事由を厳格に規定す
るもの で あ っ た ｡
ま た ､ こ の 法律で は ､ ア ジア か ら の移民 を認め ない と い う既存の 方針 を撤廃
し ､ 永住移民の 原則 とは別 に労働移民 の合法的な受け入れ に門戸を開 い て い る｡
そ の 際 の 主 た る在留資格と して は ､ ｢優 れ た能 力 を有する 一 時 的労働者
(te mpo r a ry w o rke r) + ､ ｢企業内転勤者+ ､ そして ｢そ の 他の 一 時 的労働
者 (在留資格 の分類上 で は
'
H- 2 と略称され る)+ で あるo こ う した在留資格 の
中 で特 に H -2 は ､ 外 国人 の 不法就労を減少させ る手だて と して ､ そ の後 ､ アメ
リカ の移民改策 の なか で そ の 有効性 に つ い て幾度となく議論 の 対象に な っ てき
たもの で ある ｡
(表 1- 2)非移民 一 時的労働者 (Tempo r a ry Wo rkers) の 主要在留資格
在留資格 (記号) 活 動 範 囲
H-1A
H- 1B
資格 を有す る看護婦と して の業務を遂行す るため に 一 時的に来る
外国人 (Registe r ed Ntl rS e S) 0
放棄する意思の な い住所を外国に有 し､ か つ 格別な能力や優れた
25
Ⅰ耳･2 A
Ⅱ -2B
H IS
H ･4
L ･1
知識 を持ち､ 専門的な業務を遂行す るため に 一 時的に来 る外国人
(Spe cialty Oc c upatio n:､ pr ofes sio n als) 0
放棄す る意思 の な い住所 を外国に 有し,ア メ リ カ で得られない 労
働力を提供す る 一 時的 に農業の 労働または業務を遂行す るため に
来る外 国人 (Te mpo r a ry Agrictlttlr al Wo Tke r 8) o
放棄す る意思 の ない 住所 を外国 に有 し,ア メ リカ で得 られな い 労
働力を提供す るそ の他 の 労働また業務を遂行す るために 一 時的来
る外国人 (Te mporary No n agric11tu r al Wo Tke TS) 0
放棄す る意思 の な い住所 を外国に有 し,産 業研修を受けるた めに
一 時的 に来 る外国人 (IndⅦ.strial Tr ain e e s) o
fI-i ･ H･2 A 侶､ 汁 3 と分類 された在留資格の 外国人 の配偶者お よ
び子供
企業内転勤者 (Intr ac ompa ny tr a nsfer e e)
出所 :Im migr a七io n And Natio nality Actof 1952.
不法就労の減少 に効果をあげるために は ､ H - 2 の在留資格で就労する外国人
の数は ､ 年間 50 万人 か ら 75 万人 の規模で な ければ ならな い とされ て い るが ､
実際に は きわめて 少 ない ｡ し かもそ の ほ とん どは農業労働者で占められ て い た
(16)｡ 自動車､ 鉄鋼ある い は金融 ･ 保険とい っ た基幹産業 - の 合法的な就労は ､
永住移民も しく は企業内転勤者など の特殊な労働移民 に 限定され て い る｡ より
一 般的で合法的な労働移民は ア メ リカで はあく まで例外的な存在で しかな い の
で あ っ た｡
こ の 法律は ､ それ まで の 法律 の 再成文化 にすぎな い と い う意見もあるが ､ 実
際に ､ 非常に重要 な変化を含む多く の改正 が行 われ て おり更に それ以後もか な
り の 改 正 が施 され ､ そ の 後ア メ リカ の 出入 国及 び移民帰化を扱う法律の 基本と
な っ た(1 7)0
国別移民割当制度の廃止及 び労働許可制度新設
1965 年 の移民 ･ 国籍法改正 (Im migr atio nAnd National i七y Ame ndm e nt of
19 6 5､Ha rt- °elle r Act) により ､ 二 つ の 重要 な政策 の変化が起きた｡
一 つ は ､ い ままで の 出生国主義による移民割当制度を廃止 した (1 968年 6月
30 日 から) こ とで ある｡ ア ジア太平洋諸国 か らの 出身者 に対す る差別的な割当
制度を原則と し
.
T廃止 し ､ 人 種 ､ 性別 ､ 国籍 ､ 出生地 ､ 居住地 による移民 の差
別を禁止 した. 一 定の 移民割当枠を設定 し ､ 西半球 か ら の埠域に 対 して は年間 1
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2万人 ､ 東半球 か らの移民は 17万人 を上限と規定した｡ それ らの 査証は 1 国最
大 2 万人 ､ 全体総計(Worldwide Cap)2 9万人 に制限されたが ､ 7 レ ベ ル の優先
割当て シ ス テ ム(The PT efe T e n C eSyste m)を設 け､ その 74%(別4,ぢOO人)はア
メ リカ市民または永住者 の ｢親族+ の 家族再統合(Fa mi ly T e Ⅶ nific aもio n)に割り
当て され ､ ま た 20%は第 3優先 ( 専門職そ の他 の 高度の 技術者とその 配偶者及
び子) ､ 第 6 優先 (アメ リカ で 必要 とされる熟練 ｡ 非熟練労働者とその 配偶者
及び子)に それ ぞれ 10%(29,DOO人)が割り当て られる｡ そ して ､残 り6 %(且7,唾OO
人)は ､難民(refuge e s)に割当て られ た(18)o
しか し､ こ の ような 区別 は 197 6年 の 法改正で撤廃され ､ - 国か らの年 間の 割
当移民は 2 万人が上限とされる こ と とな っ た｡ また ､ 割当及び非割当移民の 間
の 法的差異が除かれ ､ ア メリ カ市民 の直近親族及び特別移民 の移民が移民割当
の 制限か ら除外される扱 い とされた｡
こ の ような移民蔭の改正 は ､ 移民 の 国籍別構成に よる流入 の流れ に 大き な影
響を及ぼ した o例 えば ､且985年 か ら 且990年の 間 に ヨ ー ロ ッ パ か らの 適法移民者
は ､ ただ8 .9 %に過ぎなか っ たが ､ 対照的に ア ジアか らは 34%､ メ キ シ コ ､ 中央 ｡
南アメ リカ ､ カリブ か らの移民は 5 4%を示 して い た(19)0
もう 一 つ は ､ 労働移民 ｡ 非移民 に対する労働許可制の導入 で ある o アメ リカ
市民または合法的に永住権を許可された外国人 の 両親 ､ 配偶者も しく は子供以
外 の ､ 西半球 か らの 特別移民 ､ 職業に基 づ い て優先移民資格を求め る外国人 ､
また は非優先割当て移民と して 入国を求める場合で ある ｡ こ れらの 枠で入国す
る外国人 は ､ 熟練 (skilled) ,非熟練 (u n skilled) を問わず働くために入国する
場合で ､ 労働長官によ っ てア メ リカ の就労予定地で資格の あ る労働者が見 つ か
らない こ と ､ な らび にそ の者 の 移民 と して の入 国は アメ リカ人労働者 の貸金及
び労働条件に悪影響を与えない こ と の決定認定がなされなければ入国が許可さ
れない と した｡ こ の 制度は ､ 以前に もあ っ たア メ リカ人労働者 の 保護を強化す
るも の で あ っ た が ､ 労働 長官より承認 される ｢労働許可 (証明) 書 (labo r
c e Tti免c a七io n) + 取得を移民の入国要件と したとい う点で特徴がある(20)o
こ れ に よ っ て い ま まで より も移民に 対する質的なか つ 量 の 直接的規制が労働
省独自に で きるように な っ た｡
つ ま り ､ 1 965 年移民法は労働政策 の側 面で外 国人労働力 の受け入れが規制さ
れて 始ま っ たと い う点に特色 がある ｡ 他方で は 1 960 年代前半の 公民権運動の流
れ の中で ､ 人種 ｡ 出身国に よる差別的制限を廃止 したもの で あ っ て ､ 直接には移
民 の増加 (特に ､ ア ジア か らの 移民 の増加) を企図 したも の で は なか っ た｡ ま
た ､ こ の 移民政策の転換は ､ 西 欧諸国が高度成長期に労働力不足 に対応 して移
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民労働の受け入れを図 っ た こ とと基本的 に異なる(21)o
5 不 法就労者急増に 対応 した移民改革規制法 ( Im migT atio n Refo r m
a nd Co ntr ol Act of 1986) の 肱行
1970年代以後の アメ リ カ経済 の 不況過程における失業者 の増加 とイ ン フ レ に
伴い ､ 第三諸国か ら の移民 の 増加 ､ とく に ブラ セ ロ 計画 の廃止 の ためも あ っ て
メ キ シ コ か らの 不法就労 の激増は ､ 社会的な危機感を引き起こ させ た ｡ 政府や
議会内部で は ､ こ れ に対する 対策 の 必要性が つ とに 認識 され ､ 不法就労に対す
る政策的対応 に 向けて移民法改正 に焦点が集ま る こ とにな っ た｡ しか し ､ 不 法
就労の規制 に つ い て は様 々 な産業 の利害が錯綜 し､ 容易に は妥協点は見い だせ
な い まま ､ 移民法 の 改正 は議会に お い て 15年以上に わた っ て継続的に審議され ､
つ い に 1986年 11月 6 日 ｢移民改革規制法 (以下ⅠR C Aとい う)+ が成立 し
た ｡
同法 の 主 たる改正点 に は ､ (訂不 法滞在者 の合法化､ ②無資格者を雇用 した雇 用
主 に対する処罰及び雇用主に対 し ､ 新規採用 に際 して被採用者がア メ リカ で の
就労資格を有する こ とを確認させ る こ と､ ③差別禁止条項 の導入などで ある ｡
1) 不法滞在者 の合法化 (Legaliz atio n Pr o visio n､ ア ム ネス テ ィ)
こ の プ ロ グラム に よる合法化 の 要件及び内容は ､ 198 2年 1月 1 日以降継続的
にア メ リカ国内に居住 して い る不法滞在者に対 して (但 し､ 重罪や 3 回以上 の
軽罪を犯 した者は対象か ら除外) ､ 一 度限 りの 措置と して ､ 1 987年 5月 5 日 か
ら 88 年 5 月 1 日 ま で に移民帰化 局 (Im migTa七io n and Natu T aliz a七io n
se Ⅳic e以 下 IN Sとい う) の地 方事務所を通 じて 司法長官に申請すれば ､ 強制
送還をする こ となく暫定的な滞在許可を与えると いうも の で あ る｡ こ の 暫定的
滞在許可を得て か ら 18 ケ 月後に は再申請をすれば永住資格を与えられ ､ 永住資
格に よ っ て 居住 5年後に は市民権をえる こ とがで きるように な っ た｡
こ の 一 般的措置 の ほ か に , 農業労働者 に は特例が設けられて ､ 1 985年 5月 2
日 か ら 86 年 5月 1 日 まで の 間の 1 年間に 90 日以上 の 季節的農業労務に就 い て
お り ､ か つ ､ 申請時 にア メ リカ に 居住 して い る外国人労働者は､ 上記 の長期滞
在要件が満たされなく て も合法化 の 対象に された｡
IR C Aが施行 した当時 ､ 問題 とな っ た不法就労者は そ の性質上 正確な数は 明ら
か で は な い が ､ 1980 年 の 国勢調査 を基 づ い た推計で は 2 1 0万人 とされて い る ｡
しか し､
一 般に人 口学者の ほ ぼ 一 致 した意見 で は､ 3 0 0万 か ら 400 万と推定さ
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れて い た(22)0
こ の措置に より ､ 且98 年 8月 まで 間 に - 般的要件を満たすもの と して 1 80万
人 ､ 農業特例要件をみたすもの と して 80 万人 ､ 計 260 万人 に の ぼる不法滞在者
が 申請を行 っ た ｡ 適法 永住 の 地位 を獲得 した者は ､ 19 96年末現在ま で総計
2
,
6 84
,
892人 で あり ､ 年度別 の 現況は(表 1- 3)の 通りで ある(23). 実質的 に申請者
の 大多数が少数ラテ ン ア メ リ カ出身で あり ､ そ の 中でメ キ シ コ 人 がお よそ 7
5%を占め て おり ､ その 他 エ ル サ ル バ ドル ､ グアテ マ ラ ､ フ ィリ ピ ン 出身などが
全体の 1 % を上回 る程度にすぎない も の で あ っ た(24)0
(表 1･3) 合法化 され た外国人現況
年度別 合法化された者 の数
1989 478,814
190 880,372
199ユ. 1
,
12 3
,
■163
199 2 163
,
42
199 3 24
,
278
1 994 6
,
0 22
1 995 4
,
207
､
1996 4,635
総計 2,684,8 92
出所 :Unite State sDepa rtm e nt ofJt18tice, 196 StatisticalYe a rbo ok of the
lm m lgr a七io 皿 a ndNa 血 r al滋atio nService, Table 3 and4 ･
こ の ような合法化措置 (ア ム ネ ス テ ィ) は ､ アメ リカ の経済に と っ て必要 な労
働力 (特 に ､ 農業労働力) を確保す る とい う意図があ っ たとい う見解(25)がある
が ､ 同時に ､ 仕事 と社会生活を通 じ､ こ の 国 に貢献 した不法就労者の 人権を認め ､
労働条件を改善させ る積極的な政策と評価す る こ ともで きる｡
一 方 ､ こ の 措置に対する アメ リカ 労働省(D o h)の 19 9 1年 の報告で は ､幾 つ か の
理由 か ら不法就 労者 の 労働条件が改善されたとは っ きり断定 でき ない とされて
い る(26) ｡ そ の 一 つ は ､ そもそも不 法就労者の貸金は ､ 従来か ら合法就労者の貸金
に比 べ て それ程低くなか っ たとい う実態がある ｡ また ､ 合法化 され た労働者が国
内労働者と の 間 に代替関係 に ある の か ､ 補完 関係 に あ る の か に よ っ て 合法化後
の 賃金 - の影響は異な っ てく るとも指摘されて い る｡
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2) 不法就労に対する雇用主処罰 佃 mploye TSa n c七io m s)
不法就労の存在 に は供給側 の 要因だけで はなく需要側 の 要 因 も重要 で ある と
の 観点 か ら ､ 不 法滞在者な ど就労する こ とが違法 で ある も の と知 り なが ら募
集 ｡ 雇 用 ｡ 斡旋 したりする こ とを ､ 同法施 行 の 日以降は違法と した わけで あるo
こ の 不法就労に関する雇用主処罰は新 し い政策 で あ っ たた め いく つ か の 経過措
置が設けられた ｡
まず ､ 最初 の 6 ケ月間は周知徹底期間と して実際の 取締まりは行 わない こ とと
された o さらに そ の後 1年間は経過措置 (Citatio n Pe riod) と して初犯 に対 し
て は警告書 の交付の み で罰則 は 課せ られ な い こ ととされ たため ､ 本格的に実施
された の は 1988年 6月 1 日 か らで ある｡ し か し､ 農業部分に対す る全面的な法
適用 は 1988年 12月 1 日まで留保された｡
ま た ､ 雇用主 に対 して は違反 の程度に応 じて 民事罰 (Civil Pe n alty) が課 せ
られ ､ 初犯 の 場合は不法就労外 国人 一 人 当 た り 250
-2,00 ドル , 2 回 目 は
2
,
0 00-5
,
0 00ドル ､ 3 回目以降は 3,00 0- 1万 ドル で あ っ た . 常習犯 とみなされ た場
令(Pat七e m or Pr a ctic e of Violatio n)に は ､ 違反 が生 起 した各外国人毎 に
300 0ドル 以 下及び また は 6 ケ月 以 下の 禁銅(ImpTis o n m ent) も設けられた ｡ こ れ
に伴 い ､I N Sに雇 用の 停止 ヰ 止命令を発する こ とが で きる権限を付与 した(27)o
さらに ､ 雇用主 は雇用される人 の身分と合法的な就労資格を確認するため の雇
用記録証明書(Employm e nt Ehgibility Ve rifi c atio n,Ⅰ
-9 fo- s)の作成､ 保管､
提示 の 義務があり ､ こ れ に違反 した場合にも
ー 件 の 違反 に つ き ､ 10 0 ドル 以上
100 0 ドル未満の 民事罰に科せ られる. Ⅰ･ 9 Eo r m sの 作成に 関 して は ､ 合法的な
就労資格を証明するために偽造 した身分証明書や就労資格を示す書類を雇用主
に提示 した不法外国人 にも ､ 最高刑 5 年 の 刑事罰も しく は罰金が科せ られる ｡
しか し､ い く つ か の 例外が あり ､ 法律が制定された 1986年 11月 6 日まで に
雇 っ た人 々 を継続 して採用する こ とに関 して は､ 罰則 の 対象 に ならな い と い う
こ ととされ た(28)0
なお ､ そ の 後 IN S は8 7年 5 月 1 日､I R C Aの最終施行令と施行規則を制定 し､
連邦官報(Fede r al Registe r)で 公表 した｡ これ に よ る と ､雇用 主は ､ 外国人労働
者を雇 っ た 日 か ら 3 勤務 日以 内に Ⅰ-9 fo r m sの 作成を完了す るよう定められた o
ただ し､3 日以 内の 間の 短 い 期間 に雇われる労働者は､2 4時間以内 に書類作成が
求められ る｡ これ とともに ､I N Sが雇用 主を調 査する時に は 3 日前に通報 さなけ
れ ばならな い と した(29)0
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こ の ような雇用主処罰制度は ､ 雇用主 に対 して就労資格を持たない者 の採用を
防止 す るととも に､ 合法労働者に対 して は その 雇用促進及び定着の ために ､ 労
働条件を引き上げるとい う期待もあ っ たが ､ 結果 と して ､ 特 定出身国や人種 に
対 して差別的な雇用をもたらす効果を懸念する動きが強ま っ て い っ た｡ 本来､
罰則制度は､ 特定出身国や特定人種によ っ て は政府による調査監督を嫌う こ と
や ､ また資格確認 に関する書類の信憩性を確保する こ との 困難性も指摘され て
い た(30)o
3) 差別禁止条項 の導入 (Am七i - D is c Timim a七io nPr o vision s)
ア メ リカで は ､ 既 に ､ 且96 4年公民権法(Civil Rights Ac七 of 196 4)にお
い て 人種､ 宗教 ､ 皮膚 の 色 ､ 年齢､ 性別 または出身国に よる雇用上 の 差別 を禁
じて い る｡ そ して 且960年代か ら 70年代に かけて の 人種差別反対 の 公民権運動
の高揚を通 じて ､ マ イ ノ リティ ー を差別 か ら保護する立法や行政措置が行われて
きた. また ､且970 年代か ら雇用主罰則制度を導入 した ドイ ツ等 の西欧諸国で も
雇用主 - の 罰則 が マ イ ノ リティ ー - の 差別 を引き起 こす と して 問題 と され た こ
と も あ っ て ､ 且986 年法 は ､ こ れ を受けて 不法滞留外国人 (Un a utho Tiz ed
Alie n)を雇 用 した雇 用主 に対する処罰規定 の新設とともに惹起されうる移住関
係 の 不公 正 な雇用 行為 ( 出身国､ 市民権取得中音図を含む国籍上 の 地位に よる
個人 の差別) を差別と して禁じた｡
また ､ 出身国草たは市民権を根拠とする雇用差別 の容疑を調査するために ､ 法
務省内に移民と関連 の 不公 正 雇用 の 特別相談事務室設置及び特別参事官制度
(Special Co u n 8 e且)創設 し､ 差別行為に対する調査及び追訴業務を遂行するo
も し､ 雇用主 に よる こ の ような不公 正行為が あ っ たと認 められる場合は ､ 個人
が特別参事官に 申立 てる ｡ ただ し､ 特別参事官がそれを受けて か ら 120 日以 内に
何 ら の 訴 の 提 起 が な さ れ な い 場 合 に は ､ 本 人 が 直 接 に 行 政法 判 事
(A dminis七T a七iv e La w JⅦdge) - 申立 をなす こ とがで きるD その 結果 ､差別行
為があ っ た と判断された場合は､差別行為の是正 と本人の 雇用 を継続 し､ 賃金 を
滞 っ て 支払うこ と(Ba ck Pay) ,を命 じる こ とに な っ て い る . また､ 最初 の違法
行為に対 して は 10 0 ドル ､それ以後の違法行為に対 して は 2 00 0ドル の民事罰
を課す る｡
こ の よ うな ､ 雇 用 主処罰制度 の導入 に とも な い 生 じうる雇用主 に よる差別行
為を防止 す るた めの 対応 に もか か わらず､1 99 0年 9 月 の 会計検査院(G A O)の 調
査(Su r v ey)による と､ 出身国に よる差別行為に つ い て次の よう に報告されて い る
(3 1)0
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まず､ 当時調査対象雇用主(9,000人)の 5%は ､I R C Aの施行 の結果 ､ 外国人 ら し
い 外貌 ､ 又 は ア ク セ ン トにより 不 法外 国人と疑われた者を採用 しな い ように し
は じめたo もう 一 つ は ､雇用主 の 8 %はIR C Aの結果不法外国人ら しい 外貌､ 又 は
音声の者の み法 上の 雇用記録証明制度を適用 した と報告される｡
一 方 ､ 国籍に よる差別も引き起こ して お り､ 雇用主 の 14%が アメ リカ生 まれ の
者 の み を採用 し､ 一 時的労働許可 を持 つ 外国人を採用 しなく な っ たと報告され
た(32)a
4) 季節移民労働 の枠 の拡 大 (T he Spe cial AgTicⅦl七u Ta且Wo TkeTPr ogr a m)
農業経営者 - の 配慮か ら ､ 季節的農業移民労働者 に 対 して ､ 非移民労働者 の
ビザの カテ ゴ リ ー で ある H ･2 と別 に新規に ｢H -2A+ ビザの 資格が設けられ ､ 一
定 の 要件を満たす者を毎年 25 万人 の範囲で受け入れを認めた｡ しか し､ 各労働
組合 か ら農業以外の 産業に雇われ る とい う懸念が提出されたため ､ さ らに毎年
の 入国許可人数を35 万人 と し ､ そ の 滞在期間を9 ケ 月 に 限定 したうえに ､ 二 つ
の グル ー プが認 められる こ とに な っ た(3 3)0
第 1 に ､ 1986年 5月 且 日以前 12ケ月 以 内に最低 9 0日 間アメ リカ に居住 し､
臨時農業労働者と して就労 して い た者に つ い て は､ 移民と して 2 年間在留資格
が与えられる｡
第2 に は ､ 外国人で臨時農業労働を1985 年5月 1 日 か ら 19$6年 5月 1 日ま
で の 12 ケ月 に最低 90 日間行 っ て きた者に つ い て は ､ 3 5万人 の 範囲で 一 時的在
留資格を得た後 の 1年間ず つ の資格が与えられる ｡
一 九九○年の 外国人労働力受け入れ の ため の移民枠の拡大
19 6 5年 の移民法改正 の結果 と して ､ 移民 はア ジア系や ヒ ス パ ニ ッ ク系 が急増
す る こ と に な っ た｡ しか も移民 の就労能力が平均的にみ て低 い ため ､ 国 内労働
需要に対応 して い な い と いう問題点も指摘された｡ こ の ような状況を背景に し
て ､ ア メ リカ経済にと っ て必 要な技術や能力を持 つ 者 の移民受け入れ促進を通
じて 国際競争力を強化する こ と を狙 い とす る移民法改正が 19 9 0年 10月 行 われ ､
191 年 1 0月 より施行された｡
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改正法 の 主 な内容は (3 4) ､ ①従来(5 34,000人)よりも年間移民枠を拡大 し､ 最
初の 3年間 (且992 - 94 年) の移民枠を 7且.4 万人と し､ それ以後は 73.8 万人 と
す る こ と､ ②家族に対する移民枠で は ､ 長期的には親族の枠を拡大する こ と ､
③就労目的者 - の 移民枠を大幅に 拡 大 する こ と ､ ④且0 人 以 上 の 雇用創 出
(Employm e n七 CTe a七ion)投資者という移民枠を新設する こ と､ ⑤移民 の 少な い
国に 対 して の枠 を設 ける こ とにより ､ 移民の 多様性を確保する こ と ､ ⑥1 92 -
94年 に 限りカナダ及び西 ヨ ー ロ ッ パ 諸国に対 して 唾 万人 の 枠の 優先的配分及び
Ⅰ況C A で合法化された者の家族枠の優先的割当を行うこ とで あるo
改正 の最大 の 目的は ､ アメ リカ の ハ イ テ ク産業を中心とする高級頭脳を受け
入れ る とい うこ とで あ っ たo 今回の 改正 で移民枠が従前の 唾9 万人か ら 73万 8
千人 に引き上げられる こ とと され た｡ こ の 引き上げられた中で ､ 注目 され る の
は ､ 技術的ある い は ､ 専門職を持 つ 労働移民 (第3優尭) ､ ア メ リカで 不足 し
て い る仕事に つ く労働移民 (第6移民) を従来の 5万 4千人か ら 1 4万人 に増や
した こ とで ある｡
こ の よう な量 的 な変化に加 えて ､ 改正法は行政的仕組み及び資格認定手続き
を根本的に変更 した ｡
第1 に ､ 労働省(D o h)に労働市場 に お ける不足職種及び過剰職種の認定､ 不足
職種 - 就労する者に対する労働許可 の付与 ､ 過剰職種 に対する募集の適正性や
可能性可否などを事前に決定する パ イ ロ ッ トプ ロ グラム
､
を実施す る権限を付与
した o
第2 に､雇用主時就労目的移民を採用する計画 を労働組合 の代表者又 は人目に
つ く場所にそ の 計画 を掲示する こ と を義務化 した｡
第3 に､雇用主 が就労目的移民を雇用する際に労働条件の 不備に対 して ､ 誰で
もそ の 証拠を労働省に提出する こ とを認 めた.
改正法 の中心 で あり､ か つ 進出企業に と っ て最大 の ポイ ン トで ある雇用関連
ビザは､ 五 つ の 優先(pTefeT e n C e)カテ ゴリ ー が設 けられ ､ 受け入れが認 められた｡
第 1順位は ､ 優先的労働者 (pTio Ti七y w o rke r) :科学､ 芸術 ､ 教育､ ビ ジネ
ス
､
ス ポ ー ツ にお い て 非凡 の 能力(extr a o rdin a ry abihty)を有す る外国人 ､ お
よび少 なく とも 3 年以上の 経験を有する傑出 した教授､ 研究者とアメ リカ の 多
国籍企業 の幹部職員(e x e cutiv e s of U S m ultin atio n als)､ 並び にアメ リカ の
使用者と同様に仕事を遂行 しうる経営者等 4 万人 ｡
第 2 順位 は ､ 格別 の 能 力 を有す る外 国人 (alie n s with e x ceptio n al
ability) : 労働力が不足 して い る特別 な分野(科学､ 芸術 ､ ビ ジネ ス など)で 上級
の 学位(adv a n c ed degr e e s)又 は これ と同等の資格を要する専門職の メ ン バ
ー 4
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万人 ｡ ただ ､ こ の 場合労働省 か らの 労働許可 の 取得が前提となる｡
第 3 順位は ､ 技術職､専門職 の メ ン バ ー 及 びそ の 他労働者 4 万人 : こ の 場合 ､
熟練労働者は少なくとも 2 年間の 訓練な い し経験を必要と し､ 専門職は か なり
高い レ ベ ル が要求されるが ､ 有資格者がア メ リカ 内で得られな い 場合には ､ 不
熟練労働者 でもよ い (こ の 場合､枠は 1万人以内) o
それ以外､ 聖職者や医科大学卒業者などに 対する特別移民 且 万人 ､ 雇 用創出
効果 (10人以上) の ある投資者 1 万人等 の カ テ ゴリ ー が設 けられ た｡
最近 の移民法制及 び政策 の変化
199 6年に は ､ 移民者たちに影響を与える 二 つ の 新たな遠大な立法が成立 した｡
一 つ は ､ 同年 8月 2 2日 に成立 した
``
福祉法 (Welfa r e Act) ” とも呼ばれる
｢個人責任及び労働機会調整法(The Pe r s o n al Re sponsibility And Wo rk
Op po Ttu ni七y Re c o nci払a七io m Act)+ で あ る ｡ こ の 法律は ､ 主要連邦援助プ ロ グ
ラ ム に つ い て は ､不 法外国人 に続 い て適法外国人 (qu alifTled alie n s) (3 5) に対
して も ､ ほ とん どの 範囲 で の 福祉 の享受(public be n e最t)を制限するも の で ある｡
すなわ ち ､ 緊急医療保護(e m e rge n cy he alth c a r e) を除外 した極貧者 の ため
の 援助 プ ロ グ ラ ム の 主 食 と し て の フ ー ドス タ ン プ 及 び補足 的保 障所得
(馳 p ple m e n七al Se c u Ti七y Ⅰn c o m e以下 S SIとい う) ､ そ して 身体障害者と
盲人老人などの低所得層 の た めの 現金援助 (Fede r al c a sh a s sistanc e) プ ロ
グラム と して 生活補助費で ある ｡ 法律は また ､ 連邦プ ロ グラム が 州 レ ベ ル で 管
理 されて い る こ と を勘案 し､ 非市民 を除外な い し制限す る選 択権を州に付与 し
た o こ の ような社会福祉 の制 限 を骨子と した
``
福祉法
”
頒 ､ ア メ リカ市民と同
様に国内 の適法移民者を扱われた以前の 立場 の重要な変化 で ある(36)0
こ の ｢福祉法+ が制定される前まで は ､ 適法外国人 に は 公共福祉 に関する権
利 は本質的に 一 般 の 市民 と 同等 の 水準 で あ っ たが ､ ア メ リカ 一 般市民 に よる外
国人 (特 に不法外国人) の社会福祉 - の 依存により ､財政的衝撃と予算上 の不足
状態に直面する こ とに なる と い う危機感が引き起 こ され て ､ 外 国人 を社会福祉
適用対象 か ら除外する こ とに政策方向が転換された の で ある ｡ 特 に ､
``
不法移民
の増加 が社会福祉を圧迫 して い る ” と いう議論､すなわ ち不況下 で の 深刻な財政
危機 に もか か わらず不法移民 の た めの 財政負担が増大 して い る と して 不法移民
に 対する 公共サ ー ビ ス の 提供が大きな問題 と して とりあげられ ､1970年代始め
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以降不法移民を社会福祉計画から除外 し ､ 例 えば ､ 補足的保障所得 (SSI) を市
民と合法的移民に限定する ことによ っ て不法移民を対象か ら除外 した0
さらに ､1 98 1年ま で には フ ー ドス タ ン プをは じめとするあらゆる福祉 (緊急
医療保護､N災難救助､ 公共学校就学) か ら不法移民者を排除 した こ とがある(37)o
もう 一 つ は ､ 且996年 9月 30 日に成立 した ｢不法移民改革及び移住者責任法
(甘ke Illegal Ⅰm migT a七io nRefo r mAnd lm migT a n七 Respo m sibili七y Ac七､
以 下 ｢ⅠⅠRⅠR A+ と い う) + は ､ 国境警備 マ ン パ ワ ー の 増強に より ､ 国境に対す
るパ トロ ー ル 強化､ 密入国する外国人に対する罰則強化及び 14マ イ ル の 障壁 を
建設するこ とによ っ て 国境管理を強化(3 8)する もの と して ､ 不法移民を コ ン トロ
ー ルす るの が こ の法律の 当初の 目的で ある ｡
こ の 法律は また ､①以後5年間6､6 0 人の 新たな国境巡察瞥察官を採用する こ
と､ ②不法移民に 対する行政上 の 強制 退去を容易にする こ と ､③庇護 (a野1Ⅶ m)
許 可 を制限する こ と ､④不法滞留防止策と して ア メ リカ に不 法 に滞留 した こ と
がある外国人 に対 して は ､且0年 が経たない とそ の 地位調整 (ア ム ネ ス テ ィ等) を
行わな い と いう こ となどの 内容も含まれ て い る(39)0
そ して ､ 国境管理強化次元で ､ 法律 は国務省に偽造 し易い 旧国境通過 力
- ドを
且9 9 年 10月 1 日ま で 且0 年間使用 でき る ｢レ - ザ - カ
ー ド+ で代置す るよう規
定 した｡ これ を受けて ､ ア メ リカ国境に隣接 した地域に居住するメ キ シ コ 人居住
者 6 百万人 に新たに国境通過 ビザ (Bo rde r- C T O S 9ing c去Td) を発給する こ とと
な っ て い る｡ こ の カ ー ドの 所持者はアメ リカ 内で 25 マ イ ル の 旅行 と3 日間の 滞
在が可能となる(40)o
しか し､ 1 9 86 年の IR CA 施行及び 196年 の 甲R 況Å による不法滞在や不法
入国 に対する強力な対応にもか かわ らず､ 19 96 年 10月現在ア メ リカ に居住 し
て い る不法滞在者は 500 万人 に達 し,全体人 口 の 1 .9% を占め ､ その 数は毎年 27
万 5千人程度が増えてきて い ると推定され て い る昌 また ､不法滞在の類型別 に は
全体不法滞在外国人 の 連1%に該当する約 2 10 万が非移民オ
ー バ ー ス テイ 者
(n o nim migT a nも o v e T StayS) で ある. そ して ､ 不法滞在者の 5 4%に該当する
2 70万人が隣接国メ キ シ コ 出身で あり 198 年以来毎年 1 5万強の メ キ シ コ 人不
法滞在者が増えて い る状況 で(41)､ ア メ リカに と っ て 国境管理や不法滞在者処理
問題が大きな課題 にな っ て いる ｡
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且997年に は ､移民政策に関連 して さらに 二 つ の 変化 が起きた( 嘘)o
一
つ は ､9 6年に成立 した福祉法(Welfa r e Act)が不 法外国人 に続 い て適法外
国人 に 対 して も ､ 同様 にほ とん どの社会福祉適用対象 か ら除外する こ とに対す
る当事者 の 反発や違法性問題などが議論され ､9 7年 に ク リ ン トン政府及び議会
は ､ 均衡予算法(The Bala n c ed budget Act)に より ､96 年の 福祉法 の制定 日
(8月 2 2日)現在にア メ リカ に居住 し､ 又 は こ の ような福祉を享受 して い た適法移
民者に対 して は ､ 一 部(SSI及び身体障害者 の 医療保険制度)の福祉享受権利を取
り戻す措置を取 っ た｡
もう 一 つ は ､1 99 7年 11月 19 日に制定された ニ カ ラ グア人及び中央 ア メ リカ
人救済法は ､ ア メ リカ に最低 2 年 以上居住 した ニ カ ラ グア 人 とク バ 人 に対 して
ア ム ネス テ ィ 措置を取 っ たo また ､9 6年 の ⅠⅢもIR A前 の より寛大な規定に基 づ い
て エ ル サ ル バ ドル+グア テ マ ラ ､ 旧 ソ連及び 一 部束 ヨ ー ロ ッ パ 国家 の 国民 に対 し
て は ､ 退去強制 の中止 を申請する こ とが可能 とな っ た の で ある ｡
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第 3 節 ア メ リカ の移民 4 外 国人労働者 の受け入れ及び保護に関する法的規
労働許可(証明)(Labo rCe rtific a七io n)制度(1)
刺
ア メ リカ に就労を目的に 入国 しようとする外国人(移民及び非移民) に対 し､
自国労働者 の 保護観点か ら｢移民及 び国籍法(Im migr a七io n a nd Na七io m a且i七y
Act)+に よる量的な規制が行わ る ｡ これ に加 えて 1965 年 か らは､ 労働省によ り ､
ア メ リカ人 労働者 の就労可能性や同種 の仕事に就く自国労働者 の労働条件に悪
影響を及ぼす か否 か等を審査 して就労可能か否か を許 可する制度､ い わゆる ｢労
働許可制度(軌 が採用された｡
就労を目的とする移民 の場合､1990 年法改正 で そ の 受け入れ カテ ゴ リ ー が拡
大され ､ 大きく第 1順位か ら第 4順位 に分けられ て い る｡
また ､ 非移民労働 の カ テ ゴリ ー と して ､ 移民及び国籍法 の第 1 0 1条 (a) 項
1 5号 (班) に規定 して ある三種の 一 時労働者の 一 つ に適合 して い る場合に は ､
労働す る こ とがで きるo こ の グ ル ー プ は ､ 一 般に H - 1 (A ･B) ､ ” - 2 (A ･ B) ､
H - 3 査証と して設 けられ て い る｡
こ う した就労を目的と した移民 ､ 非移民 の カテ ゴ リ ー の 中で ､ ア メ リカ人労働
者や既存移民者と の競争が予想されうる 一 部の カ テ ゴ リ - に 対 して は ､ 労働 許
可制と いう制度を通 じて 労働市場 - の配 慮と い う観点か ら外国人 に 対する質的
な受け入れ規制が加わ っ て い る｡
1) 法的根拠
移民 ･ 国籍法第 2 1 2条(a)項(5)号(A)､ (1)(2)の もとにお い て は､ 熟練 ｡ 非熟練
労働を遂行する目的で ､ アメ リカ に入国 しようとする外国人 は ､ 労働長官が以
下 の事項に つ い て 決定 し ､ 司法 ｡ 国務長官が証明するの で なけれ ば ､ 入国を拒
否されるよう に規定され ､ 労働 を目的とする移民 ･非移民 の 場合に は原則的に労
働許可を必要とする ｡ そ の 要件と して次 の ように定められ て い る｡
(a) 有能で働く意思があり ､ 資格があり ､ また は科学又 は 芸術に格別 の能
力を有 し､ か つ 査 証申請時及び ア メ リカ入国す る時､ ア メ リカ の 労働者
や既住の 外国人が就労する場所にお い て充分に存在 しな い 場合｡
(ち) そ の ような外国人 の就労が ､ 同様に雇用 され るア メ リカ 人労働者 の貸金
及び労働条件に悪 い 影響を与えな い こ と｡
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2) 労働許可 の管轄官庁
労働許可は ､ 移民及 び国籍法第2且2条(a)項(5)号 の もとに労働省(Depa Ttm e n七
of Labo r) が労働許可規則(連邦規則第 20巻 パ ー ト 656)を制定 し､ それ に基づ
い て労働許可証(Fo rm E T A-750)を発給 して い るo
移民 の 場合､ 労働長官が国務長官及び司法長官に対 し認 証 を行う労働許可証
は ､ 国務省に よる移民査証 の発給､ 又 は 司法長官による永住権 の 静 可に先立 つ も
の で あ り ､ 一 部 の 権 限 は 司 法省(Depa Ttm e m七 of 3u s七ic e)又 は 国 務省
(Depa Ttm e n七 of State)に委任され て い るo
また ､ 非移民(例えば 斑 ･2) 労働者に関 して は ､ 労働長官が司法長官に当該労働
者 の 必要性及び労働状況 - の 影響 に関 して助言(advic e)を行 い 許 可証 を発行す
る o
3) 許可 され る労働者 の範囲
就労を目的とする非移民 ビザH ･ 2 (A/B) を取得 しようとする場合は､ 労働
省か ら労働許可を取得 しなけれ ばならな い o ただ ､ H- 且 と H -3 の場合は労働許
可を必要と しない 労働査証 で ある ｡
そ して ､ これ と別 に法第 214 条(a)に基 づき, ビザ発給件数は､ 汁 且(B)に つ い
て は 6 5,00 0人 ､ ” - 2(跡 こ つ い て 6 6,0 0 人 ､ に制限される(3)o
移民の 場合､ 且990年 の移民 ｡ 国籍法改正 で ､ 就労目的の移民と して入 国が認
められ たカテ ゴリ ー の 中で ､ 次 の 2 種類の場合労働許可を必要とするo
一
つ は ､ 第 2優先カテ ゴ リ ー で ある格別 の能力を有する外国人 (a且ie n s with
e x c eptio n al ability) と して ､ 労働力 が不 足 して い る特別な分野(科学､ 芸術 ､
ビ ジネ ス な ど)で 上級 の学位(adv a n c ed degr e e s)又 は これ と同等の 資格を要す
る専門職 の メ ン バ ー で ある ｡
も う 一 つ は､ 第 3優先カテ ゴ リ ー で ある技術職､ 専門職 の メ ン バ ー 及 びその 他
労働者と して ､ こ の 場合 ､ 熟練労働者は少 なく とも 2 年間 の 訓練な い し経験を
必要と し､ 専門職 は かなり高 い レ ベ ル が要求 され るが ､ 有資格者が ア メ リカ内
で得られない 場合に は ､ 不熟練労働者の受け入れも可能で あ る｡
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4) 労働許可の効力 ､ 有効期間等
非移民に対する労働許可 は通常 1 年以内で あるが ､ 必要 に より更新が可能と
な っ て い る｡ 季節的農業労働者に対するも の は農産物 の収穫時期を前提と して
発行 される の で ､ 数ヶ月単位 で発行され る｡
移民 の 場合 ､職が当該外国人 に 対 して存在する限りは ､ 原則的に無期限に有効
で あるo 但 し､移民局 又 はア メ リカ領事に よ っ て詐欺又 は故意の 不実記載と認め
られた場合は無効となるo
特に ､ 移民 の 場合は ､ 労働許可 証 の 受付け 日は移民査証取得に関 して 舶巨常に
重大な意味を持ち､ 移民査 証 の 資格を立証 した申請者に対 して の 移民査 証割当
の た めの 優先 日(pTio由ty date)とされ る｡
5) 申請 ｡ 取得 の 手続き
非移民 ･ 短期労働者の場合は ､ 雇用 主が賃金等 の労働条件を示 して 外国人が
雇用される予定の州 の雇用局(State Employm e nt Se rvic e)に 申請書を提出す
る｡ ま た ､雇用主 は ､ 申請の 際に 当該外国人 の 雇用が必要 とされ る こ とは ､
一 時的
な性格 の も の で あり ､ 当該外国人労働は
一 定の 期間認 め られ るも の で ､ 永続的な
ポジ シ ョ ン で な い こ と ､ま た外 国人労働者は外国に 居所を有 して お り ､ ア メ リカ
で の 滞在は 一 時的なもの で ある とい う こ とを立 証 しな けれ ばならな い 0
通 常短期労働者査証 (H ･ 2) の た めの 申請書は ､ 当該
一 時 的労働者が必要と
なる 4 5日以前に提出される こ とが望まれる ｡
特 に ､ 季節的農業労働者の 雇 用 を希望する雇用主は雇用す る 日 の 80 日前に最
寄り の 労働局に労働許可申請書ととも に ､ 求人 票 を提 出 しな けれ ば ならな い o
これ は ､ まず国内で必要労働力 の充足を行うためで ある ｡
移民 の 場合も ､ 一 般的に雇用 主 は ､外国人が雇用される予定 の州の 雇用 局 に申
請書を提出す る｡ また申請の 際に ､雇用主 は 10 日間に わた っ て ア メ リカ で の 労働
者雇用 の た め､ 掲示板などで求人案内を掲示す る ｡又 雇用 広告を
一 般新聞 な どで
3 日間連続で掲載 しなけれ ばならな い ｡ こ う した雇用努力にもか か わらず資格あ
る労働者が国内で は 見 つ か らな か っ た こ とを適正 な形 で雇用 局 に報告 しな けれ
ばならな い ｡
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こ の ような申請書を受け付けた州雇用局 は ､ 手続き を開始 し､貸金 ､ ア メ リカ
労働市場な どの 調査 を し ､ 適正 な コ メ ン トを行う｡ そ して ､ 同申請書は雇用局か
ら 地 方事務 所(D OI｡ 況egio m al O孤c e) - 送 ら れ ､ 労働 省 の 雇 用 訓 練局
(Employm e n七 a md TT aiming A d min s七T a也o n) 所属 の 地域認定官(Regio n a且
CeTti&i皿欝 0 既ce T)の 所 - 送付 され ､ そ こ で 申請に 対する最終決定が下される
こ とになる｡
6) 審査基準及び許可要件
非移民 ｡ 短期労働者の場合は ､ 雇 用局お よび雇用主自身に よる求人努力 にも
か かわ らず必要 な労働力が国内に得られず､ 貸金 が平均貸金以上で あり (連邦
及び州 の最低賃金 ､ A E W 況(4) を比較 し､ そ の 中で最も高い貸金を支払わねば
ならな い) 雇用主が法定の要件を満た して いれ ば ､ 許可証が発給される ｡
具体的には ､ 当該職における ア メ リ カ人労働者 の最低賃金､ 雇用期間､ そ の
他 の給付､ 労働条件等の最低基準を､ 申請外国人 に提供される労働条件と比較
して審査されるo また労働の 一 時性 ｡ 特別性 の 関係､ 当該業務 の 必要と される
期間 ､ また ､ 当該雇用主 の こ の よう な短期労働者 の雇用割合などか ら審査 され
る ｡ 特に ､ 農業や林業労働者に 関す る雇用申請を提出する場合は ､ 地域や業種
1
に よ っ て も特別な規定があるが ､ 提供される労働が規定される貸金､ 労働条件
並びに労働者 の権利に 関する基準を満足 して い る もの で ある こ と を証 明 しな け
れ ばならな い ｡
移民 の 場合､ 雇用 主は ､ ア メ リカ に申請者と同嘩の教育､ 訓練 ､経験等を持ち ､
同程度の 資格と能力を有 し ､ か か る職務に従事する意思の ある国内労働者が確
保不可能 か つ 不充分 で ある こ とを ､ さ らに ア メ リカ労働者 の賃金及び労働条件
に 悪影響を及ばない こ と を立証する義務が あり ､ こ れ らの 点及 び雇用主が法律
を遵守 して い る こ とが確認 され た場合に は ､ 許可証が発給される｡
7) 労働許可 の発給拒否 に つ い て 行政及び司法上 の救済
労働許可申請 に対 して 許可が拒否された場合は､198 7 科羊新た に設置された
外 国人労働許可提訴委員会(T he Bo a rd of Alie n Labo r Ce rtiFIC a七io n
Ap pe als 以下 B A L C Aとする)に提訴するこ とが でき る｡
こ の 委員会は ､3 人 の 審査員で構成され て い る o 審査員の中で ､ 労働省(D o h)所
属 の 外国人労働判定官(juie n Labor Judge)が 首席委員に なる.
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また ､ 再審申請は ､不 許可処分があ っ た 日 か ら3 5日以内に雇用主 又 は雇用 主及
び外 国人が 同委員会に しなければならな い ｡ も し ､ 同期限 が過ぎた場合は処分が
確定される｡
再審申請事件に対する委員会 の判定 の類型 は ､ ①労働許可拒否 の確認 ､ ②労働
許可発給の 決 定 ､③原処分庁に再検討するよう差 し戻す こ とな どで ある ｡
雇用主 は ､ B A L C A により労働許可 の 再審が棄却された場合､ 棄却 された 日 か
ら 6 ケ月 以 内は,同 一 職業を包含する労働許可を申請する こ とがで き ない o た だ
し､ 貸金が現行 A E W R以 下で ある と い う理由で棄却された場合の み 直ちに労働
許可 の 再申請が可能で ある ｡
2. 外国人 労働者に対する保護法理
1) 差別禁止法
ア メ リカ は､ 最大 の移民国にふ さ わ しく ､ か つ て よ り各種差別 か ら人権を守る
為の法律 の整備が行われ て きた｡
南北戦争 の結果､奴隷解放が行われるとともに､ アメ リカ憲法第 且3､且4､15修
正が制定され ､ 人種差別 は公式的に 否定された ｡ そ の 後 1950 年代以降公民権運
動が大きく盛り上が っ て ､ 多大な苦難と郵瞭 の未に､ 19 6 4年公 民権法が成立 した .
こ の 法律 の第 7編(Ti七1e Ⅵ1 of 七he Civil Rights Act)は ､703条 (a) で
使用者 の次 の ような差別行為を禁止 して い る(5)0
①人 種 ､ 皮膚の色 ､ 宗教 ､ 性 又 は 出身国(ra c e,c olo r,r eligio n,s e x o T n a七io n a且
o血由n)を理 由 と して ､個人 を雇 用 せず､ ある い は 雇 用 を拒否 し ､ も しく は個
人 を解雇する こ と､ ま た は雇用 に お ける報酬条件､権利 に つ い て 個人 を差別
する こ と｡
②人種 ､ 皮膚 の色 ､ 宗教 ､性 又 は出身国を理由と して ､個人 の 雇用機会を奪 っ た
りそ の他被用者と して の 地位に 不利な影響を与えるような方法 で ､被用者
や 求職者 を制 限 ､ 隔 離 ま た は分類 す る こ と(to 払mit
,
s egT ega七e, o T
cla s si&)o
つ まり ､ 採用 か ら解雇まで 雇用 の 全局面 に関 して ｢人 種 ､ 皮膚 の 色 ､ 宗教 ､性 又
は出身国+ に基 づく使用者 の差別が包括的 に禁止 され て い る の で ある｡
19 73 年 の Espin o z a事件(6)に 対す る連邦最高裁判所 の判決 で も
"
公民権法第 7
編は ､ す べ て の 個人 をア メ リカ市民 で あると否と を問わず､ 不法 な差別 か ら廃護
するも の で ある ” とされて い る ｡
さ らに ､198 6年 の IR C A では ､ 不法滞留外 国人 を雇用 した雇 用主 に対す る処罰
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制度(Emp且oye T Sa m ctio m 8)の 導入 に伴 い生 じうる雇用主に よる差別行為を禁
止する条項(Å弧七i-D i8 C Timin a七io n PT O Visio n s)を設 けて い る(7)o
2)全 国労働関係法(Natio m a且 Labo T Re且a七io 弧S Acむ 以下 NL R Aと略称
する)(8)
公 民権法及び Ⅰ況C A による国籍などを理由と した雇用 ･ 労働条件上 の差別禁
止法制とは別に ､労使関係法制 の基本法で あるで ある NI｡R Åは ､ 組合活動を理由
とする不当な差別 か ら被用者(emp且oye e)を保護する規定を置 い て い るo
同法第7条で は ､被用者の い わば積極的な労働 3権(団結権､ 団体交渉権､ 団体
行動権)及び団結活動 - の参加 を拒否する ｢消極的団結権+ (9)を同時に保障 して
い る ｡ また ､ 同 7 粂にお ける被用者の権利は ､ こ れ に対する使用者の侵害行為を
｢不当労働行為(u nfaiT 且abo T PT a Ctic e 8)+ と して禁止 して い る(10).
こ の ような NL 温Aの 適用対象被用者の範囲には､ アメ リカ人労働者､ 適法外 国
人労働者だけで はなく ､ 不法就労外国人(u ndo c Ⅶ m e 皿七ed alie n s)も包含される o
且984年 の s ⅦT e･ ぬ m 事件 (ll) は ､不 法就労外国人も N L 鼠Aの 適用対象被用者
と して認 めた代表的なケ ー ス で ある ｡
こ の 事件で裁判所は､①N L R Å第 2条 (3) の被用者 ｢e mploye e+ の 定義に不
法就労外国人が明白に包含される こ と｡ ②また ､使用者が不法就労外国人 の労働
組合活動に対する報復で ､不 法就労 して い る こ とをIN Sべ 通報 し ､彼らが逮捕さ
れ帰国措置された の は ､使用者によ る
``
み な し解雇
' '
(c o n stT ⅦCtiv e di8Cha Tge)
に該当 し､N L 鼠A琴 8 条 (a) (3)の 不当労働行為を構成する と いう判決を下 し
た｡
こ の ように ､ 不法就労者を N L 汲Åの 適用対象被用者と して認 め ､保護する裁判
所の 判決が ､ 不法外国人を雇用 した雇用主 に対する処罰規定を設けた 1986年の
IR C Aの 成 立 で 影響が ある の か が 問 題 と な る o こ れ に 対 し ､ 最 高裁(The
supr e m e Co u rt)の 判決 は ､ まだ出て な い が ､全国労働関係局(Nation al Labo r
Relatio n s Bo a rd)は ､1995 年の A.P.a.A. Fu el Oil Btlye r S Gr o up 事件
(32 0 N L R B, 408(19 95))に お い て ‡R C Aの 成 立 は ､ 不 法就労者 に 対 する
N L R Aの適用及 びそれ に基づ い た救済倫令 にお い て影響がない こ とを明白に し
て い る｡
3) 公 正労働基準法('Fair Labo r Standards Act･ 以下 F L S Aと略称する)
F L S A は､ アメ リカ憲法 の通商条項(1条 8 項 3 号)に基づ き ､1938年に制定さ
れた法律で あり ､そ の適用範囲に は ､ ｢個人適用+(indivi dual c o v e r age)と ｢企
4 5
業適用+(e nもe TPTis e c o v eT age)と い う二 つ の 種類が あるQ
個人適用 に含まれ る の は､ 通商に従事する被用者及び通商の ため の 商品 の 生
産 に従事する被用者で ある ｡ また ､ 企 業適用 は ､ 通商も しく は通商の た めの 商品
の 生産に従事する企業 の被用者 で あれ ば ､ 各人 の 仕事内容 い か ん を問わずに 一
括 して F LSA の 適用 を受ける｡
同法律 は ､ 最低賃金(minim u m w age)(6 条)と最長 労働 時間(m a xim u m
ho u r s)(7 条)を中心とする連邦法で ある o また ､12条 の年少者に対する保護条項
の ほ か
､
1963年に 6 条(a)と して 同 一 貸金法(Equ al Pay Act)が追加された ｡
こ の 法律は ､ ア メ リカ内に お ける労働 で あれ ば ､ 一 定 の 適用除外の場合を除き
(12)､ ア メ リカ人 で ある こ とを問わず､ また不法就労で ある と否とを問わず当然 に
適用される o 特に ､不 法就労外国人 の 同法 の適用 に関連 して は ､且988年 の Pa七el
事件で連邦控訴裁判所が
"
不法就労外国人は ､FL S A上 の 最低賃金 ､労働時間制
限規定の適用を受ける資格がある
”
とい う判決(14) を下して い る｡ 最近 で も ､1998
年の
``
co ntT e r a S
” 事件に対する連邦地裁 の判決(13)に明 らか に な っ て い るo 同判
決 に よると ､
"
不法就労外国人は ､ FL S A に基 づき ､ 使用者の 報復行為 (たとえ､
そ の 行為が州法により認められて い る も の と して ､ 不法就労外国人 を IN S- 戟
告する形の報復行為と して も) か ら保護され る ｡
”
と されて い る ｡ そ の 主 な判旨
は(15)､
``議会が F LS Aの 法趣旨の 一 つ と して 明ら かに した の は､ 使用者による不
法的な報復 か ら不法就労外国人を保護するも の で ある｡
”
とい う こ とで ある｡ こ
れ を具体的にみると､F L SA第 且5条に
"
使用者は､ 本法 の執行に係わるも の 又 は
苦情処理 ､ 証人 に な っ た こ とを理由と して ､当該労働者に 対 し ､解雇 ､ そ の 他不利
益な取扱い を して はな らな い
”
と い う不利益取扱い禁止規定を置 い て い る o こ れ
を受けて ､ 同 16条には ､使用者が 15条に定められて い る禁止行為を犯 した場合､
処 せ られ るように な っ て お り ､ 労働者 の本法による権利行使と の関連で使用者
か ら の報復行為を禁 じて い る｡ こ れ らは ､ 不法就労で あ っ て も保護する こ とを前
提 に して解釈 い る点 が注目される｡
また ､ F L S Aの 実施を担当する の は ､ 労働長官(Se c r eta ry of Labor)及 びそ
の 下に ある労働省 の貸金 ･ 時間部(Wage- Ho u r D ivisio n)で あ る. 労働長官及び
貸金 ･ 時間部は ､事業所で 臨検､ 尋問 ､ 調査 を行う権限が与えられ て いる (11条
(a)) 0
こ の 権 限に基 づ き ､最近 で は外国人 の 不 法就労を可能とする 一 つ の 要 因 で あ
る使用者 による不法就労外国人 に 対する低賃金や劣悪な労働条件など の非良心
的な行為 を根絶するため に ､ 労働省 の雇用基準局(Employm e n七 Sta nda rds
A dmi血istratio n)と司法省の IN Sとの 間 に新たな施行協定を締結 し19 8年 1 1月
23日公表 した｡
46
こ の 協定に よ ると ､ 労働省 の 貸金 時間部と連邦契約遵守局(OfTIC e Of
Fede r al Go 弧tT 汲C七 Co mplia n c e PT 呼 a m S)の 監督官による外国人労働者に
係わる ､ ある労働条件関連陳情事件 の調査 の際に は ､ 被用者の ア メ リカ内で の 就
労資格を証明するⅠ･9Eo T mを調査 しな い こ とと したo こ れによ っ て不法就労外国
人が労働条件で の 酷使された場合､退 去強制を恐れる こ と なく行政官庁 - の 申
告を促進するための もの で ある (16) a
こ の よう に､ 不法就労者に N Å況Å, F L S Aを適用 し､保護するなどの最近 の
-
連の 政策展開は ､ 不法就労外国人 の労働条件を保護する こ とによ っ て ､ 使周者に
ょる不法外国人 の雇用を抑制するという政寮的意図があると思われる o
(注)
(1) ｢Lab｡ T Ce rt述c a七ion+ の 和訳につ い て ､ 布井敬次郎は ｢釆国にお ける出入国及び国籍
法+ で移民 の場合
"
労働証明
”
､ 非移民 の場合
``
労働許可
''
､ 川原謙 一 は ｢詳解アメリ
カ移民法+ で両方
``
労働証明
” と訳 して い る｡ 本稿では､ 同制度の法律的性格を勘案し､
"
労働許可
”
と統 - して 訳するo
(2) ア メ リ カ の 労働 許 可 制 度 に つ い て は ､ Im migr a七io n a nd Na七ionahty Act
se c.2 12.(a)(5)､ 布 井敬 次郎 『釆 国に お ける 出入 国及 び国籍 法』 有斐 閣 198 5
p.15 9,望28以 下､)t順謙
一 『詳解アメ リカ移民法』 信山社 19 96･p ･2 29以 下参照o
1
(3)H･ 1B ビザの 数的制限枠につ い て は ､ ハ イ テク産業界の 強力な要請により ､ 議会 (上
･
下院) は 199 8年 10月に ､ 現行の 1年に 65,00 0か ら向後 3年間そ の数を段階的に引き
上げて ､ 199年及び 20 00年度会計年度に各 115, 0 0人 , 20 0 1年度には 10 7,500人 ､
20 02年度以後は ､ 元 の 65､ 00 0人に戻される｡ という法律(Am e ric a n Co mpetitiv e n e ss
a nd W o r姐'T CelmpTO V e m en七 Ac七 P L IO 5
-2 7 7)(3 年限時法) を制定したo ま
た ､ 同法律 には ､ ア メ リカ労働者に対する雇用保護措置や ､ 外国人労働者に依存してい
る企業(H- 1B depe nde n七 c o mpanie s)を監視する措置等を含ん で い るo そ して ､ 企業
がアメ リカ人労働者の代わりに外国人技能労働者を低賃金で雇い 入れ るようなことを
した場合､ 制裁を科するとして い る(BN A, Hu m a n Res otl rC e 8RepoTt, Vol･17,n o･1
19 99年 1月 11日 ､p p.8
･9)
(4) A EW R仏dv er8 eE 飽c七 W age Rate) は ､ 外国人 労働者保護の ために設けられ て い る賃
金率で あ る｡
(5) 中窪裕也 『ア メリカ労働法』 弘文 堂 199 5p. 18 2以下参照｡
(6) Espin o z a v . Fa r ah Mfg, Co. , 4 14U･S･ 4 6(19 73)o
(7) こ れに関す る詳細は ､本稿の第 1章2節5 を参照され たい ｡
(8) こ の法は ､ 19 35年に制定された連邦法で あり ､ そ の後 194 7年の タ フ ト ‥
､ - ト レ ー 法､
19 5 9年の ラ ン ドラム ･ グリ フィ ン法な どにより修正を受けたもの の現在に至るまで
-
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貫 して ア メリカ労使関係法の根幹をなして い る｡
(9) 同権利は ､ タ フ ト ･ }､ - ト レ ー 法による改正 で付加され たもの で あるo なお ､ 適法要件を
満た した ユ ニ オ ン ･ シ ョ ッ プ協定につ い て は ､ こ の権利 の例外となる｡
(10) 凪 RA 8粂(a)の各号は ､ 使用者 による労組 - の 支配介入 ､組合員に対する不利益取扱
い ､ 団体交渉の 拒否な どを使用者 の不当労働行為と して列 挙 して い る｡
(ll) SⅦr e･ Ta n ln c, v . N L R B, 46 7 tJ.S. 8 83, 8 9 3(198 4).
(12) F LSA の適用が除外されて い る業種及 び職種は ､水産業 ､ 一 定の 要件を満たす農業 ､臨時
的 ベ ビ ー シ ッ タ ー などで あ る (13条(a))o また ､
"
whife･ c olo r e x e mp七io n
''
と呼ばれ
る ､13条(a)(1)の 管理職被用者 ､ 運営的被用者 ､ 専門的被用者 ､ 外勤セ ー ル ス マ ンな どで
ある (ただ ､ 6条(a)の E PA は ､ 適用を除外され ない) ｡
(13) Pa℃el v_ Qu ali抄 In n So uth, 8 46 F, 望d 70 0(l lthCi∬.).
(14) Silvia Co ntr e T a S V. Corinthia n Vigo r In s u r an c e, 2 5 F. SⅦpp. 朗. 105 3;
19 9 8口.S. Di白t LE XIS1 73 19.
(1 5) BNA, Hu m a n Re so Ⅶ rc e sRepo rt, Vol.16,No .44(19 9 8.l l.16) p.12 24Q
(16) RN A, Hu m a n Re 8 0tlrC e SRepo rt, γol.16,No .46.(199 8.ll.30) p.12 69o
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第 趨節 考察
以上 ､ ア メ リ カ に お ける移民 ｡ 外 国人労働者政策 ｡ 法制 の 生成背景及び推移､
現状に つ い て ､ 主 に 労働政策的視点を中心と して分析 ｡ 検討を行 っ た｡ こ こ で ､ ア
メ リカ の移民 ｡ 外 国人労働者政策 ｡ 制度 にお ける特徴ない し問題点に つ い て 大
きく 三 つ の 点 に分けて ポイ ン トを確認 してお こ う｡
第 且は ､移民 ｡ 外 国人労働者受け入れ政策で あるo
ア メ リカは ､伝統的な移民受け入れ国で あり ､ ヨ - ロ ツ パ や ア ジア等とは若干
事情を異に して い る が ､ 外国人労働者受け入れ政策 は こ れ ま で そ の 時 々 の 社
会 ｡ 経済的な情勢に対応させ なが ら､ ア メ リカ経済にと っ て 必要な労働力を移民
又 は非移民と い う名 の 下 に ､ 受け入れ制限又 は積極的な受け入れと いう政策を
繰り返 しなが ら実施 して きた とい える で あろう ｡
まず､移民と い う形で の 労働者受け入れ は ､192 1年か らい わゆる ｢出身国別移
民割当制 (Natio n al Ori如 s Sys七 弧)+ とい う政策を取 っ て ､ 出身国に基づ
い て ビザの 割り 当て を行 い ､西欧､ 特に北 ｡ 西 ヨ ー ロ ッ パ から の移民を優遇 し+ア
ジアや中南淡 か らの 労働移民を 1965年 の 移民法改正が行われ る前まで は極端
に制限 して きた｡
且9 65年法は ､ 公民権法の 人種平等､ 差別撤廃の 理念に基づき出身国別割当て制
度を廃 止 し ､ こ れ に代え て 主 と して 人道主義的観点に 立 つ 家族統合(Fa mily
T e u ni盈c a七io 皿)の原 理に よる移民制度 (優先割当制) を確立 した o こ の 中で ､ ア メ
リカ にと っ て 必要 な労働力は､ 第 3順位( 専門職や高度の技術者) ､第 6順位(ア
メ リカ に必要 とされ る熟練 ｡ 未熟練労働者) にそれぞれ 10%が割り当て られた
が ､ そ の 数は ごく微 々 たる水準に過 ぎな か っ た ｡ しか しそ の 後 ､ 産業発展 ととも
に 国内の専門 ･ 技術労働力需要に 対応 して い な い と いう問題点が指摘され ､19 0
年 の 法改正 で労働移民に対する優先順位 カ テ ゴ リ ー の 細分や受け入れ枠を大幅
に拡 大すると い う政策に踏み切らざるをえなか っ たの で ある ｡
また ､非移民 一 時的労働者 (Te mpo r a ry Wo rke r) に対する受け入れ政策 の
展開過程を見ると ､ 第2 次世界大戦の 勃発 により ､ 農場を中心に 生 じた深刻な人
手不足問題 の解決策と して ､ メ キ シ コ と の 二 国間協定を結び 2 3年に わた っ て
5 00万人以上 の 低賃金単純労働者を臨時農業労働力と して受け入れ て活用(ブラ
セ ロ 計画) したが ､彼らの 相当数が定住化に つ なが っ て ､ そ の後メ キ シ コ か らの
不法就労者が急増す るき っ か けと な っ た . こ れ はアメ リカ が 一 部産業 の 一 時的
な労働力不足現象を打開する 目的 で ､ 徹底 した還流策や受け入れ後 の 問題 を看
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過 して 取 られ た政策の結果 で ある と思われる o
そ して ､且9 52年 の移民及 び国籍法の成立とともに非移民 - 時的労働者の合法
的な受 け入れ門戸を開き ､ 斑 - 1/2 と い う在留資格及びそ の枠を設 けて ､外 国人労
働力 に 対する量的規制を通 じて ､必 要 な労働力を受け入れて き た｡ さらに ､65 年
の 法改 正 で は労働移民に対 し､ 自国労働者 の保護観点 か ら労働省 によ りア メ リ
カ労働者 の就労可能性や同種労働者 の労働条件 に悪影響を及ぼすか否 か等を審
査 して就労可否を許可する ｢労働許可制+ を導入 して 外 国人労働者受け入れを
労働市場 の状況によ っ て 判断 し､ 適正 に保護する労働政策的な側面 で の 配慮が
制度化された ｡
つ まり ､ ア メ リカ の 外国人労働者受け入れ政策は ､ 長 い歴史の中で政策 の就行
錯誤を経て定立されたも の で あり ､ そ の 基本的な政策基調 は ア メ リカ経済 ｡ 社会
にと っ て 有効 ｡ 有益 で , か つ 比較的社会的 コ ス トがか か らない 外 国人 を優先割当
制や労働許可制と いう法的仕組み で 選別 し､ 受け入 れ ると い う観点か ら政策が
形成され て い ると思 われ るo
第 2は ､ 不法就労外国人に対する政策 で ある｡
1965 年メ キ シ コ との 2 国間協定 (プラ セ ロ 計画) の破棄以降､新たに 大規模
な不法就労者問題が生 じて ､ こ の 対応策と して 1986年に 法改正 (移民改革規制
法) に踏み切 っ て ､ ① 一 定 期 間 不 法滞留 し た 外 国 人 に対 する合法化措置
( Amn e sty) ､ ② 不法滞留者 を雇 用 した 雇 用 主 の 処罰規定新設 (Emp且oye T
Sa n ctio n s) な どの 政策を取る こ と にな っ たの で あるo
ア ムネ ス テ ィ は ､ そ の 当時約 50 万人 と推定される不法滞留者 の中で 一 定の 条
件を満た したおよそ 270 万人 を合法化させ ､ 不法就労者に違法状態を解消 し､ 劣
悪 な条件に置かれ て い る不法就労者 の労働条件や生活水準 の向上を図る こ とが
で きた と肯定的に評価する こ とがで きる｡
しか し ､ そ の 一 方 ､合法化条件が厳 しすぎて条件を満たせ な か っ た多く の 不法
滞留者に新たに導入された使用者処罰と相ま っ て さ らに劣悪な労働市場 - 押 し
や る と い う点､ そ して ､ ア ム ネ ス テ ィ が ア メ リカ労働市場に参入 しようとする隣
接国 の労働者 の 不法入国を助長する誘因になる可能性等を指摘す る こ とが で き
る｡ それは ､ 法改正 か ら 10 年経 っ た 96 年現在の 不法滞留者が 50 0万人 を超 え ､
そ の 中でメ キ シ コ 出身が 5 4%を占めて い るとい う実態がそ の 可能性 を示 して い
る｡ こ の こ とは ､ ア ム ネス ティ措置 の実効性を確保するために は ､徹底 した不法入
国や不法就労 の 防止策を同時 に採らざるをえない こ と を示唆するもの で ある ｡
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また ､ ア メ リカ の 移民政策 は伝統的に労働政策か ら切 り離され て い ると言 わ
れ て きたが ､ 雇用 主処罰制度を､ 不法就労者 の増加 に対する歯止 めと して導入 し
た こ とは ､ 労働市場と の関わりか ら移民政策を打ち出 した･と い う点 で ､ 画期的で
ある ｡
しか しなが ら ､ 同制度 は ､不法外 国人 の アメ リカ労働市場 - の 流入 を防止 する
と い う狙 い が あ っ たが ､実際は ､ 不法就労者数が減る こ ともなく ､雇 用主 が法上
の 雇 用記録証明書 (B:mploym e n七 Elig bili8y V紺iFIC a七ion) 制度 の 面倒を避
けたがり､ 処罰 の危険を冒 したく ない 使用者によ る外国人 (ある い は外国人に 見
える者) に対す る差別が行われる (1) な ど､ その 実効性に限界があ っ たと指摘す
る こ とが でき る で あろう｡
第3 は ､ 外国人労働者に対する保護政策で あ る｡
アメ リカ は ､移民 ｡ 外国人労働者に 対する就労中の 差別 問題などが起こ らな い
よう各種保護策を設けて い る｡
まず､且965年か らは労働許可制を採用 し､ その 許可要件と して申請外国人 に提
供される貸金などの労働条件を同種ア メ リカ労働者 の労働条件とを比較 して審
査 して い る ｡ こ れ によ っ て ､ 受 け入れ 段階で 1次的に外国人労働者 の労働条件で
の 保護が図られ て い る o こ れ は 同時に ､ これ は自国労働者の 労働条件に悪 い影響
を与えない た めの 政策的配慮で もある ｡
そ して ､且964年 の 公民権法の制定を始めとする各種差別禁止法により ､外国人
の 採用 か ら解雇ま で 雇用 の 全局面 に関 して ､ 人種や出身国 に基づ い た使用者に
よる差別行為を包括的に禁 じて い る の で ある . これ に加 えて ､N L R Åの 適用 によ
つ て使用者 に よる不当な労働 の慣行か ら外国人労働者 (合法､ 不法 を問わず) を
保護 し､ ま た F L SAの適用 に よ っ て ､合法外 国人労働者だけで は なく不法就労外
国人 に つ い て も､ 使用者に よる各種報復行為(鮎七alia七ion)から保護 して い る o
こ の ように ､ 適法外 国人 の 労働条件保護だけで は なく不 法就労外国人 に対 し
て も労働関係法 の適用を通 じて 保護す る の は ､ つ まり自国労働者 の労働条件に
及 ぼす悪影響を最小化す る と同時に ､ 一 方で は使用者 によ る不法外国人 の 雇用
を抑制する ｢自己規制要因+ に作用させ る とい う政策的配慮もあると い う こ と
に注目す る必要が あると思われる｡
(注)
(1) アメ リカ会計検査院 (U.S. Gen eral Acc o u nting OfBce) がまとめた IRCA の執行
と影響に関する9 0年 3月 の 3回目 の 最終報告書には ､
"
外国人雇用をめ ぐ っ て ｢差別 の広
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範な拡散(wide spre ad di8 C Ti 血 atio n)+が行われて い る
”
と指摘 して い るo Micha el
Fix
,
Tie Pape r a T由1
'
B
,
Employer Sa n cb
'
az2 S Zm ple m e DtBb
'
o n Im pact
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第望章 ドイ ツ連邦共和国の外国人労働者受け入れ政策及び関連
法制
第 且節 外国人受け入れ国 - の 転換及び外国人労働者の 現況
移民送出 し国か ら外国人労働力受け入れ国 - の転換 の歴史･概況
ドイ ツ連邦共和国(以下 " ドイ ツ' ' と略称する｡ ただ し､ 統 一 以前に つ い て は､
ドイ ツ連邦共和国を "西 ドイ ツ '' ､ ドイ ツ 民主共和国を "東 ドイ ツ ” とする) は ､
ヨ ー ロ ッ パ の 中央 に位置するそ の地理的環境か ら､ 交通 の 要衝と して ､ ヨ ー ロ ッ
パ 文化 の 交差点と して古く か ら人々 の 交流する条件を備えて い たと い える ｡
しか し ､ ドイ ツ が本格的な人 口流動の波に巻き込まれた の は ､ 且9 世紀に な っ
て か らで あるo
ドイ ツ の 且9世紀は､ 民族の ｢流出国+ から ｢流入国+ - の 転換の 歴史で あ っ
たo且9 世紀初頭 の ナポ レオ ン戦争以来､ ようやくナ シ ョ ナリ ズ ム の気運 が高ま
り ､統 一 国家 - の 胎動が始ま っ て い た ｡
他方 で は 近代化 - 向けて の 激動が国内に様々 な不安をもたら し ､ 人々 の 動揺
と混乱が増大 して い た｡ それ に加 えて産業革命の影響が徐々 に ドイ ツ にも及び ､
領主の 独占認可 の下に簡邦語国家の核をな して きた Zu n蝕 も営業 の自由の 進展
とともに没落する こ ととなり ､ こう したギル ド社会か らの職員層を含み､ 後進農
業地帯か らの 人 々 を新天地 - の 移民 に駆 り立て る こととな っ た｡
まず ､18 30年 - 4 0年代に全 ドイ ツ に広 が っ た貧困者の増大と 184 8年 の 3月
革命後 の混乱 が強い流出原因を作り出 し ､且854 年には 24 万人 に上る ドイ ツ 人
が国を後に して い る(1)0
ドイ ツ 帝国成立後は ､1873･95年 の い わゆる ｢大停滞期+ に移民 の 動きに拍車
が か かり 且880-93 年 の ピ ー ク 時に は ､180 万人 の ドイ ツ人が海を渡り南北アメ
リカ 大陸 - と向 か っ た(礼
20世紀 に入 っ て か らも ､ 第1 次大戦 の敗北後､ 巨額の 賠償と経済の潰滅的打
撃による 且9 2 3年の 超イ ン フ レ の 時期に は ､ 一 挙 に 20 万人 を超 える人 々 が流出
し､ 結局 19世紀初頭か ら 20世紀初めまで の約 1 0 年間 に 60 0万 人を超 える ド
イ ツ人が移民と して流出 して い た の で ある(3)0
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こ うした移民送り出 し国で あ っ た ドイ ツ は ､19 世紀後半か らプ ロ イ セ ン やザ
ク セ ン 主導における工業化が進展 し ､次第に農村人 口 を吸収するよう になると ､
それ まで移民活動 の中心 で あ っ た農業部門に は ､ 深刻 な労働力不足が生 じ始め
た ｡ かく して ､ こ の 時期か ら徐 々 に外来の 労働力が用 い られ 始 め るo そ の 投入部
門もやが て農業か ら工 ｡ 鉱業 - と広 が っ て いく ように な り ､ こ の 動き は ドイ ツ の
工 業が持続的な発展を見 せ るように な っ て さらに定着 して い く ｡
こ う して ､187 且年 ドイ ツ帝国成立 の 時点 で 20 万人 を数える の み で あ っ た外
国人数は 19 1 0年に は ､ 一 挙に 6倍の 且25 万人 に達 し ､ そ の う ち 100万人近く が
農業等の労働者 で あ っ た(4)0
こ の 時期か ら ドイ ツ は ､名実ともに 外国人労働力受け入れ国に な っ た とい え
る ｡
労働市場及び外国人労働者の 現況
ドイ ツ とりわ け旧西 ドイ ツ は ､ 戦後最も積極的に外国人労働者を受け入れた
国家 の 一 つ で ある ｡ そ の 結果 ､ 19 97年 12月未現在､ ドイ ツ 内 の 総外国人居住者
数は 736万人(全人 口 の 9%)を占めて い る ｡ また ､ そ の 中で 外 国人就労者数は
2わ2 万人 で ､ 全就労者の 9､ 1%を占めて い るo
西 ドイ ツ は､且950年代以降､ ｢奇跡 の復興+ と称 された急速な経済成長過程
で必要 とする労働力を国内で充足する こ とがで きなく な っ て ､ 不 足 した労働力
を積極的な外国人労働力受け入れ政策により解決 した の で ある ｡ 戦後 の 西 ドイ
ツ 経済 の復興過程 では ､ 人的資源 の 回復が物的資源 の それ と並 ん で重要な課題
で あ っ たが ､ 1960年ま では東欧､ 東 ドイ ツ から大量 の 人 口 が流入 し､ それ によ
っ て順調な経済成長を遂げて い た｡
しか しなが ら､ 1961 年に ｢ベ ル リ ン の 壁+ が建設 された こ とにより ､ 東欧､
東 ドイ ツ か ら の人 の 流れ が遮断され ､ そ の 結果労働力不足問題が表面化 した｡
しかも 当時､ 西 ドイ ツ で は鉄鋼業､ 自動車産業､造船業を中心とする金属産業が
新鋭設備を導入 し ､ その ため熟練をあまり必要と しな い禰助的な労働力 に対す
る需要が増大 して い た の で あ る｡
こ う した労働力不足を解決するため､ イタリア を初めと して 8カ 国との 二 国
間協定によ っ て 大規模な外国人を受け入れた の で ある ｡
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(表2- 1)に 見 られ る ように 1 9 5 5年 8 万人軽度 で あ っ た外 国人 労働者 の 数 は ､
19 6 8年に は 1 0 0万 人 を超 えて ､ 1 9 7 1年 に は その 数が約 2 1 2万人 で ドイ ツ の 全
体労働者 の 9. 3 %を占め て い た o
しか し ､ 1 9 7 3年 の 第1 次 石油危機勃発に よ っ て 経済状況 が悪化 す る の に と
もな い ､ 国 内の 雇用状況 は
一 気 に悪化 した｡ 西 ドイ ツ 政府 は い ま ま で の 積極 的な
外 国人労働力受け入れ政策を転換 して 1973年 1 1月 当時 EC加 盟 国 で あるイ タ
リア を除き,あらゆる 国か らの 外 国人労働者に対 す る新規募集を停 止 した ｡ そ の
後 ､ 第 2 次 オイ ル シ ョ ッ ク に よ る労働市場 の 悪化 は西 ドイ ツ 全体の失業率を押
し上げ る 中で ､ と り わけ外 国人労働者の 失業 問題 をよ り深刻化 した( 図3参 照)o
(図 3) オ イ ル シ ョ ッ ク前後 の 西 ドイ ツ の 失業率変化
(%)
7
6
5
4
3
2
1
.1971 1972 197 3 1974 1975
匿歪記
出所 : Btlde s an stalt 丘ir Arbeit
ま た､ 文化的 ･ 社会 的 にも外 国人 の 西 ドイ ツ 社会 と の 融合上 の 諸 問題 が起 こ
っ て 1 98 1年 12月 か らは , 16 歳以 上 の 子 女及 び本 国で 父 母 の うちい ずれ か と
一 緒に生活す る子女は家族招請の 対象か ら除外 した o
こ の よ うな政策に もか か わらず外 国人居住者は 徐 々 に 増加 して 1980年 に は ､
4 4 5万人 で 西 ドイ ツ の 総人 口 の 中 7､ 2%を占め て い た ｡
しか し､ 外 国人労働力 の 受 け入 れ に対する積極申な政策 か ら帰国促進策 - の
転換 は ある程度効果が あ っ て ､ そ の 後外国人 労働者数は減 り続 けて 19 7 3年 の
1 1､0% か ら 1980年 に は 9,60/o に減少 した o
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また ､ 次 の 段階 1 98 0年代後半 に入 っ て ､ 東 ヨ ー ロ ッ パ 及 び 旧 ソ連 か らの 難民
(5) 流入が急増 して ､ 外国人居住者 が総人 口 に占め る割合は 198 6年 7,4%か ら
19 9 7年 8､9%まで増加 し､ 外 国人 労働者が全体労働者で占め る割合も 1 986年
7､6% か ら 1 99 7年に は 9､1%に増加す る こ とに な る｡
(表 2- 1) ドイ ツ の 外 国 人 居住者及 び労働者 の 推移
(単位 : 千人)
年度別
外国人居住者数 外国人労働者数
人数 全体人 口 で占め る 人 数 全体労働者 で 占め
比率 (%) る 比率 (%)
19 5 5 80 0. 4
1 9 6 0 68 6 1. 2 2 79 1.3
1 9 6 8 1
,
92 4 3.2 1,0 0 0 5.2
1 9 7 1 3
,
4 38 5.6 2,128 9.8
19 73 3
,
9 66 6.4 2
L
,
450 l l.0
19 7 8 3
,
9 8 1 6.5 1
,
857 9.3
198 0 4
,
5 3 7.2 2
,
018 9.6
19 8 6 4
,
5 12 7.4 1
,570 7.6
19 9 2 6
,
495 8.O 2,030 8. 6
19 9 4 6
,
990 8. 6 2
,
14 1 9. 4
19 9 6 7,314 8. 9 2,0 78 9. 3
19 9 7 7
,
3 65 9. 0 2,0 02 9. 1
(出所) Statistische s Bu nde sa mt.
( 出所 資料) Date n u nd Fatte n zu rAu slande r si七u atio n
,
19 98.3 及 び Statistis che s
Ta s che nbu ch 19 98.(Arbeits･ u nd So zi alstatistik).
(注) 外国人労働者数は社会保険に加入 して い る外国人労働者 を基準とす る ｡,
特 に ､19 8 8年 か ら 1 99 2年 4 間だけも 旧西
l
ドイ ツ 地域に は ､ 外部 か ら総 4 20
万 人 の 人 口 が流入 し ､ こ の 中で 旧東 ドイ ツ 人 (U m siedle T) が 1 0 9万 人 ､そ して
東 ヨ ー ロ ッ パ や 旧 ソ連の ドイ ツ 系人(Aus siedle r)が 1 34万人 に達 して い た (6) o
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特に ､ ドイ ツ 系人流入 の急増は ､彼 らを ドイ ツ社会に吸収する ことに限界があり､
且993年に は新た に数的制限を設け ､且年に 230､0 00人 と した｡
ドイ ツ の 人 口 は 19 95 年まで中 ｡ 束 ヨ ー ロ ッ パ の 国か らの ドイ ツ系の帰港者
の 大量流入と外国人人 口 の 増加 (純移民及び自然増加) が原因にな っ て 増えつ
つ あ っ た｡ しか し ､ 且996 年に は ドイ ツ 系 の 帰選者 の流入 は対外的な抑制等もあ
っ て前より約 20
.
% 減っ て い る｡
そ の 後 ､ 束西 ドイ ツ の 壁崩壊(89.且且.9)があ っ て 来園 ドイ ツ間の 人 の移動が自
由に なる とと もに ､ 旧来 ドイ ツ の 束 - の 国境 を追 っ て の ポ ー ラ ン ド､ チ ェ コ ､ ソ
連か らの 流入者が増大するo と りわけ ､1990年両独統 - の 以 降､ 難民 の流入 が急
増 し ､ ドイ ツ は外国人人 口 の 増加とともに社会的 さ経済的に 困難な状況に置かれ
て い る(7)o 199 7年末現在 の失業率が 1且,0%(外国人失業率 20､壌%)に適 して い
る の がそれ を言正明 して い る｡
外 国人労働者 の 国籍別 に は ､ (褒 2･2) に見 られ るように 1997年現在トル
コ 出身が 56 万人で 全体の 28.0%を占めて おり ､ 旧 ユ - ゴ の 内戦による難民 の
流入もあり､ ユ ー ゴ ス ラ ビ ア 出身が 15.4% ､ 1955年 ドイ ツ 政府により最初に外
国人労働力受け入れ協定を締結 したイタ リア 出身は 20 万人(且0.0 %)を各々 古め
て い る ｡
(表 2･2) ドイ ツ にお ける外 国人労働者の 国籍 (1997年現在)
(単位 : 千人 ､ %)
国 籍 外国人 労働者数 構成比
トル コ 56 3 2 8.1
旧 ユ ー ゴ ス ラ ビア 30 9 1 5.4
イタリア 20 1 1 0.0
ギリ シ ャ 11 0 5.5
オ ス トリア 75 3.8
ポ ー ラ ン ド 65 4.3
ス ペ イ ン -46 5.3
そ の他 633 31.6
全 体 2
,00 2 100_
( 出所) Bu ndes a nstalt fur Arbeit
,
19 98.
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外国人労働者の 就業業種別 の分布 は (表 2･3) に見られ るように ､1970 年代
中半か ら1980 年代初頭ま で ､.就労比率が比較的に高か っ た エ ネル ギ
ー ｡ 鉱 業及
び製造業で の 比重が徐々 に減少 して い る の が注 目され る ｡ そ の 要 因と して は ､ 産
業構造の変化 に よる事業 の閉鎖､操業短縮 による離職が最大 の 理由と な っ て い
る o しか し､減少 したとは い え､且997 年末現在も製造業部門 に総外国人労働者 の
3 9% に該当する78万 8千人が就労 し ､徐々 に第 2 次産業か ら比重が移行 したサ
ー ビ ス 業 (主 に飲食産業) の場合も同様に製造業に次い で多く の 労働者が就業
して い る｡
た だ ､建設業と商業の 関係 を見ると ､1 9 76年 から1986年 の 間は商業部門に就
業す る労働者より建設業の分野に就業 した労働者が多か っ たが ､19 9 1年か らは
商業部門 の就業労働者が建設業に就業する労働者数を超えて い る ｡
(表 2･3)ドイ ツ の 産業別 の就業外国人労働者数
(単位: 千人)
区分 農 林 エ ネ 製造業 建 設 商業 交 通 金 融 サ ー そ の 全体
水 産
莱
ル ギ
ヽ ･- -･■一 ●
鉱業
莱 通 信
及 び
鉄道
保険 ビ ス
莱
他
1976 17. 6 38. 1 1147.9 202.9 109.7 71.0 ll.8 261.5 58.4 1920.8
1981 18. 7 36.5 1089.2- 201.0 122.8 72.6 13.1 302.0 60.8 1917.盟
1986 14.0 34. 3 865.5 145.8 108.7 60.9 12.8 293.5 64.0 1600.2
1991 16.9 30.5 937.3 141.8 15 5.5 80.3 15.9 391.5 72.6 1842.3
1995 28.3 23. 7 867.3 211. 4 214.9 101. 22.4 577.0 82.6 2128.7
19 6 27.2 22. 826.7 19 4.0 214.4 102.0 22.2 585.4 83.5 2077.6
1997■ 26.6 20. 788.9 171.8 210.7 102.2 22. 576.2 83.2 2001.8
( 出所) Au sla nde r Date n, De r Bu nde sministeritl m Fiir Arbiet
u nd So zial Ordn u ng,19 93. 及 び9 5･9 7年分は Bu nde 8 an Stalt Stir Arbeit 9 8年度 の統
計参照o
(注)
(1)m a n 卓 J･ Bade,
打
Vo m Au s w ande ru ng81a nd 2;u m Ein w a nde rt mgsla nd
1 88 0･ 19 80
”
19 8 3.S.18fF.
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(2)Ibid S.望乱 実際に､ 182 0･19 96年 の 間にア メリカが受け入れた 6 8 00万人 の移民者の 中
で ､ 7 百万人以上 (約11%)が ドイ ツか らの移民であ っ た o 19 80年の アメ リカの人 口セ ン
サ ス (Ce n su s of Populatio n) に よると､ ア メリカ人 口 の 中で 6 千万人 (4人中の 1人)
は , ドイ ツ 系 と い う こ と が報告され た n(P hilip 王+ . M a rtin, Ge r m a nyI Relu cta nt
LB Dd of Zm m )8T Gb
'
o D, A m e rica n ln Btitu七e fo r Co m七e mpo TBLry Ger m a n
飢 udie 8, The ､
Johm s Hopkin s UniveT由軌 199 8. p.7). 〕
(3)Ibid S.17.
(4)野川 盈 『外国人労働者披 (ドイ ツ の 成果と日本 の展望)』倍山杜 199臥 p p.30･ 弧
(5)旧ソ連地域を始め と して 凍 ヨ ー ロ ッ パ 国家に居住 してい た ドイ ツ人は鹿西和解が始ま っ
た 19 70年代か ら帰過 し始ま っ たが ､ こ の ような難民を帰港肴 (A一 柳 iedle r) と呼ぶ‥
(6)金索英『外国人 の関連紋制及 び政簿の 国際比較』韓国労働研究院 1 9乱 p p.13-15参胤
(7)基本法(GTu ndge s e七z) 第16衆には政治的難民の権利が鼠本的に保障されて おり ､ 89年 の束
欧共産圏の崩壊と ユ ー ゴ ス ラ ビア 内戦が原因になっ て ドイツ - の 難民申締着は 90年 193､
0 00人 ､ 9 1年 2 5 6､0 80人､ 92年 鯛8､ 0 00人と急増ぶりを見せた (P.i Martin op. ci七
p.2 1) .
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第2節 外国人労働者政策及び制度の変遷
1初期の受け入れ政策
ドイ ツ帝国成立後､ プ ロ イ セ ン の 東 エ ル ベ 諸州を中心にポ ー ラ ン ドに接する
ドイ ツ 国 内地域の 農業労働力だけで は なく ､ 隣接 ポ ー ラ ン ドの 豊富な労働力 -
の 依存が可能とな っ て ､ ドイ ツ 側 で 必要 とす る農業部門で季節的労働力と して
の 需要 を満たすもの とな っ た ｡ こ の 当時か ら､ 外国人労働者導入に つ い て は組織
的な仲介が行われ て い たが､ ポ ー ラ ン ド人季節労働者 の受け入れは ､家族を帯同
せず ､ 季節労働を終えたら帰国する こ とを前提に して い た｡ しか し､ 結局 の と こ
ろそ の 半数 の 人々 が故郷を離れ ､ 家族を つ れ て の挙家離村で あ っ たとされた ｡ な
お ､19 世紀を通 じて ドイ ツ領邦に敷設され つ つ あ っ た鉄道建設 ､ 運河建設 に も ､
隣接国か らの 労働者､職人が導入され ､他方 にお ける鉱山労働者や鉄鋼業労働者
の導入とならん で ､ 大量 の 外国人労働者 の受け入れが行われ は じめた(1)0
こ の ような状況を背景に して ､ プ ロ イ セ ン の 政府は ､ 一 定の 職種 の 労働者 に
つ きそ の 流入 の コ ン トロ ー ル の必 要性に迫られるようにな っ た｡
1898年に は ､外 国人労働者受け入れを コ ン ト ロ ー ル す るた め に､ 農業省 に
｢中央労働証明局+ を設置 し､ 農業部門 の外 国人労働者 に 対 して労働証明書を
発行する措置を取 っ た｡
さら に ､ こ の 頃か ら民間 の ブ ロ ー カ ー による悪質な仲介行為が頻発 したた め ､
19 0 4年 ｢公 的労働証明に関する法+ を制定 し､ ドイ ツ に お ける外国人労働者 の
就労関係を調査 し ､労働者 の 登 録 を義務づ けた上 で ､ 使用者に対 し外国人と ドイ
ツ人 との 平等取扱 い を命 じた(2)o
190 7年 に は 主と して ポ ー ラ ン ドか らの 農業労働者を対象と して ､ より厳 し
い 統 一 的な行政措置が取られた ｡ それ は ｢資格強制+ と ｢帰還強制+ を骨子とす
る新たな コ ン トロ ー ル措置で あり ､そ の 内容は まず ｢資格強制+ に よ っ て ､期 間
を定めた上で轟年更新される ｡ 就労と滞在とが セ ッ トにな っ た｡
資格証 明書 の携帯を義務付け ､ さ らに ｢帰還強制+ に よ っ て 季節労働者を必
要と しな い冬の 季節に農業労働者が母国 - 帰還する こ と を義務付けるとい うも
の で あ っ た｡ また ､自主的に帰還 しない 労働者に対 して は 強制送還が実施された
(3).
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｢資格強制+は ､ そ の負担 の た め外国人 の流入 を抑制する機能を果た したが ､
｢帰還強制+は ､ む しろ鯨年改めて流入 しようと いう労働者 の傾向を高め二 つ の
措置は ､ 互 い に逆 の 効果 をもたらす こ とに な っ たo
第二 次世界大戦まで の政策
第 一 次大戦後 の経済不況と混乱を背麓と して ､戦後 1922年 には｢職業紹介法
(ATbeiもs m a chw eisge s e七z)+ が制定され ､ 外国人労働宥を農業部門に集中させ ､ 工
業部門 に つ い て は抑制する措置が取られる こ と になるr..
こ の 法律によれ ば､ ある使用者が外国人を雇 い た い 場合､ そ の 地域にお い て ､
求 める条件に適 した ドイ ツ人労働者を採用する こ とが困難で ある こ とを証明 し ､
州職業紹介局 に よる雇用 許可を受けなければならな い の で あ っ た ｡
なお ､ こ の 直前 且920 年には職業紹介人法の制定と伴に中央労働相介局が設
置され ､ 業と して の職業紹介を制限する｡
そ の後 ､ 且9 2 7年に は中央労働紹介局が仲介業務を独古して ､彼の 連邦雇用庁
の前身となり(4)､ さ らに資格措置を強化 した｡
こ の ような就労条件を整備 して コ ン トロ ー ル を強化し､ 他方で労働予備軍と
して の外国人労働者を確保する方法は､結果と して外国人労働者の 地位を高め
労働協約 の適用と共同決定権も保証された｡
ナチ時代に は ､外 国人労働者問題 に対 して中央 の 統制を強化 して コ ン トロ -
ル 政策をより合理化 し､ 産業育成 の次元 で積極的に外国人労働者を採用する方
針をと っ た｡
こ の 方針 に よ っ て ､且937年には ポ ー ラ ン ド､1939 年半ばにはイタ リア ､ ユ ー
ゴ ス ラ ビア ､ ハ ン ガリ ー ､ ブル ガリア ､ オラ ン ダ等と次々 国家間協定を締結 して
外国人労働力を受け入れた｡
また ､1937 年に は ｢外 国人警察法+ が成立 して ､滞在違反 を厳重に取 り締ま
るように な っ た ため､ 一 時的に外 国人労働者数は減少 したが ､1939年 の 時点で ､
100 万人 の 労働力不足が叫ばれる等､外 国人労働者の 多量採用 は なお不 可欠 の
産業政策で あ っ た ｡ 第 二 次大戦勃発後 に は戦時労働力と して ポ ー ラ ン ドか ら
の 強制徴用 ､ 掃虜の 徴用 ､ イタ リア ､ ベ ル ギ ー ､ ユ ー ゴ か ら の 市民労働力 の採用も
大規模 に展開 され ､ その 当時外 国人労働力は ドイ ツ の 全労働力人 口 の ほ ぼ 20%
に達 して い た(5)0
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二 国間協定及び ロ ー テ ー シ ョ ン政策による外国人労働者 の受け入れ
且) 二 国間協定に よる外国人労働者受け入れ
戦争 の た め沈滞 して い た西 ドイ ツ経済は､且949年 の ドイ ツ連邦共和国 の創設
ととも に ､通 貨改革及び マ ー シ ャ ル プラ ン を皮切り に急速な復興を遂げて い っ
た｡ そ の過 程で極端な労働力供給不足 を担 っ た の が東欧地域か ら追放されある
い は脱出 して きた数百万 人 をの ぼる ドイ ツ 系市民 の 大流入 で あ っ た(6)0
こ う した ドイ ツ 系 の 人 々 の 流入 を受け ､ こ の 時期 ､ ポ - ラ ン ド人労働者を始
めとする外国人労働者 の数は確 か に減り ､特 に農業部門で は ポ ー ラ ン ド人 と ド
イ ツ 人 との 交替が進ん だ ｡ しか し急速な工業生産 の 回復が農村労働力 を吸収 し
た こ とや ､ 各地域 の格差がやが て戦後の新 しい 外国人労働者政策をもたらす の
で ある ｡
それ が表面化 した の が 1955年 12月 2 0日 ドイ ツ とイ タリア 間 に締結された
二国間協定で ある(7)o
イ タリア と の 協定が締結される以前､19 5 5年 6月 の 時点で の 労働需給率をみ
ると､ 失業率は3.6%､失業者は 6 5万人 と比較的高く , しかもそ の 1年前54 年 に
は百 万人以上 の 央業者を抱えて い た こ ともあ っ て ､ 全面的な外国人労働者 の受
入策とは ならなか っ た ｡ ただ , 当時農業部門の労働者は極めて 不足 して おり ､ 南
部 ベ イ エ ル ン等農業地帯で は出稼ぎ型 の イタリ ア か ら の農業労働者導入論が強
か っ た の で ある｡
こ の ような状況もあり ､ 協定によ っ て ､ イ タリ ア人 79､0 0 人 の 労働者 は ､ ま
ず農業部門に多く導入され 一 定の成功を収めた. こ れ をき っ か けに1960年に は
ス ペ イ ン ､ ギリ シ ャ との 間で 二 国間協定を結ん で外国人労働者を受け入れたが ､
そ の 時 まで は ごく部分的に行われて い た に過ぎなか っ た｡ しか し､6 1年 8 月 の
ベ ル リ ン壁構築は東 ドイ ツ ､ ポ ー ラ ン ド､ ソ連等の東欧圏と の 間 の 人 の 流れ を遮
断 した｡ 第2次大戦後､2､600万人 の 東 ドイ ツ ､ 東欧諸国か らの 引揚者 の 大半を
新たな労働力と して加 え , そ の 経済復興を可能と した西 ドイ ツ は東西 ブ ロ ッ ク
遮断の結果､南欧そ して ベ ル カ ン ､ 北ア フ リカ諸国ま で 広く外国人労働者を募集
せ ざるをえなく
■
な っ た の で ある ｡ こ の 時点 で西 ドイ ツ 国鉄 の清掃業務 の 人手 不
足が契機となり､1 961年に は トル コ と の 協定を踏み切り(飢 やがて 1963年 モ ロ
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ツ コ ､且964 年ポ ル トガル ､且965 年チ ュ ニ ジア ､1 966年 ユ - ゴ ス ラ ビア の 各国と
次々 に協定を締結 して 大慶 の 外国人労働力を受け入れた の で ある｡
また ､ そ の 同時 ､受 け入れ業務を効率的に遂行するために行政体制も整備 し ､
1953年 3月 に連邦職業紹介失業保険庁を設立 し､ こ れまで各州ノセラ バ ラ で あ っ
た職業紹介､職業指導及び失業保険の 実施業務だけで はなく ､ 外国人労働者の募
集 ｡ 仲介を促進する業務も担当 した o と こ ろが ､且969年6月 25日 には ｢雇用促
進法(ÅTbeぬ 庶舶 e T u n欝S野 良e七z)+ の制定に伴 い｢連邦雇用庁(Bu 舶s 弧 S七a比 鮎訂
ATbeit)+ - と再編成され ､外 国人労働者受け入れ の中心的役割を遂行する こ と
になる(9)0
なお ､ ニ 国間協定による労働者募集 の 形態は ､ まず ､両 国で こ の 間牌に つ い て
の 当事者(西 ドイ ツ の場合連邦雇用庁)を定め､ ドイ ツ側が募集国の主要都市に
｢ドイ ツ募集費農会(An w e Tbeko m mi8 Sio n)+ と呼ばれる連邦雇周庁 の 出先機関
を設置 して ､ 専門職員を派遣 した ｡
西 ドイ ツ の 使用者は ､ 国内 で求人を して も求職者が いな い場合に ､ 連邦雇用
庁を通 じて斡旋を依頼するo 連邦雇 用庁か ら連絡を受けた ドイ ツ車農会は､相手
国の 援助を受けながら使用者に代わ っ て求人 一 選考を行 い ､求人側は､ 雰集費や
労働者の旅費と い っ た斡旋に伴う諸費用を負担するm そ して ､ こ こ で選考された
労働者が契約書に署冬をすれば ､ 労働契約が成立 した の で ある o
こ の ような国家間協定に よる募集には ､ 幾 つ か注目す べ き特徴がある(10)o
第 且 は ､不熟練労働者 の貸金は ､ 安く格付けされて い ると して も､ 産業別協約
や労使団体の厳 しい規制 の 下で チ ー プ レ ー バ ー とい うこ とが成り立たない シ ス
テ ム がで きて い たが ､ これ と相ま っ て 労働法上 の 基本原則 で ある斡旋者 の中間
搾取 ､ 同 一 労働 同 一 賃金 ､ 労働条件明 示 ､ 契約 の 明確さと い っ た い わば労働者牽
が クリア ー され た こ とで ある｡
第 2 は ､ 二 国間協定が外国人労働者 の数量的な制限や職種に つ い て の 制限機
能を目的 に した も の で はなく ､ そ の ため に は何ら の効果もあげなか っ た こ とで
ある ｡ そ の 理由 は ､西 ドイ ツ の ように職安機能が国の ｢独占+ の 下に あ っ て も雇
主が高 い 手数料や族費を支払 っ て , 公的な出先機関 の斡旋だけ に頼らずに帰国
者 の 再雇用 や縁故採用とりわけ ､ 外 国人労働者 の ル ー トを通 じて 独自に採用す
る途も開か れて おり ､ 外国人労働者 の 公的斡旋比率は 下がる傾向に あ っ た こ と
に もみられ る ｡
第3に ､ 二 国間協定 に よる受 け入れ は ､外 国人労働者の 受 け入れ の ためだけに
しか機能 しな か っ た の で あ っ て 労働 の 需給による帰国促進ある い は帰国の約束
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を果たされる こ とや ロ ー テ ー シ ョ ン シ ス テ ム の担保的効果など何らな い こ と で
ある｡
こ う した 国家間の 双務協定は､ 個別資本 の労働力調達 の 限界を突破 し ､ 大規
模な労働力を導入するため に は極めて有効だ っ た の で ある ｡ そ して ､ こ の ように
して受け入れた外国人は ､1956年 か ら 1987年まで の 間で ､約 240 万人 (但し､
1973年以降はイ タ リア か ら の み受 け入れ) に達 して い た(ll)0
2) ロ ー テ ー シ ョ ン政策 によ る受け入れ
1 960年代の経済発展 は ､ 労働力不足 をより深刻なも の と した｡60 年の 時点 で
の労働市場の状況をみると､195 5年の イ タリア か ら の導入 の 際には ､ま だ 50万
人 の 失業者が西 ドイ ツ内にお り､ 完全雇 用 とは い えな い 状況 に あ っ た｡ しか し ､
そ の 後の 経済発展 は ､1961 年に は､50 万人 の求人数に対 し､18 万人 の 求職者 し
か な い と い う完全雇用状態を生 ん だ ｡ こ う した労働市場の状況 か ら登場 した の
が ロ ー テ ー シ ョ ン原則(Ro七atio n spTin zip)によ る ､個別契約上も ､期限 を付する
形 で の 外国人労働者導入 で あ っ た｡
こ の ロ ー テ ー シ ョ ン 原則 に よる と､ 家族 づれ に 比 べ て ､住宅 ､ 教育な どの 社会
コ ス トの か か らな い 単身者を 一 定年限 の ロ ー テ ー シ ョ ン で雇用 し､ 期限後帰国
させ ､ 出身国にも技術を移転で きると い うね らい が あ っ た(1 2)o
なお ､ 未熟練 ･ 単純労働力 の 外国人労働者を 一 時的な労働力不足 の解決 の た
め活用すると いう基本方針 の 下 で推進された ｢短期 ロ ー テ ー シ ョ ン+ 政策は ､
西 ドイ ツ政府と企業側 ､ 労働組合 の 三者と の間の 理解関係 の 一 致の 産物だ っ た
の で ある ｡ そ して ､ 次の ような目的も包含 して い た(1軌
一 つ 目は ､戦後 ドイ ツ で は ､ 熟練労働者 の 定着化が進行 した の で ､企業側 と し
て は労働 コ ス トを節約するために ､ なお さら非熟練労働力 の流動性を確保する
こ とが必要で あ っ た ｡ こ の ような下層労働力を担 っ て い た外国人 の ``送り出 し国
へ の 還流性
”
は ､ そ の ため の 不可欠 の 手段 で あり ､ そ して こ う した格差は ､外 国人
と ドイ ツ 人 とが競争状態 に なる こ と を回避 し ､自 国民 の 労働条件を維持する た
めに も必要だ っ た の で ある ｡
二 つ 目は ､ 外国人 に よる ドイ ツ人 の 労働力 の 代替は労働力構成の質的な変化
をもたらす の で ､政府は国内労働力 に 対 して負担す べ き社会的費用 を節約する
こ とに なる｡ すなわち ､ ドイ ツ人 が忌避す る劣悪な労働条件の職種に主と して青
年男子たる外国人労働者が就労する こ と に なる の で ､ こ の よ うな労働力構成 の
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質的な変化は必要な公的支出の増大を減少きせる こと になる の で ある亡.
こ の 政策は ､ 具体的には - 般労働許可 の 発行を コ ン ト ロ ー ル する と い う形 で
行われた ｡ すなわち ､ 一 般労働許可 の発行 に際 して は 労働市場 の状況が配慮され
る の で あるが ､有効期間を原則的に 丑年に して新規の場合も最高2年で限定 し ､
継続 して中断な しに雇用 され た場合で も最高3年まで しか延長が認められなか
つ た｡ また ､ 労働許可 の却下 ､撤 臥 失効等に つ い て詳細な規定を設けて労働許可
を規制する こ とによ っ て外国人 の ロ - チ - シ ョ ン を図 っ たの で ある o
しか しなが ら､ 当初は ロ - チ - シ ョ ン原則に よ っ て ､ 補充労働力と して の 機
能を充分に果た しえると考えられ て い たが ､ いく つ か の要 因 によ り ､ 現実にはそ
の よう には進まなか っ た(且4)c,
第1点は ､ 外 国人 労働者が母国に帰る訴因を失 っ た こ とで ある(,送り出 し国の
経済発展が進 ん で い な い の で ､外国人労働者が､自 如 ミ身に つ けた技術を生 か せ
る仕事を見 つ ける こ とが でき なか っ た の で あ るo
第 2 点と して ､需要側 で ある企業に と っ て も ､外国人が非熟練､ 単熟練業務に
つ く と して も ､ 募集費用 をか け ､ 経験 を積んだ段階で帰 し､ 新規に外国人を採用
する こ とを望まな か っ たo すなわ ち､ 外 国人 を ロ ー テ ー シ ョ ン に よ っ て入れ替え
て い くより も ､ 同 じ者を雇 い続けた方が効率的だというこ とで ある o
第 3 に､外 国人労働者 の 量的増加は ドイ ツ労働者が就労を忌避する職種 - の
集中を招 い て ､ 労働市場 の分断化が進ん で分断化 された労働市場の構成員を中
心に勢力化する現象が現われた の で ある｡
ロ ー テ ー シ ョ ン 政策の破綻の結果 ､家族を呼び寄せ , 定着する外国人が顕著に
増加 し､ これ に対する ドイ ツ 人 の 反応は全般的に否定的で あ っ たo 特 に ､ トル コ ､
ユ ー ゴ ス ラ ビ ア 人 の 予期せ ぬ定着に対 して は大多数の ドイ ツ 人 が反対 し､ 政府
は使用者に対する規制を通 して 外国人労働者受け入れを制限 しようとす る対応
策を設けた 8 すなわ ち ､ 外 国人労働者 の 雇用 の 際に使用者が支払 う募集負担金
(An w e rbungsko s七e n) を従前の 3 00マ ル ク か ら 100 マ ル ク まで 引き上げて ､
外 国人労働者 の 流入 を制限を図 っ た の で ある(15)0
3) 外国人 労働者 の受け入れ に伴う法律的対応
西 ドイ ツ で は ､ 以上 の ような外国人労働者の導入 の結果労働市場に 二 重構造
が 生 じて きた ｡ い わば重筋､ 単調 労働 か らなる下層労働力が周 辺 労働力と位置づ
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けられ ､ 熟練､ 技術労働が内部労働市場と位置づ けられ る構造が生じ､ 前者 の 軸
に外国人労働者が､後者 の 軸に ドイ ツ人 労働者が据えられると い う結果 に な っ
た(1銑
国家間協定によ る外国人労働者 の就労と定住が定着する中で 且96 5年 に連邦
レ ベ ル の 統 一 的外国人法(Au slande rge s e七z､B G Bl.Ⅰ.S.9 3)が成立 した｡ こ の法 の
目的は､ 外国人労働者と して の フ レ キ シ ビリテ ィ ー を高めるた め滞在許可と労
働許可 の 付与 を厳格化するも の で ある ｡ しか し ､ 実務 で は ､ 労働市場に支障を来
さな い 限り ､ 労働許可は延長された｡
1971年に は ､ 労働許可令が改正され西 ドイ ツ 国内で 5年以 上就労した外国人
は 5 年間 の ｢特別労働許可+ を受ける こ とがで き ､ しか も ､ これ は い ままで の よ
うに ｢労働市場 の状況と動態+ に よらず して発給され る と したQ
オイ ル シ ョ ッ ク に よる外国人労働者政策 の変化
1) 外国人労働力受け入れ制限策
西 ドイ ツ で は ､ 既 に 参入 して い た外国人 の定着が進む中 で ､19 7 3年に外 国人
労働者故策に大き な変化が生 じる o すなわち ､ こ の 年に オイ ル シ ョ ッ ク で経済状
況が悪化 し､ それ に伴 い 西 ドイ ツ 政府 は ､ こ れま で の積極的な導入 か ら ､ 一 転 し
て 外 国人 の受 け入れ を厳 しく制限す るよう にな っ た の で ある ｡ 外 国人 の 受け入
れ制限は ､ 次の 四 つ の ような形 で行われた(17)0
まず第 - に ､ 1973 年の 11月 23 日 ､ 西 ドイ ツに は こ れ まで 二 国間で結ん で い
た募集協定を破棄 し､(但 し E C(19 4年に E U で再編される)加盟国 で あるイタ
リア は こ の例外 で ある)外国人労働者 の新規募集を停止 したo 同時に ､ 非 E U 地
域 の 外国人に対する労働許可 の 発行を厳 しく制限するように な っ た の で ある ｡
第 2 に ､ 19 74年 11月 には ､ 連邦雇用庁 によ っ て ､ 外国人 に 対 して新規の 労働
許可 の発 行 を認 めな い こ とが決 め られ た ｡ 但 し､ そ の 後 こ の規定が適用されな い
入 国時期が設定され ､ さ らに時期は延長 され ､ 結局規定そ の も の が廃止 され たの
で ある ｡
第 3 は､ 滞在許可 の 制 限で ある ｡ すなわち ､ 労働許可 を失 っ た者 の滞在許可延
長に 1 年と い う限度が設けられ ､ 失業 した外国人が ドイ ツ 内に留まる こ とが極
めて 困難に な っ た｡
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第 4 に､ 家族 の 呼び寄せに対 しても規制が行われた ｡ 従来西 ドイ ツ で は ､外国
人 労働者 の家族呼び寄せ には法的に ほ とん ど制限がなく (且 年以上滞在 して確
実な仕事がある こ とを条件に)､ こ の こ とも外国人 の定着化を促す - - つ の 原因で
あ っ た(, し か しなが ら ､且981 年に家族呼び寄せ の 規則が改 正 され ､且6 歳以上 の
子供や ､ 本国 で 両親 の い ずれ か と共 に 生活 して い る子供は 呼び寄せ の 対象か ら
外 された の で あるo
しか し､ こ の ような外国人数 の増加 を抑制するために取られた政府 の 外国人
労働者 の新規募集停止 及 び各種の制限韓にもか か わ らず､ 実際は斎図した政韓
の 目標とは異なる方向 - 進まれ た の で あるo それ は ､外国人 が - 鹿本国に帰 っ た
ら､ また戻 っ て 来る こ とができ な い こ と を恐れ ､帰る代わりに西 ドイ ツ に残留 し
ながら彼 らの 家族を呼び寄せ る こ と となり ､ 却 っ て 外国人 の 人 口 は 1973 年の
魂00 万人 か ら 80年には 450万 に増加 した の で あるo こ れ に対応 して政脚ま､ ま
た 家族 の再統合を抑制するた 捌 こ ､外国人 に対 して ､ 既に外国人に住みすぎた
(外国人数が人 口 の 1望%以上 を占めて い る場合) 都市- の 移動を原則的に禁止
す る強圧的か つ 硬直された政第を取 っ たが ､ 単に 定着された移住者 の流動性や
柔軟性を阻害する こ とに過ぎな か っ た(18)a
2) 帰国促進政策及び不法就労者に対する対策
(且) 帰国促進政策
労働市場 の状況が悪化す る に つ れ て ､ 外 国人労働者に対 す る帰国促進政策が
取られるように なる ｡
まず ､1976年 に帰国 の準備能力を強化する政策が提示され ､1983年1 2月 に公
布 され た ｢外国人帰国準備促進法(BG別 .Ⅰ.S.1377)+ に よ っ て 体系化 され た｡ こ
の 法律は ､外 国人に帰国 の 強制は しな い との 前提 の 下で EC 加 盟国出身者は除
き ､且984年6月 ま で に帰国を希望 した外国人 に対 して は ､ 大人 に 10,50 マ ル ク ､
子供 一 人 に つ き 1 500マ ル ク の帰国補助費が支給され ､約 25 万人 の 外国人が帰
国 したと言われ て い る(19)｡ 但 し､ こ れ だけ の コ ス トを払 っ て も､ 帰国者は当時滞
在 して い た外 国人総数 450 万人 の 5%に過ぎなか っ た｡ そ の理 由 の 一 つ と して
(20)､ そ の 当時帰国する意志があ っ たと して も､ 同法 が無制 限に適用されたわけ
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で は な い ｡即 ち､ 帰国補助金 の支給対象となる外国人 の国籍は ､ ユ ー ゴ ､ 韓国 ､ モ
ロ ッ コ ､ ポ ル トガル ､ ス ペ イ ン ､ チ ュ ニ ジア ､ トル コ に 限定され て い るo 又 ､ それ を
申請する外国人は ､1983年 10月 30 日
.
以後 ､企業閉鎖や換業短縮ある い は ､ 企業
倒産 に よ っ て失業 した者及び 6 カ月 以上短期間労働を余儀なくされて い る看 で
あり ､ なお か つ 家族全員が い っ し ょ に帰国する こ と が前提条件とな っ て い た の
で ある｡
こ の法律は ､財政上極めて 大き な負担が か かり ､2 年間の時限立法と して しか
行われな か っ た(21)o そ の 後､8 6年 且2 月 に は､ ｢帰国外国人 の出身国で の 住宅建
築に おける再編入援助に関する法律+が制定され ､ 特 に当時西 ドイ ツ の 外国人労
働者 の 3 分の 1 を占めて い た トル コ 人 の 中で住宅貯蓄組合加入者に つ い て 帰国
後に住宅融資を受ける こ とが で きると されて い た があまり効は奏さなか っ た｡
ドイ ツ 政府は現在も帰国促進政策を続 い て推進 して おり ､ そ の 一 環と して ､本
国 に帰国を希望する外国人労働者(特にトル コ 人) に対 して は､ 帰国 して自営業
ある い は 俸給生活者と して の就労機会を持 つ ようにする等､ 彼 らの 帰国条件に
つ い で情報提供等に力を注 い て い るo こ れ とともに ､本国で 公認 され る技術訓練
コ ー ス も提供 して い る ｡ そ して ､政府と産業界が共同で労働力移動の 還流促進及
び外国人労働者の本国における雇用創出を図るた め のイ ン フ ラ ス トラク チャ ー
資金 を支援 して いる(22)o
こ の こ とは ､ さ しあたり の 労働力不足状態を解決するために当時採用 した各
種受け入れ政策が､徹底 した還流策を看過 した結果で ある こ と､ また定着 した外
国人労働者を帰国させる の は ､ 多く の 費用が か か っ て も簡単で は な い こ と を示
して い る｡
(2) 不法就労外国人 に対する対策
帰国促進政策とは別 に ､ 外国人労働者の 不法就労防止策と して ､1972 年 に初
め て不 法就労外国人を雇用 した雇用 主 に対する罰金制度を導入 して 以来､ 1982
に は ｢不 法就労対策法 (雇用促進法改正 ,BGBl.Ⅰ.S.139 2)+ により ､ 不法就労者
の雇 主に 対する罰金 の 引上げ調整及び外国人 に対する刑罰(最高 3 年まで の懲
役 ､ 又 は 罰金)も新た に設 け た ｡ そ の 後 ､ 1985年 12 月 19 日､ 雇 用促 進法
(Arbeitsf6rde r u ngsge s e七z) 改正 に より ､ 外 国人 を不法就労させ た使用者 に罰
則 (3 年以下 の 自由刑) ､ 特 に 悪質な使用者 に つ い て は刑 を加重する こ とに なる
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(2 3)｡ こ の よ うな度重なる不法就労に対する対応策にも か か わらず､ その 勃は秦
さなか っ た の で ､98 年に は､雇 用主 に対 して違反 の程度に応 じて罰金が加重さ
れるよう罰則を強化 し､不 法就労外国人 一 人当たり ､且00､0 00マ ル クまたは ､6 0､
00 ドル の 罰金 に処す る こ とがで きるよ うになる(”)0
また ､ 不法就労の ほ とん どが遵法な派遣労働 (Ille欝a.le LLeiha Tbeit) の 形を
と っ て なされて い る こ とを顧慮 して ､ 労働者派遣法は ､派遣元に対 して貸金所得
額 の控除と納付､ 職業紹介､外 国で の募集､ 労働許可に関する諸規定の遵守を轟
務づ けて い る ｡ そ して ､ 派遣労働者が ドイ ツ人 以外の場合で労働許可証 の ない者
を著 しく不利な条件で就労させた者に つ い て は ､3 年以
‾
Fの 自由刑､ こ の うち特
に悪質な者に つ い て は 6 ケ月 以上 6年以下 の自由刑に処せられる ｡ ま た､ 労働許
可を有 しな い外 国人 を同時 に 5 人以上 ､80歴 日以上就労させた派遼先も1年以
下 の自由刑に処せられると して ､且985 年改正摩 周促進法に より ､刑 の 加重がな
されたの で ある(25)
こ の ような雇主や派遣業者に対する罰則制度を通した不法就労の防止策とは
別 に､ 近隣諸国か らの 不法入国を防止する為に98年にはポ ー ラ ン ドとチ ェ コ 等
の 東部国境 且000 Km に 6､2 00人 の 国境督察を配置 し､ 取締り をさらに強化 して
い る｡
3) 社会的統合政策
外国人労働者 に対する ロ ー テ ー シ ョ ン政策や帰国促逸政策が ドイ ツ政府の意
図 した通 りに進 まな か っ た結果､ (表 214) に見 られ るように 1996 年末現在､
主要国出身 の外 国人 の 59.7%が 且0 年以 上滞在 して い る等､ 定着人 口が増加 し､
外国人 の 子女 の成長と出産､ 結婚により ､ ますます半永久的な居住が固着化され
て い る(26)o 外 国人永住 の増加 は必然的に 外国人労働者 の失業率増加 ､ 子女教育
問題 ､ ドイ ツ社会 - の 適応及 び統合 の問題を生み出 した｡ 同時に､ 政府の 社会的
福祉費用 の負担 ､ ドイ ツ 市民と外 国人労働者と の社会的な統合の問題がさらに
大きな社会問題と して浮き彫 りに な っ て い る(2 7)o
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(表 2-4) ドイ ツ にお ける主 要国 出身外国人 の 国籍別人 口 と滞在年数
(1996年末現在)
滞 在 年
数
総 数
(1000
( %
)
内訳 (1000人)
ト ル 旧 ニL ギ リ ス ペ ポ ル イ タ モ ロ チ ュ
人) ニⅠ - ゴ シ ヤ イ ン ト ガ
Jレ
リア ツ コ ニ ジ
ア
総数 4 13 7､ 9 10 0.0 2,049
.8
r
754.3 362_5 1 3 乱5 13 0.8 59 9.4 8 2.9 26.7
4年未満 70 5.2 17.0 3 11.3 1 94.0 4 6.8 13.5 38. 82.盟 1 4.3 4.3
4 - 6 4 44
.6 10.7 16 9･8 1 84.8 2 9
. 4.8 13.2 29. 9_6 2.6
6 - 8 2 92
.3 7.0 16 3.8 4 1.6 31.3 3.7 7.6 3 1.9 9.2 2.2
8 - 10 230.1 5.6 13 2.9 2 6.5 2 3.5 3. 1 4.2 30.8 8.1 1
.5
10- 20 9 0 7.1 2 1.9 67 7.2 7 8.0 4 9.5 15.7 1 6.9 13 7.1 2 5.2 7.5
20 - 30 I,304.3 3 1.6 6 4 2.9 20 9.2 131.5 57.5 44.9 19 8.3 12.6 7.4
3 0以上 2 55.3 6.2 51
.9 20.2 50. 34.1 5.2 8 9.7 3.9 0_3
出所 : Sta七istis che s BⅦnde s a mt､ 1997.
外 国人及 びそ の 家族に対する統合政策は ､1960年代 か ら非政府次元 で始ま っ
た ｡最初は ､ クリ ス チャ ン ボラ ン ティア 団体が外 国人労働者に対するガイ ダン ス
及 び カウ ン セ リ ン グサ ー ビ ス を提供 し､70 年代初に は ､ 労働組合が事業所内で
の 外 国人労働者 に 対する同等 の 地位を促進する為 の 活動で ､ 事業所で の 統合が
急速に進 ん で い た(28)o
政府 は 19 70 年代の後半か ら､ 受け入れ制限政策と平行 して新た に外 国人 を
ドイ ツ社会に ｢統合+ するための政策を政府次元 で実施する こ とに な る｡
具体的な統合策と して次の こ とがあげられる(29)｡ ①幼児 ･ 青少年 の ため の 幼
児 ･ 学校 ･ 職業教育面 で統合策 の 強化 ､ ②学校で の ｢民族学校+ 及び そ の他 の
隔離政策の解消 ､ ③就学 ｡ 就労 の 自由に対する青少年 の権利､ ④ ドイ ツ に生 ま
れ育 っ た青少年の帰化 に対す る選択権､ ⑤外国人 とそ の 家族 の権利保護及U<帰
化 取り扱い の 再検討 ､ ⑥長期滞在者 の 地方自治団体選挙権 の承 認 によ る政治的
権利 の強化 ､ ⑦課題 ごとめ社会援助 の 強化などで ある ｡
1 9 78年に は外国人法 と労働許可 に 関する法令が改正 され ､ 長期滞在者に 対す
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る期間の定め の な い在留許可発給 の要件を､ 外国人労働者､ そ の家族に釧ナて 具
体化 し､配 偶者と子供に つ い て は ､外 国人労働者より要件が緩和された｡ 他方 ､ 労
働許 可制度上も外国人労働者に つ い て期間の 定 めの な い特別労働許可 の発給要
件で あ っ た継続的か つ 合法的な 且0年 の在留が 8年に短縮された{..
さ らに ､且980年 には ､政府が外 国人 の 子供 ､若年者の社会綻合の ための 計画を
策定 した o こ れ に基 -j
>
い て ､ 同年外国人子供が職業訓練を受けたり ､職業訓練校
に 一 定期間在校 した場合などに特別労働許可を発給できる とされた.,8 6年には ､
特別労働許可 の - 般的発給要件 の - - つ で され た過去 5 年間の継続的な就労が､
過 去 8 年間の うち通算で 5 年の就労と定められ ､ 多少 の 中断の ある場合で も許
可が発給され る こ とと なり ､ 西 ドイ ツ労働市場 - の 統合 の促進 を図 っ た の で あ
る｡
これ と別 に ､ 1970年代初め か ら外国人労働宥及びその 家族 の統合促進 の受
任者､ い わ ゆる外 国人専門官(de T Au8la nde Tbe a uftT agte)制度(30)を設 けて ､
専門官を して次 の任務を遂行させたo ①連邦各ラ ン ド(州)及び自治体並びに
諸社会的グル プの 統合手 劇 こつ い て の 改善に勤める こ と ､ ②各官庁の管轄と権
限を超えて ､ 外 国人状況につ い て冷蔵 し､ 外国人に関連する様々 な問題 の 解決
の ため の提案を行うこ と ､ ③ ドイ ツ 人と外国人 の相互利害を進める ことと外国
人 の故国政府と の間で ､ 外国人 の 自由意思に基づく帰国促進を図る こ とを援助
する こ と で ある ｡ しか し､ 専門官は直接的に立法 ､ 行政上 の 影響を行使する こ
とがで き ない こ とに な っ てお り ､ 具体的 に委任された外国人 (家族) の重 要事
項に つ い て任務を遂行する( 細｡
こ の ような外 国人専門官は ､最初70年代初に は外国人が多く居住す る都市に
指名され ､最初 の 連邦外国人専門官は 78年 1五 月 に任命されたQ 現在 ドイ ツ の
且6 州 の 中で 13州 に外国人専門官が任命され て おり ､187市で総計 200人が活
動 して い る o 外 国人専門官は ､各々 に独立 し ､連邦外 国人専門官と朴 地方自治体
外国人専門官の 間 には 公 式的な上下関係 が存在せず､ 非公式的に協力関係を維
持 して い る｡
そ の 他 ､ 統合策と して は ､ ドイ ツ に長期居住 して い る外 国人 労働者及び家族
の統合を促進す るために連邦政府と州 ､ 自治体の間に役割を分担 し ､ その - 環と
して ､ 連邦雇用庁 は外 国人第2世 に職業訓練を増加 させ ､ こ れ を通 じて 雇用機会
を容易に持 つ ようする事業計画に も着手 して い る(32)0
また ､最近で は 98年の総選挙で勝利 した社会民主党(ST D)/緑 の 党連立政権
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(GT誌n e n: BⅦndnis 90)が ､ 外 国人統合策 の 一 環 と して ､ 一 定の 条件を満た した
外国人 に対する 二重国籍取得を可能とする内容を骨子と した法律改正 を推進 し
た(3a)o そ の 後 ､ 野党自由民主党(F.D B)の 賛成を得て ､ 99 年 ､ 親が外国人 で も ､
ドイ ツ 生 まれ の 子供たちに は ､ ドイ ツ国籍が認められるように なる など の 内容
(3 4)を骨子 と した国籍法 の改正 が行 われ ､200年 1月 且 日 か ら施行される こ と
にな っ た｡
5
. 1990年代 の外国人受け入れ方式 の多様化政策
基本的に ドイ ツで の外国人労働者受け入れ の停止政策は相変わらず続 い て い
る｡ しか し､ こ の 数年間の 旧東欧､ ソ連の 変化などの結果､ これ らの 地域の援助策 ､
民主化促進 の た めにい く つ か の外国人 の期限付受け入れが行われるようにな っ
て い る ｡ そ の 主要 眼目は ､ ドイ ツ 国内の労働力不足問題と､ 東欧諸国の市場経済
- の 円滑な移行を援助すると いう趣旨で の 職業能力向上 ｡ 技術移転とを有効に
結び付けて解決 しようとい う点に ある ｡ こ の 新た な政策に より ､ ドイ ツ は大部分
1 年未満 の 一 時的外国人労働力と して ､年間お よそ 350､000人 を受け入れて い
る o こ れ は ､ ドイ ツ 正規労働力に換算 して約 1 50､000人 に 当るも の で あるo
･90年代 の 外国人受け入れ プ ロ グ ラ ム は ､60 年代 の Ga sta Tbei七eT (gⅦ e S七
w o rke r)プ ロ グラ ム とは違 っ て ､産業全体の労働力不足 に対する対応で は なく ､
農業 ､ ホ テ ル ､建設 業な どの 部分的な労働力不足 の解消と の関連で 不可避な外国
人労働力 の受け入れ に 対応するため の も の で あり ､ 受 け入れ た外 国人労働者 の
不 法就労の 阻止や帰国を促進するため の様 々 な奨励策や ル ー ル が設 けられ て い
る(35)0
そ の 第 1 の プ ロ グラム は ､請負契約被用者 (W erkv e T七r ags a Tbeite T) の受け
入れ である (36) 0
198 5年か ら始ま っ た制度と して ､ 旧中欧､東欧諸国との 二 国間協定により ､ 全
体と して 10万人 の熟練労働者を ドイ ツ 内に受け入れ ､ ニ ュ ー テ ク ノ ロ ジ ー を体
得するとともに ､ 民主化 を促進する と いうも の で あ る ｡ こ の 動 きは ドイ ツ が先ず､
ポ ー ラ ン ド､ チ ェ コ ､ - ン ガリ ー な どの 旧東欧 ､ 中欧諸国との協定を結ん で ､割当
を各国別 に設 け､受け入れ た こ とに始 まる｡
受 け入れ対象は職歴者で熟練 の高い 労働力 の受け入れ で ある こと で あ り ､未
経験者 の導入で は な い こ とで あ る｡ また ､受 け入れ期間中は原則的に 2 年限度の
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滞在許可は もとより ､ 労働許可を与え､ 同 - カテ ゴリ ー の ドイ ツ人労働者と同 -
労働条件 (労働協約に応 じた額) で働 い て い る こ とであるD
請負労働者数 は最近 ､産 業別 (建設業が中心 に なる) 及び全国的な割当が設
けられて おり ､ (表針8) に見 られる ように ､統 - 彼の 且990年を境に急増 して い
る が ､ こ れ は 旧来欧諸国 の高失業状況 - の 援助と技術をもねら っ て 行われ たも
の で ある o また ､9 3年か らは ､ 高失業地域で は受け入れが禁止 され ､ 手数料が引
き上げられなどの要因もあ っ て そ の数ほ 92年を頂点に減少 して い るo
国別 には圧倒的に ポ - ラ ン ドが多く ､ ハ ン ガリ ー が これ に次ぐ｡ そ して ､ 最近
に はラ ト ビア ､ ユ ー ゴ ス ラ ビア ､ マ ケ ドニ ア ､ ル - マ ニ ア と の協定を結んで受
け入れて い る .., 特に ､ ポ ー ラ ン ドに つ い て は長年 の ドイ ツ - の 出稼ぎの流れが
東西 の 壁時代にもあり ､ ベ ル リ ン 等に流入 し ､ こ れ を - 定線度認 めて きた こ と ､
ポ ー ラ ン ドの 再 建 に最も重点をおく こ と が ､ ドイ ツ 統 - の 過経で合意され てき
た こ とに ある ｡
- 方､ こ の よ うな請負労働者の法的地位を建設業にお い て具体的に みると､ 送
出 し国で チ ー ム を組 ん で ドイ ツ企業 の作業現場に派遣され ､チ ー ム ｡ り - ダ ー の
も とで働く の で あり､ 労働契約関係は送出 し国の 企業との 間に継続したままで
ある ｡ また段取りと して は ､ ドイ ツ企業と送出 し企業と の請負契約が労働局に持
ち込まれ ､ 当該企業の割当数が決められた後､ 派遣される労働者 の名簿が両国の
当局に 登録され ､ その 後 の ドイ ツ 在外公館で の 滞在承認 の形 で 査証発給となる｡
こ う して管理を徹底される こ とで ､ 不法滞在 ｡ 就労を防ぐ実をあげようと して い
る の で ある ｡
こ の ような請負契約による労働者受け入れは､ 東欧企業が ドイ ツ市場に参入
し､ 技術移転と投資を呼び込む機会を得る し､ 労働者は高収入と進 ん だ技術を獲
得できる とい う肯定的な側面がある 一 方､ 否定的な結果が出て い る o 一 定限度を
区切 っ て受 け入 れて い る が ､ 結局そ の 限度は守られず､ ポ ー ラ ン ド､ ハ ン ガリ ー
などか らは ト ー タ ル で 5 0万人以上が違法 に ｢請負労働者+ だと称 して ドイ ツ
に流入する結果とな っ た の で ある｡
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(表 2-5) 年度別 の 請負契約外国人被用者数
(単位: 人)
各年9月 30日現在 総 数
198 5 9､213
198 6 10,6 31
198 7 14,064
198 8 17,129
19 89 18
,
880
1 990 31
,
082
1991 62,5 78
1992 9 5
,
000
1996 4 6
,
00 0
出所 :産業研究所の ｢先進諸外国にお ける外国人研修生及び労働者受け入れ等に関する調査研
究+ 及 び Phil軸 L.Martin, 6 br maDP･
'
Relu cta nt LBnd af Zm ml
'
gT Btlon, Ger man ls8u e 82 1,
Ame rica n ln 8titute for Co nte mpo r a ry Ge m an Studie s, The John8 Hopkin8
Umiver 畠ity,1 9 9 8.か ら抜粋o
第 2 は ､季節労働者 (Sais o n Be s ch
'
aftigu ng) の 受け入れ で あ る(37).
労働許可令 の改正 によ り ､191年 1月 以降､ 外国政府労働行政機関の斡旋に
より ドイ ツ国 内で短期間就労する い わゆる季節労働者に対 し､ 有効期間 3 ケ月
の 労働許可が付与される こ と とな っ た｡ 但 し､ 労働者を送り出す国は ドイ ツ と
の 協定 で ､ そ の 手続きに関する取り決めを行 っ た国 に 限られ る ｡ 許可 の 更新は
可能 で あるが ､ 期間は 1年 の うち 3 ケ月 (9 0日) に 限定され る ｡ 季節労働者 の
数に つ い て は上 限は定められて い な い が ､ 許可は ドイ ツ 国内 の 労働市場 の状況
を踏まえ､ ドイ ツ や 玉U 加盟国国籍保有者 の雇 用 を優先するとい う考え方 に 立
つ て 行われ る ｡ すなわち ､ ドイ ツ人 も しく は ､ こ れ と同等 の外 国人 (E U加盟 国
の 国民等) の就労は見込 め ない 場合に 限り労働許可が付与され る ｡
こ の ような季節労働は ､ 農林業 ､ 建設業 ､ ホ テ ル ､ ワ イ ン 畑 な どで 季節的に
繁簡 の著 しい 業種に お い て ､ 二 国間協定に 基づ き ､ 入 国前 に ビ ザ を与 え ､期限付 ､
限定的(就労先を) 労働許可を与えて受 け入れ て い る ｡ 特に ､ 外国人労働者に は ､
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勤務場所 ､仕事 の 内容､ 勤務開始及び終了日､ 貸金 ､ 宿舎提供､ 食事 ､旅費規定など
に 関す る事項が 2カ 国語で作成された契約番が交付されるo
協定が結ばれて い る国は ､ ポ ー ラ ン ド､ ル マ ニ ア ､ ス ロ ベ ニ ア ､ ハ ン ガリ - ､ チ
ェ コ な どとな っ て い るが ､ (家 計6) の ように受け入れ労働者 の 90%以上がポ
- ラ ン ドか ら の 労働者で ある｡
(表 針6)年度 ｡ 国別 の 季節労働者 の労働許可常数
区分 1 99唾 1995 1.996 1 997
ポ ー ラ ン ド 1 36, 59 1 70,576 1 96,278 20 2,19 8
ハ ン ガリ ー 2,魂85 2,841 3,5 16 3,572
ノレ マ ニ ア 乳272 3,879 も9 75 4,9 61
ス ロ ベ ニ ア 60 1 6 00 55 9 466
ク ロ ア チア 5,753 5,574 5,7 32 5,8 39
ブ ル ガリア 70 18 1 188 203
チ ェ コ 3,46 5 3,7望2 3,39 且 2,34 7
ス ロ バ キア 3
,
9 39 5
,
443 6
,
25 5 6,36 5
合計 155
,
217 192,766 220,8 94 225,951
実際 の入 国者数 137,8 19 176,590 197,92 4 2 05,8 66
出所 : AⅦ sl註mdis che Arbeitn ehm e r in De tl七schla nd 1998.
こ う した季節労働者受 け入れは ､始 めか ら労働者 の熟練を予定せず､ また当該
労働者 に対 し ､ 一 定の ドイ ツ 語能力さえ求め な い と い う点に著 しい 特徴が有す
る ｡ 短期間 の 限定は付され て い るも の の ､ 全く の未熟練労働者 の受け入れ道を開
い た こ ととな り ､ ま さに新規の 外 国人労働者を制限するとい う ドイ ツ 外 国人労
働者政策 の基本原則に根本的に抵触する措置 で あるとい えよう｡
第 3 は ､ ゲ ス ト労働者 (Ga staTbeite T､ W o rk- a nd- Le a r n Progr a m s) の 受 け
入れ で あ る(38)o
ゲ ス ト労働者とは ､ すで に職業教育を終え､そ の 職業上及び言語上 の 知識 をよ
り完全 なも の に するた め に - 時的に就労する労働者 で ､ 就労 の 開始時 に 1 8歳 以
上 - 40 歳以下 で ある者で ある ｡ 就労期 間は 1 年を原則とす るが総計 且8 ケ月ま
で延 長が 可能とな っ て い る｡ また ､ こ の プ ロ グラ ム は原則 的に相 互 主義を採用 し
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て おり ､ ドイ ツ の 若者も相手国で 同 じ方法 で訓練機会を持 つ こ とが可能で ある o
こ の ゲ ス ト労働者の受け入れと就労を管轄する機関は ドイ ツ の連邦雇用庁 で
あり ､ 送 出 し国は労働省 で ある｡
なお ､就労に必要な 証 明書 は ､ 労働市場 の状況と動態に か か わ らず付与され ､
ゲ ス ト労働者 の貸金及びそ の他労働条件は､ 労働契約書､ 労働協約､ 労働紘令並
びに社会保険法令の規定に従う｡ 特 に ､ 労働契約書は写 しを職業紹介中央局が保
管 し､ そ の 内容 の 円滑 な実効を監督す る こ とに よ っ て 適正 な労働条件確保を図
つ て い る｡
こ の ようなゲ ス ト労働者受け入れ協定は､職業上 ､ 言 語上 の 能力 を十分に高め
た労働者が東欧で活躍す る機会を提供する こ ととな り ､ い わゆる 0 3Tの - つ の
モ デル となると考えられた の で ある(39)o
協定が締結されて い る国 は ､ ロ シ ア ､ ハ ン ガリ ー ､ チ ェ コ な ど 12カ 国に達 し､
国別 の 年間受け入れ枠( 最高2､0 00人) が決められて お り ､現在 ､ 年間約 6､0 00
人 の 労働者を受け入れ ､就労を通 じた技術 ｡ 技能の 移転を図 っ て いる 0
また ､ こ の プ ロ グラ ム の 最大 の特徴は ､ 年齢が 限定され て い る こ とと就労に関
する許可が労働許可 で は なく ､特別 の 証明書で ある こ とで あり ､ 特 に特別 証明書
に つ い て は雇用関係終了後 の 不法滞在､ 不法就労 の道を閉ざす意味を有 して い
る.
第 4 は ､ 国境を越えて の就労 (GTe n Zg鼓nge r Be scb息ftigⅦ ng) で ある .
国境か ら50- 7 0km の 範囲 内を通勤可能地帯とみて ､ 主 にチ ェ コ ､ ポ ー ラ ン ド
か ら の就労を認めて い るが ､ オ ー ス トリア ､ ス イ ス か らも協定を結ん で行われ て
い る｡ 又 ､ 就労する場所は､ それ ら の 国と の 国境付近 の特定 の 地域に限 られ る｡
タイ プ と して は毎日通勤者と､ 週 末だ けの 帰国者に分けられるが ､後者に つ い て
は宿舎に は週 2 日間の滞在が認められる｡
と
.
り わ け建設業に と っ て は ､ こ の 方式 で の 労働者受け入れ は 大 きな問題 で ､
労使 の 間で協定や 一 定の採用 ､就労基準の カタ ロ グを作り ､ それ に沿 っ て の受 け
入れ しか認 めて い ない し ､ 5 つ の 境界州 の州労働局 は割当を作 っ て ドイ ツ人 の
就労 に影響が及ばない よう に して い る｡
最後 に ､ 限定的な外国人労働者 の受け入れと して ､ 旧 ユ ー ゴ ス ラ ビ ア ､ ハ ン ガ
リ ー か ら80年代後半か ら90年度初まで の 間に合計 2,700 人 の 元看護婦を受け
入れた ｡ 受入方式は従来 の 外 国人労働者 の受け入れと同様 で ある ｡
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しか し - 方 で は ( - 部の 地 域で 元看護婦 の帝繋が高く ても､ 旧来 ドイ ツ を含
む他の 地域で は失業率が商い こ ともあ っ て ､最近 は慎重に対応 し ､ 旧 ユ ー ゴ ス ラ
ビア から約 且､0 00人 を受け入れに 止 ま っ て い る o
特に ､看護婦 に つ い て は ､ 労働時間 の 短縮や ､労働条件の 改蓉､ 幼稚園 ｡ 保育園
の完備に よ っ て 経験者が働けるよ うに配慮 して い るo
こ の よ うに ､9 0年代に入 っ て再び採周 して い る - 連の 外国人労働者受け入れ
政策は ､60年代に受け入れた外国人労働者 の相当数が定住化に つ なが っ たとい
う政策の あやま り を繰り返きな い よう にする配慮が盛り込まれ ､ - - 部の 職種 に
限定すると伴に徹底 した選続発を設けて い る こ とに注目 して おきた い r,
( 注)
(1)手塚和彰 『外国人労働者』 日本経済新聞社 1998 p p.1 射㍗1 鯛参胤
(2)De T Be a u鮎 盈酌e de r Bu nde 8 r喝ie T u n欝 fh
-
r Au 81註nde地 政 酢 n, Be rich七 zu T
Au s抜mdeTbes ch 義鮎卯 .n欝 19 86, S.7
-8.
(3)帰港強制は農業部門に従事す るウク ライ ナ人 ､ ポ - ラ ン ド人 ､ オ - ス トリア 人に漬用が限
定されて い た｡
(4)19 22年中央労働仲介局は労使同数の委員会によ っ て運営され ること となり､今日の連邦雇
用庁に直結す る体制とな っ た｡
(S) 野川 忍 『外国人 労働者法 (ドイ ツ の成果と 日本の展望)』 信山社 199 3.p.37以 下o
(6)これ らの流入 ドイツ 人数は ､ 且9 55年当時 1 08 8万人を超え人 口の 20% 強を占めるまでにな
つ て い た｡ そ して彼 らは後 に帰還者と して独自 の地位を阜えられ るが ､ いずれにせよ ｢外国
人+ で はない ｡
(7)協定内容は ドイ ツ 側の連邦雇用庁とイ タリ ア側の 労働当局が協力 して イタリ ア 人労働者
を選抜 し､ 労働契約に より ､ ドイ ツ 人と の 平等取扱 い ､ 協約 ､ 貸金 の保障 ､住居条件 ､家族の
呼寄せ も認め られた ｡
(8)こ の 6 1年の募集協定で注目す べ き点は ､ ドイ ツ 内の在留期間は 2年を超えるこ とが できな
い と の期限が付せ られ ､ いわ ゆる ロ ー テ ー シ ョ ン シ ス テ ム が明示され て い たo しか し､ 3 年
後には協定改正によ っ て 上記期間制限規定削除され る (手塚和彰 『労働力移動 の時代』 中
央公論社 19 9 0.p.94) ｡
､
(9)森 廉正 『現代資本主義と外国人労働者』 大月書店 198 5. p p.12 11 122｡
(1 0) 手塚和彰 ｢西 ドイ ツ の外国人労働者受け入れ と二 国間協定+ 季刊労働法 1 53号 19 89.
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p p.8 3
･8 7 参照o
(l l)日本労働研究機構 『外国人労働者問題の政策的課題』 1991,p p.4 3-44o
(12)手 塚和彰 前掲注(1) p p.15 唾･ 155参照o
(13)上掲書 p.156｡
(1 4)John Be ndix, Jm p w dt2g 物 W wkeTS : A Compa z7
'
s o n a8r m B B a nd
Am e m
'
c a B Bolicy, 19 90.p .82･
(15)Phip L. M a rtin, Ger m myJ Relu cta nt La nd of Lm m )&ab
'
o D, Ge r m a n
I舶11e 82 1
,
Ame ric an ‡n s七itute fo r Con七e 皿pOTary Germ a n St-ユdie s, The
John s Hopkin s Univ e rsi軌19 9 8.p.12. ちなみ に ､ こ の斡旋料収入 は ､ 外国人労働者の
言語訓練 ､職業教育､社会施設の整備 ･ 拡充に振り向けられる こ とになっ た ｡
(16)手塚和彰 前掲注(1) p p.1 54- 15 5Q
(17)日本労働研究機構 前掲注(l l) 節.46以 下｡
(18)Phjhp L. M artin, 8 tlpr a n ote(15),at13.
(19)De r Bu nde s血 iste r 応r Arbeit u nd So zialo rdn Ⅶ ng. 1 98 5.S.7Q
(2 0)森 康正 前掲注(9) pp.14 0･ 14 1参照o
(2 1)手塚和彰 前掲注(1) p.16 7o
(22) O E C D S O P E MI An m al Repo rt 触 ds 血 JBte m&b
'
o Dd 伽 tla t2
19 9 6p. lo g.
(23)手塚和彰 前掲注(1) p p. 159- 160｡
(2 4)こ の 罰金刑以外 にも雇用主の 行為が次に該当する場合は ､刑事責任を負わせ る ことがで
きる ｡ こ の場合 ､ 3年又は 5年まで の 懲役刑に処され る｡ ①同種の ドイ ツ人労働者より低 い
労働条件 で外国人労働者を雇 っ て 搾取 した場合 ､②5 人以上 の外国人労働者を 30日以 上
労働許可なしに雇用した場合､ ③2-3 回 にわた っ て許可なしに外国人労働者を雇用 した場
合などで あるQ
(2 5)手塚和彰 ｢外国人労働者をめぐる法的問題+ ゾ エリ ス ト90 9号 有斐閣 198 8.p.3 1.
(2 6) ドイツ では現在､ 外国人の 五人 中の 一 人に当る約 14 0万人が ドイ ツ生まれで ､ そ の数は海
牛 約 10 万 人 が 増加 して い る こ と に 推 定さ れ て い る(P hihp L. M a rtin, 8 uPra
n ote(15),at3o
(2 7)John Be ndix, 8uPra n ote(14),at 79o
(28)Dohs e, K Au Blihi
'
s cAe AzTbelteT u nd be由て7
'
ebh
'
cLe PET:s oD alpolI
'
tik
,
Ge w erkscha氏hche Me n at8he氏e, No ･7(198 2)
(29)森 廉正 前掲注(9) p p. 135- 13 6参照｡
(3 0)｢De r An 8抜nde rbe at1&ragte+ 字義か らみ ると､ ある政策主体 つ まり ､ こ の場合は ､ ド
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イ ツ連邦共和局首相から外国人間牌に つ いて委任を受けた者をい う意味で ｢受任者+ と
か ｢代理人+ と かい う意味であるが ､ む しろ親 しみやすさか ら資訳 して ｢専門官+ と い
う訳を用い る(英訳で は Fo rei欝m eTS Co m missio n e r s)o
(31)手塚和彰『ドイ ツ にお ける外国人 労働者対第』束京都議会議会局 19 89. pp. 紗 58参艶
(32)O E C Dop. sitp.10 9L.
(3 8)総選挙前の段階で はある 199鯛 三3月 に ドイ ツ鵡会は ､SP D/F D P､連帯 別)/緑の 党が授察 し
た外国人 に対する二 登国籍取得許容 (輿) をC D ロ/CJS Uの反対で否決 (反338- 賛 31 7)
した ニ とがあるo
(8 4)改正法の骨子は ､① ドイツ に8年以 上合法的に滞在する外国人 を父 又は母と して ドイ ツ に
生まれた子供は ､自動的に ドイ ツ国籍を得る ､ ②子供が誕生と同時にもう- ･･ - -つ の 国籍を得
る場食は､ 1 8歳で成人 に達した時点か ら 5年以内に､ ドイ ツ国籍と第望 の 国籍の いずれか
を選択 しなければな らない ､③望3歳に なっ た後も ドイ ツ 国籍を保持 しようとする都ま､ 23
歳になるまでに外国籍を放棄または喪失 の証明を提出しなければならない n などで あるL,
(3 与)Philip i. Ma rtin, op. Bitp.望7. ､9 0年代の ゲス ト労働者､ 季節労働者などの受け入れ政
策は ､ 新外国人故に新たな滞在許可カテ ゴリ ー を設けて ､60年代の ロ ー テ ー シ ョ ン改源の
淑りを繰り返 さない ように ､原則的に滞在許可期間が終わ っ た後 ､ 必ず帰国するようとい
う ル ー ル が 設 け ら れ て い る (Btl nde s mini如e ritl m de 卓 Ⅰn n e rn
,
Das n e ue
Au 8はnde rre ch七 de r Bu nde s TeP血bh kDe11七schla nd., 19 90卜｡
(3 6)これに つ い て は ､ (財) 産業研究所『先進諸外国にお ける外国人研修及び 労働者受け入れ
等に関する調査研究』19 9 3. PP.2 1 儲､ 野川 忍 前掲注(5) p.8 5以 下参胤
(3 7)Au sla ndis che ATbeiin ehm e T in Det1七schla nd 1 99 8及び労働大臣官爵国際労働裸
編 『海外労働情勢』19 93.p .3 88以 下参照o
(38)ゲス ト労働 者 に つ い て は ､P hihp i. Ma rtin, s upr a note(1 5),at 2 8･ 惣凱 ､ Elm a r
Ho n ekop p, Ost
･ We s七･ Wa nde r u nge n: ロrsa che m lュnd En 紬ickhlngSte nde n 五e n,
in: MittA B y19 9 1.12 1.,井 口 泰 ｢国際的な人 の移動と労働市場+ 日本労働研究機構
1 99 7･ P P
.2 4 7･ 24臥 野川 忍 前掲注(5) p.82以 下参照o
(3 9)Erkla m lng de s Bu nde sminis七e TS 鮎r Arbeit･ u nd So zialo rdm lng
Dr･ N ･ Blu m ,
`?e r spek七iv e nde T So zialpohtik fh
t
r die Sta a七e n Mit七el･u nd
Os七e11r OPaS
” in:B iiuetin N . 42(9 1.4) S.3 13o
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第3節 外国人労働者受け入れ及び保護に関する法的規制
受け入れ に つ い て 法的規制 の仕組み
ドイ ツ で は ､滞在 に関す る法規制と就労に関するそれとは別個の も の とされ
て い る｡ 入国と滞在は ､原則 と して初回に つ い て は査証 の形で ドイ ツ の 在外公
館を通 じて 入国､滞在先の内務省 の出先機関か ら発 せ られ る ｡ それ以後は ､ 内務
省 の管轄下にある国内 の 外国人 局が滞在許可を発給する o 根拠法は ､1990年改
正 され翌 91 年施行された ｢新外国人法(Ges e七z 菰be T die Ein T eis e u md
de n Aufe mth al七 v o n Au sl義nder n im Bu mde sgebiet v o m9. 7. 19 0
(B G Bl.Ⅰ.13 54
,
1356)以下 Au sla nde rge s e七z と略称する)+ で あり ､ こ れ を E C(覗
在は E U) 加盟国民の ため の ｢ヨ - ロ ツ パ 経済共同体加盟国民 の 入 国と滞在に
関する法律+ や庇護を求め る難民 の ため の ｢庇護手続法(Asylv e TfahT e n SgeSetZ
B G Bl.Ⅰ.9 46)+ 等が補完するo こ れ に対 し､ 就労に 関 して は ､1969年に制定され ､
そ の 後外国人就労に関する規定■に つ き数度にわたる改正 を受けた ｢雇用促進 法
(Aibeits蝕 de T u ngSge S e七z v o m25. 6. 1969(B G Bl. Ⅰ. 58 2), z Ⅶ1etz七ge箆nde Tt
dtl T Ch A加 .1 Ge s. v o m 2 1. 6. 19 9 1(B G Bl. Ⅰ.13 06) 以 下 Arbeits･
蝕 de m ngsges etz と略称する)+ の ､ 特 に 19条が原則的規制を定め ､ こ れ を受け
て ｢労働許可令(Ver ordn u n官 立be T die Arbeits e rla ubnis 砧T michか
de uts c払.e A 抽eitn ehm e T i.a. F. de T Bek. Vo m 1 2. 9. 19 80(B G Bl. Ⅰ.
1754
,
1981.I.1245), z uletzt ge a nde Tt du r ch9. An dV Ov o m2 1. 12. 19 90
(B G Bl.Ⅰ. 30 9,以下 Arbeits e rla ubnis と略称する+ が ､ 外 国人に 対する労働許可
付与 の手続きと要件 に つ き規制すると い う仕組みを取 っ て い る(1)0
1) 新外国人法 (Au slande Tge S etZ)
外 国人 の 滞在を規制する基本的な実定法で ある新外国人法は ､ 旧法に 修正 を
加 えたが ､ そ の 骨組みは変わ っ て い な い(2)0
先 ず ､ 同 法 は そ の 1 条 2 項 に お い て " 外 国 人 と は ､ 基 本 法
(Gr u ndge s et2;,B G Bl.Ⅰ.S.1)1 16 条 1 項 に い うとこ ろ の ドイ ツ人 で は な いす べ て
の者 をい う
”
と して ､帰還者(Aussiedle r)の 入国 と滞在を除外 し､ また 2 条に お
い て 外交 ｡ 領事の 職務従事する外国人と E U国民滞在法 の適用を受ける者を除
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外する B こ れ ら の人 々 は 同時に労働許可証所持轟務の 除外対象でもある o
次に同法は ､ 初発 は査証の形式 で付与される滞在許可証の名義を 魂 種類に 限
定 し､ ｢滞在許可(Aufe n他a且七s e Tla ubmiLq)+ ､ ｢滞在権(Au鮎nもha比sbe T e Ch七igu ng)+､
｢滞在承認(Aufe 弧放免比sbe wil且i欝Ⅶmg)J ､ ｢滞在権限(Au鮎m蝕 a弛sb 弧g由s)+ に
区分 したo こ の うち前 2者は 旧法 を継承 したもの で あ っ て ､ 以前は滞在証にはこ
の 二 つ の易為 しか なか っ た｡ ドイ ツ人 に 入国 申 滞在 しようとする外国人 は(査免
協定がな い 限り)
l
ぉ しな べ て ､ まず - - 般的名裁と して の ｢滞在許可+ を査証の形
式で受け ､ こ れ を ドイ ツ の 国内で何度 か更新した後､ い わゆる永住権の意味を有
する ｢滞在権+ の ､付与 を申滑で きる こ とと されて い た の で あるr,, これ に射 し改
正 法で新設された二 つ の 銘轟は ､ い ずれ も近年の新たな事態に対応するための
も の で あるo まず､ ｢滞在東瓢+ は ､
"
ある特定の ､ そ の性格上 - 時的滞在の みが
必要 とされ るよう な滞在の ために(28粂且項)
''
付阜され る滞在銘轟で あるが ､
具体的な対象と して は､ 留学 ｡ 研修生や訪問者 の他 ､新たな国家間協定により受
け入れられる請負契約労働者が想定きれ て い るo
また ｢滞在権限+ は ､ 主と して
"
国際法上 の ､ もしく は差 し迫 っ た人道上の 理
由で ､ ある い は ドイ ツ 連邦共和国の政治的利審の 保護の た めに ､連邦領土 へ の 入
国と滞在とが許可される べ きで あ っ て ､ しかも滞在許可 の付与が排除され て い
る者 (3 0条 且項) ' ' を対象と して い る ｡
こ の ように新外国人法は全体と して外国人 の 入国 ｡ 滞在 を総合的に コ ン トロ
ー ル する こ とを意図 し､ 特に ､新 しい タイ プの 外国人就労を前提と した対応が組
み込まれ て い る｡
2) 雇 用促進法 (ATbei七sFo
'
Tde r u n酢 酢 S etZ)
新外国人法とは別 に ､ 外 国人就労に 関 して の原則を定めた の が雇用促進法第
19条で ある o 同条は､ まずそ の 第 1 項 にお い て ｢基本法 且16 条に い う ドイ ツ人
で はな い労働者は､ 国家間協定 によ っ て 別段 の 定めがなされ ない 限り､ そ の 就労
の実行に 当た っ て 労働許可を必要とする｡ 同許 可は ､ 個々 の 場合を考慮 した上で ､
労働市場 の状況と動態と に応 じて付与される ｡ 外 国に住居を有 し､ も しく は通
常の滞在をなす看で本法適用地域で の 就労 を希望する者は ､就労期間が 3 ケ月
を超えな い 限り労働許可が付与され る o . . . . .労働許可は ､期間を限定 し､ 事業所 ･
職種 ｡ 業種 ｡ 区域 を特定 した上で 付与する こ とが でき る ｡ 使用者は ､ 基本法 1 16
条に い う ドイ ツ 人 で は な い 労働者を､ 一 文 に い う許可 を所 持 しな い に も か か わ
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らず就労させ て は ならな い+と定 め ､外 国人は原則と して労働許可な しで は就労
でき な い こ と ､ 一 般的な同許 可 の 付与要件は
"
労働市場 の状況と動態
”
による こ
と､3 ケ月 以内 の就労で あれ ば こ の要件に 沿 っ て 労働許可が付与され得る こ と ､
労働許可 は期間 ｡ 事業所等を限定 して付与 し得 る こ とを明記す る ｡ こ の 原則 は ､
E U加盟 国 の 国民に は適用されな い (3 項) o また ､ 外 国人法 上就労が排除され
場合 は労働許可 の付与は で きな い こ と (2項) ､ 許可 の 範囲 ｡ 穂類 ｡ 有効期間 ｡
初発 の 付与 の要件 ｡ 手続き等に つ い て は法令で別 段 の 定め を置く こ とが でき る
こ と (4 項) ､労働許可 の 更新を重ね て ､ 申請以前の 8 年間に総計 5年間適法に
就労 して い た場合は ､ 同許 可 は労働市場 の状況や動態に よ らず､ 期間や事業所等
の 限定な しに付与され得る こ と (6項) も付け加えられ て い る ｡
要する に本条によれ ば､ ドイ ツ で就労する目的で 入国 廿 滞在 しようとする E U
加 盟国の 国民以外 の 外国人 は ､3 ケ 月 以内 の期間､ しか も特定の事業所で しか就
労でき な い こ ととなり ､ そ の 限りで は ､本法は外国人 の新規就労を厳 しく制 限す
る とい う政策を反映する 内容とな っ て い る｡
3) 労働許可制度
ドイ ツ 国籍を持たな い外国人が ドイ ツ国内で就労するためには ､ 雇用 促進法
第 19 条に より ､ 原則 と して労働許可が必要とされ る ｡ しか も ､ こ の 労働許可
は ､ 有効な旅券を有 し ､ か つ ドイ ツ に入 国 し ､ 滞在するための 許可 を有 して い
る者に原則と して与 えられ る｡ そ して ､ こ の 労働許可と滞在許可とは別 々 の 法
制度 ､ つ まり根拠法と所轄官庁を異に して規制されて い る ｡
と こ ろで ､ こ れ ら両制度は ､ それぞれ が ､ 外 国人 の 出身国 ､ 職種 ､ 年齢 ､ 続
柄等に よ っ て 規制の 内容を異なら しめて いる ｡ とりわ け､ 出身国に つ い て は ､
E U加 盟国や国際協定ない し ドイ ツ と二 国間協定を締結 して い る 国の 出身者と
それ以外 の国の 出身者とで規制 の 内容が大きく異な っ て い る｡
① 滞在許可 (At1fenthal七sge n eh migu n嘗)
E U
.
加盟 国 出身以外 の外国人が就労を目的と して 入国する場合は､ 労働許 可
と共 に 滞在許可 の 取得が条件に な っ て い る ｡ こ れ は 内務省外国人局が管轄 して
おり ､ 大きく ｢期間の 定 め の ある滞在許可 (滞在承認) + ＼ ｢期間 の 定め の な
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い無期限滑在許可+ ､ ｢滞在権+ の 三 つ に分かれ て いる ｡ そ して ､ 労働許可 を
保有 して い る こ とが これ ら滞在許可 の 取得条件とな っ て い る の で ある(a)o
a 許可 の 発給要件
期間の定め の ある滞在許可 の 場合 ､ - 般労働許 可を取得 して い る ことが条件
で ある｡ こ れ に対 し ､ 期限の 定め の な い 無期限滞在許可に つ い て は 五 つ の 要件
が具体化されて い るo ① ドイ ツ に合法的に継続 して 5年間滞在許可を有 し､ ②
当骸外国人が被用者で ある場合は､ 特別労働許可を所持 して い る こ と ､ ③ドイ
ツ 語 の簡単な会話 の で きる こ と ､ ④港 間生活 を営ん で い る家族と自分とに十分
な広き の住居が周意され て いる こ と ､ ⑤何ら退去事由が存 しない 場合で ある ｡
しかも ､ 当骸外 国人が滞在中生活を維持する の に十分な資産を有さず､ 失業 し
た こ と に よ り 失 業 手 当(A 地ei七s且o 昏e m酢且d)を 申 請 す る か 失 業 扶 助
(A 地eit8且o 8emhi晩)を6 ケ 月以上申請 した場合､ 滞在許可 に期限が付され ､ 3年
後に 再度審査される ｡
また ､雇用促進法及び労働許可令とは別 に ､例外的な ｢募集中止特別令+(後述
逮) 参照)上 の労働許可付与 の 要件に 応 じて ､ 労働滞在令に基 づ き ､ それ ぞれ名義
を異にす る滞在許可を発給する こ とと して い る｡
b 滞在許可期間
期 限 の 定 め の あ る 滞 在 許 可(滞 在 承 認)は 労 働 滞 在 令(ATbei七s-
a ufe mtha紙s v e T O Tdu n欝) に より ､ 一 般的に ､ 1年 ､
一
息8 ケ月 ､ 2年の 期限を付し
て発給される｡ 滞在許可 の 効力存続期間を 且年 の 範囲内で延長できる外国人は ､
① ドイ ツ内に住所がある企業に雇用 され るか ､ あるい は 一 時的な業務の た め技
術研修を受けて い る者 ､ ②国家間協約に基づき ､ 設立 された外 国との 合弁会社
に雇用 され ､ 技術研修や正規教育､ 生涯教育を受けるために滞在する専門的従
事者､ ③輸出供給契約や特許契約 の 下 に ､ こ の 契約 の 完了する ため の 範囲で莱
務の 性質上 ､ ドイ ツ 内で 活動する者､ ④ ドイ ツ語 を母国語とする家庭で就労す
る 25歳未満 の 外国人 で ある｡
そ して ､ 1 8ケ月 の 滞在が認められ る外国人は､ ①国家間協約に基 づき ､ 職業
教育及び言語教育をす るために入 国 した労働者､ ② ドイ ツ の 同業者の業務経験 ､
ある い は作業方式を導入する業務に 関わる範囲内で 一 時的に雇 用 され た者で あ
る ｡
また ､ 2 年 の 滞在が認 め られ る者は ､ ① ドイ ツ の 大学 ｡ 実科大学の 卒業生 で ､
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研修 の 一 環と して ､ 計画され た実務活動 に必要 な知識 ¢ 技能を向上するための
t一
着 ､ ②国家間協定又 は団体間の合意に基 づ き ､ も しく は､ 専門職 の 研修と継続
研修 の ために ドイ ツ の基金 で設立された公法上 の機関に より ､ ドイ ツ に本社を
有する企業または団体で 一 時的に就労する者で ある｡
特に ､ 請負契約労働者に対す る滞在許可は ､ 最長 2 年 の期限 に効力が認めら
れる . すなわち ､ 国家間協定に基 づ き ､ 一 個または数個 の請負契約を行うため
に雇用された外国人 は ､ 仕事が完成されるまで滞在許可 を受ける こ とができ る｡
滞在許 可効力 の存続期間は ､ 国家間協定に 定 められ た業務 の遂行期間を超えら
れな い ｡
しか し､ 上記 の ような期限付滞在許可と異な っ て ､ ドイ ツ に 8 年以上適法 に
滞在 した請負契約労働者は ｢滞在権+ を取得する こ とが できる(4)o
c 許 可 の終了
期限 の定めの ある許可 は ､ 有効期間 の経過 に より失効する ｡ さらに期限 の定め
の有無にか か わりなく次の場合､ 許可 は当然に失効する｡ ①外国人が有効な旅
券な い し これ に代わる証明書を所持 しなく な っ たとき ､ ②国籍を変更する か失
うとき ､ ③そ の性質上 ､ - 時的で ない 理 由で出国するとき ､ ④国外 - 退去 させ
られ るときで ある｡
② 労働許可 (Arbeits e rla ubmis) (5)
ドイ ツ にお ける外国人労働者問題が労働市場の観点 か ら規制が加えられた の
は 19 2 2年 の ｢職業紹介法 (Arbeitsn a chw eisge s etz)+ 第 26条に基 づき ､ 職業
紹介局(Arbei七s n a chw eis a m七e r)が ドイ ツ 労働市場 に お ける就労機会は､ ドイ ツ
人及 び こ れ に 同視される者 の優先 の原則 (Vo r Ta ng prin zip) を使用者に対する
規制を通 じて実現されるこ とと された ｡ すなわち ､外 国人労働者を雇用 しようと
する使用者は ､州職業紹介局 に よる雇用 許可 (Be s ch
l
dftigⅦngsge n eh mi卵 ng)
を必要 とするとされ ､ 違反者には ､ 処罰が予定され て い た ｡ 同制度が採用された
理由と して ､使用者 の 側 を監督す る方法 に よ っ て 一 定 の身分証明書を所持する
外国人労働者 の み雇 用するよう使用者に義務 づ け る こ とが考えられた の で あ
る ｡
そ の後 ､1933年に ｢職業紹介及び失業保障に関する法+ の 下で なされた法改
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正 によ り ､外 国人労働者 の就労に関 して ､ 明確な形で外国人労働者個人に対する
許可 の 形 をとる労働許可制度が導入された｡ 雇用許可制度に加えて ､ 労働許可制
度を導入 した こ と は､ 労働市場における優先 の原則 の実現と いうこ との他に ､ 労
働者個 々 の 事情を把握 し､ それ に合わせ て 許可 の 発給の 当否や内容を決定する
こ とを可能に したと こ ろにそ の 意轟がある,,
こ う した､ 雇用 ゆ 労働許可制度は､ そ の基礎とな っ て い た 1929年の ｢職藻紹
介及び失業保障に関する法+ が 且957年 に改正きれる こ とで労働許可制 - 本に
絞られ ､以後現行制度に受け継がれた o
こ の ような変遷過程を経た現行 の労働許可制は ､雇用促進法 19粂に基づき ､
労働許可令 (A 抽eit8 e Tla ubnis v e T O Tぬ u ng) に労働許可付阜 の 要件と手続き の
詳細を定めて い る 日 同規定は､ 就労促進法 且9 衆に定められた ニ種類 の労働許可
を ､ 労働市場 の要件と時間的 ｡ 場所的な限定を伴う - 般労働許可 ､ 特別労働許可
とに区別 して ､ それぞれ の 付与要件を定めて い る｡
一 般労働許可(JW ge m ein e jW beits e Tla ubnis)
一 般労働許可は ､ 制 限付労働許可と称されるとおり ､ 就労先 の範囲 ･ 有効期
間に 限定を付す こ との できる労働許可 で あ る｡
許可 を発給す べ き か ､ 発給すると して就労先 の範囲､ 有効期間等にどの よう
な限定を付す る か は ､ ｢労働市場の状況と動向+ に従 っ て労働局が決定する｡
まず､ 就労先の範囲に つ い て は ､ 就労 が特定事業場 の特定の職種に限定される
場合と､ 事業場 か職種 の いずれ かが特定されな い場合とがある｡ 後者に つ い て
は ､ 許可 した労働局の管轄地域内で の み有効とされ るが ､ 拡大 ｡ 縮小も可能で
ある｡
労働許可は ､ 初回 の就労に つ き ､ 次の 外国人 に付与する こ とが できる｡ ①期
限付き滞在許可証を有する外国人と の家族共同体の形成と維持 の た めに期限付
き の滞在許可証を付与され て い る外 国人 ､ ②人道的な い し個人的､ 公 の利益 か
ら滞在が事実上最短 1年間認められて い る外国人 ､ こ の 他③当該労働者が連邦
雇用庁と母国の労働行政当局と の 選抜と仲介の 手続きに 関する合意を理由と し
て 又 は ､ 連邦雇用 庁の 委任に より仲介された場合には ､ 外国に住居を有 し ドイ
ツ にお い て就労をなそうとす る者は ､ 海牛総3 ケ月 まで付与する ､ ④庇護申請
者とそ の家族 の ための 待機期間は 1年 間確保 され る｡
労働許可 の 有効期間は ､ 就労期間中最長 3年 まで の 期間を付 され る0
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特別労働許可 (ATbeitserlaubnis in be s onde r e m F汲l且e n)
特別 労働許可は ､ 特定の 事業所や特定の職種に就労先を限定せずに発給され
る点 で - 般労働許可とは異なる｡ そ の発給要件は､ 労働市場の状況及び動向と
は無関係 で あり ､ 次の者に発給される｡ ①過去 8年間で 5年間就労活動を合法
的に 行 っ た者 ､ ② ドイ ツ に通常 の住居を有する ドイ ツ 人 と結婚 した者､ ③ ドイ
ツ に合法的に滞在 し ､ 庇護 を受ける権利 の ある亡命者(Asylbe T e Chti細)と認め
られるか ､ ドイ ツ 政府より難民(Au s且嵐mdische n F且uchtlimge)と して発給され
た有効な旅行証明春を有する者｡
許可 は ドイ ツ 全域に及ぶが ､ 制限も できる ｡ また ､ そ の 有効期間は い く つ か
の 特別 な場合を除外すると原則的に無期限で付与される ｡
そ して ､ ドイ ツ 人及 び外国人 の 配偶者 に つ い て は ､ 婚姻 関係が少なくとも 唾
年間適法に維持される か ､ 婚姻関係中当該外国人が死亡 した場合などによる滞
在許可 の 延長 の た めの 条件が満たされて い る場合には特別労働許可が発給され
る｡
他方 ､ 外 国人 の 子供に つ い て は ､ まず､ 滞 18歳になる前に親と ドイ ツ に入
国 し､ 合法的に滞在 し､ 次 の どれか に あたる者 で ある. ① 一 般学校教育な い し
職業訓練等を終了 した者､ ②全 日制の職業訓練年限又 は ､ 学校外の職業訓練過
程に最低 10 ケ月間正規に ､ か つ 適切な協力 の 下 に参加 した者､ ③国が認定す
る か同等とみられる職業に つ い て の職業訓練に関す る研修契約を締結 して い る
者｡
次に ､ 特別労働許可が発給され る上記①の者ない し後述 の 特別 な事情に よる
許可 にあたる外 国人労働者 の子供 で , 5 年間継続 して合法的に滞在 した者 のう
ち ､ 満 18歳に なるまで の 者が 18 歳に な っ て こ の 要件を満た したが ､ 以後も継
続 して滞在する者 で ある ｡
と こ ろ で ､ 配偶者や子供も含め ､ 労働者 の事情に より ､ 困難 を導く場合に は ､
そ の発給要件 の充足 の有無に か かわ らず通常 5年 の 特別労働許可が発給され る｡
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③ 労働許可 の発給拒否､ 取消(撤回)､ 消滅
a 発給拒否
労働許可は ､ それ ぞれ の 発給要件が充足されて い ても ､ そ の 発給な い し再
発給が拒否される場合がある｡ そ して 拒否事由と して ､ 労働市場な い し外国
人労働者個人 に関 し生 じた事情 の うち ､ 拒否す べ き場合と拒否 で きる場合と
が定められ て い る ｡
拒否す べ き場合は ､ まず ､ 許可なく なされ た雰輿､ 職藻紹介に基づ い て 労働
関係が発生 して い る場合､ そ して ､ 比較可能な ドイ ツ 人労働常に比 して 不利
な労働灸件で労働する場合で ある｡
拒否 で きる場合は､ 故意又 は過失により許可なく非ドイ ツ入野働肴と して労
働 した場合､ そ して ､ 消滅する か取消 ( 撤回) された労働許可証を労働局 の
指導に反 して 返潰 しない 場合又 ､ 当該労働者の 人格に重大な事由が存する場
合で あ るo
b 取消及 び撤回
労働許可 の 発 給後 に発給拒否事由が発生ない し判明 した場合には ､ 取消事
由となり ､ 労働許可 は取 消されうる｡ ただ し､ 取 消は ､ 取消事由が発生ない
し判明 した ときか ら 1 ケ月 以内になされねばならない o また ､ - 般労働許可
の場合は ､ 労働許 可を 1 年 を超える有効期間をも っ て 発給 した後に労働市場
に事情が生 じた場合､ その 有効期間が 1年 なヤ､し2年経過するま で で あれ ば､
許可 を撤回する こ とがで き る｡ た だ し､ こ の 場合 ､ 労働許可 の 発給に あた り
撤回権を留保 し ､ 遅く ともその 有効期間の 1 年な い し 2 年が経過する前に撤
回 の 通告をする必要がある｡
c 消滅事由
有効期間 の定め の ある労働許可 は ､ 取消 されるま で もなく有効期間経過と
ともに 消滅す るが ､ これ 以外に も労働許可 一 般に 共通す る以下 の 四 つ の 消渡
事由がある｡
第 1 は ､ 労働許可 の 前提とな っ て い る滞在許可が失効 し再発給され て い な
い 場合 ､ 第 2 は､ 滞在許可が不要で ある こ とを前提 に労働許可を得て い たが ､
滞在許可 を不要 とす る事情が消滅 した場合､ 第 3 は ､ 6 ケ月(女子 の 出産が途
中あ っ た場合 1 2ケ月)を超 えて ドイ ツ 以外 に滞在 した場合､ 四 番目 は､ 5年 の
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有効期間の ある特別労働許可を伴う職業訓練が早めに 失効 した場合で ある ｡
d 発給手続
①労働許可は 特別事情により ､ 職務権限 で付与する場合以外 は ､ 原則的に 申
請に よ っ て だ け発給され る ｡ したが っ て ､ 労働許可 を得ようとする者は ､ 就労
開始前な い し有効期間の定めがあれば ､ そ の 満了前に就労場所を管轄する労働
局に所定の 手続 (滞在許可証 ､ 旅 券､ 雇用契約書 の提 出等) の従 っ た申請をな
す こ と を要する . こ の 場合､ 一 般労働許可 に つ い て は ､ 特定事業場に限定 した
許可 の 可能性があるため使用者名､ 労働場所も合わせ申請 しなけれ ばならな い ｡
こ れに対 し､ 特別労働許可はそう した限定はなく ､ したが っ て 労働関係 の有
無に関係なく発給されるとい え ､ そ の 必要 はな い ｡ 労働者 の委任に基づ い て 使
用者が代わ っ て 申請でき ､ も し ､ 委任が あ っ たの に使用者が申請を怠ければ使
用者 は処罰の 対象となる ｡
②労働局 の 決定 を不服とする者は ､ 社会裁判所に訴えうる ｡
4) 募集中止特別令 (Anw e Tbe stop pa u払ahm e-Ve r o Tdn u ng) に よる例外
的規制
外国人 の就労に 対する労働滞在令と､ 雇 用促進法及び労働許可令 に よ る規
制 の特例と して 1990年 12月 2 1日制定された の が｢募集中止特別令+で ある ｡
同特例令は ､ ｢雇 用促進法+ に か かわ らず､ きわ めて 広範囲 の外来者 - の 労働
許可 の付与を認めて い る｡ それ らは ､ おお よそ以下 の 六 つ の 類型 に分ける こ と
が で き る(6)0
第 1 に ､ 研修や特定の職種など､ 就労目的により特に労働許可を付与される
場合 で ある ｡ 即 ち､ 大学等 の 研究期間で特に研修 の 目的で働く大卒者及び開発
途上国援助等 の国際貢献 の た め の 研修プ ロ グラ ム に よ る研修者 に は ､ 期間 の
限定せずに労働許可が付与され ､滞在許可 b の④の 者に は 1 年 ､ ドイ ツ の 大学
を卒業 した者の 研修 な い し専門職従事者 の 研修 の た め に ドイ ツ側 基金 で 設立
された公法上 の 機関で研修する者には 2年 の ､ それぞれ期間を限定 した労働許
可が付与され るo また ､ 外交 ｡ 領事 上 の職務に つ く職員 の家庭 で働く家事従事
者､.公立学校な い し認定を得た私立学校で母国語を教授す る者 ､ 郷土料理 の 調
理 士等 に対 して は ､ 3 - 5年 の 期間 を定 めるが ､ ある い は期間 を恵めずに労働
許可が付与される｡
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勺5)
穴
さらに､ 大学や研究機関の研究者 ､ 専門職､ 職業宗教家 ヨ - ロ ツ パ 出身の肴
護婦 ･ 保母 ､ 老人介穣人等で 十分な専門的能力と ドイ ツ語能力を有し､ か つ 連
邦雇用庁 の仲介に より就労する者等には ､ 期間を定めない労働許可が付阜さ
れる ｡
第2に､ 新たに国家間協定によ っ て受 け入れ られて い る滑負契約労働者には ､
そ の 契約期間に対応 した期間を定めた労働許可が付卑される｡
第3に ､越境労働宥として ､ 飯 田越壊して 通勤するか ､撤最適 望 日を限度とし
て連邦領土内に滞在する場食に労働許可が付卑きれるt,
第壕 に ､ ドイ ツ民族館保有者やそ の 子弟で ドイ ツ語 の 十分な能力を有する瀞
に､通 常の 付卑 要件に従 っ て 労働許可が付卑きれる 8 但 し､ 帰避常と して の 落
定を正式 に受けた者は ､ 労働許可なしで自由に就労できる o
第5 に､ 国家間協怒に別段 の 定めがあれ ばそれに従 っ て 労働許可が付卑され
る ｡
第6に､ それ以外に､ 労働局 と外国人周が - 致 して ､当骸外国人 の就労が特別
に 地域的 ｡ 経済的な有用性を有すると判断 した場合には それ に応 じて労働許
可が付与きれ る｡
5) 外国人労働者海外派遣駄(駄も8e nde酢8 etZ)制定による外国人建設労働者
受け入れ抑制
ドイ ツ よりも低賃金 の国の 下請け建設労働者が当該国に お い て労働者を雇
用 した上 で そ の 労働者を ドイ ツ 国内 で ドイ ツ人労働者の貸金 の半額程度で労
働させ ､事 業主 はそ の 社会保険料も負担 しな い とい う状況下で ､ 外 国人建 設労
働者が大量 に ドイ ツ に流入 し ､ ドイ ツ人建 設労働者 の失業率が上昇 して い る
実態があ る o
こ う して実態を背景 に ､ ドイ ツ 政府 は ､ ドイ ツ人建設労働者 の雇用と労働条
件の 保護及び国内建設業者 の競争力 の 回復を図る こ とを目的 に､ ドイ ツ 国内
で働くす べ て の外 国人建設 労働者 の労働条件をドイ ツ人建 設労働者とほ ぼ 同
水準 ( 労働組合と使用者団体が協定 した最低賃金以上) とする こ と を義務付
けた外国人労働者海外派遣法を 19 9 6年 3 月 に新たに制定 し､且997 年 1 月 1
日 か ら施行する(7)o
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外国人労働者に 対す る保護法理
1) 労働関係上 の平等取扱い ･
ドイ ツ で は ､ 前述 したよう に ｢労働許可制+ を通 じた外国人労働者の受入れ規
制や労働条件保護を図 っ て い る他に ､ 法制度的 に 平等取扱原則が設けられ て い
るた め ､ 自国労働者と外国人労働者 の労働関係に適用される法的原則は異なる
と こ ろは ない o とり わけ､ 労働関係に お い て 最も重要な法原則の - つ は均等待遇
の 原 則 で あ る o こ の 原 則 は ､ E U 労働 法(8)や ドイ ツ 連 邦共 和 国基本 法
(GTu ndge 8 etZ fiiT die Bu nde s T e- pubhk De u七s chla nd, v o m23･ 且949
B G Bl. Ⅰ. S.1 以 下 基 本 法(GT a ndge s e七z)と 略 称 す る)､ 経 営 組 織 法
(Be七riebsv e rfassu ngs酢 S e七z)な どで 具体的に現 われ て い る o
①E U労働法
本稿の 序章で既に述 べ たように ､E U加盟国出身 の労働者に つ い て は ､ そ の域
内労働市場に おける自由移動が保障され て いる o E E C条約 48条 2 項に お い て
労働者 の自由移動は ､｢雇 用 ､ 報酬 そ の他 の 労働条件に関 して構成国の労働者間､
国籍に基 づくす べ て の差別待遇を撤廃する こ とを意味する+と定められて い る ｡
こ の規定は ､ 同条約第 7 条 の定める国籍に基づ くす べ て の差別禁止 を労働条
件に つ い て 特別 に規定 した も の で ある｡ とりわ け､ 他 の 構成国出身の労働者に対
する自国の労働者との 平等取扱 い を規定 したも の で ある(軌 例 えば､ 外国人 の み
の操短措置や換短 の 対象人員選定､換短終了後の復帰な い し､解雇 の 履行手続き
な どにお ける平等取扱い が要請される の で ある ｡
ま た ､ 構成国出身労働者 - の 平等取扱 い は ､個別 的労働関係法だけで は なく ､
集団的労働関係法にも及ぶ こ と となり ､ 労働組合 - の加 入 , 平等な組合に 対す る
権利 の保障(例えば ､ ス トライ キ手 当､ 役員 - の 選任な ど)､ 企業 レ ベ ル で の経営
参加 ､共 同決定上 の権利も平等 に保障され て い る(10)o
② 基本法(Gr undges e七2:)
E U 労働法が EU 加盟 国 出身労働者 の 平等取扱原則 を規定 して い る反 面 ､
1 9 49年 5 月 23 日 に制定された ｢基 本法+ は ､す べ て の 人 間 の 法 の 下に お ける
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平等 ( 第3条 且項) を規定 して おり ､ ドイ ツ 人だ けで はなく ､ ドイ ツ 内に在留す
る外国人をも法律 の適用に おける平等原則を法律に明らか に したもの で ある ｡-
とりわ け､ 同法第 3 粂 3 項 には ､性 別(Ge s ch且e cht)､ 血統(A b如a m m u 払由､ 人種
(Ra らs e)､ 言 語(SpTaChe)､ 出身(Heim a七 u md He Tku m鋤 ､ 信仰(G且a ube)､ 宗教
(Religio m e n)､ 政治的な見解(Politi8 Che An scha Ⅵ.u nge n) な どを理 由とするす
べ て の 差別 を禁 じて い るo こ れは ､ 労働関係(Å抽eiもsbe ziehⅦ ng)- の 適f削こより ､
外 国人 にも直接的に適用され る o
ま た､ こ の よう な均等待遇原則は､ 労働組合の内部関係 に つ い て も変わりなく ､
国籍を理 由とす る差別取扱 い 捻違法で ある(ll)o
③ 経営組織法(Be七Tiebs v eぬ s sungsge s etz)
1972 年に全面改定された ｢経営組織駄+ (12)は､ 事業所 レ ベ ル の経常協鶴会
(BeもTieb8 T a七)(1 3) の 設置及 び構成 ｡ 運営 ､共 同決定などに関する事項を規定す
る法律で あ る が ､ 同法第 75 粂 の 被用者取扱 の 原理(GT Ⅶnd組七z e 鈍T die
Beha ndlu m欝 de T BetTiebs a mgeh
'
dTi酢n) の 条 項 に も 平 等 取 扱 原 則
(Gleichbeha nd且u ngsgT u nds a七z)が盛り込まれ て い る o
同条第1項は ､経営協蔑会の構成員 の 取扱い に お けるこ血統､ 宗教､ 国籍､ 出身､
政治的又 は労働組合活動上 の 立場 ､性別 を理 由とする異なる取扱い を禁止 して
い る ｡ すなわち ､ 事業所内 の経営協議会の構成員は､ ドイ ツ 国籍を持たな い外国
人労働者 の場合もそ の 対象となるもの で あり ､ 国籍を理 由とする華別的取扱は
許 されな い ｡ 従 っ て ､外 国人労働者に対 して も制限な しに経営協議会代表 の選挙
権､ 被選挙権が与 えられる の は言 うまで も ない(1 4)o
但 し､ 経営協議会は経営組織法第 99条 2 項に より ､必要 な労働許可を持たぬ
外国人 の採用 に つ き異議申立て をな しうる｡
2) 不法就労外国人 に対す る労働法適用 の法理
外 国人が ドイ ツ 内で就労する ため に は ､E U加 盟国出身の 労働者を除き ､雇用
促進法(ATbei七sfblTde r u ngsges etz)第 19条及 び労働許可令(Arbei七s e Tla ubmis)が
定 める と こ ろ に より ､ 労働許 可 を取得 しなけれ ばな らな い ｡ と こ ろで ､ 外国人 が
有効な滞在許可や労働許可を持たず に就労す る い わゆる不法就労外国人 の 場合､
これ に対す る取締りや罰則規定 の適用問題とは 別 と して ､ 当該 不法就労外国人
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はドイ ツ の 労働保護法規 の各規定による保護を受ける か否 か が問題となろo
ドイ ツ は ､上 述 したよう に基本法及や経営組織法などで国籍を理由とするす
べ て の 差別 を禁 じて おり ､ 外 国人 もそ の 合法､ 不法 を問わず､ ドイ ツ 内で の 就労
で あれ ば原則的に労働保護法が適用されると解され る ｡
これ に由して ドイ ツ で は ､ 外国人 が有効な労働許可な しに就労する場合､ そ の
雇用契約が労働許可との関係 でそ の私法上 の有効性､効力 ､ 公 法上 の 労働保護や
社会法上 の 地位をめぐ っ て議論がある｡ すなわち ､雇用促進法が労働許可を有 し
ない 外国人 の就業を禁止 し､ こ れ に違反 した行為者を処罰す る規定を設 けて い
る場合､ ① こ の禁止規定がそ の違反行為の 私法上 の効力 を否定する こ となく ､単
純に 一 定 の ある行為 (不法就労) 自体の み を禁止 又 は制限するも の で あるか ､
②それ とも､ そ の違反 行為の 私法 上 の 効力 も否定する効力規定に当たるも の で
あるか の 問題 で ある｡
これ を連邦労働裁判所(Btl nde s a Thei七Sge Ticht､ 以下 B A Gと略称する)の判例
を中心 に 具体的に見 るこ とに しよう｡
まず､ 従来の 支配的 な学説 ､ 判例で は ､使用者が当該就労に労働許可が必要な こ
とを知り つ つ ､ 労働許 可を有 しな い外 国人 を雇用 した場合､ こ れ は雇用促進法第
1 9 条 の 法 律 的 禁 止 条 項 を 違 反 す る 法 律 行 為 で あ り ､ ｢ 民 法
(Biirge Tliche 8ge S etZbu ch, : B G B) + 第 134条の
"
法律 の 禁止 に違反する法律
行為は ､ 当該法律によ っ て他 の 結果を発生 しない 限り無効で ある
”
と い う原 理 に
より ､ そ の雇用契約は無効で ある と判断 し(15)､ 労働法 の適用対象か ら除外 した ｡
こ の従前の判例は ､1977 年 1月 13 日 の B A Gの判決(16)で改説 され ､
"
雇用促
′ ゝ
進法第 19条は ､ 外国人労働者 の現実の就労に つ い て の み労働許可を要求 して い
る の で あ っ て ､ 労働契約 の締結自由を規制するも の で は な い との 前提 の も とに ､
現実 の 労働関係 が継続 して い る間 に労働許可 の期限が満了 して も ､ 労働契約 の
効力 に は関係がなく ､ 当該労働者 の解雇 には ､ む しろ他 の特別 の事由が必要 で あ
る
'' との 見解を示 した以降は ､ い わゆ る ｢雇用契約有効説+ が支配的な見解(17)
とな っ た の で ある ｡
こ の 見解 は ､ 有力学説 に よ っ て 支持 され て い る(P. Ha n a u, Fe sts chTift
far "25 Jahr e B A G” S. 169). 即 ち ､ 労働契約の履行中 ､ 労働許可 の 付 与 さ
れ な い こ とは ､ 労働契約 の無効をもたらすの で は なく ､ 契約終了 の 要件で ある ｡
こ の 見解 は事実上 の就労の 先行 を労働法的に とら えよ うとす る もの で ､雇用促
進法 19条の 目的とする外国人就労の抑制が ､就労禁止 と最終的な処理を 一 般労
働 法上 の 規制 に よりなそ うとするも の で ある｡ 労働許可 は それ故それ自体公 法
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的許可で あり ､私法的結果をもたらす行政行為で は なく ､私法上 の 労働契約 の効
力に影響を及ぼさな い ことで ある (且8) ｡
(注)
(I) ドイツ の 外国人 労働者 関連法律 の 体系 に つ い て は ､ 民a m ein侃e n n eT, Au slande rTe Cht
Ko m.m en七a r,VeThg C.班.Be ck M もin che n 199 aS.1鑑及び 野川 忍 『外国人労働
者法 (ドイ ツ の成果と日本の展望) 』 信山社199 3. p.66. 以下参胤
(2)f日外国人法 8粂は ､連邦領土内で の 5年間の 適法な滞在と ､ 社会的 ･ 経済的自立を要件とし
て 定住権の 付与を認 めて い た が ､ 付与の 可否自体は あく まで裁盈に よる こ ととされ て い
た｡
(3)日本労働研究機構 『外国人労働者開襟 の 政策的裸題』 19 9 1.pp.4 21 43.
(4)金索英『外国人 の 関連法制及び政舞の国際比較』韓国労働研究院 199 6. p p. 別 ･22及び 19 90
年 12月 且8 日制定された労働滞在令 (A 抽eit8eAllaubnisv e ro Tdn ung) 参胤
(5) ドイツ の労働許可制度につ い ては ､ 柳屋孝安 ｢西 ドイツ における労働許可制度+ 季刊労働
法 1 鯛 号 19B 8. ､ 中村圭介 ｢西独にお け る外国人労働者政策の 展開+ 日本労働協会雑誌､
(1 988. ) 3 48号､ 1 9 0年 12 月 2 1日改正 され た労働許可令 Arbei七B erユaubniB V e r･
o Tdn u ng) ､ 19 93年 6月 2 3日改正 され た雇用促進法を参照o
.′
(6)野川 忍 前掲注(1) p p.72-7 5o
(7)日本労働研究機構 ｢海外労働情勢+ 1996, p.4 82以 下o
(8)EU 労働法につ い て の 詳細は ､ 序章 (注9) を参照された い(,
(9) 手塚和彰 rE ロ統合と ヨ ー ロ ッ パ 労働法+ ､ 山 口俊夫先生古稀記念 『現代 ヨ ロ ツ パ 法 の展
望』 東京大学出版会 19 98. p .14 7｡
(10)上掲審 p .14 8｡
(l l)野川 前掲注 (1) p.79参照o
(12) こ の 法律は ､ 19 52年 10月 1 1日制定された ｢経営組織法(BetTiebsv e rfa s stl ng8ge SetZ
19 52) に事業所単位の共同決定制度を整備 したもの で あり ､ 19 5 2年法を引き継 い だ法
律で あるD
(13)経営協議会とは ､経営組織法に基づき ､事業所単位 で の 一 定の事項に対する共同決定など
を機能を遂行するために組織された労働者 の 自律的な合議組織で ある｡
(14) Ka rl Fi ぬng, Mimite rialdirekto r a･D ･ Betriebs v eぬ BStlng 喝e畠etZ Ha nd･
ko m m e nta r､ Ve rhg Fr a n zVahle n､ M 正n che n 199 2.S.93 3.a
(15) BAG E･ Ⅴ
･30･5･196 9･ 5 A ZR･ 256/681 , Entscheidu nge n de s Bu 皿de saTbeits-
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ge rich七s(以下 E d B A G Bd. とする). B d.22, Wal土e r de GTtly七e r, Be rhn ･ Ne w
Yo Tk 19 7望S.22鑑
(16)B A G 臥 Ⅴ.13.1.19 77. 望 AZR. ･ 42 3/75., 'Ed B A G B d.2 9 W alte r de
G m y七eT,Be rh 4 New York 19 82S.1fF_
(17)こ の 見解は ､ 1990.7.2連邦労働裁判所の
"
労働関係は ､ 必要な雇用許可 を欠くことにより
無効 で は なく ､ 告知 で き る
''
と い う判 旨に も示 され て い る o (B AG,7.盟.1990.EZA
IKs ch G Pe TB O n e nbedingte Ku ndigtlng Nr.8)a
(18)手塚和彰 『外国人 と法』 有斐閣 19 9 9. pp.2 3 1-2 32参照｡
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第 4節 考察
以上 ､ ドイ ツ にお ける外国人労働者政策､ 法制 に つ い て 主に労働政策的視点を
中心と して検討を行 っ た(〕 こ こ で ､ そ の 政策上 の 特徴を大きく次 の 三 つ の 点に分
けて ポイ ン トを指摘 して お こ うo
第 且 は ､ 外国人労働者受け入れ政策に関するも の で ある o
第 2節 の政策変遷過程で既に述 べ たように ､ ドイ ツ は､経済復興過程で必 要な
労働力を ｢ 一 時的外国人雇用+ 型 とい う べ き対応を当初か ら採 用 して きたo 労働
供給量を労働許可制度とい う形で ､ 滞在期間や職種を制限し､ コ ン ト ロ ー ル する
政策で ある｡ こ れ は ､ 入国 してき た外国人労働者が国内に定着､ 定住す る こ とな
く ､ 本国に戻 っ て い く とい う構想で ある
しか しながら ､1950年代か ら 1970年代にか けて ドイ ツ の 経済成長に顕著に
貢献 したと見 られる こ の 政策も年月 の経過と伴に定着する外国人 の増加を背景
に失敗 したと言 っ てもよ か ろう｡
19 73年 の オイ ル シ ョ ッ ク を転機として の外 国人労働者の新規受け入れ中止 ､
既 に入 国 して い る 外国人 の 帰国促進政策 の導入は ､政策の 失敗を象徴する施策
転換 の動きで あ っ た｡
′
しか し､ こ の 政策の 転換は あまり効を奏さな い ､ さらに ､ そ の 後の ｢イ ンテグ レ
ー シ ョ ン+政策 - の 転換とそれに伴う ドイ ツ社会 の苦悩は現在まで続い て い る ｡
特に ､ 定住 ｡ 定着 した外国人 の ドイ ツ 社会 - の 統合を促進するために ､ 家族統
合を許容 して い るが ､ こ れ が却 っ て 外国人 の自発的な帰国を阻害 して い る と評
価され て い る｡
こ の ような ドイ ツ の 政策変遷から見られるように ､ 一 時的な労働力不足 の 対
応 で の 外国人労働者受け入れ でも ､ 一 旦 定着が進 め ば ､彼 らを帰国させる の は極
めて難 しい こ とが 明らか に な っ た ｡ そ の ため ､帰国促進と統合と い う相矛盾 した
政策を採 る こ と を余儀なくされて い る ｡
従 っ て ､外 国人労働者の受け入れ に対 して どの ような ス タ ン ス を採ろうとも､
ひ とたび在留外国人 の数が増加 した場合､ そ の存在を ｢所与+ と した上で 対応を
行う必要がある こ とも同時 に示唆 して い る｡
また ､ ドイ ツは 1 973 年以来 い わゆる Ga sta rbeite rの 受け入れ を原則的に 中
止 して い る が ､1 9 9 0年代 に入 っ て か ら ､ い く つ か の プ ロ グラ ム に よ っ て 徹底 し
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た還流型 (七Tu且y 七e mpo T a Ty) の 一 時的外 国人労働者 の門戸をふただび開き始
めた｡
しか し､ こ れは 60 年代 の ゲ ス ト - ワ ー カ 時代に得た経験か ら､ 外 国人労働者
政策の 目標と結果が必ず しも 一 致され ない こ とを勘案 し､ 完全 に そ の 門戸 を開
い て い るわ けで はな い ｡ ただ ､不法就労者を適法労働者に代替する こ とがで きる
と い う希 望と周辺 国や国際労働力移動 の 環境 ､ そ して 外 国人労働者政策上 の 必
要性 か ら､ 再びよく整備された外国人労働者受け入れ政策を取 っ て い る｡ こ の 政
策の 特徴は､ 受 け入れ た外国人労働者の 不 法就労の 阻止や帰国を促進するため
の奨励策及び ル ー ル が設 けられ て い る の が注目 され る .
第 2 は ､不法就労者問題に関する法的 ･ 政策的対応 で ある ｡
ドイ ツ は ､192 2年か ら ､雇用 許可制 ､ 雇用 ･ 労働許可制､ 労働許可制とい う制度
的な枠組の 下で ､ ドイ ツ に必要 な労働力を受け入れ て ､ コ ン ト ロ ー ル する政策を
取 っ てき た｡
とこ ろが ､増 え続ける不法就労外国人問題に対応 し得なくな っ て ､且97 2年 に
初めて ､不 法滞留外 国人 を雇用 した雇用 主 に対する罰金制度 の導入 ､ その 以後
8 2年及び 8 5年 の 雇用主及び外国人 に 対する罰則 の加 重 ､ 新設措置にもか か わ
らず､.現在 ドイ ツ 内に は ､ 全体就労労働者(約 35 0 0万) の 3%に該当する約 1 00
万人 の 不法就労者を抱えて い る(1)の が示すようにそ の 効を奏さな か っ たの で あ
る｡
ドイ ツ改府は ､ こ の ような状況を勘案 して最近で は ､ 不法入国や不法就労に効
果的に対応す るため ､東部国境に多数 の 国境警察官を配置するとともに ､ ア メ リ
カ の 86年 の移民改革規制法 (IR C A) 立法例 の ように ､外 国人 を不法就労させ
た雇 用主 に対 して違反 の程度 (不法就労外国人 の数) に応 じて罰則(罰金)が重
く課 せ られるよう法制を整備 した ｡ 即 ち､ 不法就労外国人 の需要側 で ある雇 用主
に対す る強力な法的制裁を加 えて 外国人不法就労問題を解決 しようとする動き
が見られ る(2)0
つ まり ､現在 ドイ ツ の 不法就労者に関する 一 連 の 政策展開 は ､ 労働許可制 を中
心と した労働市場 の精巧な規制 シ ス テ ム 及 び国境管理 の強化､ そ して 不法就労
者の 雇用 主に対する強力な法的制裁 ( 高額の罰金賦課) などにそ の 政策の 焦点
を合わせ て い るもの で ある ｡
こ の こ とは ､ 外国人不法就労問題 に つ い て長 い 歴史や経験を持 -j ドイ ツ が 取
らざるを得なか っ た法 ･ 政策的対応と して ､ 同問題 - の 有効な解決策は簡単に 見
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出せ な い こ とを教えて い る o
第3 に､ 外 国人労働者に対する保護政策に関するも の で ある ｡
すで に述 べ たように ､ ドイ ツ は か つ て より外国人労働者受け入れに関 して労
働市場 の利益や保護と いう観点 か ら労働(雇用)許可制を採用 し て い るo こ う し
た制度は ､受 け入 れ る外 国人 労働者 の労働条件などに関する - 定の 基準を滴た
す場合の み許 可される仕組みとな っ て い る ｡ 即ち ､比較可能な ドイ ツ 人労働者に
比 して不利な労働条件で労働する場合は､ 労働許可発給の拒否対象になるの で
あるo こ の ような シ ス テ ム に よ っ て ､ 自国労働者 の労働条件保護だけで はなく受
け入れる外国人労働者 の保護をも図 っ て い る こ とは注目される点で ある o
また ､ 若干議論があ っ たも の の 労働許可を有しな い 不法就労常に対 しても差
別なく労働関係法 を適用 し､保護 して い る の は ､ ドイ ツ における外国人労働者受
け入れ政策 ｡ 法制 が労働政策的配慮がそ の基礎と して い る こ と を示 して い るb
(注)
(1)労働組合側は ドイ ツ内に約 10 0万人 の外国人 が不法就労 して い るこ とと推定 して い る(,
Ph軸 L･ Ma rtin, GeT m a ByI Rehcta nt L a d of Zm m ]&atlon, Am e rica n
ln 由ih be for Co n七¢m por aTy Ge r ma n S七ndie 8, The John s Hopkin s
Univ e T Si砂 , 199 8.p.3 10
(2)Ibid.,p .3 0.
/
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第3章 日本 の外国人労働者受け入れ政策並 びに関連法制
第 且節 労働市場及び外国人労働者概況
近年 ､ 日本 の 労働市場は ､ 高齢化 の 進展 ､ 労働力人 口 の逓減などにより ､ 中長期
的に労働力不足基調 で推移する こ とが見 込まれ る状況 の もと ､経済社会 の 国際
化 の なか で ､外国人 の 人材を受け入れたい とす る企業 の ニ ー ズが高ま っ て い る ｡
他方 ､ 円高の 進行 や 日本 の 国際経済社会に占める 地位 の 向上 ､ ア ジア 諸国との
所得格差の 拡 大等 を背景に 日本で就労する こ とを希 望する外国人 は増加を続け
て い る｡
19 9 7年末現在 の 日本にお ける外国人 (登録者数基準) は､1,4 8 2,70 7人 で ､ こ
の数は ､5年前の 19 9 2年末に比 べ 20 1,0 6 3人 (15.7%)､10年前の 且9 8 7年末に
比 べ 59 8,6 82 人 (6 7.7%) 増加 して い る ｡ また､ 対前年伸び率は 19 9 6年か ら再 び
上昇傾向に ある｡
外 国人が人 口 に 占める割合は ､ 日本 の総人 口 126,1 6 6,0 19人 (総務庁統計局 の
｢19 97年 10月 1. 日現在推計人 口+ に よる o) の 且. 18% に 当たる ｡ こ の ､割合 の推
計をみると､1986 年か ら増加 を始め､92 年に 1 %を突破 し､1997 年未は前年よ
り0.0 6% の増加 とな っ た｡ また ､総人 口と外国人数 の伸び率を過去 10年間 で 比較
して み ると ､総人 口 の 伸び率 は 3.2%､ 外国人数の伸び率 は ､ それ よりは る か に高
い 67. 7% を示して い る｡
(表 3･1) 年度別 の 外国人人 口 の 推移
(各年度末現在)
年度別 総 数 対前回増減率 ( %) 総人 口に 占め る割合(%)
1982 802
,
477
10.2
0.68
1987 884
,
025 0.7 2
1988 941
,
005 6.4 0.77
1989 984, 55 4.6 0.80
1990 1,075,317 9.2 0.87
1991 1
,
218,891 13. 4 0.98
1992 1
,
281
,644 5.1 1.03
1993 1
,
320
,
748 3.1 1.06
1994 1
,
364
,
01 1 2.5 1.08.
98
1995
1996
1997
1
,
362
,
371
1
,
415
,
136
1,482,707
0.6
3.9
4.8
1.08
1.12
1
.
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(牲) 外国人人 口は ､外国人登録者数の 基準で ある o
出所 : 法務省入 国管理局 98年6月 資料
外 国人を国籍(出身池)別 にみ ると ､韓国が 645,3 73人で 全体 の 43.5%を占め
て おり ､続 い て 中国 252,且64 人 (17.0%)､ ブラ ジル 233,2 54 人 (15.7%)で 3
カ 国で総外国人人 口 の 76.2%を占めて い るo
また ､ 就労を求 めて 日本の 労働市場に参入する外国人労働者も増加傾向 に あ
る ｡ 就労可能 な在留資格を持 っ て い る合法的な就労者とい かなる職種にも就
労が認 められる 日系人 以外 に資格外活動をする者､ そ の他不法就労を意図 して
不法入国 サ 不法 上陸する者､ 在留期間を超えて 不法残留 し､ 不法就労する者等も
おり ､ 労働省が 98年に推計 した資料に よると ､ これ ら合法 ｡ 不法 をあわせ た日本
に お ける外 国人労働者数は,19 9 7年末現在約 66万人と推計され ､雇用 される全
労働者 の 1.2%に相当する｡
(表 3- 2) 日本にお ける就労する外国人 (推計)
1997年末現在
在留資格 合 計 就労可能在留
資格の外国人
特 定 活 動
i)
ア ル バ イ
ト等2).
日系人等 不法就労
外国人数 662,864 107,298 12, 44 32,486 234,126 276,810
(注)1) 特定活動は ､ ワ ー キ ン グホ リデ ー ､ 技能実習等o
2) ｢留学+等の在留資格で在留する外国人がア ル バ イトをするた め に資格外活動
の許可 を受 けた件数｡
出所 : 労働省 の 内部資料 (法務省入 管局 の 資料に基づき労働省が推計) 0
以 上 の 各外 国人就労者を詳 しくみ る と ､就労が認 め られ て い る在留資格 の 外
国人登録者数に つ い て みると ､197 年未 は 10 7,298 人 で ､96 年末 に比 べ ､ 8,9 9 7
人 (9.2%)の 増加 とな っ て い る｡ 又 ､在留資格別 にみると ｢人文知識 ｡ 国際業務+
が 2 9
,
9 4且人 と最も多く ､ 次い で ｢興行+ ､ ｢技術+ ､ ｢技能+ ､ ｢教育+ ､ ｢企業
内転勤+ の 順とな っ て い るo
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(表3-3) 日本で就労が認められて い る在留資格別外国人 の推移
(各年末現在)
餐
午
合計 人 文 知
識 ｡ 国際
業務
興行 技術 技能 教育 企 業 内
転勤
その 他
1993 95､376 23,455 28,528 9,922 5,913 6,195 5,718 15,645
1995 87
,
996 25､070 15,967 9,882 7,357 7,155 5,901 16,664
1996 98,301 27,377 20,103 ll,052 8,767 7,514 5,941 1 7,097
1997 10 7,298 29,941 22,185 12,874 9,608 7,769 6,372 18,549
出所 : 法務省入 国管理局 98年6月 資料
こ う した外国人労働者が地域 の労働市場 に及 ぼす具体的な影響を把握すると
とも に ､ 個 々 の 事業所にお ける外国人労働者 の雇 用 の 安定及び適切な雇用管理
の実施 を促進す る た めに は ､ 事業所ごとに外 国人労働者 の 雇 用状況 を把握す る
こ とが必 要不可欠 で ある｡ こ の ような こ とか ら､外 国人労働者を直接 ｡ 間接雇用(1)
して い る事業所が年 1 回 ､6月 1 日現在の 外 国人労働者の 雇 用状況 (外国人労働
者 の 人数及び職種別 ･ 出身地域別 ｡ 目的別 の 内訳 ､過 去 1年間の 入離職の状況)
を管轄公共職業安定所長に報告する ｢外国人雇用状況報告制度+ が ､19 93年よ
り実施されて い る(2)o
19 9 7年 の報告結果によると ､報告を行 っ た事業所は 全体で 17,859 所 ､ 外 国人
労働者の 延 べ 人数は 且85,2 14 人 で あ っ た ｡ こ の うち直接雇用 に つ い て は ､ 事業所
数は 15,702 所､外 国人労働者数は 113,96 1人 で ある ｡ こ れ を産業別 に み ると ､製
造業 の事業所数､外 国人労働者数が最も多く ､8,1 36所 ､7 1,151人(構成比 6 2%)､
次 い て サ ー ビ ス 業が 3,75 2所 ､2冬,499人 (同 2 1.5%)､卸売 ｡ 小売業､飲食店が
2
,
0 18所 ､8,6 1 5人(同 7.6 %)で あり ､ こ れ ら上位 3産業で全体 の約9割を占めて い
る｡
また ､ 間接雇用 の 事業所に つ い て は ､3,5 29 事業所 か ら報告を受け､ 間接雇用 の
外国人労働者数は 7 1,2 5 3人 で あ っ た｡ 産業別 に は ､直接雇 用 と同様 に製造業が最
も多く 2､79 7所 ､64,3 50人 (構成比 9 0. 3%)､ 次 い て サ ー ビ ス 業が 381所 ､2,395
人(3.4 %)で ある ｡
100
(表 3-4) 職種 ｡ 出身地域 ｡ 目的 ､産業分類別外国人労働者数 (直接雇用)
､
立 : 人､ %)
性 ｡ 職種 ･ 出身地域 ｡
目的
産業計 製 造
莱
サ ー ビ ス 菜 卸 ･ /ト売業 そ の他
人数 構成比
合計 1 13,961 100.0 7 l,151 24,499 8 615 9696
職
檀
別
専門 ･ 技術 B 管理 20;68 4 18.2 5,079 l l,8 10
I
1
,
7 77
I
2,0 18
営業 ｡ 事務職 5,0 22 4.4= 1,9 5 78 1 1,望詔3 1,0 53
販売 ｡ 調理 ｡ 按各 6,42 1 5.6 559 1,60 8 4,051 20 3
生産工程作業員 71,74 7 63.0 6 2,8 3 3 4,53 1 8 16 3,56 7
建設土木作業員 1,2 3 1 1.1 3 8 2 & 3 1,16 5
運搬労務作楽員 1,4 84 1.3 望12 3 57 13 9 7 76
そ の他 7,372 6.5 4 75 5,387 59 6 9 14
出 束アジア 23,82 4 20.9 9,74 5 6,9 6 1 4 94 4 21 74
身
地
琴南ア ジア 8,9 舶 7.8 5,2 59 1,4 50
I
1,4=5 1
I
77 4
その他ア ジア 2,05 9 1.8 1,10 9 35 1 3 18 28 1
___些歩 8,14 0 7.1 9 96 5,99 5 4 40 709
域 中南釆 6 5,2 64 5 7.3 5 3,108 6,40 9 7 42 5,0 0 S
別 ヨ ー ロ ッ パ 4,0 6 9 3.6 各5 3 2,39 4 5 79 5 43
その 他 1,6 7 1 1.5 38 1 9 39 14 1 2 10
目 一 般労働者 10 3,4 14 90.7 6 7,O 54 2 1,70 4 6,7 32 8,92 4
的 (うち日系人) (6乞624) (60.6) (5 1,04 7 (6 24 3) (74 6) (4 5 58)
別 留学生 ･ 就学生 6,962 6.1 1,382
I
2,4 83 2,7 72
I
32 5
その他 3,585 3.1 2,715 31 2 111 447
出所 : 労働省職業安定局調 べ (199 7年 6月現在)
出所資料 :1998年版労働白書
(注)
(1) 外国人 労働者を直接に雇用 して い る場合は ｢直接雇用+ ､ 外国人 労働者が請負な どに より
事業所内で就労して い る場合は ｢間接雇用+ と い うo
(2) これに関して は､ 労働省編 『労働白書』 日本労働研究機構 199 8.p.4 4参 乳
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第2節 外国人労働者政策 の形成と展開
1外 国人労働者政策の 形成と受け入れ基本方針
1) 外国人労働者政策の 形成
日本 で外国人労働者問題が本格化 してく る の は ､ 流入実態か らみる と ､1980
年後半以降の こ とで ある ｡ つ まり ､ 戦前か らの 定住韓国 ｡ 朝鮮人 ､ 中国人ある い は
ごく 一 部 の 例外 を除い て ､ 少 なく とも 1980年中葉まで は ､外 国人労働力を必要
と しな い 国民経済 の 運営は可能 で あ っ た ｡ 例 えば ､ 日本人労働者 で は代替で き な
い と される 旧入管法 4-1- 1 3(熟練労働者) の導入推移は ､1959 年 1 3人 ､1 96 9年
313人 ､197 4年 660 人､1 984 年 1,3 36人 ､1988年 1,
-
723人等とな っ て おり ､ 合法
就労外国人 に 限定 して も ､ 外国 人労働力は ほ とん ど不必要 で あ っ た とい えよ う
(1)0
しか し ､外 国人労働力を必要と しな い とは い っ て も､1 98 5年以降の い わゆるバ
ブル 経済と円高問題を契機と して 様相が 一 変する こ とになる ｡ なお ､ こ の 時期に
は 日系 企業 の ア ジア を中心とする国際的展開 ､ さ らに は外国企業の 日本 - の 進
入 が顕著で あり ､ こ れ に よ
J■
る労働力移動も生 じて い た ｡ そ の 結果 は ､ 外 国人労働
者 の流入 の ひ と つ の 指標となる外国人新規入国者数 の推移か らみ て も明ら かで
ある｡
197 7年に は新規入国外国人は､ わずか 983,0 6 9人 に過ぎなか っ たが ､19 8 4年
以降は轟年 20 0万人 を超 えるよう になり ､ こ の 中で ､ 就労または就職を認められ
て入 国するも の も徐 々 に増加 し ､19 76年の 2 万人余 か ら 84 年に 4 万を超 え ､ さ
らに 89 年には 9 万 人と急増する こ とにな っ た ｡ こ の ように多量 の外 国人労働者
の参入 と こ れ に倍 して 進 ん だ 不法就労者の急増は ､ 様 々 な社会問題 を引き起 こ
し ､ ま た政策的課題を提起するに 及 ん で ､ 国内で は外国人労働者 の受け入れ の是
非をめぐ っ て活発 な議論 (2) が闘わ され ､ また関係各機関や団体 か ら様 々 な政策
提言が行われ る ように な っ た｡
こ の よ うな事態に直面 して ､ 政府は 外国人労働者に関する諸問題 に つ い て 関
係省庁 の連絡を行う機関と して ､1988 年 5 月 に " 外国人労働者問題関係省庁連
絡会議'
'
を設 置､ さ らに ､1 989年 1 2月 に は ､ 関係 閣僚が随時懇談を行うために
``
外
国人労働者問題 に関する閣僚懇談会
”
が設置された｡ それ と同時に ､本格的な実
態調査 に も の りだ し､ 政府部内 で も検討が本格化 され ､多く の 問題 をは らむも の
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で あ っ たが ､ - 応 の政策的帰結と して 且989年宋改正出入国管理及び難民認定法
(以下 ｢入管法+ とい う) を成立させ ､且990年 6月 より改正入管法を施行させ
た の で ある ｡ つ まり ､ 日本 の 外国人労働者政策は こ の 法律を根幹に して成り立 っ
て い るわけで ある ｡
2) 外 国人労働者受け入れ の 基本方針
外国人労働者受け入れに つ い て は ､ 初期の 段階か ら多く の髄論があ っ たい わ
ゆる ｢単純労働分野+(3)は ､人手不足 で あ っ た高度成長期の 且967年3月 14 日当
時にお ける閣議了承 ､ そ して 1988年6月 且7 日の ｢第6 次雇用対策基本計画+ の
閣議決定以降､ 当面 の 間受け入れない とい う方針を維持して い る ｡
そ の 後､ 関係省庁などに よる いく つ か の 調査 ･ 検討を経て ､且990年6月 には入
管法 の改正 も行われたが ､ そ の 当時 の 国会に提出された法律提案理由祝明 でも
｢い わ ゆる単純労働者 の受け入れに関する議論が多岐に分かれ て い る ほ か ､ 受
け入れ た場合 に お ける 日本社会 - の影響が大き い と考えられる の で ､ そ の 間腰
点に つ い て引 き続き十分な討栽を重ね ､ 広 く国内関係各方面 の意見を見極め つ
つ
､長期的視野 に 立 っ て ､所要 の 対策を考える べ きで ある+ と述 べ て おり ､原則禁
止 の 政策が踏襲され て い る｡
また ､1992 年 6月 に公表 され た ｢生 活大国 5 ケ 年計画 - 地球社会と の共存を
目指 して+ にお い て も ｢い わゆ る単純労働者の受け入れ問題に つ い て は ､我が国
経済社会に多大な影響を及 ぼすとともに ､ 送出 し国や外国人労働者本人にと っ
て の 影響も極め て 大き い と予想される こ とか ら ､ 中長期的な視点に立 っ で展墓
に検討する+ と の 立場が示されて い る (4) 0
その 後の 政府 の外 国人労働者政策 の基本方針も､ 1992年7月 1 0日 に閣議決定
され た ｢第7次雇用対策基本計画+ 及び 同年の ｢出入国管理基本計画+ ､199 5
年 12月 19 日に閣議決定された ｢第 8次雇用対策基本計 軌 にお い て ､ " 専門的､
技術的分野 の 労働者に つ い て は 可能 な限 り受け入れる こ ととするが ､ い わ ゆる
単純労働者 の 受け入れ に つ い て は ､ 日本 の 経済社会に広範な影響が懸念され る
と とも に ､ 送 出 し国や外国人労働者本人 に と っ て の 影響も極めて 大 き い と予想
される こ とか ら ､ 国民 の コ ン セ ンサ ス を踏ま え つ つ ､十分慎重 に対応す る こ と”
と して い る ｡
一 方 ､労働省も､ 労働政策 の観点か ら単純労働者の 受 け入れに つ い て は(5)､ ｢①
国内 で雇 用機会が不足 して い る高齢者等 - の 圧 迫 ､②我 が国労働者と外国人労
働者 の 労働市場 の 二 重構造化 ､③景気変動 に伴う失業問題④外国人 の定住化 の
進 展 に伴う教育､ 医療 ､ 住宅等新たな社会的 コ ス トの 発生等我 が 国経済社会全般
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- の 広範 な影響が懸念され るた め ､ 労働力 不足 を理由 と して単純労働分野 に外
国人労働者を受け入れる こ とに つ い て は慎重に対応する必要性がある+ とい う
立場を取 っ て い る ｡
専門的 ｡ 技術的分野 の 労働者受け入れ政策
専門的 ｡ 技術的分野 の労働者 の場合､ 彼らの 在留に関する適切な管理が行われ る
な らば ､ 日本 の雇 用状況 に大きな巌響を与えると か社会的な問題を発生させ る
恐れ が比較的に少 な い とい う観点か ら､ 専門的な技術 ｡ 技能または 知識 を持 つ 労
働者や 日本人 で は代替する こ とが で きな い 外国文化 に基盤を有する思考また は
感受性を必要とする業務 に従事 しようとする外国人労働力は積極的に受け入れ
て い る(6)0
19 90年に施行された改正入管法 は ､ こ の ような政策基調 を反映 して ､ 従来 の 在
留資格 18及 び特別在留許可事例を整理 ･ 再編 して ､ ｢整備 ｡ 拡充+ ともい える
新 しく 28 の在留資格を設ける こ ととな っ た｡ 新たな在留資格と して は ､ 法律 ｡ 会
計業務､ 医療 ､研究教育､ 人文知識 ｡ 国際業務､企業内転勤､ 文化活動 ､就学､ 永住者
等 の 配 偶者､ 定住者があげられる｡ また従来 か らある在留資格､即 ち技術､ 興行 ､
技能 ､ 研修等も ､活動範囲を拡大 ｡ 整備 したと して い る｡
又 ､ 労働省 は ､ 国内 の雇用 ｡ 労働市場を始め経済社会にもたらす影響を勘案 し､
職業安定行政と して ､ 国内にお ける適 正 な労働力需給の観点から ､ 外国人 の適 正
な受け入れ - の 対応策と して ､ 外 国人求職者等に対する職業相談､職業紹介 に適
切 に 対応するため ､ 全国 の 主要 な公 共職業安定所に通訳 を配置 した ｢外国人雇用
サ ー ビス コ ー ナ ー + を､19 9 7年未現在 6 1個所設置 して おり ､ 英語 ､ ス ペ イ ン 語 ､
ポ ル トガ ル 語等の 求職者1向け パ ン フ レ ッ トを作成 し､ 各安定所にお い て 配布 し
て い る ｡
更 に ､ ｢外 国人雇 用サ ー ビ ス セ ン タ ー + を東京 ｡ 大坂 に設置 し､ 留学生や専門
技術を有する外国人 に か か る求人情報 の 提供､職業紹介及び外国人 の採用を希
望す る企業に対 し､ 雇用管理 の ア ドバ イ ス を行 っ て い る(7)0
そ して ､1997年 1 2月 に閣議決定された ｢経済構造の変革と創造 の た めの 行動
計 画+ の 国際化関連分野 の中で
` `
国際的な人的 ･ 文化的交流､ 特に ､ 専門的技術､
技能 ､ 知 識 を有する外国人 の 日本 に お け る登用及び 国際的 に活躍 し待る 日本人
の育成はまだ不充分で ある
”
と い う基本的な認識を前提 に して ､(D 専門的技術､
技能 ､ 知 識 を有する外国人 に つ い て ､ 可能 な限り受け入れ る との 方 針 の 下 ､ 入 国
手続き の簡素化 ｡ 迅速化 に努める o ② 日本 の外 国人受入れ方針 に沿 っ た 一 層の 交
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流促進 を図るため ､ 適正就労ル ー ト確立 に向けた取り組みを実施するQ ③留学生
の 卒業後 の職業紹介等雇用面 で の 支援策 の 充実を図る ｡ な どの 行動計画を設 け
た｡
日系外国人労働者受け入れ政策
1 9 0年 6月 に施行された改正入管法で は ､ 日系人 (3世ま で) に つ い て は ､在
留資格が ｢定住者+ ､ ｢日本人 の 配偶者等+ に該当すれば ､ 日本で の活動に制 限
は設 けられ て お らず､ 合法的な就労も可能に な っ て い るo
こ の ような入管法改正及び 90年以降の順調な衆究拡大に伴 い ､ 中′ト企業を中
心 に 人手 不足感が強まり ､ 労働力供給を国内ばか り で はなく国外 - も求めよう
とする声が出て きて 国外労働力 のうちで も合法的に就労が可能な 日系人がその
対象とな っ た こ と で ある o こ れ を背景に して ､ ブラ ジル ､ ペ ル ー 等中南氷諸国か
ら日系人 の 日本にお ける就労は､90 年以降著 しく増加 して おり ､ 法務省入管局 の
外国人登録者数統計をみると (ブラ ジル ｡ ペ ル ー 国籍の 合計) ､且989年 18,649
人 ､且9 9 0年 66,708人 ､且99望年 178, 5 4人 ､且99塊年且95,001人 ､且997年 273,648
人 で ある ｡
こ の ように 急増ぶりを示す南米 日系 人 は ､す べ て が 日本で就労 して い る わけ
で は ない が ､ 南米 日 系人労働者が急増(8)して い る こ とに は 間違 い は な い o これ ら
の 南米日系人労働者の就労地域は ､ (表 3･5) に 見 られ るように愛知 ｡ 静岡 ｡ 神
奈川 な どの 一 部 の 県 に集中する傾向があるが ､ それ以外 にも埼 玉県ある い は群
馬県太 田市 ｡ 大泉町 に集中 して い る ｡
同地 域に お い て は ､ 入 管法改正 以前は中小零細傘業を中心 に単純労働力不足
が恒常化 し､ パ キ ス タ ン ､ バ ン グラデ シ ュ 等の 不 法就労外国人を大量に採用 して
い たが ､ 法律改正後南米 日系人労働者 - の雇用転換が行われたの で ある ｡
(表 3･ 5) 南米日系人都道府県別外国人登録者数
(1997年末現在)
国籍別 ､都道府県別 合計 ブ ラジル ペ ′レ -
合計 273
,
648 233
,
254 40,394
静岡県 35,772 32､ 202 3,570
愛知県 46,957 42,917 4,040
三重県 13
,
919 12
,
433 1,486
神奈川県 22,1 16 15,434 6,682
群馬県 17,213 13,933 3,280
埼玉県 15
,
073 12
,
226 2,847
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長野県 15,249 14,676 573
茨城県 10,758 9,216､ 1,542
そ の他 96,591 80,217 15,803
出所 : 法務省入国管理局､1998年 6月 の統計資料
と こ ろが ､ 日系人労働者 の受け入れ過程 で ､ 仲介ブ ロ ー カ ー を通 じて 来 日す る
ケ ー ス が 見 られ る ほ か ､ 国 内 の 悪質な人材派遣業草と結び つ い て の 貸金不払 い
や中間搾取等の 問題点が指摘され ､ 労働省は ､ ( 財)産業雇用安定セ ン タ ー と の
密接な連携の 下 に ､東京都と愛知県 に 日系人雇用サ ー ビ ス セ ン タ ー ､ そ して ブ ラ
ジル サ ン パ ウ ロ に現地相談窓 口 を設置 し､ 専門の相談員に よる職業相散 ･ 職業紹
介の実施及び ､ 日系人雇用 サ ー ビ ス セ ンタ ー 等関係機関 ､査 証取得手続き等の情
報 の 提供､ 企業の 労務担当者教育などの業務を行 っ て い る ｡
ま た ､ 中小企業事業主 の 日 系人労働者に 対する雇用管理 の改善を援助するた
め ､ (財) 産業安全雇用 セ ン タ ー に 委託市 ､ オ リ エ ン テ ー シ ョ ン ､ 日本語講習､ カ
ウ ン セ ラ ー に よる職業生活相談､ 事業主 - の 相談 ｡ 援助等を内容と した 日系人雇
用管理改善事業を実施 して い る ｡
不法就労外国人問題に対す る法的 ｡ 政策的対応
‡) 不法残留者現況
外国人労働者流入問題 (特に ､ 単純労働者) に つ い て 政府次元 で議論され始め た
19 6 7年以来 ､ 政府は ｢単純労働分野 に つ い て は原 則的 に受け入れな い+ とい う
基本 方針 を維持 して きた が ､ 日本 とア ジア 近隣諸国と の間 の所得格差 の拡大 に
よ る プ ッ シ ュ 要 因と 日本国内 の零細中小企業 の単純労働力不足等 の プル 要 因が
あい ま っ て ､ 単純労働分野 の就労を目的とす る不法残留者が増加を続ける こ と
に なる｡ 1 9 0年入管法改正 な どの 不法就労に対する強力 な法的 ｡ 政策的対応 に
も か か わらずそ の数 は ､ 更 に 増 え続 け ､ 不 法残留者数を見 て も ､ 19 0年 の
10 6
,
4 9 7人 か ら9 1年2 16,39 9人 ､ さ らに 93年5月 に は 2 98,646 人 に達 して最高
を記録 した の で ある｡
198 年 1月 1 日現在 の不法残 留者 は ､2 76,8 1 0人で あ り ､ 9 3年以後は ､減少傾向
を維持 し､ 1 99 7年 7月 に 比 べ 4､34 7人 (1.5%) 減少 して い る｡ また ､過 去最も多
か っ た 93年 に 比 べ 2 1,8 36人 の 減少 とな っ て い る ｡ これ は ､近年 日本 の経済 ｡ 雇
用情勢の低迷などによる影響が 大き い も の と思われる ｡
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(表 3-6) 年度別不法残留外国人推移
(単位 : 人)
年度別 1990.7.1 19 9 1.l l,1 1993.5.1 1995.5.1 1996.5.1 1997. .1 1998. 1 .1
総数 106､497 216,399 298,646 286,704 284,500 281,157 276,810
出所 : 法務省入国管理局1998年2月資料
不法残留外国人 (98年1月 且 日現在) を入国 ｡ 在留時にお ける主な在留資格
別 にみ る と ､97 年 7月 に比 べ ､ ｢就学+ が 1且.7%､ ｢留学+ が 且3.5% 減少 して い
る反面 ､ 不法残留者 の 76.6%を古め て い る ｢短期滞在+ は0.4% (877人) 増加 ､
｢興行+ は 且.7% (望3壊人) の増加 ､ ｢研修+ は 7.0% (202人) 増加 して い るo
また ､ 主 な在留資格別 の こ こ数年 の推移に つ い て み ると ､ ｢就学+ は引き続き
減少傾向に あ るが ､ ｢興行+ 及 び ｢研修+ は ､ 引き続き増加 して い る o
そ して ､ 不 法残留者の 国籍別 の棉成をみると ､韓国 18.8 %､ フ ィリ ピ ン 15.4 %､
中国 且3.6% ､ タイ 且3.4% で ､ こ れ ら 4 カ国が全体の 6且.20/.を占めて い る の が目立
つ
｡
(表 3-7) 国籍別 ｡ 在留資格別不法残留者数
(1998年 1月 1 日現在)
国籍 (出身
也)
総数 在 留 資 格
短期滞在 就学 興行 留学 研修 そ の 他
総数 276,810 206,620 15,083 13,917 6,824 3,099 31,267
韓国 52
,
123 45,393 795 43 961 ･56 4,875
フ ィ リ ピン 42,608 24,153 584 12,990 81 581 4,219
中国 37,590 9,252 12,272 165 5,1 7 I,226 9,486
タイ 37
,046 35,798 231 4 4 47 284 642
ペ
,
7レ - l l,606 9,303 1 7 5 12 2,278
マ レ イ シ ア 10,141 9,930 47 4 54 21 85
台湾 9
,
430 8,985 9 15 16 10 395
イ ラン 9,186 9,078 6 3 3 3 93
I
ミ ヤ ン マ 5,829 5,089 542 7 98 39 54
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バ ン グ ラ デ シ
ユ
5,581 も897 282 4 150 78 170
パ キ ス タン 4
,
688 4
,
逢23 31 37 7 17 173
そ の 他 50,982 40,319 283 598 ･ 225 72 8,785
出所 : 法務省入国管理局 98年 2月資料
2) 不法就労急増に対する法 ｡ 政策的対応
不法就労外国人 の増加 は ､ 出入 国管理制度 の根幹を乱す の みで は なく ､ 人権侵
害及び仲介ブ ロ ー カ - に よる賃金搾取 ､ 使用者 に よる労働条件の 不当 な低下等
の 問題 を引き起 こす｡ また ､ 単純 ｡ 未熟練外国人労働者 の就労は 国内労働者 の労
働条件悪化や労働市場 の 二 重橋造化 ､ そ して 経営合理化や雇用構造改善の 阻害
等の 問題 をも た らす こ とと な る の で ､ 平成元年 の 入管法改正 で 不法就労に 対す
る対応策を設 けて い る｡
第 1 は ､ 資格外 活動を ､ ｢収入 を伴う事業を運営する活動+ ある い は ｢報酬 を
受ける活動+ と い うように 限定的に定義する こ とに よ っ て ､入管法 の規制す る資
格外活動 の対象を明確に した こ とで ある｡
第 2 は ､雇 用主が敵 っ て不法就労外国人を雇用 しない ようにするために ､合法
就労外国人に対 して就労資格証明書を交付する こ とが でき ると した こ とで あ る｡
但 し ､ こ の 交付 に つ い て は ､ 在日韓国 ｡ 朝鮮人等が不利益を受ける こ との ない よ
うに特別 な訓示的規定が新た に付け加 えられた｡ 即 ち ｢何人 も､ 外国人 を雇用す
る等 に 際 し ､ そ の者 が行う こ とが で きる収入 を伴う事業を運蛍する活動又 は報
酬を受け る 活動 が 明 らか な場合に ､ 当該外 国人 が就労資格証明書等の 文書を提
示 又 は提示 しない こ とを理由 と して ､不利益な取扱 い を して は な らない+ (法第
19 の 2条) とい う こ とで ある｡
第 3 に､ ｢不法就労活動+ を､ 合法在留外国人が許可なく行う収入を伴う事業
を運営する活動 又 は報酬 を受 ける活動 ､ も しく は不法 入 国者､ 不法 上陸者､ 不法
残留者 の 行う収入を伴う活動 (法第 73条の 2 第 2 項) と定義 した ｡ こ の 定義に
従 っ て ､ ①事業活動 に 関 し､ 外 国人 に 不法就労活動をさ せ た者､ ②外 国人 を不法
就労活動 をさせ るため に自己 の 支配 下 に置 い た者 ､ ③業と して ､外 国人 に不法就
労活動をさせる行為に 関 し斡旋 した者 に対 して ､3年以 下 の懲役又 は 20 0万円以
下 の罰 金 に処すと い う､ ｢不法就労助長罪+ (法第 73 条の 2 第 1項) を設けた o
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こ の よう な法的な対応と別 に労働省は､ 入管法違反にあたろ外国人 の雇用､ あ
る い は こ れに係る職業紹介､ 労働者派遣が行われる こ との な い よう ､ 関係団体､
関係事業主等に 対 して協力要請､ 指導等に努めるとともに ､ これ ら法違反 に対 し
厳正 に対処する こ とと して い る ｡
また ､ 不法就労外国人を始め とする外 国人労働者 に関する諸問題に つ い て ､ 関
係行政機関が連携 し て こ れ ら の 問題 に係る施策 の効果的か つ 円滑 な実施を図る
こ とを目的と して ､ ｢不法就労外国人対策等関係局長連絡会議+ 及び ｢不法就労
外国人対策協議会+ を設置 し､鋭意検討を進めて い ると こ ろで ある ｡ 更 に､ 地方に
お い て も ､全 国8 ブ ロ ッ ク に お い て ｢不 法就労等外国人労働者問題地方協碗会+
を設置 し ､ 労働省 ､ 法務省及び轡察庁 の各地方機関にお い て ､ 不法就労外国人を
は じめとする外国人労働者 に関 して積極的な情報変換を行うともに､ 外国人労
働者に関する諸問題 に つ い て の 関係機関の連携の強化を図 っ て い る (9) 0
( 注)
(1) 外国人労働者政策の 生成背泉に つ い ては ､ 入管統計研究会編 『我が国をめぐる国際人流
の 変遷』 19 90､p.50以下参胤
(2) 19 80代後半に ､ 外国人労働者受け入れ をめ ぐ っ て ､ 先進国と して の国際的な貢献などの
観点から積極的に外国人を受け入れ る べ きだ という ｢開国論+ ､ こ れに対して ､ 外国人労
働者の 受け入れ に伴う様々 な混乱 ､弊害､ 社会的費用などを憂慮して ､受け入れには慎重
な い し否定的な態度をとる ｢鎖国論+ が議論されたo 詳細練 ､ 山崎 夫 ｢入国管理行政の
現状と課題+ ジ ュ リ ス ト9 0 9骨(88.6) p.15及び依光正哲 ｢外国人労働者受け入れ問題
- の
- 視点+ 日本労働協会雑誌3 48号(8 8.8) p p.3･7 を参照された い o
(3) 就労可能な在留資格につ い ては ｢技能の就労資格につ いて ､ 不熟練労働 ではなく熟練労
働者 でも - 般製造業や建設業につ い て は受け入れが認め られず+ これ らを概括して
``
単
純労働者
”
と称する o
(4) 桑原靖夫 ･ 花見 忠 『あなた の隣人外国人労働者』 .東洋経済新報社 ､ 199 3.p.13 5参照o
(5) 労働省編 『日本の 労働政策』 労働基準調査会1998.p.91以下o
(6) 専門 ･ 技術的分野の 外国人労働者受け入れの 基本方針につ い て は ､法務省の ｢出入国管
理基本計画+ (19 92､5)p.23 を参照され たい o
(7) 労働省編 前掲注(5) p.920
(8) 吉免光観は ､ ｢日系人 の 我が国にお ける就労の 現状と対策(季刊労働法1 64号)+ で ､ 日系
人 労働者が急増する要因に つ い て ､①日本とブラジル との 賃金格差が約 5 倍に達 して い
る こ と ､②ブ ラ ジル の 驚異的な高イ ン フ レ な どの経済 の低迷､ ③入管法改正 により日系
人(3世まで)に対 して は､ い わゆる
``
単純労働分野
''
で の 就労が可能にな っ た ことを挙げ
て い る
(9) 不法就労外国人 に対する政府の 対応に つ い て は ､ 前掲注(5)pp.9 2-93参照o
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第 3節 外国人受け入れ及び管理関連法制
1外国人受け入れ法制ある い は 出入 国管理制度の 展 開
日本における外国人関連法制 の 出発点 は ､戦後 19 51 年 の 出入国管理法令で あ
る ｡ こ の 法律は ポ ツ ダム 政令と して制定され ､講 和条約発効により廃止予定で あ
っ たが ､且952 年 7月 連 日法律 12 6号 によ っ て法律と して の 効力 を付与された の
で ある (1) 0
そ の後 196 1年 には ､ 出入 国管理令 に不備欠陥があると して改正作業に着手 し､
1969 年 以降何度か改正法案が国会に 提起されて き たが結局廃案とな っ て い るo
しか し 19 8 0年 に入 り､イ ン ドシナ難民受け入れ問題や在 日韓国 ｡ 朝鮮人問題 -
の 対応を迫 られ る事態となり ､1981 年に 出入国管理令 は改正 され る こ とにな っ
た ｡
こ の 法改正 の 主要点は ､ 国際化 の 対応と して の 出入国 ｡ 在留手続の改正 ､在 日韓
国 ｡ 朝鮮人等 - の 永住許可 の 特別措置､ 難民条約 (国連｡ 19 5 1年採択) 批准に伴
う国内法 の整合的改正 な どで あ っ た｡ こ の法 改正 により ､ 出入国管理令は､ 現在の
｢出入国管理及び難民認定法+ (19 5 1年 10月 4 日 ､ 政令第 31 9号) い わゆる入
管法と名称をあらためる こ ととな っ た｡
こ の よう な展開をみせ た外国人法制ある い は 出入国管理制度 に つ い て は ､ 戦
前 ･ 戦後 を通 して 日本に定住を余儀なくされて きた在 日韓国 ｡ 中国人 ､ イ ン ドジ
ナ 内戦を契機 に増加 した難民 ､ 日本経済の 国際化に伴 い 入国する外国人 ､ さらに
そ の 後 の 好況 と人 手不足 か ら流入 した労働者と い っ た全く性格 の異なるまた法
的地位も違う外国人を､ 一 つ の 法制度 にお い て 管理 ､ コ ン トロ ー ル する こ とには
相当無理がある との 問題点も指摘されて い た ｡
こ れ らの 外国人 に 対する法制度も､ 日本人及び外 国人 の 出入国数 の急増､ 外 国
人労働者 の急増と いう事態に 至 っ て ､ あらた めて 再検討され る必要性 が高まり ､
1 989年 12月 の い わ ゆる入管法改正 - と展開 して いく こ とになる ｡
2 1989年 の 出入 国管理及び難民認定法 の改正
1) 改正 の 背景と経緯
入管法改正 の 主な背景と して は(2)､ まず､19 8 5年 円高問題以来 ､ 経済の 国際化
の 進行 に伴 い ､ 外 国人及び外 国人労働者 の 急激か つ 大幅 な増加と い う事態 に直
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面 して ､ 従来の 法制度で は到底対応 で きな い と い うの が ､最も直接的で 大きい も
の で あ っ た ｡
他 の 要因 の 一 つ は ､ たん なる外国人 の 量的増加と いうこ とで はなく ､ 日本国内
の 一 定 の 産業 ､ 業種 ､ 職種に生 じた労働力不足 - の 対応と い う企業 二 - ズに応え
る課題 と急増する不法就労外国人 - の 対応と い う課題 ､ こ の 二 つ の 二律背反的
な課題 の解決と いう事情もあ っ た こ とで ある o
こ の よ うな背景ある い は 課 題 - の 対応 を迫られた政府 ( 特に､ 労働省と法務
管) は ､ 外国人労働者関連法制の 整備 - の 動き をみせた o
まず､ 労働省は､1987年 1 望月 に外国人労働者問題研究会､引き続 い て 19B8 年
5 月 に外国人労働者問題に関する調査検討 の ため の懇談会を発足させ ､ 省内で の
調 査 ､ 検討作業を開始する こ と に なるo こ れ らの 研究会ある い は懇談会で 出 した
報告書で は ､ 外 国人 労働者 の受け入れ範囲とそ の受け入れ体制の整備と い う問
題 にあ っ たが ､ そ の 中で 現行出入国管理制魔の根幹を揺るがす ｢雇用許可制+ の
提言や ｢外国人労働者法+ の 検討をも示唆 した の で ある ｡ 特に ､ 国内労働市場 の
動向把握ある い は雇用調整 (労働力需給調整) 至上名目と して ､何とか ｢雇用許
可制+ の 実現 を図 ろう した o こ の 構想の主要内容は (3) ､①不法就労を誘発するよ
うな企業 の 雇 用 二 - ズ を抑制するため ､ 許可 され た場合以外 の外国人 の雇 い 入
れ を禁止するとともに許可なく雇用 した事業主や無許可 の雇用を斡旋 した仲介
者 に対 して は ､ 罰則 を持 っ て 対処する こ と ､②受け入れ た労働者に つ い て は ､ 労
働法規の厳正 な適用 を図るとともに労働条件などの 郵 こお い て 国内労働者と同
等 の待遇 が確保されなければならな い こ と ､ ③受け入 れる事業主に つ い て は外
国人労働者に 対する適 正 な雇用管理を義務づ けるとともに福利厚生面に配慮す
る こ とで あ っ た o
こ れ に 対 し､ 法務省は 出入 国管理制度 の変更 に 対 して警戒心を抱き ､ 労働省提
言 の 雇用許可制に対する批判(4)を展 開 した ｡ こ れとともに ､入管法改正作業に も
着手 して ､1989年 3月 には入管法改正 の 基本方針を策定 し､ 同月 入管法改正案 の
閣議決定に こ ぎ つ ける こ ととな っ た の で ある ｡
2) 主要 な改正 点
199 0年 6 月 1 日か ら施行された改 正法 の 基本 的な主眼点 は ､ 経済の グ ロ ー バ
ル 化 に対応 して専門的技術 ､ 知識等を有する外国人 の受け入れ円滑化 を図る こ
とと急増す る不法就労者問題 - の 対応 に集約する こ とができ る｡
そ の 主要改正点 を要約すると次の 通 りで ある (5) ｡ 第 1 に､ 専門的技術､知識
等を有する外 国人 に つ い て ､ そ の入 国 ･ 在留目的 の 多様化 に 対応 して ､既存 18種
類 あ る在留資格 の 種類 ･ 範囲 を大幅に 見直 し ､ ｢人文知識 ｡ 国際業務+ ､ ｢企業
111.
内転勤+ 等 の在留資格を新設 ｡ 整備 し､2 8資格 に拡大 した ｡
第 2 に ､ ｢研修+等 一 定の資格 に つ い て 入国審査基準の透明性を確保するため ､
関係行政機関 の長と協議 の 上 ､在留資格に該当する ため の 要件等を法務省令で
定 めた｡
第3 に ､ 不法就労防止 の 一 助とするため ､ 日本に在留する外国人は申請に より ､
そ の 者 の 行う こ と の でき る収 入 を伴う事業を運営する活動又 は報酬を受ける活
動 に関する証明書 (就労資格証明書) の交付を受ける こ とができる こ ととする ｡
第4 に ､ 不法就労に 対処す るた め､外 国人本人に対する罰則規定に加 え､外 国人
に不法就労活動をさせ た雇用主 ､ ブ ロ ー カ ー に 対す る処罰規定を新設 した｡
3 研修 ｡ 技能実習制度に関する諸規定
199 3年に
``
より実践的な技術､技能又 は知識 の 開発途上国等 - の 移転､ 開発途
上国等の経済発展を担う人 づく り に協力する
' '
と い う観点 から創設された技能
実習制度 の 基本的な事項を規定 したも の が ､ 法務省告示 (1993年 4月 5 日) 第
1 4 王号 ｢技能実習制度に係る出入国管理上 の 取扱い に関する指針+ で ある｡
こ の 指針 には ､ 技能実習制度 の 対象､ 研修成果及び在留状況 の評価､ 実習実施機
関､滞在期間､ 又在留資格変更等の基本的な事項が定められて い る ｡
そ して こ れ と別 に ､ 労働省は技能実習制度実施 の 主務官庁と して ､
``
同制度の
理念 ､仕組み及 びそ の 運営に係る基本的事項を明らか にする こ と により ､ (財)
国際研修協力機構 へ の 委託事業で ある 同制度推進事業 の 円滑 か つ 適正 な実施を
図るとともに ､ 研修 ･ 実習生 ､ 受 け入れ 企業等そ の他 の関係者 の技能実習制度に
対す る理解を深 める こ と
'' を目的と して ､9 3年 4月 5 日｢技能実習制度推進事業
運営基本方針+ を制定施行 して い る (6) 0
こ の 方針 には ､総論 ｡ 各論に分けられ て おり ､ 総論には ､ 研修 ･ 実習生及び受 け
入れ企業等 の責務､ 出入国管理上 の 取扱 い 用語 の 定義等が､ また ､ 各論に は､ 技能
実習対象技能､研修 ･ 実習生 の 滞在資格 ｡ 期間､ 受入れ枠 ｡ 方法 ､ 研修成果 の評価 ､
技 能実習 べ の移行 ､ 労働関係法令 の適用 ､ 帰国担保 ､ (財) 国際研修協力機構 の役
割等が規定されて い る｡
(注)
(1) 出入国管理制度の展開経緯につ い て は､ 村下 博 ｢外国人労働者政策 の形成と展 開+ ､ 大坂
経済法科大学出版部『外国人労働者問題の 展望』19 95.p .1 19以 下及び法務省入国管理局『平
成 10年版出入 国管理』 199 8参照o
(2) 入管法改正 の背景に つ いて は ､ ｢出入国管理及 び難民認定法の改革+ ､ 日本労働法学会紙第
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79骨 p･141以下 及 び 村下 上掲番 p.12 0以下参風 〕
(3) 雇用許可制の 提案内容の詳細は ､ 労働省 の 198 8年 の ｢外国人労働者問題研究報告番+ を参
照され た い .
(4) 法務省 によ る反対の重要な理 由は ､ 次 の 三 つ の 点が童削ヂられた o ①私的な雇用契約に関し
て ､外国人 の み行政庁の 許可が必要となるこ とは､ 内外人平等取扱い原則に反 し､ 国際人権
規約及び 日本国憲時の 精神 に反すると い うもの で ある ､②外国人の側か らすれば ､ これ ま
で の入 国 ､在留許可 に加え ､ 事実上新たな就労許可が必要になる こ と で 二 重の負担になる
と いう こ とで あ る ､ ③雇用許可制は ､ 不法就労問題の 改韓を企画して い るが ､ 許可対象は こ
れま でも合法的に就労できた外国人で あり ､ 問題の解決にならない とい うことであるo
(5) 9 0年の 入管法の 主要改正点に つ い ては ､ 通産省 ｢外国人労働者問題 - の 対応に つ い て+ 産
業労働問題懇談会報告番､ 1990年 5月 ､ p.且2参軌
(6) 伊藤欣土 ､ 『技能実習制度』 ､ 労務行政研究所 ､ 199 4､p p.39 6･4 06参 軌
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第 4節 技能実習制度
技能実習制度 の成立背景及び経緯
1) 外国人研修生 の受け入れと JIT C Oの 設立
(1) 外国人研修生 の受 け入れ
外 国人 研修生の受け入れ(1)は ､1989年の 入管法改正以前まで は 発展途上国 -
の 技術援助と して JICA(国際協力事業団)による主 に行政関係者を対象と した研
修や A O T S(財､海外技術者研修協会)､ (財)日本IL O協会､ 中央職業能力開発協
会等何らか の 意味で政府が関与 して い る公的 ｡ 準公的ル ー トに よるも の か ､ あ る
い は民 間企業が直接 に研修生 を受け入れるも の で あ っ た｡ そ の ゆ え当時の 外 国
人研修生とい うも の が微々 たるも の で あ っ た こ とは ､ そ の 人数が初めて 且万 人 を
超 えた の が 1973年で ある こ とか らわか る こ とがで きる ｡
そ の後 ､1980年代に入り外国人労働者問題が発生 した ため ､ 労働省も研修制度
の検討を行 っ たが ､
``
研修の 資格で受け入れ て い なが ら ､実際には雇 用労働 の 実
態に ある ケ ー ス がある の で は な い か ” と の 問題 点が 示 され て いる (2) ｡ こ の 間 ､
外 国人労働者問題や不法就労問題が社会問題化す るに伴 い ､1989年改正入管法
が成立 し､在留資格 の種類や基準が見直される等 一 連 の 法律整備が行われたo
研修 生に つ い て は ､ 法改正前か ら依然と して
"
研修 は入国理由に過ぎず実際は
就労が目的で は な い か '' とい う問題が指摘され て い た｡ そ の た め 1989年 7月 に
は法務省入国管理局長名で ｢外 国人 研修生に係る入国事前審査基準+ が通達さ
れ ､ 資格外活動 に対するチ ェ ッ クが行 われ た の で あ る｡
また､ 1990年 6月 に は ､ 在留資格 のうち ｢研修+ に関する審査基準を中小企業
向けに大幅に緩和する方針が決められた o これ が同年 8 月 2 7日 の ｢入管法第七
条第 一 項第二 項 の 基準を定める省令 の 研修 の在留資格に係る基準の 五項の 特例
を定める件 (法務省告示第 2 46 号) + となり ､中小企業団体の場合､ 常勤の職員
数 50 人 以下で も研修生は 3 人受け入れられる こ とにな っ た ｡ 受け入れ企業の規
模要件 の緩和で あり ､ こ こ で初めて規模 20 人未満の 中小零細企業で も合法的に
外国人 研修生 の受け入れが可能とな っ た の で ある ｡ したが っ て ､ こ の 告示以降の
外国人研修生は 19 8 1年の 入管法 で設置された い わゆ る｢技術研修坐(tr ain e占)+
と在留資格 の分類上 は 同 じ ｢研修+ に属す る もの の ､ そ の 性格 が異な っ て い るも
の で ある｡
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(2) (財)国際研修協力機構設立
外 国人研修生 の受け入れが増加す る中 ､ 民間 にお ける研修生 の受け入れを拡
充 し ､ 途上国に 円滑 な技術､ 技能な どの 移転を行 っ て い く ため に は ､ 研修の 適正
か つ 効果 的 な運営を支援 して い く体制整備 の 必要性 が高ま っ て い た o そ の 中 ､
且990年 7月 ､ 首都圏の中小企業経営者で組織する ｢監S D豊明会+ と自民党国会
議員と の懇談会で ､ 初 めて 外国人研修生 の受け入れ ､ 入国手続き ､ 日本滞在中の
管理などを責任をも っ て 面倒みる 公的機関の 設立構想が発表された後､政界､ 官
界 ､ 経済界､ 労働界の 全 面的なバ ッ ク ア ッ プ を得て ､ 各企業や公的機関などで個
別に実施 して い る研修を - 元的に管理する組織と して ｢財団法人国際研修協力
機 構(Japa n Ⅰn七e T m a七io n al TT aming Co ope T a七io m OTga niz a七io n 以 下
JIT C Oと略称する)+が 1991年 9月 に設 立され た(3)｡ 財団法 人で あり ､ 労働省､
法務省 ､外 務省 ､ 通 産省 ､ 建設省 ､農林水産省 の 共管で ､ 入国手続きなどの審査 は
法務省､研修内容 の チ ェ ッ クや技能検定等 の業務は労働省､研修生送出 し国との
協議 は外務省 ､ 商工会議所､ 中小企業団体の指導は中小企業庁と､ 研修生受け入
れ事業が各省庁をまたが っ た業務だけに ､ 関連省庁も多くな っ て い る 0
JITC O の 事業内容と して は ､ 海外 にお ける研修生に関する情報 の収集及び提
供､ 研修生 の 入 国 ｡ 在留手続き ､保険加 入等に関する各種の助言 ｡ 援助等､総合的
か具体的に助言や支援を行う こ とな どで ある｡
技能実習制度 の実施に 当 た っ て は ､ 技能実習を予定する研修生 の紹介､技能実
習生関連情報の 提供､ 研修成果 ･ 在留状況等の 評価 ､研修 ･ 技能実習状況ゐ把握 ･
指導､ 技能実習生 の在留期間更新及び在留資格変更に係る申請手続き の代行な
ど技能実習の 全般に関与 して い る｡
2) 技能実習制度の創設
外国人研修生受け入れ人数緩和措置で中小企業も商工会議所 ･ 商工 会 ｡ 事業
協同組合等の 中小企業団体を通 じて ､ あ る い は 公 益法人を通 じて研修生 の 受 け
入 れ が可能とな っ た ｡ しか し ､ 受け入 れ企業と して は ､ こ の制 度に は次の ような
難点があ っ た｡ まず ､研修 に よる滞 日期間が 1年と限定され ､ 日本 語が覚束ない 外
国人研修生 は ､ 労働力 と して の価値は極 め て薄 い ｡ しか も制度上 ､ 非実務研修期
間が研修期間の 1/3 以上占めるように 決 め られて ､ 教育訓練を始めと して多く の
時間と費用をか け受け入れ て も ､経済的メ リ ッ トは少 なか っ た｡
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そ こ で中小企業側 か ら出され る要望 と して ､外 国人研修生に経済的 ｡ 時間的 コ
ス トが か っ て い る か ら ､ それ に ふ さわ し い だ けの 見返 りが欲 し い とい う声があ
げられた ｡ 中小企業ならで は 切実な問題 で ある研修生受け入れ の 具体的な見返
り は ､外 国人研修生に研修期間終了後 の 一 定期間に 限 っ て 就労を認めて欲 し い
と いう要望 と して表れ た｡ これが 技能実習制度 の創設 (4) に つ なが っ て いく ｡
そ もそ も技能実習制度の ような考え方 は既 に 1988年 3月 の ｢外国人労働者問
題研究会報告+ に も示 され て い た ｡ ｢雇 用許 可制+ の 具体的構想と して ､技術研
修生 の就職が挙げられ て い た が ､ そ の 当時 は入管法改正以前で あり ､ 研修生枠組
の 見直 し の 時期と して 時期尚早 で あ っ た こ と等の 理 由 ､ 特 に 法務省 の 反対 で成
立されな か っ た｡
一 方 , 使用者団体も自分たち の 立場 か ら外国人研修とそ の後に技能実習制度
へ と つ な がる提言 を行 っ て い る｡ 経済同友会の 1989 年 3 月 の ｢実習プ ロ グラ ム
実施+ - の 提言 ､続 い て 198 9年 12月 に は東京商工会議所が ｢外 国人労働者熟緑
形成制度+ の創設等に関する提言(5)な どを行 っ て い たが ､ い ずれ の 提言 も従来ま
で の 研修制度と直接に は結び付 けて お らず､実習ある い は熟練形成と い う名 目
で の 外 国人労働者導入を､ 帰国担保を条件に主 張 して い るだ けで ある
その 一 方 ､行政の 方で は､ 第3次臨時行政改革推進審議会が 19 9 1年 に国際化対
応 ｡ 国民生活重視の 方針を示 した第虫次答申を出 し､ こ の中で現在 の 研修生制度
に代わり ､ 転職 の制限等 一 定 の 条件 の 下 で ､社会保障などに つ い て も 日本人と同
じ対遇 の 雇用 関係を結び ､働きなが ら技能を修得する ｢技能実習制度+ を創設す
るように提言 した ｡ こ れに 対 し､建 設省 は ､
"
広範囲な単純労働 の 事実上解禁で あ
り ､ な し崩 し的 な受入拡大 の 恐れが ある
”
と指摘 した ｡
さて 労働省は こ の 答申に先立 つ 19 9 1年 1 且月 に ｢新た な外 国人研修制度の創
設 に 関する プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム+ を設置 して い たが ､ こ の 答申を受けて具体的な
検討を行 い ､1992年 4月 に ｢技能実習制度骨格案 (6) + がで きあが っ た ｡
行政ばか りで は なく ､ 1992年 3月 18日に 自民党法務部会入管政策等小委員会
が ｢技能実習制度+ 創設 に つ い て の 提言 をま とめた. それ は JIT C Oを窓 口 に送
出 し国と 2 国間協定を結び ､研修期間は最長 2 年､ 研修生 の選 定や受け入れ人数
を増減する こ とと して き した｡
また労使 の各団体も研修制度に つ い て ､ 技術 ｡ 技能の 海外移転と い う趣旨に基
づ い て ､ ｢人手不 足対策の 隠れみ の+ に使 われ な い よう､ 労使 の 協議事項とする
な ど正 しい 運用 が なされ るように 工夫する こ とな どを前提 に原則的な賛意(7)を
示 した ｡
こ の 間顛働省 は ､ 研修成果 の 評価と して技能実習移行時に使用する技能検定
の導入を前提と して ､ 研修に 関す る告示 の制 定 ､ 改正 を行 っ た ｡ そ して 1 9 93年度
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か ら技能実習制度の導入を盛り込んだ ｢平成 5年度改革大網+ が 1992年 12月
の 閣議で 決定 され た｡ また ､ 労働省は行改組織も整備し ､93年 から外国人に係る
研修及び技能実習に関する事務を行う組織と して海外協力課に ｢外国人研修推
進室+ を設置 した ｡
且9 93 年 3 月 に は､ 内閣外国人 問題 関係省庁連絡会儀が開催され て ｢技能実習
制度 の基本的な枠組+ が決定 され ､4 月 には技能実習制度推進事業運営基本方針
が労働大臣公示 と して 公表 され ､ 法務省も ｢技能実習制度に係る出入国管理上 の
取扱 い に 関する指針 (法務省告示第 且4且 骨､93.魂.5) + を告示し､ 技能実習制度
が成立 した の で あ る｡
技能実習制度の内容
1) 技能実習制度 の 対象者
技能実習制度は ㈲ ､ よ り実践的な技術､ 技能又 は 知識の開発途上国等 - の移転
を図り ､ そ の経済発展を担う人 づくり に協力する こ とを目的とする o
そ の 対象者は ､ 入 管法 上 の 研修 の在留資格で 研修に従事 して い る着で ､ 技能実
習を希望する者｡ そ の 要件は ､ ①国籍 の 属する国.又 は 日本に入国する前に居住 し
て い た国に帰国後 日本にお い て習得 した技術等を要する業務に従事する こ とが
予定 され て い る こ と ､ ②在留状況 か ら見 て ､ 技能実習制度の 目的に沿 っ た成果が
期待 でき ると認 め られる着 で ある こ と③ 日本 の 公私 の機関 との 雇用契約に基づ
い て 実習す る こ とによ り ､ さ らに実践的な技術等を習得 しよ うとす る も の で あ
ると認 められ る着で あ る こ とで ある
2) 研修成果及び在留状況 の評価
実習希望者が技能実習生 となるため に は ､ 日本で の 研修活動を通 じて 一 定水
準以上 の 技術等を習得 した こ とが認 定 され なく て はならな い ｡ 研修成果 の テ ス
ト､ 即 ち ､ 技 能検定を受験 して合格 した場合に技能実習生となる ｡ 技 能検定は基
礎 1級 ､ 基礎 2 級 があり ､19 7年 1 0月 現在 4 9職種 76作業 (表 3-8 参照) が こ
の 対象とな っ て い る (9) ｡ なお ､ これ ら の 認定は JITCO が行う研修成果及び在留
状況 の 評価 に基 づ い て行 われ る｡
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(表 3･8) 技能実習制度 の 対象職種等
機械 ｡ 金属関係 繊維 関係 建設関係 その他
(14職種) (6職種) (20職種) (9職種)
鋳造 ､ 鍛 造 ､ 機械加 工 ､ 染 色 ､ ニ ッ ト さく 井 ､建築版金 ､ 冷凍 家具製作 ､印刷
金属 プ レ ス 加 工 ､鉄工 ､ 製 品 製 造 ､ 婦 空 気 調和 機器 施 工 ､建 製本 ､ プラ ス チ
工 琴版金 ､ ア ル ミ ニ ウ 人 子 供 服 製 具制 作 ､ 石材施 工 ､建 築 ッ ク成形 ､ 強化
ム 陽極酸化処 理 ､ め っ 造 ､ 紳 士 服 製 大 工 ､ か わ ら ぶ き ､ と プ ラ ス チ ッ ク
き ､ 仕 上 げ ､ 機械 検査 ､ 造 ､ 帆布 製 品 び ､ 左 官 ､ タ イ ル 張 り ､ 成形 ､ ハ ム ｡ ソ
ダイ カ ス ト､機械保全 ､ 製造 ､ 布 は く 配管 ､型枠施 工 ､ 鉄筋施 - セ ー ジ ｡ ベ -
電 子機械組立 て 縫製 工 ､ コ ン ク リ ー ト圧 送 コ ン製造 ､水産
施 工 ､ 防水施 工 ､ 内装仕 練 り製品製造 ,
上 げ施 工 ､熱 絶縁施 工 ､
サ ッ シ施 工 ､ ウ ニ ル ポイ
ン ト施工 ､ 表装
塗装､ 工業包装
3) 実習実施機関等
実習機関は ､ 実習生と雇 用関係 の も とで 実習を行うも の で あり ､ 日本人と同等
以上 の 報酬 を支払うo また実習は 同 一 の技術等につ い て 研修を受けた機関 (企業
など) と同 一 の機関で行われ る .
実習実施機関等は実習生用 の宿泊施設を確保 し､ か つ 実習生 の 帰国旅費 の確
保等の措置を講ずる こ とに な っ て い る｡
なお ､JIT C Oは ､ モ デル 実習契約 の作成､ 普及 を図り ､ 適正 な雇用 関係 が結ばれ
るよう助言 ､支援を行うQ
4) 滞在期間
実習期間は研修活動 の期間の おおむね 1.5 倍以内で ､ ただ研修活動 の期間が 9
月 を超えるも の で ある場合 は ､ こ の 限り で は な い ｡ また ､ 研修活動 の期間をあわ.
せ て 3 年以 内の 期間 である｡
こ の期間に つ い て は ､ 同制度成立時は 2年とな っ たが ､19 9 7年 4月 か ら実習期
間が 1年延長され ､ 研修 1年 ､技能実習 2年の 計 3年 の 滞在期間とな っ たの で あ
るo こ の 延長の 背景に は ､ も ちろん 技能 実習生 の 雇用 主で ある 中小企業か らの 圧
倒的な要望 が あ っ た か ら で ある ｡ 即 ち､ 研修生 の 来 日当初は 日本語が 不自由 で ､
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それ が技能実習 の 効率を妨げて い た か ら ､ 習得する技術の種類にもよるが技能
実習生が労働力と して十分に使える よう になる の は ､ 一 定 の 実習期間か是非必
要とされる の で ある｡ つ まり ､ 滞在期間 3 年 - の延長 は送出 し機関と受け入れ機
関双方 の ニ ー ズ ､ とり わ け受け入れ機関 で ある 日本側の ニ ー ズ に基 づ い たも の
と考えられ る (且0) 0
5) 実習生 - の 在留資格の変更
実習希望者 は ､ 入管法第 二条の 二 ､ 別表 第 一 の 四の ｢研修+ から別表第 - の 五
の ｢特定活 動 ( 法務大臣が個 々 の 外 国人 に つ い て 特に指定する活動)+ の 在留
資格 - の 変更 の 申請を行 わなければならな い o 実習希望者は原則と して 研修期
間が終了する 3 月前まで に研修成果 の評価を受ける希望を JⅠTC Oに申請するo
3ⅠT C O は滞留資格の変更を行う当たり必要な資料収集､調査などを行うo
6) 実習生に 対する帰国担保策
実習生 が実習機関 で実習が終わ っ た後 ､ 帰国 を促進するために､ ①実習期間中
に は 同居 目的で の 実習生 の家族の 入 国 ､在留を認 め ない こ と ､ ②実習終了後の在
留資格の変更を認めな い措置､ ③また ､受け入 れ機関に対して帰国報告制度や実
習に実施 に 当た り違反行為などが あ っ た場合､ 一 定期間の 研修生 ､ 実習生の 受け
入れ を認 めな い措置を実施す るも の とする｡
技 能実習制度の 現状
且) 研修生 ｡ 技能実習生受け入れ推移
新規外国人研修生受け入れ数は(表 針9)に見られるように ､19 87 年か ら順調に
伸び てきた もの の ､ バ ブル 経済 の崩壊により 1992年 か ら94年まで若 干 の減少が
み られたが ､95年以降そ の数は再 び増えてきて い る ｡
(表 3- 9) 年度別 研修生 の新規入国者 の推移
年度 1987 1988 1989 1990 1991 19921 93 19941995 1996 1997
人数 17
,
081 23,432 29,48 9 37,566 43,649 43,62 7 39,7 5 36,61 2 40,591 45,536 49,594
出所 : 法務省入国管理局 9 8.9デ ー タ
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外国人研修生の 国籍別 (1 99 7年 現在) で は ､ 中国が全体入国者の 4 3%と最も
多く ､ こ れは どの 年度をとお して も 丁 貫 して変わらな い o 中国に続い てイ ン ドネ
シ ア か ら の研修生が多く ､韓国 ･ マ レ ー シア ｡ タイ か らの 研修生 は最近減少傾向
に ある ｡
(表 3･ 10) 国籍別 研修生 の新規入国者数 の推移
区分 合計 中国 インドネシア タイ 7イリヒ
o
ン 韓国 マレー シア そ の 他
1992 43,627 15,054 3,687 5,385 3,931 4,4 39 4,307 6,82 4
19 5 40,591 16,009 3,965 3,661 3,348 2,423 1,782 9,403
199 7 49,5 4 21,340 6,701 3,534 4,380 1,596 1,575 10,468
出所 : 法務省入 国管理局 9 8年デ ー タ
また ､技 能実習制度が導入された以来 ､ 研修生 か ら実習生 へ の移行状況をみる
と ､ 評価試験の受験者 の 90%以上 が合格 して い る ｡ これ は ､評価試験で ある基礎
2級 の設定が 10ケ月前後の 研修 で合格でき る水準に設定されて い る理由も ある
が ､ 何よりも受け入れ団体と企業が合格率が低 い と､ 研 修を実施 して い ない と関
係者 か ら見 なされ る の で き ちん と受験対策を進 めて い るか らで ある と思われ る ｡
そ して ､9 4年度は合格確定者よりも移行者 の数が多く ､93 年度は移行率が極端
に低くな っ て い るの は ､ 同制度 の実施後団体 ･ 企 業が 93年 の終わり から 9 4年 に
か けて実習生受け入れ に本格的 に乗 り 出 した の で ､9 3年 に合格が確定 して も実
際移行す る の は年 があけて か らと い う研修生が多か っ た か らで ある (ll) 0
(表 3･ 1 1) 技能実習 - の移行状況
(単位: 人)
年度 移行希望者 評価試験受験者 合格確定者 移行者
199 3 1,164 749 743 459
1994 2,138 1,967 1,96 6･ 1,9 70
199 5 3
,611 2,896 2,89 2 2,540
1 996 5,339 5,204 5,158 4,4 78
1 99 7 9,3 18 8,127 7,721 5,260
注) 合格確定者と移行者と の 間にギ ャ ッ プが ある理 由は ､ 合格 して技能実習 -
移行する資格がで きて も希望 しな い者が い る か らで ある｡
出所 : '98 JIT C OY E A R B O O K
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2) 研修生 ｡ 技能実習生 の職種と受け入れ企業
研修生と技能実習生は職種にお い て も違 い がある ｡ 研修生 の 場合は(表3･ 12)に
示 され る よう に ､ 自動車組立 工 ､ 電気技術者､機械技術者等技能がある程度必要
な職種が多数を占め る｡ と こ ろが､ 婦人 ｡ 子供服仕立 工 ､ ミ シ ン 縫製工 ､ 水産物加
工 工 な ど要求 され る技 能 レ ベ ル の 低 い職種 も相当数を占めて い る o 受け入れ企
業の規模 は ､且000人以上 の 大企業が 28.8% と最も多い が ､2 0人未満の中小企業
も 空且.6 %を占めて い る ｡
(表3･ 且2) 研修生 の職種別分布
(199 7年末現在)
職種 合計 衣 服 ･ 輸送機 電気 機 建設 食料 品 金 属材 金 属加 そ の他
繊維 械 組.
立 ｡ 修
理
械機具
組 立 ｡
修理
襲造 料 二L
人 数
(人)
28,011 4,930 3.,55 7 諸,469 2,8望6 盟,301 1,445 1,35 8,128
構成比
(%)
100 17.6 1望.7 12.4 10.1 8.2 5.2 4.8 29.0
出所 : '98 JIT C O Y 芯A R B O O K
以上 の 統計 か らみる と ､ 現在の 外国人研修生 の場合､ 技能移転型 の 研修生と労
働力不足対応型 の 研修生 の 2 種類が混在 して い る こ とが読み取れるで あろうo
こ れと対照的 に ､ 技能実習生 の職種構成 (97年未現在) は ､ 研修生 とだ いぶ異
な っ て繊維関係が全体の 4 0%を占め､続 い て 建設関連職種が 20%とな っ て い る ｡
ま た機械金属業 の中で も ､ 熔接 ､鋳造 ､金属 プ レ ス 加 工等は ､技能 レ ベ ル が比較的
に低 い 中小 企業向け の職種 で ある ｡ そ して ､ 水産練り製品製造 の職種は ､ 千葉県
銚子市などの 漁港に ある協同組合で魚 の 開き な どの水産加 工業に み られ る単純
作業である ｡
また ､ 実習生受け入れ企業規模は ､97年の 場合､ 全体3,189社の 中で 従業員 1 -
19人 の 零細小企業が 1546社で全体受け入れ企業の 48. 5%を占めて い る ｡
以上 の 実習生 関連統計 か ら見 ると ､ いずれ も ､技能 レ ベ ル が低く ､ 労働集約的
な職種中心 で あ る こ とが分か る｡ こ れ は 技能実習制度がその 趣旨と違 っ て ､基本
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的に は労働力不足 に対応 した単純労働力受 け入れ の隠れみ の と い われ る 一 つ の
理 由に なろうと思 われ る ｡
(表 針1藷) 職種分野別 実習生現況
圃種 人数 (人) 構成比 (%)
計 9
,318 1 00
繊維関係 3,73 3 40.0
建設 関係 1,866 2 0.0
機械金属 2
,
295 24.6
そ の他 (水
産練り等)
1,424 且5.4
出所 :
'98JIT CO
(表 3･ 14) 受け入れ企業規模別現況
企業規模 企莱数 構成比 (% )
計 3
,
189 100
1 - 9人 8 79 2 7.6
10- 19 667 2 0.9
20 - 49 70 7 2 2
.
2
50- 99 493 15.5
1 00以上 4 43 1 3.8
Y E A R B O O K
3) 研修 ｡ 技能実習生 の労働条件実態
(1) 貸金水準
研修生 の 研修手当に つ い て は ､ ｢滞在費､ 渡航費用 の支払 い の 範囲を超 えて は
ならな い ｡ また ､ 実質的に 労働 の 対価と して の 意味を持 つ も の で あ っ て は ならな
い+ とされ て い る o こ の こ とが抽象的な 一 応 の 目安とな っ て い る｡
しか し､ 実態をみると 1 ケ 月 当たり の 支給金額は
"
81 9 万 円未満
”
が団体経由
企業の 47･1%､ 個別 企業の 2 5.8%と い ずれ も最も多 い ｡ また研修手当 の概ね 4
0 % 程度が食費分で ある (12) 0
一 方 ､ 技能 実習生 の場合は ､ 研修か ら技能実習と い う労働 - 移行す るた め ､企
業側 と実習生との間に労働契約を結ぶ こ とに なる ｡ 19 9 7年 1月 1 0日か ら同年 2
月 7 日ま で外国人技能実習生 2,42 5人 を対象と したア ン ケ ー ト調 査結果 (13) に
よる と､ 実習生 の 貸金水準は 残業対込み の 手取 りの 額で平均 113,4 0 円 で ある ｡
手取額を男女別 で 見た場合､ 男性が 126
,
660 円な の に 対 し､ 女性は 105,3 00円と
女性 の 方 が平 均すると貸金が低 い ｡ こ の ような男女間 の賃金格差 の 原 因と して
業種別 に男女 の構成比率が異なる こ と が考えられる｡ こ う した観点 か ら業種別
に貸金をみ る と ､ 建 設 の 平均賃金 は 12 0
,
600 円 な の に 対 し ､ 繊維製品製造は
10 4
,
800 円と女性比率の高い繊維製品製造で平均賃金が低くな っ て い る0
こ の ような実習生 の賃金水準は ､196 年現在 日本 の 5 人以上事業所で働 い て
い る 日本の 労働者の 1人平均月間現金給与額(建設業383,9 06円 ､製造業36 6,10 3
円) と比較すると,日本人労働者賃金 の 50%に も及 ばな い 低 い 水準 で ある ｡
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これ をみる と ､ 日本 の 企業が 日本人労働者を雇用する こ とより ､受け入れ に伴
う若干 の コ ス トがか か っ て も ､研修生 ｡ 実習生を活用 した方が人件費を節約する
こ とに なる の を意味 して い るo
(2) 安全衛生 に 関する事項
研修生 A 実習生さ耳､ 必ず しも 日本語に堪能で な い場合が多く ､ また ､ 日本 の職場
慣行等に習熟 し て い な い 場合も多い の で ､ 労働災寄が発生する確率が 日本人労
働者より - 層高 い の は確実で ある b そ の 故に､ 彼らに対する安全衛生教育の必要
性 は何より も重要 で あろうo 特 に ､ 彼 らが理解で きる言語 による教育や作業現場
で の 標識 ｡ 図解を用 い るな どの 工夫が必要 で ある と思われる｡
実際に ､ 安全衛生対策に つ い て ､3ⅠT CO の 96年魔の受け入れ企業に対するア
ン ケ ー ト調査結果(14)に よると ､調査対象企業の約 70%が ｢十分ではな い と思 う+
と回答 し､ 研修生 ｡ 実習生 に対する安全衛生教育と並び職場で の 外国語 の危険表
示 ､危 険防止 あ る い は危険発生時に使用する用語 ､避難方法の徹底等が必ず しも
十分で ない 状況 で あるo
さて ､ JIT C O保険 (研修生総合保険と実習生総合保険) 給付状況によると ､
199 1年 10 月 以降の被保険者総数約 6 万 8 千人の うち ､96年 且2月現在､ 医療給
付件数は約 2 万件 ､ 総保険料 12億 7,且00 南門に対する総医療給付額7億 2,100
寓円とな っ て い るo また ､ 同期間に研修生 18人が死 亡 して い るム
研修生 の 場合は ､ 労災保険等 の国の保険の適用対象か ら除外され ており ､疾病 ､
傷害等を補償するため に民間保険を契約する こ とが要件とされ て い る OJIT C O
が外 国人研修生総合保険を開発 して ､多く の 研修生から利用されて い る ｡
ま た ､技 能実習生に つ い て は ､ 外 国人研修生総合保険と同 一 の 補償内容を提供
す る ため同保険の補償内容と社会保険 の補償内容 の 差をカ バ ー する技能実習生
総合保険を開発 し利用 に供 して い る ｡
技能実習制度の 問題点
1) 単純労働と の境界及び労働条件問題
技能実習制度 の 問題 は ､ 以上 の 成立過程 と現状か ら推察できるよ うに ､ 単純労
働者 の受け入れ は 認 めな い という基本方針 は 堅持 したまま ､ 企業､ とりわけ人 手
不 足 に 悩 む 中小 零細企業 か ら の 要 望 に応えた結果と して 生 じて い る も の で あ
る｡
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こ れ は ､ 次 の研修生 一 実習生に 対する ｢貸金搾取事件+ 事例 か ら ､ 研修 Q 技能
実習制度 の実態を明らか にする こ とがで きると思われる ｡
< 研修生 ｡ 実習生に対する賃金搾取事件 の事例 (15) >
a)事件の概要
千葉県銚子市に事務所を置く外国人研修 ( 実習)生 の受け入れ機関で ある全国
生鮮食品 ロ ジ ス ティ ク ス 協同組合代表ら及び同組合か ら外国人研修 (実習) 坐
の管理を委託されて い る (樵) 丸藤代表 は ､ 共謀 して ､ 且99 3年 か ら 19 9 5年 まで
に中国人研修生約 500 人 の研修手当 か ら約 7億円及び 19 96 年以降技能実習生
219 人 の 賃金 か ら約 1億円､ 合計約 8億円を詐取 し利益を得て い たも の で あり ､
両社代表 らを労働基準法第 6 条 (中間搾取) 違反並びに刑法上 の業務上横領 の
容疑 で 98年 11月 18 日逮捕 し､ 同年12月 7 日起訴 した事件で ある ｡
ち)受け入れ団体及び企業
①団体名 : ｢全国生鮮食品 ロ ジ ス テ ィ ク ス 協同組合+
②所在地 : 千葉県銚子市川 口町 2丁 目 6 52 9番地 1 5
③団体 の 性格 : 魚 のすり身等 の製造する業者 の利益団体と して ､ 同産業の振興
を図るために 198 7年設 立される (加盟企業は 銚子 ､ 青森､ 神奈川 ､静岡な ど
で約 2 0 社に達する) 0
c)研修生 (実習生) 受け入れ背景及び経緯
同団体の 加盟企業が行 っ て い る魚ずり身等の作業は 日本 の労働者が つ きたが ら
な い業種 と して 研修生制度が施行される前ま で は ､ 安価 の 労働力 と して 不法就労
者や 日系人 な どを雇用 ｡ 活用 して き たが ､ 19 9 0年 の ｢入管法+ 改正施行により不
法就労者 の雇 用主処罰規定が設 けられ ､ そ の 後は研修生 ( 実習生) 制度という合
法的な経路を通 して安価の 労働力 を入れ替わる こ とに な る｡ 同団体は中国の 山
東省所在 の 民間送り 出 し機関 ( 国際交流服務セ ン タ ー) との 民間 レ ベ ル の 契約 を
結ん で約 700人 の 中国人研修生 (実習生) を受け入れ て所属加盟社に派遣 したの
で ある｡
d)研修生 (実習生) の個人属性及び現況
中国 か らや っ て きた研修 ｡ 実習生 の 大部分は 日本語を話 し ､理解す る こ とがほ と
ん どで きな い し､ その ほ とん どは低学歴者で あ っ て ､ 本 国で必ず しも研修分野(水
産練り製品製造) をや っ て い た人 ばかりで は な い ｡
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¢) 研修契約及び貸金 (研修手当) 水準と支払 シ ス テ ム
受け入れ機関と研修生 ( 実習生) の 間に公式的に文書で契約が結ばれ､研修生 は
研修手当と して月 96,00 0円また ､ 技能実習生は貸金と して月 且06,000円で決めら
れて い たが ､ 研修生 (実習生) らは契約内容をよく理解 して い な か っ た｡
貸金 の 支給は加盟企業が ｢全国生鮮食品 ロ ジス テ ィク ス 協同組合+ に上記 の 契
約上 の貸金及び管理費を支払 っ て い たが ､ 同協同組合は研修生 (実習生) 本人 に銀
行 の 口座 で月 3 6,000円 しか振込 で支払 っ て い なか っ たの で ある｡
しか し､ 彼ら と して は こ の 金額も中国で は小額で はな い し､ も し研倭(実習) 条件
に対 して 不満を表出 したら帰国措置されると い う懸念もあ っ て ､ 問題 だと い う意
識を持 つ こ とが でき な い状態で あ っ たo
り 研修 (技能実習) 実態
受け入れ企業は水産物 の加 工や製造を行う零細中小企業で ､且980年代か ら人手
不足 が深刻にな っ て ､ 最初は中国な どか らの 不法就労者 に依存 して い たが ､ その 後 ､
研修生 (技能実習生) 制度の名 の もとに ､低賃金 ｡ 単純労働者を受け入れて 人手不
足 を解消 して い るo そ の 実態は ､次の 三 つ の 点で 明らか になる ｡
第 1 は､ 水産練り製品製造 の場合､ 大部分が単純作業で特別な技能が必要で はな
い業務で ある こ と｡ 更 に ､ 研修 ｡ 実習生 の 大多数が送出 し由で研修(実習)業種と関係
な い分野に従事 して い た者 の中で 溝抜された こ とで ある (研修生に選抜されるた
め に は送出 し国側 の 同業種に従事 した こ と の 証 明書が 必要 で あるが ､ 同証 明書は
虚偽で作成 した こ とが確認され る) 0
第 2 に ､ 貸金水準の側 面で見れ ば ､ 同仕事に 日本人労働者を雇用するならば最小
限 200, 0 0円 以 上 を支払う べ きで ある が ､ 外 国人研修生 の場合は 研修手当が月
9 6,000円 ､ 技能実習生 の貸金場合は最低賃金 に該当する 且06,0 0 円にすぎない と
い う こ と｡
第 3 は ､ 研修 (技能実習) 制度の趣旨が当該者に対する技能 ｡ 技術移転がそ の 主
要 目的で ある が ､研修生 (実習生) の 大多数が研修に必修不可欠な 日本語も全然話
せ な い し ､現場 で O J Tと い う名目で単純作業を 一 般 の 労働者と同様に長時間労働
に強 い られ て い る こ と等で ある ｡
∂ 生活状態等
受け入れた研修 ｡ 実習生には ､研修(実習)企業か ら離脱防止 の ため ､ 送出 し機関保
証金を預けて置く こ と､ 受 け入れ機間 は パ ス ポ ー トや外国人登録証 の保管､ また
監視員などを雇用 して徹底 した逃亡防止策を講 じて い た o
そ して ､宿食は 8 畳位 の 広 さで 6 人 を収容 し､且 ケ月 に 6 千円 か ら 1 万 円 の食費
125
で食事を提供 して おり ､ 栄養失調だとい う疑 い の ある者も い る｡
2) 研修生 ｡ 実習生 の 失掠者問題
技能実習制度に 関 して 基本的な問題 は帰国担保が守られて い る か どうか の 問
題 で ある｡ 同制度は そ の 成立経緯で見られ るように ､ 不 法就労を防ぐこ ともそ の
一
つ の 理 由で あるo したが っ て ､技能実習制度の 下 で研修 ｡ 実習中に失疎音を出
し､ 研修生枠組の 拡大 が却 っ て 不 法就労者 の増大 に つ なが っ て しま っ て は､ 制度
成立 の根幹を揺る がせ るような問題とな ろう Q
研修 の在留資格 で 日本に入国 し､ 不法残留 して い る外国人研修生は(表 3･ 且5)に
見 られ るように ､ 引き続き増加 して ､且9 98年 1月 1 日現在 3,099 人 で 全体不法滞
在者 の 1､1%を占めて い る ｡ 国籍別 に は ､ 中国､ フ ィリ ピ ン でやや高く ､イ ン ド
ネ シ ア の割合は顕著に低い ｡ そ の 類型 は ､ 組織的なケ ー ス (1 6) や､ 突発的 ｡ 偶発 的
なケ ー ス があり ､誘因と して 研修 ｡ 技能実習の終盤段階で の引き抜きや大量 の 不
法就労者か らの誘惑などがあると思われる｡
(表 3- 1 5)研修 の在留資格で の不法残留者数推移
(単位 : 人)
_年畢 199 3.ll.1 1994.ll.1 199 5.ll.1 199 6.5.1 1 997. .1 1998.1.1
嘩数 1,902 2,1 52 2,348 2,585 2,89 7 3,099
出所 : 法務省入管局 98年 2月 資料
また ､ 技能 実習生 の失蹟音数は 施行初期で ある 19 9 3年に 1人 ､9 4年 16人 ､9 5
年 62 人 ､96年 86人 と急増傾向をみ せ て い る｡
こ の 失掠 と い う問題 は制度施行初期か らある程度予想され て い た間鹿 で ある
か ら ､ 制度 の 中 に帰国担保 と して の 規則 が設 けられ て い る ｡ 即 ち､ 宿泊施 設 の 確
保 ､ 帰国旅費 の確保 ､帰国報告制度などがそれ で あり ､過 去 3年間に不 正行為があ
つ た場合に は ､ 技能実習生 の受け入れが認められな い こ とに な っ て い る ｡ こう し
た制度上 の規則 に加え､JIT C Oの地方駐在員 の訪 問 ｡ 指導､ 地方入管局 の 入 国警
備官 の 実態調査 ､ 警察署警備課外事担当者 の 企業訪問や指導など､ 研修内容の確
保 ､ 失疎音 の防止 ､ 不 法就労 の取り締まり の た め の チ ェ ッ ク体制が 二 重 ､ 三 重 に
敷かれて い る ｡
しか し､ 失掠 を防止 す る有効な決 め 手 は簡単に は見 出せ な い 状況にある ｡ も し
かする と ､ こ の 問題 は 同制度が存続する限りある程度 は 避 けられ な い 問題 で あ
ろ う｡
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(注)
(1) 外国人研修生の 受け入れ経緯につ い て は ､ 上林 千恵子 ､ ｢技能実習制度の成立経緯とそ の
問題+ ､東京都立 労働研究所 『労働研究所報 19号』 ､ 且9 98. p .2 5以下参照o
(2) これ は ､ 1988年 3月 の 労働省職業安定局長 の 私的懇散会 (座長小池和男) の ｢外国人労働
者問題研究会報告+ の 中で示されて いた ｡
(3) その設立目的は二 "外国人研修生の 受け入れ拡大と円滑化を図り ､日本の 技術 ､技能 ､知織を
開発途上国に積極的に移転 し ､ これ らの 国 の 人材の 育成と経済社会の 発展に寄与する
”
と
い うもの で あ っ た (JITC O､ ｢技能実習制度総合来億調査報告番+ ､ 19 9 7年 3 札p.30) o
(4) 機 能実習制度 の 創設経線 に つ い て は ､ 上 林 千恵子 ､ ｢技能実習制度の 現状と陳腐+ ､
19 97.p p.1 6
- 17及 び同 ｢技能実習制度の成立経緯とその 問題+ ､東京都立労働研究所『労働
研究所報 19骨』 ､ 199 8.p p.26一望9. ､ 伊藤欣士『技能実習制度』 ､ 労務行政研究所 ､19 94.p.13
以f 参照o
(5) 特に ､束東商工会議所の ｢外国人労働者熟練形成制度+ 提案では ､ 次の ような注目す べ き点
が ある o ①技術移転 ､ 国際協瀞と ともに ､ - 般労働分野 で の労働力不足 - の対応の 必要とい
う目的を明示 し､ ｢労働者+ の 資格 での 受け入れ を提案してい るこ と｡ ②受け入れ職種につ
い て は ､ 特別 に制限 を設けて い ない o ③受け入れ機関を中央､ 地方に設け､ 送出し国と 二国
間協定を締結 し､ 受け入れ の 条件を定め ると して い るo ④受古ナ入 れ時期か ら労働関係法令 ､
社会保障制度 ､ 各種共済制度 - 加入させ ､ 雇用条件は日本人 と､平等とする o ⑤研修は ､現地
で事前研修 を行 い ､ 入職後はそれ ぞれ の研修プ ランに従い ､ OJT,OFF/JT等を 一 定期間う
けるo ⑥期間は 二年とするが ､ 一 定永準の技能検定合格者には ､ 期間満了後さらに在留の道
を開く こ とも検討するなどで ある (宮島 喬 『外国人労働者と 日本社会』明石書店 199 4
p p.98
･99参照) ｡ また ､ 経済同友会の ｢実習プ ロ グラム+ と東京商工会議所の ｢外国人労働
者熟練形成制度+ に関する詳細は ､ 伊藤欣士 前掲注(4) p p.10 4･ 106､ を参照された い o
(6) 労働省案の主要内容は ､ 技能実習制度は 9 ケ 月以 内で の研修期間と 1年 3 ケ月 の技能実習
期間で成り立ち､ 対象職種の如何に係 らず滞在期間は2年に限定されて いた ｡
(7) 連合は 19 92年 6 月の ｢平成 4-5年庶政策 ･ 制度要求と提言+ で ,①政府 ､ 民間ベ ー ス で研
修生 ､ 留学生 の受け入 れ を積極的に進め るとともに､ 研修制度整備 ､ 国内生活環境の 改善に
努める こ と , ②特に ､ 研修制度に つ い て は ､ 技術､ 技能の海外移転とい う趣旨に基づ いて ､ 人
手不 足対策の 隠れみ の に使われ ない よう ､ 労使の 協議事項とするなど､ 正 し い 運用 がなさ
れ るよう工 夫する こ と ､ ③猶 ､研修生 の ｢技能実習制度+ の検討に つ い て は ､ 現行研修制度
の問題の改善を行 っ た上 で慎重に検討され る ことを提言した｡
(8) 技能実習制度 の内容に つ い て は ､ 199 7年 4月 24日改正 され た ｢技能実習制度に係る出入
国管理上 の 取扱 い に関する指針+ 及び ｢技能実習制度推進事業運営基本方針+ を参照o
(9) これ 以外にも､ 国家試験 で はない が (財) 国際研修協力機構が認定した公的な評価 シ ス テ
ム が整備され て い る 6職種 (建設機械施 工 ､ 熔接､ 缶詰券締 ､漁船漁業､ 紡績運転､ 職布運転)
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が ある｡ これ を合わせ ると 55職種 とな っ て い る｡
(1 0) 滞在期間延長につ い て ､ 当時の松浦功法務大臣は朝日新聞 9 7年 4月 11日で ､送出す側の
ア ジア 各国か ら
"
一 定水準の 技術 を身に つ けるには必ず しも十分な期間ではない
”
と い う
要望が寄せ られたた めであると鋭明 して い る｡
(l l) 上林 千恵子 ､ ｢技能実習制度の 現状と課題+ ､ 19 7.p.2 5参照｡
(1 2) JITC O､ 前掲注 (3) p.18. ､ こ の報告書にお けるア ン ケ ー ト対象は ､ 企 業単独系の 受け入
れ企業につ い て は58 2社､ 団体監理型の受け入れ団体に つ いて は2 13団体､ 傘下 の受け入れ
企業につ い て は 1､9 4 7社で ある ｡
(1 3) JI TC O､ ｢中小企業における外国人技能実習生受入 れ実態等に関する調査研究+ ､19 9 7年
3月 ､p p.2 1-2 2o
(1 4) 調査主体及び調査対象は ､前掲注(12)と同様で あるo
(15) 研修生 ｡ 実習生に対する ｢賃金搾取事件の事例+ は ､ 同事件を捜査 した千葉労働基準局の
事件関連資料並び に関係者に対す るヒヤ リン グ調査に より､ まとめたも の で ある｡
(1 6) 199 7年10月 4日付けの朝日新聞によると ､ 96年に栃木県の ある商工会議所が中国から招
い た建設関係 の研修生56人 の 中､ 2 0人が失捺 したo また岐阜県の縫製関係の協同組合が受
け入 れる予定だっ た研修生 の 27人 が ､ 空路上陸直後に失捺 した ケ ー ス もあ る｡ こ の こ とは ､
当初から不法就労目的の 計画的な行動 であ っ た ことが推測 できるo
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第 5節 外国人労働者に対する労働法適用法理及び現状
日本にお ける外国人労働者 の就労に際 し､ 入管法 上の 就労が認められる在留
資格を持 っ て い る い わゆる合法就労者及び就労活動に制限がな い 日系人 に つ い
て は ､ 日本 の 労働者と同等に労働法が適用され ､ 保護され て い る が ､研 修生や技
能実習生 ､ ま た不 法就労外国人に対 して は ､ 労働法の適用をめぐ っ て髄論や多く
の問題点がある ｡
特に ､不 法就労外国人は憲法 且4条及び労働法3条など人種 ｡ 社会的な身分､ 国
籍を理 由と した差別禁止 と い う基本的な法適用原則にもか か わ らず､ 現実に極
めて劣悪な労働条件の 下 で就労させ られて い る場合が少なくない o
こ こ で ､不 法就労外国人と研修生 ｡ 実習生 の 労働法適用 の原則及び問題点を検
討する こ ととする ｡
不 法就労外国人
2) 法｡ 政策上 の 基本原則及び現状
日本国の ｢憲法+ 第且4条は ､ ｢す べ て の 国民､ 法の 下 に平等で あ っ て ､ 人種 ､信
条､ 性別 ､社会的身分又は門地 に より ､ 政治的､ 経済的又 は社会的関係に お い て差
別 されな い+ と規定 して おり ､ こ の ｢法の 下 の 平等+ 原則の労働関係 - の 具体化
と して ､ ｢労働基準法+ 第 3条は ｢使用者は ､ 労働者の 国籍､ 信条又 は社会的身分
を理由と して ､ 貸金 ､ 労働時間そ の他 の 労働条件にA-3い て ､ 差別的取扱い を して
はな らな い+ こ とを規定 して い る ｡
こ の ように ｢労働基準法+ は労働者の 国籍 (1) に よる差別を禁止 しており ､外
国人 で ある こ と の み を理 由 と して ､ 日本人労働者と異な る労働条件を定め る こ
とは認 め られ な い(2)o こ れ は ､ 不法就労者に対 して も 同様で あるo すなわち､ 日本
国内における労働 で あれ ば ､ 日本人 で ある こ と を問わず､ ま た ､ 不法就労で ある
と否 とを問 わず当然に適用 される こ とに な っ て おり ､ 同法の 規定を逸脱 して労
働契約を締結 した り､ そ の 契約 に基 づ き就労させ る こ とは許 され な い ｡ こ の よう
な労働基準法 の 外 国人 に対する基本的な適用趣旨に従 っ て ､ 不法就労外国人に
対 して も労働組合法 ､ 労働安全衛生法 ､ 労働者災害補償保険法 (以下 ｢労災保険+
とい う) ､雇 用保険法などが原則的に適用(3)され るわけで ある｡
とこ ろが ､職業安定法 の適用 に つ い て は ､ 同法第 3 条に ｢人種 ｡ 国籍による職
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業紹介､職業指導などに つ い て の 差別禁止+ と い う規定があるが ､ 労働省 の ｢職
業安定行政にお ける外国人労働者問題 - の 対応 に つ い て+ と い う ｢通達+ (4)
に より ､ 入管法上 ､ 国内で合法的に就労可能な外国人に つ い て求職 の受理及び職
業紹介を行 っ ており ､ 不法就労者を適用対象か ら事実上除外 して い る0
労働者災害補償保険法 の適用 に つ い て も ､ 不法就労者に対する法適用上 に お
い て基本的に差別はな い が ､例 えば ､1 998年 の 労働省 の ｢労働者死傷病報告+ に
ょると ､ 外国人労働者 の労働災害の申請(死亡及び休業 4 日以上 の負傷)件数は､
死傷9 95人 ､ 死亡 20人 で さほ ど多くな い ｡ こ の背景に は次の 二 つ の 点が考えられ
る (5) 0
まず ､被災労働者が不法就労で ある場合に､雇 主が89年入管法改正時に導入さ
れた不法就労助長罪の適用 を恐れ ､ 労働災害をもみ消 したり ､虚偽簸告を行 っ た
りす る ､ い わゆる労災隠しが多数行われて い る か らで ある｡
もう 一 つ は ､ 外国人被災者 か らみる と ､ 労災保険の 手続きを知 らず､事業主 の
協力 が得られ な い ほ か ､ 不 法就労 の 場合 ､ 入管法上 の 公務員の 通 報義務があり ､
手続き上 も パ ス ポ ー トの 提示 によ り､ 入管局 - の 通報､ 退去強制などを恐れ て労
災申請を しない とい うこ とで ある｡
労働省は ､ こ の 問題 に つ い て通達(6)により､ 事実関係が終わ るまで は通報を差
し控 えると して い る ｡ ただ ､ 治癒 ･ 症状 の 確定に至るまで 日本で の 滞在を認める
か どう か に関 して ､ 法務省は ､ 入 院中の場合､ 送還 は不 可能だ とするが ､通院の 場
合には､ 旅行が可能か どう かに より送還するか判断すると して い る ｡
2) 法適用上 の 問題 点
不法就労者に対する労働法適用上 の問題点は次の 三 つ の点が考えられる｡
第 1 に ､不法就労外国人 の法適用 に つ い て の 労働省通達 (基発 41号 ､職発 38 9
早) は ､ 原則的な労働法の適用を認めながら ､他方 で ､ 労働法違反 の場合でも不法
就労事案 の場合 には ､入管行政機関に情報提供を行う べ き で あ る(7)と して ､ 労働
行政機関の 公務員に対 し ｢入管法+ 第 62条 2項に定められ て い る ｢通報義務+
を課1して い る . こ れ らの 通達は ､ 労働法 の 適用 よりも情報提供 ｡ 通報義務を優先
させて お り､ 労働法の適用が困難となり ､救済もで きなく なる ｡
第2 に ､不法就労外国人 の 法的地位に つ い て で ある o 入管法所定 の在留資格､在 .
留期間に違反する ｢不法就労+ と い う法的地位は権利救済の場合に､ 対使用者 ｡
救済機関 の 関係 にお い て 弱 い 立場 にお かれ ､ 強制退去 を恐れ て ､ みずか ら権利主
張がで きず､事実上労働法 の適用が困難とな っ て い る ｡
第 3 に､ 不法就労外国人が自国 か ら出国 し､ 日本の 就労先 で就労するあ らゆる
段階で ､ 斡旋ブ ロ ー カ ー な どの 仲介業者が関与 ､ 介入する場合､不 法就労外国人
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に対する中間搾取､ 強制労働を誘発 して おり ､ 労働法違反 の潜在化を招く恐れが
ある｡
研修生 ｡ 技能実習生
研修生 は入管法上報酬を受ける活動が禁止 され て い る こ ともあり (入管法第
19条 且項第 2号)､ 一 般に は同法 を遵守 して い る限り ､ 労働基準法上 の ｢労働者+
とはならな い o
しか しな が ら ､ 同法 を逸脱 して実質的に貸金が支給され て い る場合に は労働
者に該当 し､不 法就労者となる｡ こ の 場合には ､ 労働法が適用される こ と になるo
したが っ て ､ 研修生 に は労 災保険は適用きれな い が ､実務研修を含む場合に は､
｢入管法第7条第 且2項第2骨 の 基準を定める省令(平成2年法務省令第 乱6号)+
により ､
"
申請人 が研修中に死 亡 し､ 負傷 し又 は疾病に碍患 した場合における保
険 - の加 入
''
が義務付けられて い るo また ､ 労働安全衛生法も適用されない が ､基
準省令に よ り ､ 研修施設に つ い て 労働安全衛生法 の規定する必要な措置に準ず
る こ とが義務付けられ て い る(8)0
しか し ､ 現行 研修制度に よる研修生 の相当数は ､ 既 に述 べ たよう に実態と して
労働基準法上 の 労働者の概念に含まれうる の で法適用上に多く の問題があると
思われる｡
技能実習生 の 場合は ､ 入管法上 の ｢特定活動+ とい う在留資格で受け入れ企業
と の雇用関係の 下で就労 して い るわけで ､ 労働基準法上の ｢労働者+ と して の 諸
般の権利を享受する｡
したが っ て ､ そ の 法 的取扱い は通常 の雇 用労働者と同 じで あり ､ 労働基準法を
始めとする労働基準関係法令､ 労災保険法などの労働保険関係法令､職業安定法
等 の雇 用 関係法令がす べ て 適用される ｡ また ､ 社会保険に つ い て も技能実習に
つ い て 特例 が 設 け られ て お らず ､ 通常 の雇 用労働者と して現 行法令が適用され
る(9)0
こ れ に 関連 して ､ 労働省は ｢外国人労働者 の 雇用 ､ 労働条件に 関する指針 (基
発第 32 9号 ､ 職発第 4 且4号 ､能発第 且28 号 ､9 3.5.2 6)+ を設 け(10)､ 実習生を含む
外国人労働者 の労働条件保護 に対処 して い るが ､ 既に 問題点と して 取 り上 げた
ように 内国人と の労働条件上 の差別や法違反問題が頻発 して い る実情で ある ｡
(注)
(1) 労働基準法 3条の ｢国籍+ とは ､憲法14条の ｢人種+ を含む と解され て い る (下井隆史 ｢我
が 国の労働法制 と外国人労働者+ 日本労働協会雑誌 348号 (198 8.8) p.29) a
131
(2) 本条の 労働条件と は､ 労働契約関係 にお ける労働者の待遇 の 一 切を い い o たとえば､解雇に
関す る条件 や福利厚 生 な どに 関す る事項 も含 ま れ る ( 菅野 和 夫 『労働 法』 弘 文堂
19 93.p .2 5) o これ に関する事例と して は ､ 在 日韓国人と い う こと を理 由と して採用内定を
取消 し (解雇) した の は ､
" ｢国籍+ を理由とする差別的取扱い を構成する
”
とい う判例
(日立製作所事件､ 横浜地判昭 49.6.1) がある ｡
(3) 不法就労外国人 に係る労働法適用 関連訴訟事件に対する判例はさほ ど出 っ てない Q ちなみ
に ､ 9 6年以降の 不法就労外国人関連判例と して は ､東京地(行 ワ)3 9号(96.9.2 7)の 不法入国
者に対する国民保険法の 不適用判決 ､ また最高裁(平5オ)2 132項 ､ 同 8(オ)2 38 3号(9 7.1.28)
の 不法残留外国人 の 労災事件に よる遺失利益 の 算定につ い て の 判決などがある｡
(4) 19 89年 7月 25 日 ､職発 389号｡
(5) 手塚和彰､ 『外国人 と法』 ､19 94. 有斐閣､ p p.22 3-22 4｡
(6) 不法就労者を放置する こ とが労働基準と して も問題が ある場合につ い て は ､ 入管当局 に通
報 を行うもの と されるが ､ 被災者本人の 災害補償が確定され るま で は ､ 通報を行う べ きで
は ない (8 9年 10月 3 1日 ､基発 4 1号) 0
(7) 労働省は ､ 通達 (基発 4 1号 ､8 9.10.31) で
``
労働基準監督機関と しては ､ まず法違反の是正
を図るこ とに より ､本人 の 労働基準関係法令上 の権利 の救済に努め るこ と と し､原則と し
て 入管当局に対 し通報は行わ ない こ ととするが ､ 不法就労者 を放置する こ とが労働基準行
政と して も問題がある場合､ 入管当局に対 し通報を行う
”
こ とと して い る
(8) 労働省通達､ ｢技能実習制度の 導入 に伴う労働基準行政の 運営に つ い て+ ､ (基発第 592号､
9 3.10.6) 0
(9) 例えば､本稿第3章第4節の 技能実習制度 の問題点と して 取り上 げた事例の場合､ 実習生に
対する貸金搾取は労働基準法第 6 条違反 で ､ また研修生の場合は業務上 の横領罪が適用さ
れ たo
(10) 労働省は ､ こ の指針策定の 目的と して ､ "外国人労働者に係 る雇用管理 の改善を促進する
とともに ､ 外国人労働者の 適正 な労働条件を確保するた め外国人労働者の雇用管理 ･ 労働
条件に つ いて ､ 労使の 合意に基づ い た ガイ ドライ ンを策定する
”
とされ て い る｡
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第4章 韓国の外国人労働者受け入れ政策並びに関連法制
第 且節 外国人労働者流入 の背景及び現況
外国人労働力 の流入背景
韓国に外国人労働力が流入する こ とに な っ た の は ､1980年代 の高度成長によ
る高貸金時代 の 到来, ま た ､ これ に伴う単純技能労働力 の 不足 が深刻になり､ 中
小製造業､建設業 ､ 単純サ ー ビ ス 業等で低賃金外国人労働力に対する需要が増加
したか らで ある ｡ 即ち ､ 韓国国内の外国人労働力に 対するプ ル 要因と して は ､激
甚な労働力不足及び貸金 の急上昇と いう 二 つ の 点 か ら鋭明する こ とが でき る
(i) 0
まず ､第 且 の 労働力不足に つ い てみ ると ､1980年代末か ら表 面化 した労働力不
足現象は､200万戸 の 住宅建設 にとも なう建設労働力帝要 の急増 の波及効果によ
り ､9 且年に最も深刻に表れた ｡ 全産業の労働力不足率を見ると､89年 の 3 .2 1 %か
ら9 且年に は 5.48 % に急上昇 して い る (表4･1 参照) ｡ その 後 ､ 労働力不足難は多
少落ち着 い て い るも の の ､ い まだ に 零細中小企業は人手不 足 に悩ん で い る状況
で あ る｡
(表 4･ 1) 全産業 の労働力不足率の推移
(単位: %)
年度 1987 1989 19 90 1991 19 92 1993 199 4 19 95 19 96
不足率 3.29 3.21 4.34 5.48 4.26 3.62 3.5 7 3.71 2.98
注) 1 .10人以上事業所 の 常用労働者が調査対象 で ､ 各年度3月末の 基準であるo
2 不足率 - (不 足労働者数 ノ 現在労働者数) ×100
出所 : 労働部 ｢労働需要動向調査報告書+ 各年号
特 に ､ 生産 技能職 の人手不足現状が最も深刻で ､9 1年 に は不足率 が 9.0%超 え
た｡ こ の中で ､従業員30人未満の 小規模企業の 生産技能職の 人手不足率 は 1 5.3 %
を記録 し､ また 30-9 9人規模 の 企業の 不足率 は 12.6% ､ 100-2 9 9人規模 の企業は
10.3%水準で あ っ た｡
19 9 6年 の 時点 で生産技能 職労働力 の 総不足人員数は ､ 約 10 6,0 00人で全体不
足人員数 1 5 6,00 0人 の 67. 9 %で あり ､ 生産技 能職 の総労働力不足率 は 4.8 %で あ
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る o こ れ は95年の 5･8 %に比 べ て 減少傾向に あるが ､且0- 29人規模 の企業の不 足率
が 8･ 且% で最も高く ､30-99 人規模の 企業及び 且00･2 9 人規模の 企業は ､ それぞれ
5･7 %
,
4･7 %で これ に 次 い で 高い 水準 に ある ｡ これ をみ る と ､300 人未満 の中小規
模企業の 労働力不足率が300人以上 の企業の労働力不足率を上回 っ て い っ て ､ 企
業 の 規模が小 さければ小 さ い ぼ ど人手不 足 の 程度が深刻 で ある こ とが明らか で
ある (表 4･2 参照) 0
(表 4･2) 生産技能職 の 事業所規模別労働力不足率の推移
､
立 : o.
区 分 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996
全規模 6.85 9.07 6.76 6.04 5.64 5 80 4 80
事9･29人 15.24 15.32 7.87 7.89 10 03 9 64813
芦0
･99人 8.93 12.58 7.44 8.07 7.56 6 62 5 65
100･299人 7.07 10.25 10.40 7.90 5.95 682 4 73
300･499人 5.16 7.86 5.72 3.7() 255 2 87 313
._萱
00人以上 2
.26 3.29 3.21 2
.56 167 1 63 203
注) 1 ･10人以上事業所の 常用労働者が調査対象で ､各年度3月 末の 基準 である ｡
2不足率 - (不足労働者数 / 現在 労働者数) ×100
出所 ‥ 労働部 ｢労働需要動向調査報告書+ 各年号
第 2 は ､賃金 の急上昇で ある o 経済成長 に伴い貸金水準が増加する の は 当然で
あるが ､ 韓国は 1987 年の い わゆ る ｢民主化宣言+ 以降労働運動 の活発化 にとも
な っ て 労働者 の貸金水準は急激に上昇 した｡(表 4- 3)に 見 られる ように ､農業部門
を除外 した全労働者 の貸金総額は 1987 年 か ら 95年間に名目貸金 で年平均
1 8･0 %ず つ 増加 した o さらに ､ 労働力不足 が最も深刻な製造業部門 の 生産技能職
の場合､ 同期間中に年平均 2 0.7 %ず つ 増加 したの で ある｡
(表 4･3) 名目貸金増加推移
､
立 : 千ウォ ン/月
区 分 1985 1987 1989 1991 1993 1995 年平均増加率
L重体 (非農業) 324 387 541 755 975 122 18 0%
製造業生産職 226 283 43 612 794
)
1020 20 70^) . 0
出所 : 労働部 鳩 月労働統計調査報告書+ 各号
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さて ､ 企業規模間の賃金格差をみ ると ､1985年に は 30人未満 の小規模企業の
労働者の貸金総額は500人以上 の 大企業労働者の 89.5 %水準を維持して い たが ､
大企業の貸金 の急上昇 に伴 っ て そ の 格差が次第に拡大 したv すなわち ､小企業と
大企業との貸金格差 の拡大 で ､且9 8 7年 には′ト規模企業労働者 の賃金水準が大企
業の 87.4% ,さらに 8 9年に は 7趨.2% の 永準に低下 ､95年に は 30人未満の 小企業
労働者の貸金水準は 大企業 の 7 且.6% に止 ま っ て い る (表 壕-4参照) a
こ の よ うに 大企業に比 べ て 貸金水準が相対的に劣藩な中小企業と して は ､ 国
内労働力 の 雇 用 が さ らに難 しく なり ､ 人手不足 は 一 層深刻 したo こ れ は ､外 国人
労働力が流入 し中小企業の 生産 現場に就労する こ とにな っ た重要な要E馴こなっ
たの で ある ｡
(表 4- 4) 企業規模間貸金格差 の推移
(単位 : 千ウォン/月)
区 分 1985 1987 1989 且991 1993 1995
小規模企業(A) 308 360 461 633 854 1,082
大企業(a) 344 412 621 892 1
,
164 1,511
A/B(%) 89.5 87.4 74.2 7l.0 73.4 71.6
注 : 小規模企業は従業員30入来清の企業｡
出所 : 労働部 ｢窺月労働統計調査報告書+ 各号o
外 国人労働者 の 現況
韓国にお け る外国人労働者は ､192年か ら本格的 に受け入れられ始め ､ その 数
は 引き続き急増傾向を見せ て きたが ､9 7年後半の経済状況 の厳 しさ を反 映 して ､
9 7年 の 2 6 7,546 人を頂点に減少に転 じたo
1998 年 6 月 現在､ 韓国 に就労 して い る外 国人労働者は合法就労者と不法就労
者を合わせ て 159,99 4人 で あり ､そ の 中で研修生が 53
,
34 5人 で 全外 国人労働者
の 33･4%を占め て い る｡ また ､不 法就労者は 95,027人で あり ､ 全外国人労働者の
過半数を超える 5 9.4%を占めて い る o
出入 国管理法令上に就労が認 め られ て い る在留資格 (2) は ､ ｢教授+ ､ ｢会話指
導+ ､ ｢研 究+ ､ ｢技術指導+ ､ ｢専門職業+ ､ ｢芸術興行+ ､ ｢特 定職業+ な どの
専門 ･ 技術の職種 に 限られ て い る (出入国管理法施行令第 2 3条) ｡ こ の カ テ ゴ
リ ー の 合法就労者は ､9 8年6月 現在 わずか全体の 7､3% に過 ぎない 且1,62 2人に
止 ま っ て い る ｡
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全体的に見ると､ 韓国にお ける外 国人労働者は ､ 人手不足 に悩ん で い た80年代
後半か ら90年代始め頃にか けて 産業技術研修生制度等を通 じて多量 に流入 し始
めて ､9 7年中半まで は徐 々 に増加傾向を見 せて い た ｡ しか し､ そ の 後､ 通貨 ｡ 金融
危機 の た め経済状況が急速 に 悪化 して 企業 の倒産が相次ぎ､ 失業率が通貨危機
前の 2.2%か ら 7%を超える大 量失業という事態に直面 して ､ 外国人労働者受け
入れ の 原 則的な中止 ､ 及び 不法就労者 の自主出国措置と い う政策を取らなけれ
ばならなか っ た の で ある ｡ そ の ため ､19 97 年 に 全体雇用労働者 の およそ 1%を
上回る 267,5 46人 で あ っ た外 国人 労働者数は ､98年 6月 現在に 159,994 人 で前
年 に 比 べ 40%程度減 っ て 雇用労働者 の 0.7%を占めて い る ｡
特 に ､ 不法就労者数 は 1997 年ま で は急増ぶりを示 して い たが ､98年 に入 っ て
か らは急減 して い る｡
(表 4- 5) 外国人労働者在留現況
(単位 : 人 ､ %)
年度別 合計 就 労及び技術研修者 不法在留者
合法就労 海外投資等 1) 産業技術研修2)
1994 81
,
824 5
,
265 9,512 18,816 48,231
(100) (6.4) (ll.6) (23.0) (58.9)
1995 128,906 8,228 15,238 23,574 81,86
(100) (6.4) (l l.8) (18.3) (63.5)
1996 210
,
494 13,420 29,724 38,296 1 29,054
(100) (6.4) (14.1) (18.2) (61.3)
1997 267
,
546 15
,
900 32,656 70,942 148,048
(100) (5.9) (12.2) (26.5) (55.4)
1998.6 159,994 ll,622 17,698 35,647 95,027
(100) .(7.3) (ll.19 (22.3) (59.4)
注) 1)海外投資など海外進出企 業の 現地雇用 人力 の機能向上 の ため の研修者
2) 中小企業協同組合中央会の 推薦により中小企業体に受け入れた研修生
出所 : 法務部出入管理局資料
(注)
本稿 で引用 した文献 の なか で ､ 韓国で 出版 され た韓国語文献 に つ い て は 日本語に訳 して表記
136
した ｡
(1) 外国人労働者受け入 れの 背最に つ い て は ､ 中小企業協同組合中央会『外国人産菜技術研修
白書』19 9 6.P4. 以下参照o
(2) 本稿での 法律用語の 中で ､ 韓国で の ｢滞 軌 に つ い ては ､ 日本で 一 般に用いられて い る法
律用語で ある ｢在留+ に置き換える｡
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第2節 外国人労働者関連政策 の形成及び展開
労働力送り出 し国か ら受け入れ国 -
韓国 は ､且980年代前ま で は 主 に国 内の 過剰労働力 の諸外国 - の 送出 し国で あ
つ た o 経済発展が遅れ て い た時期､ 人 口過剰で悩ん で い た政府は､1960 年代の初
期か ら海外移民 の 拡 大を推進 し､ 南米 の ブラ ジル ､ ア メ リカ等 - 移民 を進 めた が､
あま り成功 しなか っ たの で ある ｡ そ の後 ､196 3年の 二 国間協定に 基づ い て 認 めら
れた西 ドイ ツ - 鉱夫 24 7人 の 労働者を送出 した の を始めと して ､看護婦 ､ 坑夫な
どの 労働者を送出 した .196 年以降は ､ ベ トナ ム 戦争 - の 韓国軍 の参戦ととも に
労働者を送り出 した こ と をき っ か けに して ､ 海外移住より海外 で の 就業形態で
労働者を送り出 しは じめ､1 9 73 年中東地域で の建設 ブ ー ム に の っ て い わゆるタ
ー ン キ ー 方式 (1) で海外就労が本格的に拡大 した (2) o
1976 年ま で西 ドイ ツに派遣された鉱夫 の数は ､ わず か 4,5 00人 に過ぎなか っ
たが
､ サ ウ ジアラ ビ ア な ど中東地域 - 進出 した労働者 (主 に建設労働者) は､75
年に総海外進出労働者の 3 0･8%を ､ また 80年に は 120,9 90人 で 82.3%を占め､
労働者 の送出 し先は ､ 主 に中東地域に集中して い た｡
こ う した労働者 の海外就業は ､ 韓国経済 の急成長とともに 198 2年にそ の総数
19 6
,
8 5 5人 を ピ ー ク に急激に減少 し､1994年 に は 22,6 05 人ま で減 っ て い る(3)0
こ の ように労働力 の 送 出 し国 で あ っ た韓国 にお い て ､ 中小零細企業の 方 か ら
求人難と いう新 し い 問題 が提起された の は ､ オリ ン ピ ッ ク を開催 した 1988年 で
あ っ た o と こ ろが ､ 外 国人労働者受け入れ問題が本格的に議論 され始めた の は ､
9 1年初頭､労働部長官 (日本 の労働大臣 に当た る) が人手不足 の ため ､沈滞 して
い た炭坑産業を維持 して いく た めの 方策と して ､ 鉱夫 の制限的受け入れ論 (4) を
埠案 した の が き っ か けとな っ た o こ れ がき っ か けに な っ て 外 国人 労働者 の受け
入れをめぐる賛否 の論争 ( 開国論と鏡国論) が激 しく展開された の で ある (5) 0
まず ､ ｢開国論+ の 論理 は ､ ①88 年 か ら始ま っ た急激な貸金上昇と労働力不足
の た め ､海外投資とか 工場自動化を実行 で きな い 中小製造業 に と っ て は外国人
労働者 の受け入れ は 不 可避 で あ る ､ ② 一 定 の 労働力 を 一 定期間だ け活 用すれ ば
外 国人労働者 の流入 に よる社会的不安を最小限に で き るだ ろ う｡ ③韓国 の 労働
集約的産業の価格競争力を維持で きる ､ ④外 国人単純労働力を制限すれば不法
就労者が急増 し､ 国内的に も社会的な問題が起こ る し ､ 国際的 にも送り 出 し国 と
の 外交的葛藤が拡大す る ､ とい う こ とで ある｡
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こ の 開放論理 に対 して ､ ｢鎖国論+ の 論理 は ､①現在韓国が経験 して い る 労働
力不足は国内 の活用 で き る潜在的労働力を開発 し､ 法律と制度の改善整備をす
れば解消 で き る問題だ か ら ､ 社会的費用を支払 い ながら外国人労働力を受け入
れ る 必要 は な い ､ ②外国人単純労働力 の受け入れ は労働市場 の 二 重橋造化 の 深
化や国内 の 限界労働市場 の 労働環境を悪化さ せる恐れ がある ､ ③韓国人には単
一 民族意識が非常に強く て ､ 排他性をも っ て い る ｡ こ の ような韓国社会の現実の
中で ､社会下部構造に編入され る外国人労働者と韓国人と の間で摩擦が起 こ る ､
④経済の長期的な雇用吸収力を予想 してみれ ば ､ 一 旦流入 した外国人労働者は
どう いう形態で あれ ､ 定着するもの が増え るだ ろう し､ 不況期に入ると彼らの失
業問題が発生する ､ 等で ある ｡
以上 の ような激 しい 議論 の 中で ､ 政府 は 1992 年 に入 っ て外国人労働者受け入
れ の 必要性 に 対する中小産業界の 強 い 要求に応 じて ､ そ の 具体的な受け入れ方
法と して ｢産業技術研修生制度+ の 拡大運営方針を決定 した o こ う して 同年 5月
に 人手不足 が 一 番深刻だ っ た零細中小企業に 1 万人に達する研修生を受け入れ
て割り当て た｡ こ れと とも に同年6月 に は不法就労者に対する管理が始ま っ た の
で ある ｡ つ まり ､ こ の 時期か ら産業技術研修生 (以下
"
研修生
' '
と略称する) と
いう名 の 下 で ､ 外 国人単純労働者受け入れ - の 道が開かれ る こ とに な っ たの で
ある｡
外 国人労働者政策の 基本方針及び合法的就労制度
韓国は ､ 外国人 労働者受け入れ に つ い て は 日本と同様に ､ "専門 ｡ 技術分野の
職種につ い て は就労を許可 し､ 単純 ｡ 未熟練労働者は原則的に就労を禁止するが､
国際 ｡ 国内的経済の次元 で必要 な場合に は企業内の O JT訓練を提供す る
”
とい
う の が基本方針 で ある ｡
こ の 基本方針に基 づき ､現行出入 国管理法上 に外 国人が国内で 1年以上合法的
に就労が認 められる在留資格は､ 大きく 九 つ に分けられ て い る ｡ これ を内容別 に
みる と ､ ｢教授+ ､ ｢会話指導+ ､ ｢研 究+ ､ ｢技術指導+ ､ ｢専門職業+ ､ ｢芸術
興行+ ､ ｢特定 活動+ ､ ｢研修就業+ 及び 3 が月以 内の 短期就業が 認 められる ｢短
期就業+ で ある (表 4･ 6参照) ｡ こ の ように外 国人 が国 内で の就業が認められ て
い る分野 は ､ 国 内労働力 で代替でき な い - 部 の 専門職業に限 られて おり ､ 単純 ･
未熟練外国人労働者 の 国内就労は原則 的 に禁 じられて い る (6) a
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(表 4･ 6) 就労が 認 められ る在留資格及び在留期間
在留資格
(記号)
活 動 範 囲 在留期間
教 授 教育法に よる資格要件を満 た した外国人と して ､専門大学以上 の教 3年
(E-1) 育機 関また は こ れに 準す る機関で専門分野 の教育または研 究指導
活動に従事 しようとする者o
会話指導 法務部長官が定め る資格要件を満た した外国人と して ､外国語専門 1年
(E･望) 学院､初等学校以上 の 教育機関及 び附設語学研究所 ､ 放送社及 び企
業体附設語学研修院そ の 他 こ れ に準す る機関また は 団体で外 国語
会話指導に従事 し ようとする者o
研 究 大韓民国内の 公 ･ 私機 関か ら招請され ､ 各種研究所 で 自然科学分野 3年
(E-3) の 研究又 は産業上 の高度技術の研究開発に従事 しようとす る者｡
(教授資格 に該当す る者は除き)
技術指導 自然科学分野 の 専門知識 または産業上 の特殊 な分野 に属す る技術 4年
(E- 4) を提供するため に大韓民 国内の 公 ｡ 私機関から招請され ､従事 しよ
うとする者.
専門職業 大韓民国法律に より ､ 資格が認 められた外国の 弁護士 ､ 公認会計士 ､ 2年
(E･5) 医者そ の 他 国家公認資格を所持 した者と して ､ 大韓民国法律 に よ っ
て 行 われ る ように な っ て い る法律 ､ 会計 ､ 医療等 の 専門業務に従事
しようとす る者o′ (教授資格 に該 当する者は除き)
芸術興行 収入 が伴う音楽､ 美術 ､ 文学等 の 芸術活動 と収入 を目的 に演芸 ､演 1年
(E-6) 奏､ 演劇 ､ 運動競技 ､ 公告 ､ フ ァ ッ シ ョ ン ヰデル そ の 他 こ れに 準する
活動をし ようとする者o
特定職業 大韓民国内の 公 ･ 私機 関等との契約 に基づき ､職業活動に従事 しよ 2年
(E･ 7) うとす る者として法務部長官が 必要だと認め る者o
短期就労 一 時興行 ､ 公岳 ･ フ ァ ッ シ ョ ン モ デル ､ 講義 ･ 公演､ 研究､技術指導等 90 日
(C･ 4)■ 収入を目的に短期 間就労活動 をしようとする者o
研修就業 産業研修活動が で きる滞留資格を持 っ て ､ 必要 な研修期間の 間 に指 1年
(E- 8) 定 された研修場所を離脱 しない で研修 した者と して ､ 技術資格検定
等研修就労要件 を満た して 国内企業体で勤務 しようとする者o
出所 : 出入 国管理法施行令 12条別表 1
ま た ､ そう い っ た就労が可能な在留資格とは別 に ,1 99 1年 1 0月 か らは ｢産業
技術研修制度+ が導入され ､在留資格と して 産業研修 (D･3) が 設 けられて い る o
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且998年 6 月現在､ 出入国管理法上 の専門 ｡ 技術分野 の合法就労者 の滞在者数
(ス ト - ク) は 且ュ,6 2 人で あり ､ そ の 中で串,737人 (49.3%) が外国語会話指導
に集中され ､韓国に不 足 して い る専門 ｡ 技術を持つ 外国人就労者の数はごく微々
たる水準に止 ま っ て い る こ とがわか る ( 豪速-7参照) .
(表 魂･ 7)外国人合法就労者推移
(単位: 人)
区分 合計 教授 会話指導 研究 技術指導 専門職某 芸術興行 特定職業
1991 2,973 612 358 326 1.,6
77
1993 3,767 465 A,136 61 320 72 418 1,望95
1995 8,228 647 4,230 290 599 198 598 1,666
1998.
6
l l,622 836 5,737 605 664 203 1,085 乳492
出所 : 法務部出入管理局の 98年デ ー タ
労働力不足 に対する政策的対応
1) 産業技術研修制度
(1) 導入背景及び経緯 (7)
前述 した通 り に ､ 韓国は ｢単純 ｡ 未 熟練労働者 は原則的に就労を禁止する が､
国際 ｡ 国内的経済の次元で 必要 な場合には企業内訓練 (03T) を提供する+ と
い う政策 の 基本方針を維持 して い る ｡ こ れ に従 っ て海外投資企業の現地雇用労
働力 の 技 能向上 と開発途上国との 産業技術協力強化及び国内中小製造業の 人手
不足解消次元 で
``
外 国人産業技術研修制度
”
を運営 して い る ｡
こ の よう な制度は ､1988年オ リ ン ピ ッ ク開催後の査証免除協定締結､ 無査証入
国 の 許容 ､ 入 国審査 の簡便化などの 出入国管理規制が緩和された後 ､ 外 国人が多
量 に流入 し始め ､ また 19 0年代初の住宅建設ブ ー ム 等の 理 由で急速な労働力不
足現象が表れ -､ こ れに 対応す るため に創設されたわけで ある c
政府は ､ 199 1年 10月 2 6日 ｢外国人産業技術研修査証発給等に 関す る業務処
理指針 (法務部訓令第 2 55号)+ 及 び そ の ｢施行細則+ を制 定 し､ 19 9 1年 1 1月
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1 日 か ら産業技術研修生制度を施行 して き て い る . こ れは ､ 出入国管理法施行令
1 2条の 別表 12号 ｢産業研修 (D -3) + に基 づき ､
"
法務部長官 (日本の 法務大
臣に 当た る) が定める研修条件を満た した者と して ､ 国内 の 企業で研修を受けろ
うとする者は法務部長官が別 に定める期間の 間 に滞留資格がある
”
とい う規定
をそ の根拠に して いる o
こ の 指針に よる と ､研修 目的査証 の発給対象者と して ､
``
外国為替管理法に基
づ き ､ 外 国 に直接琴資､ ま たは 外 国企業と合作で外 国 - 投資 した企業､ 技術開発
促進法 に よ っ て外国 へ 技術を提供する企業､ 対外貿易法 に基 づき ､外 国↑産業設
備を輸出する企業､ 外国人 に 対す る研修が不可避 で ある こ とを判断 して 主務部
処 の長が推薦する企業で研修 しようとする者” と定められ て い る (8) o
こ の こ とは ､ 海外投資企業に雇用 された外国人労働者 の技能向上及び こ れ を
通 じた技術移転､ 経済協力追求と いう目的があるも の の ､ 外国人研修生を受け入
れる こ とに よ っ て 直接的に零細中小企業の 労働力不足状態を解消 しようとする
狙 い も あ っ たとい えよう｡
(2) 産業技術研修制度の 内容 (9)
①産業技術研修の対象者
産業技術研修生 (以下 ｢研修生+ とい う) の 対象者は､ 出入 国管理法施行令に
規定 した研修生 の 欠格事由 (10) に該当 しな い 20歳以上 40歳以 下 の者 の 中で中
小企業庁長 か指定 した送出 し国 の 出身外国人と して ､ 送出 し機関の教育を履修
し､ 健康診断に合格 した看で ある o また ､ 出入国管理法上 の ｢産業研修(D-3)+ の在
留資格を持 つ 者で ある｡
②研修対象業種及び研修企業の資格要件
研修対象業種 は ､ 国内産業 の 与件及び労働力需給状況を顧慮 して選定 し､ 関連
部署 (中小企業庁 ､ 建設 交通部､ 海洋永産部等) 別に指針ある い は告示 で規定す
る ｡
一製造業の 対象業種と して は､ 飲 ｡ 食料品製造業､ 繊維関連製造業､ 衣服及 び毛皮
製品製造業､化学関連製品製造業､機械 ･ 金属関連製造業等 2 2個 の 業種 (ll) ､ そ
して 建設業や漁業などで ある ｡､
また ､ 研修生 を活用する こ とが で きる研修企業の 要件 (製造業の場合) と して
は ､ 生産職労働者が 6 人以上 3 0 0人以下 の 中小 の製造業､ 研修生 に宿泊施設 を提
供する能力 が あり ､ 工場 登 録 を済ま した製造業で あ る ｡ 但 し ､ 内国人 が就労を忌
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避する - 部 の職種 に対 して は例外と して い る｡
③研修企業に対する研修生割当て枠
研修生 の割当て は ､ 研修企業 の 要求事項と研修生 の能力及び送出 し国の 産業
などを顧慮 して 割当てす る こ と とす る o また ､ 出入国管理法施行令の規定 (施行
令第24 条の 2 第 2項) に より､ 研修推薦団体の長は ､該当企業別に割当てする研
修生 の規模を決め､ こ れ を管轄中央行政機関の長に通報するo これ に従 っ て 中小
企業の規模別研修許容人数の範囲内 で割当て られるo
製造業の 研修許容人数の 場合 ､ 生産職 の常時労働者数を基準と して 5 人以上
10人以下 は 3 - 5人以内 ､1 1人以上 50人以下 は 10人以内 ､51 人以上 100人以
下は 1 5人以内､10且人以上 1 50人以下 は 20人以内 ､1 51人以上 200人以下は 25
人以内 ､2 0 且人以上 300人以下 30人以 内301人以上500人以下は 40人以内､501
以 上は 50人以 内で ある ｡
④研修推薦団体及び募集機関等
出入国管理法施行令 (第2 4条の 2) によ り ､産業研修活動 が で きる企業 (12)
は ､ 外国人産業人力政策審議委員会 の審議 ｡ 調整 を経て ､所 管中央行政機関の長
が指定する機関 ･ 団体を通 して産業研修生を募集 しなけれ ばならない o
同規定による研修推薦団体及び募集機関は製造業 の場合 ｢中小企業協同組合
中央会+ とす る ｡ ま た､ 研修業務を効率的 に推進するために ､ 同中央会所属 の ｢外
国人産業研修協力団+ を設置 し ､ 送出機関 に対する点検 ｡ 評価 ､研修企業の教育
に 関する事項､ 研修生 の 健康検診に 関する業務を担当するよう に して い る｡
⑤研修期間
研修期間は 同制度が創設 したとき に ､原則的に 1年で あ っ たが ､そ の 後 ､ 中小企
業の 人手不足 の 深刻さを勘案 して ､9 5年に研修期間を伸ば して 2年を原則と し､
必要とするとき 1年 の延長 が認 められ て い る｡
(3) 産業研修制度 の 現状
①研修生受け入れ推移及び 国籍別現況
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19 9 且年 且0月 に施行 した産業技術研修制度は ､ 中小企業の 人手不 足状況が益 々
深刻に なり ､ 労働力不足難を緩和す べ き必要性 が高ま っ て ､ つ い に 193年 1 1月
か らは ､ 同制度を全面的に拡大実施する こ ととな っ た の で ある o
｢外 国人産業技術研修調整協議会+ で は ､研修生 の 受入れ基準 を緩和 し､ 研修
生 の 追加的な受け入れを推進 した｡ また ､ 中小企業協同組合中央会が研修生 の募
集､ 斡旋 ､研修 ､事後管理などを担当する こ とに した ｡
こ れ に よ っ て ､93 年 1 1月 に は研修生 の最大受け入れ人数を 2 万人 に増や し ､
同時 に最大滞留期間も2年に延長 した｡ そ の 後､94年 9月 には追加的に 1 万人 の
研修生受 け入れ を許容 し､ 合わ せ て 3 万人 の 研修生を受け入れ る こ とにな っ た の
で ある ｡
また ､9 5年 5月 に 2 万人 ､9 6年 2月 1 万 9千人 ､ そ して 同年 7月 には輸出中小
企業を対象に 1 万人 の 研修生が受け入れ られた｡
研修生 制度が拡大実施 した93年 1 1月 か ら97年未ま で ､ 総6回 にわた っ て 8 2､
8 00人 の 研修生受け入れが決定された｡ そ の 中で中小企業協同組合中央会の推薦
で受け入れ る規模は ､合計 79,0 0 人 で あり ､96年 1 2月末現在 65,7 97 人 の 研修
生が 入 国 して 1 6,2 56個所 の 中小製造業で 研修を受けて い る ｡
(表 4-8) 年度別研修生受け入れ規模及び入国現況
(単位 : 人､ 所
区分 合計 1次 2次 3次 4次 5次
決定時期 93.ll.24 94.9.2 95.5.17 96.2.16 9672
受け入 れ数 79,000 20,000 10,00 20, 00 19 00 10 000
__垂莱数 16,256 5,149 1,560 6,2 79
)
3262
)
6
対象業種 2 1 の製造業 靴 ｡ 繊維 2 1 の製造業
)
2 2 の製造業 輸出製造業
入国人数 65,757 22,065 7,884 22,090 13,7 35 28
出所 : 法務部出入国管理局及 び中小企業協同組合中央会資料より
国籍別 の 研修生受け入れ人数をみると ､総 65,79 7人 の 入国者 の中で 中国 出身
( 朝鮮族を含む) 者が 1 6,017人 (2 4･3%) ,イ ン ドネ シ ア が 12,55 9人 (19.1 %) ,
ベ トナ ム が 11,5 1 4人 (1 7.5%)､ フ ィ リ ピ ン が 7,70 2人 (l l.7 %) ､ バ ン グラデ
シ ュ が 7
,
60 2人 (1 1･6 %) を占め ､ こ れ ら 5 カ 国が送り 出 し国全体 (1 4カ 国) の
約 8 4% を占めて い る ｡
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(表 4･9) 国籍別 の 研修生受け入れ現況
(単位 : 人)
国 籍 別 割り当て人数 入国人数 (%)
合 計 79,000 65,797(構成比)
中 国 (朝鮮族) 1 7,947(12,8望1) 16,017(24.3%)
イ ン ドネ シア 14,792 1乳559(19.1%)
ベ トナ ム 13,920 ll,514(17.5%)
フィ リ ピン 9
,
010 7
,
702(ll.7%)
バ ン グラデシ ュ 8,301 7,602(l l.6%)
その 他 15,030 10,403(15.8%)
出所 : 中小企業協同組合中央会､ ｢外国人産業技術研修生現況+ 96年{)
(2) 研修生 の業種別分布
研修生 の業種別 の割り当て状況をみると ､(表唾- 10)に見られるように ､研修生
の割り当て比 重が最も高い業種 は繊維製品製造業で 14,710人 (22.4%)の 研修
生が 3,507の 企業で研修を受けて い る ｡ その 次に ､自動車及び ト レ ー ラ ー 業種と
して 6
,
315人 (9.6%)が 1,4 1 1の 企業で ､ また､ ゴ ム ･ プラ ス チ ッ ク業種で 6,2 39
人 (9.5%)が 且,7 59個企業で ､ そ して組立金属製晶製造業 6;20 4人 (9.4%)が
i,6 52 の企 業で それぞれ研修を受けて い る o
こ の よ うな業種別分布 か らも読み取れ るが ､ 研修生 の 大半は人手不足 に悩ん
で い る技能 レ ベ ル が低 い 労働集約的中小製造業に集中 して い る こ とがわかる ｡
(表 4- 10)業種別 の 研修生 の 現況
(19 96年 12月 現在)
業種別 研修生人数 (構成比) 研修企業数 (構成比)
合計 65,797(100%) 16,258(100 %)
繊維製品 14
,
7 10(22.4 %) 3,507(21.6 %)
自動車及び ト レ ー ラ ー 6,315(9.6%) 1,41 1(8.7 %)
ゴ ム ｡ プ ラ ス チ ッ ク 6,239( .5 %) 1,759(10.8 %)
組 立金属製品 6
,
204(9.4%) 1,652(10.2%)
その他機械及 び装備 5,048(7.7%) 1,332(8.2 %)
そ の 他 2 7,281(4 1.3 %) 6,597(40.6 %)
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出所 : 中小企業協同組合中央会､ ｢外国人産業技術研修生現況+ 96年｡
(3) 研修生 の 労働条件実態一
中小企業協同組合中央会が 96年 10月未現在､6 ケ 月 以上研修生を活用 して い
る か ､ ある い は過去 6 ケ月 以上活用 した経験がある 3,388 個所の 中小企業を対象
に した ア ン ケ ー ト調 査結果 に よる と ､ 男子 研修生 に支給する月 平均貸金は約
5 1 5,00 0ウォ ン で あり ､ また宿食提供などの追加的な労働 コ ス トは 13 1,000ウォ
ン と把握された｡
また ､ 研修生 の 労働時間は月平均 25 1.7時間と して ､月 間2 5日 の 勤務基準で 一
日平均 10. 1時間の 労働を して い る こ とが明 らか にな っ た｡
こ の よ う な結果は､ 韓国の 生産技能職と単純生産補助職に従事 して い る男子
労働者 の月平均貸金(追加的な費用を含む)1,0 33,0 4 7ウォ ン ､84 0,00 ウォ ン の
それ ぞれ 6 2.5%､7 6.9%水準に 過ぎな い Q また ､ 労働時間も - 般国内労働者の月
平均 2 40 時間より約 1 1･ 12時間程度の長時間労働を して い る こ とが分か るo
(表4-l l)追加 労働費用を顧慮 した研修生 と内国人労働者と の 労働費用比較
(単位: ウォ ン ､ %)
区 分 研修生 (A) 内国人労働者(B) A/B
平均貸金 515,0001) 821,3473) 62.7
追加 労働費用 131,0002) 211,7004) 61.8
労働費用 646,000 1,033,047 62.5
注 :1) ､2) は ､ 中小企業協同組合中央会の研修生使用企業実態調査結果 であるQ
3) 中小規模 (10- 299人) 製造業の 生産職労働者 の月給与総額o
4) 中小規模 (30- 299人) 製造業の生産職労働者の琴金給与以外 の 労働費用 ｡
出所 : 労働部､ 轟月労働統計調査報告書及 び企業体労働費用調査報告書
(4) 産業技術研修制度の 問題点
①研修制度 の変質及び雇用管理上 の 問題
以 上 の 現状か ら見 られ る ように ､19 91年 か ら実施された産業技術研修制度は､
当初 ､ 国内企業が外国 - 直接投資､技 術提供などを行 っ た場合の み認 められる実
質的な技術研修制度で あ っ たが ､ 国 内労働市場 で低技能 中 単純労働力 の需要急増
と い う事態を直面 し､ " 国内労働力不足難を解消するた め に
” 単純労働分野 に外
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国人労働者を産業技術研修生という痛目で受け入れたの で ある ｡
こ れ は低賃金 を支給 しなが らも統制 し易 い ｢研修生+ とい う形態で外国人労
働力を受け入れ て 国内の 労働力不足 に 対応 しよ うとする発想と して ､ 韓国人 と
外国人労働者と の差別 を制度的に 正 当化するも の で ある ｡ そ の た め､ 現在 の研修
生政策は､ 大量 の 不 法就労者を作り 出すだけで はなく労働条件における差別待
遇 ､ ひ い て は人権に係わる問題を引き起 こす素地を抱えて い る ｡
これ を端的 に示 して い る の が研修生 の離脱(不法就労者化) 問題 で ある o1996
年末現在､ 中小企業協同組合中央会を通 して受け入れた研修生総数は 65､7 97人
で あり ､ そ の 中で指定された研修企業を離脱 し ､不法就労 して いる研修生は受け
入れ研修生総数 の 30. 且%に該当する 且9､834 人 で ある Q
こ れ を国籍別 にみると ､ 最も多く の研修生を送り出 して い る国で ある中国の
場合､総1臥 0且7人 の 研修生 の中で 6､5舶 人が離脱 して離脱率が 40%を上 っ て い
るo 特に ､ ビル マ の 場合 且､102人 の 研修生 の中で 78､6%に該当する 8 12人が離脱
して ､離脱率が最も高い ｡
(表4･ 且2)国籍別 の 研修生離脱現況
(1996.12.31現在)
国籍別 合計 中国 ベ トナ ム バ ン グラデ
シ
′
ユ
フィリ ピ
ン
ス リ ラ ン
カ
そ の他
研 修 生 総
数
65
,
797 16,017 ll,514 7,602 7,702 ■2,459 望0,503
離脱人数 19
,
834 6
,
544 3
,
836 2
,
168 3,131 978 3,177
( 離 脱
率 : % )
(30.1) (40.8
)
(33.3) (28.5) (40.6) (39.7) (15.5)
出所 : 中小企業協同組合中央会 ､ ｢96外国人研修生現況+ ､ 96.12
こ の よう に 研修生 の 離脱率が高い の は ､ 不 法就労者との貸金格差が存在する
か らで ある｡ 即 ち ､ 不法就労者 の賃金 は 人手不足 に苦 しめられ る業種 の 性格を反
映 して労働市場 の メ カ ニ ズ ム に よ っ て 決定される 一 方 ､ 研修生 の 場合は最初の
指定された研修企業 か ら移動 の自由が制限され ､ 貸金 水準は不 法就労者に 比 べ
て相対的に低 く な る ｡ こ の ような貸金格差は研修生 の 研修企業 か らの 離脱及 び
不法就労 - の 誘 因 (in c e ntiv e) と して作用 して い る (13) ｡
2) 研修就業制度の導入及び新規研修生受け入れ中止
(1) 研修就業制度の導入
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研修生制度 の施行以降､1994 年 に入 っ て か ら研修生制度が単純技能外国人労
働者 の受け入れ窓 口 と して定着 し､ 研修生 に係わ る人権侵害問題な どが社会問
題化 される こ とに なり ､ 労働部 は外 国人労働者受け入れ制度に つ い て何と か根
本的な対策を立 て なけれ ばならな い状況に迫られた ｡
こ れ を契機に して ､ 労働部は関係部署 の実務者と学者を含む ｢外国人力政策研
究班+ を構成 した o 研究班は ､ 現段階で い わ ゆる ｢就業研修制+ ､ また は ｢雇用許
可制+ を採用する必要があ る と い う研究結果 を発表 した｡ そ の後 ､ 労働部は ｢雇
用許可制+ を立法化するために関係部署との協議を進めたが ､ 同制度が企業主 の
負担を増加 し ､ 政府 の 規制 が強化すると いう理由 で通 産産業部(現在の産業資源
部)､ 財政経済院(現在の財政経済部) 等が難色を示 した｡ 特に ､ 法務部が業務領域
の侵害を恐れ ､ 強力 に反対するな どの貯余曲折を経た後､ つ い に研修生 の 再活用
を通 じた人手不足解消 の 方法 と して ｢研修就業制+ の 導入 が 且9 97年 9 月第 20
次の経済長官懇談会で決定されたo これ に従 っ て ､ 同年 12月 13日 ｢出入国管理
法+ を改正 し､ そ の 根拠規定(法第 19条の 3 の第 3 項)が設けられた｡ そ の後 ､9 8
年 4月 1 日 に出入国管理法施行令が改正 (施行令第24条の 3 か ら 2 4条の 7 ま
で) され ､ ｢研修就労制+ が導入する こ とに な っ た の で ある｡
研修就業制度(14)は ､ 産業技術研修生と して 一 定期間の 研修を受け､ 技術資格試
験 に受 か っ た者 に対 して ､ 研修を受けた企業と の 雇用契約を結び ､就労する制度
で ある ｡
研修就業者に対 して は ､ 在留資格が ｢産業研修(D-3)+ か ら ｢研修就業(E･8)+
- の 滞留資格変更が行われ ､1年 の 在留期間が認められる o
研修就業の 要件と して ､①国家技術資格法に基 づ き､ 技術資格検定またはこ れ
に準する技術資格試験に合格す る こ とo ②外国人研修事業体で 研修生と して 2年
間 の 研修を受ける こ と｡ ③そ の他 ､ 所管中央行政機関の長 が定めた研修就業要件
を満たす こ と等で ある (施行令第 2 4条の 5) 0
また ､ こ の 制度の 運営に関する重要な事項を審議 ･ 調整するために 国務総理所
属下 に ｢外 国人産業人力政策審議委員会+ を設置 した (施行令 24 条の 3) 0
(2) 新規研修生 の 受 け入れ中止
研修生受け入れ が進 む中､97年後半韓国に突然迫 っ て きた通貨 ･ 金融危機は既
存の 研修生政策の変化をもたら した｡ 96年 にわずか 2 %に過ぎなか っ た失業率
は通貨危機以降 7%を超える こ とに なり ､ 国内労働者 の雇 用安定問題が社会問題
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化される時代を迎えたの で ある ｡
政府は 98年 4 月 ｢外国人産業人力政策審議委員会+･を開い て ､今後 の外国人
政策方向を翰議 した結果､ ①最近 の 大量失業事態など国内雇用事情を勘案 して
98年度には原則的に新規労働力受け入れを凍結する｡②但 し､代替労働力を認め
て きた既存 の慣行 に対する急激な変化 は中小製造業の 人手不 足難を深化させる
恐 れ があ るた め ､ 研修生 の 中で疾病な どの 理 由で中途帰国者と研修満了復帰国
者な どの合法的に在留 した復帰国 した者 に対す る代替労働力 の受け入れ は例外
とする o ③研修生規模 の漸進的縮小 の た めに不 法滞在中に帰国 した者に対する
代替労働力受け入れ を制限する問題などの制度改善に関する事項は､今後 国内
労働力 の中小製造業 へ の流入等98年下半期 の労働力需給動向を顧慮 して追 っ て
決定する ｡ と いう方針を決定 した ｡
外国人不法就労に対す る対応
1) 不法就労者現況
現行出入国管理法第 18条は ､
"
就労活動がで きる在留資格を持たない 外国人
は国内で就労する こ とができ な い
''
と規定 し､適法な在留資格を有 しない 外国人
を雇用する こ と と斡旋する こ とも禁止 して い る ｡ 不法就労の類型 に は ､在留資格
(例えば ､観光 ､ 留学等) に反 して就労する場合 (資格外活動) と在留期間を超
えて 出入国管理法上の 不法在留状態で就労 して い る場合などが挙げられる｡
現在不法就労者 に 対する 正確な統計は把握され て い な い が ､ 不法在留者 の統
計か ら推定する こ とができる ｡
不法在留者を中心 に把握された外国人不法就労者数は ､9魂年に 4 2､2 3 且人 の水
準に過ぎな か っ た が ､景気の 好況 に伴 っ て 労働力需要 の増加 ､ 国内労働者 の い わ
ゆる 3 K業種 の 忌避風潮の 拡散などの影響で 95年に は81､866人 に 2倍近く増
加 し､ さらに 97年に は 且48,048人 まで急増 したo その 後､ い わ ゆる ｢通貨 o 金融
危機+ の ため ウォ ン貨価値の 下落等の影響で不法就労者数は減り つ つ あり ､98年
6月 現在に は 95､0 27人 に減 っ て い る ｡
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(4-且3)年度別不法就労者 の推移
(単位 : 人)
年度別 1991 1992 1993･ -194 195 1996 19971998.6
人 数 41,877 30,899 54,508 42,231 81,866 129,0 54148,048 95,0 27
出所 : 法務部 出入管理局入国審査課資料
こ れ ら不法就労者 の 国籍別分布をみ る と ､朝鮮族を包含 した中国人が 53､429
人 で 全体の 56､2%を占めて い る ｡ 次い て バ ン グラデ シ ュ 出身が 6､939人 で 7､
3%､ フ ィリ ピ ン 出身が 6,3 02人 で 6, 6 %をそれぞれ占めて い るo
(4･ 且4)国籍別不法就労者現況
1998年 6月末現在
国 籍 合 計 中 国 フ ィ リ バ ン グラ パ キ ス タイ ベ トナ そ の他
別 ピ ン デ シ ュ タン ム
人数 (人) 95, 02 7 53
,
429 6,302 6,939 3,350 2,528 3,181 19,298
構成比(%)100 56.2 6.6 7.3 3.5 2.6 5.9 20.3
出所 : 法務部出入管理局入国審査課資料
2) 不法就労に対する法的 ･ 政策的対応
外国人不法就労の増加 は ､ 労働市場に 悪影響を与えるだ けで は なく社会 ｡ 文化
的な摩擦や人権に係わ る 問題 を引き起 こすため ､ 政府 は外国人不法就労に 対す
る法的 ･ 行政的対応策を設けて い る ｡
まず ､ 出入 国管理法上 の使用者罰則規定を設けて ､ ①就労活動がで きる在留資
格を持たな い外国人を雇用 した者､ ②また ､外 国人 の 雇用 を業と して斡旋 ｡ 勧誘
した者 ､ ③不 法滞在者 の 雇 用 を斡旋する目的で自己 の 支配 下 に置 い た者に対 し
て ､3年以下 の懲役ま た禁銅 ､ ま たは 1千 万 ウォ ン以下 の 罰金 に処する こ とと して
い る (法第 9 4条) 0
また ､ 不法就労外国人 に 対す る罰則 も設 けて ､①就労活動がで きる在留資格を
持たな い で就労 した者に対 して ､ 3年以下 の懲役 また禁銅 ､ または 1千万ウォ ン 以
下 の 罰 金 を ､ ②就労活動がで きる在留資格を持 つ 外国人 が指定された勤務場所
を離脱 して就労する場合に は ､1年以下 の懲役また禁銅 ､ または 5 0 0万 ウォ ンり下
の罰 金 にそれぞれ処する (法第 9 5条) 0
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こ の ように 不法就労に対 して厳 し い罰則規定を設けて い る の は､ 外国人 の 不
法就労を防ぐと い う意図によるも の と解されるが ､ これ らの 規窟の執行に お い
て は ､ 実効性 が乏 しい と い う批判がある o 特 に ､不 法就労外国人 に 対する強力な
罰則条項は ､ そ の 適用 に お い て 果 して実効性があるか に つ い て疑問を抱かざる
をえな い ｡
一 方､ 政府は 研修制度の 全面拡大実施以前で ある 且992 年 ､急増する不法就労
外国人 を減らざるをえない状況 に迫られ ､
"
不法在留外国人自主申告期間 (96
年 6月 且0 日か ら 7月 31 日まで)
''
を設定 して 同期間の間に自主申告 した者に
対 して 出入 国管理法上 の 処罰を免除 し､段 階的に出国させる措置を取 っ たr,
そ の結果 ､自主申告 した不法在留者は､6且､且26人 (中国 2 2､035人 ､ フィリ ピ ン
18､993 人 ､ バ ン グラデシ ュ 8､9 50人 ､ネパ ル 5､036人 ､ その 他6､且且2人)で あり ､
こ の 中で製造業に就労 して い る4 2､魂80人に 対 して は ､人手不足と い う理 由で 92
年末まで順次に出国するよう猶予措置を取 っ た ｡
こ れと別 に ､9 2年 12 月 には ､出入国管理法を全面改正 して ､不 法就労者及びそ
の 雇用 主 に対する罰則を強化 し ､不 法就労を斡旋 した者に対する罰則規定を新
設するなど法律を整備 した ｡ こ れ とと もに ､ 研修生 の 受け入れ拡大を通 して雇用
主が不法就労者を研修生 に交替す るよう誘導 し､ 近 隣低開発国か らの 入国者に
対する入国審査 を強化 して 不法就労者の増加 を抑制する政策を取る こ とに な っ
た (15) 0
19 97 年末 の 通貨 ｡ 金融危機 によ る景気後退 の 深刻化以後､ 国内労働者の 大量
失業 事態 に 直 面 し て 政府 は ､ 再 び 不 法 在 留者 に 対 す る 自 主 申告期 間
(19 9 7.1 2.2 7-9 8. 4. 30) を設定 し ､ 同期間 の間に自主申告 した不法在留者に対 し
て 出入国管理法上 の 処罰 を免除 し ､ 不法就労者 の 雇用 主に対 しても追跡調査を
省略 して処罰を免除 した ｡ こ の ような処罰免除措置と通貨 ･ 金融危機による貨幣
(ウォ ン) 価値 の 下落が原因に な っ て ､ 不法在留者 53､389人が自主出国する こ
とに な っ たの で あ る ｡
( 注)
(1) タ ー ン キ ー (tu r nkey) 方式とは ､ 建設プ ロ ジ ェ ク トの 受注とともに ､ そ の 事業の 遂行に
必要な労働力 の 調達 ･ 管理に つ い て も ､ 一 括 して 責任を持 っ て 請け負うとい うやり方を い
う｡
(2) ヤ ン カ ン シ ュ ､ ｢韓国の 労働市場構造と外国人労働者 の 現状と課題+ ､ 大坂経済法科大学
出版部 『外国人労働者問題 の展望』 19 95. p p.20 6-20 7参照｡
(3) 我山社会福祉事業財団 『韓国 の海外就労､ 昨日 ･ 今日そ して 明 日』 の ｢韓国労働者の海外
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人力進出推移+ 1988.p.4 6参照o
(4) 労働部 の 鉱夫受け入れ の 必要性提起に対 して ､労働団体の反発及 び関係部処間の異見で
白紙化された o
(5) ヤ ンカ ン シ ュ 前掲注 (2)p.2 14= 以 下参照o
(6) 労働部｢単純技能外国労働力の 国内就業に関する政策代案+ 19 94.pp.3･4.
(7) 産業技術研修制度の 導入経緯に つ い て は ､ 中小企業協同組合中央会『外国人産業技術研修
白書』p.18以下参照｡
(8) ｢外国人 産業技術研修査証発給等に関する業務処理指針 (法務部訓令第 2岳S号) + 第2
条｡
(9) 出入国管理法施行令及び外国人 産業研修制度運営に関する指針 (中小企業庁告示 19 9 8
- 14号) 参照｡
(10) 産業研修生 の欠格事由は ､①大韓民 国で禁鍋以上 の刑罰を受けた ことが あ っ たとか ､外
国 で こ れに準する刑罰を宣告され た事実があ る者 ､ ②大韓民国で 出国命令また は強制退
去命令 を受けて 出国 した者 ､③大韓民 国で 6 ケ月以上不 法で在留 した事実が ある者 ､④不
法就労の 目的に入国する恐れが あ ると認められる者 ､⑤そ の 他､ 一 般的な入国禁止事由に
該当する者o とな っ て い る (出入国管理法施行令第2 4条の 4) a
(l l) 製造業部門の 研修対象業種を具体的に見ると ､ 飲 ･ 食料品製造業､繊維製品製造業､ 衣
服及 び毛皮製品製造業 ､ 革 ､ カ バ ン ､ 馬具類及 び履き物製造業 ､ 木材及び木製品製造業､
パ ル プ ､ 舵及び紙製品製造業､ 印刷業 ､ コ ∵ ク ス ､ 石油製品及 び核原料 ､化合物及び化学
製品製造業 ､ ゴ ム及 びプ ラス チ ッ ク製品製造業､ 非金属 ､鉱物製品製造業､ 第 1次金属産
業 ､組 立て金属製晶製造業､ 他に分類 されな い機械及び装備製造業 ､事務計算及び会計用
機械製造業､ 他に分類されない 電気機械及び電気変化､ 映像 ､ 音響及 び通信整備製造業 ､
医療 ､ 精密 ､ 光学機器及び時計 ､ 自動車及 び トレ ー ラ ー 製造業､ そ の他 ､ 運送装備製造業 ､
家具及び其の 他製造業､ 再生材料加 工処 理業等 22 の業種 で ある0
(12) 産業研修活動が認 められ る企業は ､ ①外国為替管理法第3条第1項 15号の規定によ っ て
外国 - 直接投資 した企業､ ②技術開発促進法第 10 条の 2 の規定に より ､ 外国 - 技術を輸
出する企業, ③対外貿易法第22条第 1項の規定により ､ 外国 - 産業設備 を輸出する企業､
④所管中央行政機関の長が指定 ･告示する企業関連機関, 団体の長が推薦する企業な どで
あ畠 (出入 国管理法施行令第2 4条の 2) o
(1 3) ソ ル ドン フ ン ｢外国人労働者と韓国社会の相互作用+ ､ 未来人力研究セ ン タ ー 『外国人
労働者の 現実と未来』19 9 7. p.20 0参照｡
(14)研修就業制度は ､ 日本 の技能実習制度をモ デ ル に して 創設 した制度と して ､ そ の 内容は
日本に比 べ て 多少表現の 違い は見られ るもの の ､ その 中身はほとん ど同 じで ある｡
(15) 羅永 ドン ｢外国人 労働者政策過程 に関する研究+ ソウル 大学行政大学院修士学位論文 ､
19 96.p .3 30
1 52
第3節 外国人労働者受け入れ及び管理関連法制
韓国に おけ る外 国人 の 国内就労などに関する法規は ､ ｢出入国管理法+及び ｢出
入 国管理法施行令+ に基 づ き ､ 外国人 の 入 国 ､ 査証発給並びに認定書等の 内容を
定めて い る｡
また ､ 外 国人政策の関連部署は ､ 法的根拠と いう側面で の 主務官庁は法務部で
あるが ､査 証発給に つ い て は外務部に 一 部業務が委任され て い る｡ ま た就労に つ
い て は 労働部の 協調を必要と し､ 外 国人産業研修生制度に関して は通産産業部
と中小企業庁が係わ っ て い るo
外 国人産業技術研修制度は､且99丑年 且0 月 に制定された法務部の 訓令で ある
｢外国人産業技術研修査証発給等に関する業務処理指針+ によ っ て ､海外投資 ｡
技術提供 4 産 業設備輸出企業の 場合は ､ 同指針に 基づ い て ｢中小企業協同組合中
央会+ を通 じて 運営され て い た｡ しか し､ こ の 指針は 出入国管理法令の整備に よ
り ､98年 4月 且 日廃止 され たo
また ､95年 且月 に研修生の妨悪な労働条件や保護問題が社会問題化 (1) され ､
労働部は 同年 2 月 1壊 日 ､ 関係部署の協議を経て ｢外 国人産業技術研修生の保護
及び管理に関する指針+ を制定 した｡
こ れ と は別 に ､ 中小企業庁と中小企業協同組合は研修生制度をより効率的運
営するために 96年 9月 に ｢外国人産業技術研修制魔の 運営に関する指針+ ､96
年 且且月 に ｢外国人産業技術研修協力事業 の運営要領+ を制定 したo
出入国管理法令
出入国管理法 は ､且963年 3月 5 日 に制定 ｡ 公布きれ た法律で ､ 韓国 に入国又 は
韓国か ら出国するす べ て の 国民及 び外 国人 の 出入 国管理と韓国に在留す る外 国
人 の 在留管理並び に難民 の 認 定手続き などに 関す る事項を規定 した も の で あ
る ｡
同法 は ､ 外 国人が入国の際に必 要な査 証及び上陸許可に 関する事項 ､ 就労活動
が で きる在留資格がな い 外 国人 の 雇 用制 限 ､ 産業研修生 の 保護や管理 の 基本原
則を定めて い る｡ ま た ､外 国人 の 登 録及 び強制退去対象者 ･ 手続き なども定めて
い る Q
そ して ､ 出入国管理法施行令は ､6 6年1月 12日に公布 された大統領令と して ､
出入 国管理法 に基 づ き ､ 外 国人 の 入国査 証発給及び在留資格などに 関す る 具体
的な事項を規定 して い る ｡ ま た､ 同令は 98 年 4 月 に改正 され ､ 就業活動がで きる
在留資格と して ｢研修就業 (E･8) + を新設 し､産業研修生 に 関する事項及び研
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修就業要件､ 管理 ､ 等を具体的に定めて い る ｡
外国人産業技術研修査証発給などに関する業務処理指針
出入国管理法令に基づ き ､91年 10月 26 日に同｢指針(法務部訓令第 256 号)+
及 びそ の ｢施行細則+ を制定して ､ それ を元 に91年 1 1月 1 日か ら産業技術研修
制度が施行された ｡
同指針 は ､ 出入管理法施行令及び同施行規則 に よ る査証発給認定書を発給 に
お ける そ の 範囲 を合理的に調整 し､ 研修生 に対する効率的な管理 の た めに 必要
な事項を定めて い る ｡ また ､ 同指針は ､ 研修目的査証発給対象者､ 研修人数及び期
間 ､ 査証発給認定書の 発給､ 研修者管理並び に実態確認､ 研修推薦団体指定 ｡ 取 り
消 し の 要 求等､ 研修生 調整協議会 の 設置な どの事項が規定され て い た ｡ し か し ､
同指針 は ､ 出入 国管理法施行令が 98年 4 月 1 日 に改正 され る こ とに よ っ て同 日
時 に廃 止 され て い る ｡
外 国人産業技術研修生 の 保護並び に管理 に関する指針
同指針は､ 労働部が研修生と して 入 国 し ､ 事業場で 研修を受ける者の保護及び
管理 の適正 を図るために95年2月 14日に例規第2 58号で 制定 したもの で あ る｡
こ の 指針には ､ 研修生 の 地位 に つ い て
` `
出入 国管理法令 に基 づ き ､研修生身分
の 滞留資格を持 っ て 研修過程 で 現場研修 の特性上 ､ 事実上 の 労務を提供 し､ 貸
金 ｡ 手当な どの い かなる名称で も労働の対象が支給されて い る場合には､ こ の 指
針 に定める限度内で労働者と して の権利 ･ 義務 を持 っ も の で ある ｡ ” と定義 し､
研修生 を事実上 の労働者と して の 性格を明らか に して い るo
また ､ 研修生保護 に つ い て " 研修生は ､ 勤労基準法 ､最低賃金法 ､ 産業安全保健
法､ 産業災害報償保険法及び医療保険法 の 基本的な立法精神 に基 づ い て ､ 一 定 の
保護 を受け る｡ ” と規定(こ れ らの きて い に つ い て は 第 4節参照) するなど､ その 保
護 に関す る基本的な事項を定めて い る ｡
外 国人産業技術研修制度 の 運営に 関する指針
同指針 は ､研修生制度を効率的に運営する こ とに よ っ て ､ 中小企業の 労働力不
足緩和及び開発途上国に 対す る産業技術協力強化 の ために必 要な事項を定 める
こ とを目的に 96年 9月 19日中小企業庁が制定 ･ 告示 したも の で ある ｡
こ の イ指針+ には ､ 研修対象業種 ､送 出 し国 の 選定､ 外 国人研修協力団 ､ 送 出 し
機関､ 研修生 ､研修業態､事後管理などに関する事項を定 め て い る｡
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一 方 ､ 中小企業協同組合中央会は ､ 同指針が制定され ､ ｢外国人産業技術研修協
力事業の 運営要領+ を96年 11月 19日 に新たに制定した｡ こ の ｢運営要領+ に
は ､ 送出 し機関の 選定及び評価､研修生 の選抜 ｡ 推薦並びに教育､研修企業の申請
及び選定 ､事後管理業体の指定及び指導 ･ 監督な どの 研修協力事業の 運営に必要
な細部事項を定めて い る｡
( 注)
(且) 1995 年 1月 ､劣悪な労働条件に不満を抱くネバ ル 人研修生数十人と国内 - 部の 労働団体
が共 同で ､ 明洞聖堂で奄城に入 っ た事件が起こ っ て ､ 研修生の 処遇閉館が社会閉館化され
る o
1 5
第4節 外国人労働者に対する労働法適用 の 現状
基本原則
｢憲法+ には ､ 外 国人が基本権 の 主体 に なる こ とがで きる か どうか に つ い て ､
明確な規定を置い て い な い ｡ 但 し､ ｢憲法+ 第 6条 2 号に
"
外国人 に対 して 国際
法と条約が定めると こ ろによ っ て そ の 地位が保障される｡
” と定められて い る ｡
また ､ ｢勤労基準法 (日本の 労働基準法に当たる) + による と
"
使用者は勤労
者に対 して男女の差別待遇を して は な らな い し､ 国籍 ｡ 信仰または社会的身分を
理由と して勤労条件に つ い て 差別的処遇を して は な らな い ｡
”
( 法第5条) とな
っ て お り ､ また ､ ｢労働組合及び労働関係詞整法 (日本 の労働組合法と労働関係
調整法 に 当たる) + で は
"
労働組合 の組合員は い か なる場合 にお い ても ､ 人種 ､
宗教 ､性別 ､ 政党､ または身分に よ っ て 差別待遇を受けて はな らな い Q
” (法第 9
条) と定め てお り ､外国人労働者もそ の在留資格上 の合法又 は不法 を問わず原則
的 に法律上 の権利主体及 び権利保護 の 人的対象と して認 められ て い る0
こ の ような基本原則に従 っ て ､ 韓国で就労活動が で きる適法在留資格を持 っ
て 就労 して い る外国人に 対 して は､ 国内労働者と同 じく労働法が適用される ｡ と
こ ろが ､技術 の 研修を目的に入国 して 研修を受けて い る ｢研修生+ と ｢不法就労
者+ の 労働法適用をめぐ っ て は議論がある ｡
研修生
現行出入国管理法(第 19条の 2) は ､ ｢政府は産業研修活動が で きる在留資格
を持ち ､ 指 定され た産業体で 研修 して い る外国人 の 保護 の た めに必要 な措置を
取らなければならな い+ と い う宣言的規定を置 い て い る｡
どこ ろが ､ 労働保護法 の適用 に お い て ､ 研修生に つ い て は ｢出入国管理法+ 上
の (産業研修) とい う在留資格で 入 国 して ､ 技術 ｡ 技能または知識 の 習得を目的
に研修に従事 して い るの で ､原則的に ｢勤労基準法+ 上 の 労働者と して 見て い な
い (1) 0
但 し､ 労働部指針 (2) により ､ 研修過程で 現場研修 の 特性上 ､ 事実上 の 労務を提
供 し ､ 貸金 ･ 手当等の 名称 で労働 の 対価を支給されて い る場合に は ､
一 定の 限度
内で の 労働者と して の 権利 ｡ 義務が認 められ て い る｡
こ の指針に よる法適用範囲 は ､ ｢勤 労基準法+ 上 の 暴行及 び強制勤労禁止 ､ 研
修手当 の 定期 ｡ 直接 ･ 全額 ･ 通 貨払 い 及び金 品清算､ また研修期間 ､
■
休憩 ｡ 休 日 ､
時間外 ｡ 夜間及び休 日研修で ある ｡ そ して ､最低賃金水準の保障､ 産業安全保健 の
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確報､ 産 業災害報償保険及び医療保険の適用などで ある ｡ しか し ､ 大部分の 研修
生 の 場合 ､ 産業研修の特性上作業現場 で事実上労務を提供 し､ 研修手当と いう名
目 の 貸金を受領 して お り ､ 労働者と の境界が不明確 で ある こ とな どか ら法適用
上に多く の 問題点が ある｡
こ の研修生とは 別に ､98年 4月 に創設された研修就業制度により ､産業研修か
ら研修就業 - の 在留資格変更許可を受けた研修就菜者に は ､ 内国人 と同様に労
働法などが適用される ｡
不法就労外国人
｢出入 国管理法+ 第 18条第 且 項及 び第3 項は ､
"
外国人が大韓民国で就業 し
よう とす るとき は大統領令が定めると こ ろに よ っ て就業活動がで きる在留資格
を取得 しな けれ ばな らな い ｡ ま た同在留資格を有 しない 者 を雇用 して は な らな
い
｡
''
と規定 して おり ､ 同法に よる適法な就業在留資格な しに就労 して い る外国
人は 不法就業者と分類される｡
こ の よ うな不法就業者の 労働法適用問題をめぐ っ て ､従来政府は ､
"
適法 な就
業在留資格を持 っ て い な い 外 国人 と の 雇用契約は ､法律上 の 雇用制限規定に違
反す るも の で あり無効(効力規定説) (3) で ある か ら勤労基準法上 の勤労者で は
な い ｡ 従 っ て ､ 勤労基準法が適用されな い ｡
”
とい う基本論理 の 下で ､ 労働部の指
針 (94年 9 月) により人道的な次元 で産業災害補償保険及び勤労基準法 の 一 部
を適用 して行政指導を通 じて保護 して きた ｡
しか し､ こ の 法論理は 大法院 (日本の最高裁判所に 当た る) などの 司法部によ
り否認 され た (4) ｡ こ れ は ､ 特 に不法就労者の労働法適用をめぐる代表的な事件
で あ る興進事件 (5) で の大法院の 判決 で 明 らか に な っ て い る ｡ 即ち､ " 出入 国管
理法上 の外 国人雇 用 の 制限規定(旧法第 15条第 1項及び 2項) の 立法趣旨が単
純 に 外国人 の 不法在留 の み を取り締まるため の も の で は な い と し､ 同規定 は就
労資格が な い 外国人 の流入 に よる国内雇用市場 の 不安定を解消 し､ 労働力の効
率的な管理 ､ 国 内労働者の 労働条件 の 維持 な どの 目的 を達成するために外国人
の 就労資格に つ い て 規律する同時 に就労資格 が な い 外国人 の雇 用 を禁止 しよ う
とす る立法目的をも併せ持 つ も の で あ る ｡ なお ､ 外 国人雇用 制限が こ の ような
立法 目的をも つ も の の ､ こ れ は就労資格がな い 外国人 の雇 用と い う事実的行為
自体を禁 じるも の で あり ､ 就 労資格がな い外 国人が事実上提供 した労働に とも
なう権利な い し既 に形成された労働関係 に お い て 労働者と して の 身分に よる労
働 関係法上 の 諸般権利などの 法律効果まで禁止する規定で は な い ｡ したが っ て ､
就 労資格が な い 外 国人が 出入国管理法上 の 雇 用制限規定を違反 して 労働契約を
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締結したと して も ､ これ を理 由に 労働契約 が当然に無効となるも の で は な い
”
と して い る｡
こ う した不 法就労者の労働法適用に関する裁判所 の 一 貫 した判 決に 沿 っ て 政
府 は 199 8年 7月 か ら これ に関する既存 の方 針を転換 し､ 不法就労者に 対 して も
労働法を適用 して保護する こ とにな っ た の で あ る (6) 0
そ の 法 的な論理 は , ①憲法 上 の 外 国人 は国際法と条約が定めると こ ろに より
そ の 地位が保障され ､IL O協約 且43号 9条に基 づき ､ 不法就業外国人も報酬 ､社会
保障及びそ の他給与 にお け る 同等な待遇 を受けなければならな い と規定 して お
り ､ ま た勤労基準法 に も国籍 に よる差別 を禁 じて い る②不法在留外国人 の 雇 用
を禁 じて い る 出入 国管理法 の規定 は ､就業資格有 しな い 外国人 の 雇 用と い う事
実行為自体を禁止 する公法上 の制限規定で あり ､ そ の 外 国人 が事実上提供 した
勤労に伴う私法上 の 効力まで 否認するも の で は な い③ っ まり不法就業外国人と
結ばれた労働契約 は有効 で あり ､ 当然に勤労基準法上 の労働者と して認 め る べ
きで ある ､ と い うこ とで ある｡
(注)
(1) 労働部行政解釈 ､ 勤準6 82 0 7- 1676(19 94年 10月 25日) o
(2) 労働部例規第 36 9号 (199 8年 2 月 2 3日) ､ ｢外国人産業技術研修生 の保護及び管理 に
関する指針+ o
(3) 出入 国管理法上 の 外国人雇用制 限規定の 法的性格に つ い て ､ 学説 の対立が あるo 一 つ は ､
｢団束法規説+ と して ､ 出入国管理法上 の 外国人雇用制限規定は ､ 国内に在留する外国人
の在留管理に関する事項に対 し､ こ れ を規制するた めの もの に過ぎない から同規定に違
反 した雇用契約も有効で あるとい う見解で あるo もう 一 つ は ､ ｢効力規定説+ で ､ 出入国管
理法上 の外国人制限規定は ､ 国内雇用市場 の安定及 び労働力の 効率的管理などの 目的を
達成するた めに､外国人 が国内で就業活動ができる在留資格に つ いて ､ こ れを法律的に規
制するた めの もの で ある｡ 従 っ て ､ 同規定に違反 した雇用契約に つ い てそ の 法律効果を認
めない とい う見解で ある｡
(4) これ に関する判例と して ､ 大法院9 5年 9月 15 日宣告､ 9 4 ヌ 120 6 7判決及 び ソ ウル地法
9 7年 4月 4 日宣告 96ナ 556 6 1判決 ､ ソウル 高法9 3.l l. 16宣告､9 3ク 16 774判決などが
あるo
(5) 大法院9 5年9月 1 5日宣告､ 9 4 ヌ 12 06 7判決 ､ 療養不承認処分取消､ 法院公報 10 02号
p.3 4 160
(6) 法務部有権解釈 ､ 法審6 10 10- 4 15(98年 7月 11日) o なお ､ 労働部は ､ 1 99 8年 1d月
10日■｢外国人労働者民願処理指針 (勤基6 8 20 卜 265 2)+ を制定し ､ 外国人 が勤労基準
法適用事業所 での 労働 で あれ ば ､ 出入国管理法違反事実が あ っ たと して も同法を適用 し
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て保護するように したo
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第5章 日本と韓国の外国人労働者政策の評価及 び問題点
第且節 外国人労働者受け入れ法制 ｡ 政策の 特徴及び問題点
第 3 ｡ 4 章で ､ 日本 ｡ 韓国にお ける外 国人労働者政策の 生成背景及び現状など
に つ い て ､ 法的か つ 実体的観点か ら分析 ｡ 検討 を行 っ た ｡ そ こ で ､ 本章で は共通点
が多 い 両国 の 現行 の 外 国人労働者受 け入れ政策 ｡ 制度にお ける特徴な い し問題
点に つ い て まと めて置く こと とする ｡
外 国人労働者受け入れ法制及び政策上 の特徴
1) 法制上 の 特徴
両国とも ､ 現行 の 外国人労働者受け入れ法制上 の特徴と して は ､ 次 の ような点
が考えられ る o
外国人 労働者受け入れ政策が､ 入 管法令及び法務省 (韓国 の場合､ 法務部) の
指針 ｡ 告示(1)な どに基づ き ､ 主に 出入 国管理行政 の次元 で行われ て い る点 で あ
る｡
両 国 の 出入 国管理制度 は ､ ア メ リカ移 民法 の 影響を受けて ､ 出入国管理 に重点
を置い た い わゆる ｢米国型+ (2)の 制度 を採用 して い る. こ の 制度は ､ 外国人が就労
活動 をす る た めに入 国す る場合､ 渡航前に査証 を得て く る こ とを原則と して い
る ｡ また ､ 入 国許可 に お い て 同時 に在留も許可され ､ か つ 国内で の就労活動 が で
きる在留資格及び在留 で き る期 間 が決 め られ る ｡ 即 ち､ 入 国す る外 国人 の 在留 ､
就労 を 一 元 的に管理す るも の と な っ て い る . したが っ て ､ 在留管理 は ､入 国 の 際
に許 可され た滞在の条件 (在留資格､ 在留期間) 内の 活動 を行 っ て い るの で あれ
ば ､ 就 労活動中 に特別 な コ ン ト ロ ー ル 策が設 けられ て い な い ｡ そ の 故 ､ 受 け入れ
た外 国人労働者 の 就労活動 に つ き ､ 入 国時 の 条件が 維 持 され て い る か どう か な
どを継続的に フ ォ ロ ー ｡ ア ッ プする こ とが事実上不可能 に な っ て いる 0
2) 政策上 の 特徴
外国人受け入れ政策上の特徴と して は ､ ｢単純労働分野 - の 受け入れ禁止+ と
い う政策 の 基本方針は維持 しなが ら ､研修制度､技能実習制度 (韓国 の 場合 ､研修
就業制度) などを通 じて事実上単純労働者を受け入れ活用 して い る点で ある｡
日本 の 場合､ 外国人労働者受け入れ問題が本格的に登場 しJ=8 0年代後半以降､
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若干 の議論があ っ たも の の ､ 外国人受け入れ に つ い て 終始 - 賞 して
"
単純労働者
受け入れ の原則禁止
''
とい う単純労働者排除の基本方針を表明 して きて い る｡
しか し ､ 政府 は単純労働分野 に 深刻な人手不足 に悩 ん で い た企業側の労働力
需要 の 要請に は 対応せざるをえな い とい う苦 しい 政策選択に迫 られた｡ そ こ で ､
案出され たの が 89 年の 入管法改正 で の ､ 労働力不足解消型 の 研修生受け入れ拡
大 (3) ､南米 日系人労働者 の受け入れ ､ それ に続く 93年 の 技能実習制度の 発足 で
ある . こ の よう な 一 連の 政策により ､ 単純労働分野 - の 外国人 の 受け入れを事実
上図 っ て い るo
ま た ､韓 国 の 場合も ､ 外 国人労働者受け入れに つ い て の基本政策方針は､ 日本
の そ の も の とほ ぼ同様で あり ､ 急速な経済成長過程で の 深刻な労働力不足に対
応するため 9丑 年 に ｢産業技術研修制度+ を創設 し､ 大量 の 単純労働者を研修生
とい う名 の 下で受け入れて 活用 して い る ｡ それに続 いて ､98 年には日本の技能実
習制度と性格が同 じの ｢研修就業制度+ を導入 して い る o
外国人労働者受入れ法制 ｡ 政策上 の 問題点及 び課題
以上 ､ 両国 の 外国人労働者受け入れ法制及び政策上 の 特徴に つ い て述 べ たが ､
他方 ､ 同法制 ｡ 政策は多く の 問題点 を抱えて いる ｡
且) 法制上 の 問題
両国の 外 国人受け入れ法制が抱えて い る今 日的問題と して は ､ 従来か ら問題
提起があると こ ろで あるが ､ 現行 の 出入国管理制度が入国す る外国人 の在留 ､就
労 を 一 元的に管理する形とな っ て い るため ､ 外 国人労働者を労働者と して 取扱
い彼らを保護す る ､ ある い は権利保障す ると い う労働政策上 の観点をほ とん ど
反映 しない シ ス テ ム とな っ て いる こ とで ある｡
例 えば ､ 同 じ法制 を採用 して い るア メ リカ の 場合は､ アメッカ労働者と競争が
予想されうる外国人労働者 の 受け入れ の際に労働市場 の状況 に よ っ て 判断 し､
保護が 図られる よう労働許可制を採用する こ とに より同制度の 欠点 を補完 して
い る ｡
2) 政策上 の 問題
両国とも ､今ま で取 られ てき た 一 連の 政策は ､
"
単純労働者受け入れな い
''
と
い う既存の 基 本政策 の 方針 は 堅持 しなが らも事実上単純労働力 の導入を図ろう
と い う点 で ､様 々 な問題点を抱 い て い る｡
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日本 の 場合は ､ まず第 且 に ､ 研修 ｡ 実習生制度か らの 問題 が挙げられるo 同制度
は ､ それ なり に評価で き る面 があ る とい う こ とを全面否定で きな い が ､ 第3 章で
そ の 創設経緯及び現状､ 問題点 で 既 に 明 らか に したよう に ､①研修生 は ､ 単に 法
務省 の告示 に基 づ き ､ 研修 の 名 の もと に受け入れられ て 人手不 足 の 分野 で相対
的に安 い 研 修手 当 の ままで就労させ られ なが らも ､ 労働者と して の 諸般 の権利
が保障されな い とい う問題が指摘される ､②また ､ 新た に設 けられた技能実習制
度も事実上労働に従事 しなが ら労働者と して の 権利が認められな い と い うこれ
まで の 法的枠組 の重要な矛盾を解決 したも の の ､ そ の 制度創設経緯が研修生と
とりわけ中小零細企業側 の 双方 の 要望 に応えた苦心 の策で あり ､ そ の 政策上 の
矛盾 か ら生 じる各種問題点(4)等に鑑み る と､ 果た して 同制度が長期的な政策と し
て 定着 し､ 円滑に機能する か疑問 で ある ｡
第 2 は ､ 南米 日系人労働者受け入れ問題で ある｡8 9年 の入管法 の改正 で ､ 日系
人 は 日本 で の 就労に 対する制限がなくなり ､ そ の 数は急増 して お り ､97 年現在
27 万人を上 っ て い る｡ しか し､ 彼 らの 大多数は愛知県や静岡県など 一 部地域 の零
細中小企業 に集中配置され単純労働に従事 して い る ゆえ ､ 労働条件 で の差別や
不利益取扱 い を受ける場合がある等 の 問題点が指摘されて い る(5)0
さ らに ､最近 日本の景気低迷 の 中で失業率が 4%を超え､ 雇用調整 の 対象とさ
れると い う事実 (6) は ､最も弱 い立 場に置かれ て い る彼 らが景気変動 の中で新た
な産業予備軍と して景気 の 調節弁 とな っ て い る ｡ こ の こ とは ､血統 主義に 基づく
単純労働者の受け入れが い か に 日本側 の都合 の み で行われて い る か を克明 に示
して い る ｡
韓国 の場合も､ 単純労働分野 の 深刻な労働力不足状態を解消するために ､91 年
に導入 した ｢産業技術研修制度+ は ､ 制度実施初期か ら研修生 に対する低賃金 ､
長時間労働等の 劣悪な労働条件問題や労働法的保護問題などが続出 して い る ｡
特 に ､9 6年未の 研修生 の失綜率(7)3 0%が示 して い る ように ､大量 の 不法就労者を
作り出 して い るな ど奇形的な制度と して様々 な問題が 引き起 こ され て い る｡
また ､ 日本 の 技能実習制度をふまえて 98 年 4 月 に導入 した
"
研修就業制度
”
は､ まだ施行初期で あるが ､ 日本 の 経験 か ら見 られ るような問題点が引き起 こ さ
れる の は十分に予想で きる もの で ある｡
つ まり ､ 両国 の 単純労働分野 の 外 国人労働者受け入れ政策は ､ 表面 的に は
"
原
則的受け^ れ禁止 ” とい う基 本政策は 維持 しなが らも ､ 実態と して は ､労働力の
不足状態を解消する方便と して ､ 単に 出入国管理政策の次元 で ､ 日本で は い わゆ
る研修生や南米日系人等､ 韓国 で は産業技術研修生 の受け入れ に続く ､新たな技
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能実習生制度､ 研修就業制 の導入 で ､ 単純 ｡ 未熟練労働分野 - の 低賃金外国人労
働者の受け入れがな し崩 し的
■
に進ん で い る｡
こ の ような ､ 両国の 矛盾 した政策的対応は ､自国労働者と外国人労働者との労
働条件 の 差別 問題 や労働法上 の 保護側面 で の 問題 な どを引き起 こすだけで ある｡
こ の こ とに 鑑み る と､ 外 国人労働者受け入れ に長 い経験を持 つ ､欧米諸国の 外国
人労働者受け入れ に対す る法的 ｡ 政策的対応を踏まえながら法的 ･ 制度的な整
備 を急がなければならない と思われる ｡
(往)
(1) 外 国人受け入れ 関連主要法令及 び各種指針 ･告示 と して ､ 日本の 場合､ 入管法､ 入管法施行
規則 ､技能実習制度に係る出入 国管理上 の 取扱い に関する指針 ､入 管法第 7粂第 1項第2
号 の基準を定める省令 (省令第6 骨) 及び 同省令の研修の 在留資格に係る基準の 五骨の
特例を定め る件 (法務省告示第 246号) などがあるo また､ 韓国の場合は ､出入国管理法
及 び同施行令 ､ 同施行規則､ 外国人産業技術研修制魔の運営に関する指針 (中小企業庁指
針) などがあ る｡
(2) 外国人を受け入れ て い る各国は ､ 自国の 置かれて い る国際的, 地理的な条件や ,政治的､ 経
済的 ､ 文化的な諸条件に適合する よう外国人 の 入国及び在留を規律するための国内法を
制定 して い る ｡ 法制は ､ 各国様々 で あるが大きく分けると ､在留管理に重点を置い た｢西欧
型+ と出入国管理に重点を置い た ｢米国形+ に分けられ る｡ アメ リカ ､ 日本 ､韓国は､ 後者
の ｢米国型+ に属する(小井上 有治編著『外国人労働者政策と課題』税務経理協会19 92.
p p.3 4
･35) o
(3) 入管法改正後である 90年 9月 19 日の 朝日新聞で は､ 外国人労働者閣僚懇談会の意見交
換の さまを報 じて ､
"
外国人 労働者 を組織的に受け入れ るた めに､ 研修制度を拡充する こ
と で意見 の 一 致をみた
”
と表現 して い るo
(4) 技能実習制度の問題点と して は ､賃金な どの労働条件上 の差別問題 ､夫掠による不法就労
者化な どを挙げられる ｡ 詳細は ､ 本稿第 3章第4節を参照された い 0
(5) 海外 日系人協会の ｢日系就労者の 実態調査+ によると ､南米日系人 は ､本国で の教育水準
の 高さに もかか わらず ､9 0%近く が単純未熟練労働に従事し､ また労働条件に つ い て も､
70%が労働条件が違 っ て い ると し､ 差別や不利益取扱 い を受けたとするも の が 30% 強に
上 っ て い る (国際人流 58･5 9号参照) 0
(6) 毎日新聞 ､ 19 98年 7月 20日 の記事に よると､ ｢橋の 下 で生活食事もろく になく+ とい う
題下 で ､ ブ ラジル から の T V報道を引用 して
"
日本の経済不況の た め日本にい る日系ブラ
ジル 人(約23万人)の うち約 3万人 が解雇や倒産で 失業状態で あり ､ そ の なか で約 3､5 00
人 が栄養失調などで 医者 の 緊急診断が必要で ある
”
と報じて い る｡ また ､9 4年 12月 の
第 2次出入 国管理政策懇談会報告書 ｢出入国管理 の 現状と当面 の 課題+ にお い て も
"
日
系人 は景気後退 の 中で真 っ 先に雇用調整 の対象となり ､雇用 の確保問題が生 じて い る
''
と
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指摘されて い るo
(7) 産業技術研修生の 失蹟原因と して ､ (表4,15) に見 られ るように不法就労者との貸金格
差 の存在 (6 6.4%)がその直接的な原因となっ て い る｡
(表4･1 5)産業技術研修生 と不 法就労者と の労働条件格差(19 9 5)
区分 研修生(平均)A 不法就労者(平均)B B/A(%)
労働時間 (1日) 10.5 10.9
貸金水準(万ワ オ ン) 464.5 699.5 66.4
出所 : ソル ドン フ ン ｢韓国社会の外国人労働者に つ い て社会学的研究+
ソウル大学19 96年博士学位論文より作成
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第 2節 不法就労外国人に対する政策上 の間腐点及び課題
以上 の 外 国人労働者受け入れ政策及び制度上 の 問題と の 関連で ､ また不法就
労外国人 に 対す る 法的 ｡ 政策的対応に関 して も ､ い く つ か の 問題 点が挙げられ
る｡
日本
日本の場合､且986年 の 円高不況 の後､ 最気の 拡大局面を迎えて中小零細企業を
中心とす る単純労働力需要 の急速な膨煎及び近隣諸国との所得格差の拡大など
を背景に して 不法就労者が急増 し､社会問題化 したため､ 政府は89年の 入管法改
正 で 不法就労助長罪や就労資格証明書の 発給する制度などを新設 して不法就労
に対応 して い る｡
しか し､ 不法就労者数は減る こ となく ､ 却 っ て 法改正前より増加傾向を見 せた
(i) o こ の ような現状は､ 罰則新設及び取締り強化策が不法就労や中間斡旋ブ ロ
ー か な どの 潜在化を招くだけ ､ そ の 実効性があまりな い と い う こ と を示 して い
る ｡ そ の結果 ､放置されて い る約 27万人 の 不法就労外国人は劣悪な労働条件の 下
で酷使され (2) ､ 様々 な人権侵害を被 っ て い るも の と想像するこ とも難くな い ｡
こ の こ とは ､ 法務省 の 主導で 設 けられた不法就労に対する
.
法的対応 は､ 日本が
置かれて い る労働力不足 の 雇用実態を看過 し､ 単に ｢治安政策+ の観点で 対応 し
て い る も の あり ､ 外 国人労働力 に依存せざるをえない 一 部業種 - の 配慮が欠如
されて い る との 指摘が可能で あろう ｡
また ､ 労働者保護 の 主務官庁 で ある 労働省の 外 国人労働者に つ い て の 政策も
合法就労外国人 の み に 限定され ､ 不法就労外国人に対する労働法適用等の 人権
保障の ため の 方策は 一 切検討されて い な い ｡ ただ ､ 法務省の政策 ス タ ン ス に付随
して い るだけで ある ｡
韓国
韓国 の場合も ､ 日本 と 同様 に 高度経済成長過程で 零細中小製造業や建設業を
中心と した急激な単純労働力需要及び東南ア ジア 諸国と の 所得格差､ そ して 産
業技術研修制度と いう便宜的な政策を運用 した結果 ､ 国内 で在留 して い る全体
外国人 の 50% 以上(98年 6 月 現在 5 9.4%) を不法就労者が占めて い る状況 で
ある｡
こ の よう な不 法就労 に 対す る法 的対応と して ､ 出入 国管理法上 の 不法就労外
1 65
国人及び不法在留外国人を雇用 した雇用 主 ､斡旋勧誘者 に対す る処罰規定の新
設 ､ さらに92年の 法改正 で処罰規定 の 強化などの措置に もか か わらず､ そ の 実効
性 は期待水準に届か なか っ た の で ある ｡ それ故､ 日本の 状況 と同様 に不法就労の
潜在化や劣悪な労働条件､ 人権侵害問題 の頻発 などが ､ 社会問題 と して浮き彫 り
に な っ て い る｡
両国 にお ける課題
日韓両国の場合､ い ままで の 不 法就労者問題 に対する法 的 ｡ 政策的 な対応に も
か か わ らず､ 不法就労の潜在化 に よ る人権侵害問題や年月 の重なる に従 っ て 不
法就労者 の定住 ･ 定着化が進 め られて い る｡ こ う した不法就労外国人をめぐる状
況 の変化が ､ 欧米諸国の 経験 か ら見 られる ように様 々 な社会的問題をもたらす
の は確実で あろう｡
現時点で こ の ような状況を鑑み ､ 外 国人労働者受け入れ及 び管理 ｡ 保護が適正
に行 えるよ うに法制 の整備を始め とす る総合的な政策的対応を行う こ とが求 め
られて い る｡
( 注)
(1) 例えば､入管法を改正 した直後の 90年 7月 現在の不 法残留者数が 106,49 7人であ っ
たが ､ 9 1年には 216,399人 ､ さらに 93年には2 98,646人に急増ぶ りを示 して い た｡
(2) 不 法就労者の場合､ い わゆる3 K職種 を中心 に就労 して い るケ ー ス が多い が ､ 不法就
労の負い 目と言葉の不自由か ら権利 を主張で きず同 じ条件で働く 日本人労働者 の 二分
の 一 ､ ない し三分の 一 で あると い われる (魂束忠則｢外国人 労働者の保護 に係わ る法的
問題点+ 季刊労働法 149号 p.71) 0
166
終章 日本 と韓国における外国人労働者受け入れ政策 ｡ 蒔り度論
第 且節 ア メ リカと ドイ ツ の 外 国人労働者政策 ｡ 蒔[J度が示唆するも の
本稿の第且､ 2章で ア メ リカ ､ ドイ ツ に お ける外国人労働者政策や法制 の 生成及
び変遷過程に つ い て ､ そ の 特色と課題を論 じてき たが､ 外国人 に対する国の政策
は ､ 主権国家の 統治権 の基本 に係わる高度の 主権事項に関連するも の とい うの
は言 うまで もな い ｡ 移民 ｡ 外 国人労働者政策を主権国家の政策と して考えた場合､
各国 は国家 の 生成期は別と して , 一 応国家が安定 した以後は ､ 国民 の利益が第 1
義的に尊重され ､ こ れ を守 ると い う観点か ら政策が定立されると い う こ とで あ
る ｡ すなわ ち ､ 受 け入れ る外 国人労働者 の数､ 資格 ､範囲 などに つ い て は ､ 国家が
それぞれ置 かれた条件の 下で ､ い わば ｢国益+ に基づ い て対応 して い る こ とで あ
る ｡
両 国とも ､ こ の よ うな政策 の基本基調に基づ き ､ 長い歴史の間に外国人労働者
政策が取られ て き たわ けで ある ｡ こ う した国の政策比較研究が 日 ､韓にお ける外
国人労働者政策 ｡ 制度の 在り方 に関連 して 示唆する点をまとめておき たい ｡
労働許可制 の 採用 に よる外 国人受け入れ規制及び保護
外国人労働者受け入れ政策 ｡ 制度にお い て 共通する点は､ あらた めて指摘する
まで もなく ､ 両 国 とも就 労 を目的とする外国人 の入国やそ の 国内で の 就労に当
た っ て は ､労働許 可が必要 で ある と い う規制 ､ つ まり労働許可制度を採用 して い
ると い う こ とで ある (1) ｡ こ う した制度は ､ 国内 の 労働市場の動向､ そ の雇 い入れ
る外 国人 の 労働条件等 に 関する 一 定 の 条件を満たす場合に のみ許可 されると い
う労働政策的な配慮が反映される仕組みとな っ て い る｡
(1) 受 け入れ の範囲
こ の よ うな労働許可制度に よ り受け入れが認められる範囲 に つ い て は ､ 両国
は若干事情を異 に して い るが ､ 基本的 に は国益と合致するような専門 ･ 技術職な
ど 一 定 の 知識 ､ 技 術､ 経験等を有する層を対象と して い る ｡ 特に ､ 単純労働分野 に
つ い て も国内 で得 られ な い 場合に 限 っ て ､ そ の 受け入れが公 式的 ､ 限定的に認 め
られて い る (2) の で ある｡
しか も ､ そ の 受け入れ に 当た っ て は ､ 国内 の 労働市場 の状況を顧慮 し､ 国 内で
の 充足 可能性 や使用者 の 充 足努力 に 関す る要件設定 ､ 国内 の 労働市場 に悪影響
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を生 じさせ ない ような配慮が行われ て い る｡
(2) 受入れ基準
両国とも ､ 外国人労働者受け入れ に当 た っ て は､ 就労が認 められ る職種 の範囲
を限定 した上 で ､ さ らに 種 々 の 基準を設け ､ 国内労働市場及び外国人労働者 の労
働条件保護を図 っ て い る ｡ これ を具体的にみ て みる と次の とおりで ある｡
そ の 一 つ は ､ 国内労働市場 の状況 に配慮 して ､ 欠員 の存在を何らか の 方法で確
認 した 上 で ､ それ が 内国人 に よ り充足 で き な い も の で ある こ と を条件付け て い
る ｡
たと えばアメ リカ の場合､ 雇用 主 が外国人労働者 の受け入れ際に ､十 日間 にわ
た っ て 国内で の 求人案内を掲示するまた雇用広告を 一 般新聞などで 三 日間連続
で掲載する こ とが求 められて い る ｡
また ､ ドイ ツ で も ､ 一 般労働許可 の 発給に先立 っ て 4 週 間 の 間 ドイ ツ人 文 は
E U域内国民などによ っ て 当該求人が充 足で きない か どう か審査され る o
も う 一 つ は､ 国内労働者 の労働条件面 - の影響を配慮 し､ 外国人労働者 の貸金
水準などに つ い て 差別 が生 じな い よう労働許可 の 際に チ ェ ッ ク して い る こ とで
ある ｡
アメ リカ で は､ 労働許可審査基準 に 外国人労働者 の賃金が平均貸金以上 (連邦
及び州 の最低賃金､A E W Rを比較) で ある こ とが求められ て い る o ドイ ツ の 場合
も ､ 比 較可能な ドイ ツ人労働者 に 比 して 不利な労働条件で労働する場合は ､労働
許可発給 の拒否対象に なる ｡
不法就労防止策 の強化及 び定住化 した不法就労者 の救済
両国 の 外国人労働者政策に お ける次の 特徴点と して は ､ 不法就労を防止する
ための 法的 ･ 政策的対応策が強化され つ つ ある点 ､ そ して こ れ に伴い定住化 した
不法就労外国人に対する統合策が設 けられ て い る点 で ある ｡ こ れ を具体的に み
てみ ると以下の とおりで あ る｡
(1) 不法就労を防止するため の法律整備
両国における不法就労防止 す る ため の 対応策と して 共 通す る 特徴は ､ まず不
法外 国人 を雇 用 した雇用 主 な どに対す る処罰規定新設や強化 ､ とり わけ罰 金刑
強化 - の 動きが見 られ る点で ある ｡
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たとえば､ ドイ ツ の 場合､1972年に初めて雇用 主に対する罰則規定を設けた以
来 ､82年 85年に雇 用主や斡旋ブ ロ ー カ ー ､不 法外国人に対する罰則強化､ 新設な
どにより不法就労 の防止 を図 っ たが ､ あまり効を奏さなか っ た の で ､9 8年には 再
び雇用主 に対する罰金 の 大幅な増額(不法就労者 一 人当たり 100､ 0 0万 マ ル ク)
を骨子と した法律 (雇用促進法) 改正 に踏み切 っ た の で ある｡
アメ リカ の 場合も ､1986年 の 移民改革規制法 (ⅠR C A) により不法外国人を雇
用 した雇用主 に対す る エ ス カ レ ー ト式罰金制度を導入 した こ とがある′D
もう 一 つ は ､ 両 国とも最近隣接国か ら の 不法入国を防ぐため に国境管理を強
化 して い る点 で ある｡ たと えば ､ ア メ リカ の場合､1 9 6年に不法移民改革及び移
民者責任法(ⅠⅠ況IR A)を制定 し ､国境督備 の増強､ 密入国に対する罰則強化､ 国境
に遮断壁 の 設置な どで不 法入国に対応 して い る｡ また ､ ドイ ツ で も最近ポ ー ラ ン
ドとチ ェ コ 等の 東部国境に多く の 国境督察を配置 し､取締り を強化 して い るo
(2) 定着型 の 不法就労者 に対す る統合策 の併用
ア メ リカ を始 め とする多く の国は ､ 前述 した不法就労防止策 の 強化ととも に ､
既に定着 して い る不法就労外国人に対 し､ 一 定の基 準の 下で合法化 (Am n e sty)
措置を取り (3) ､ そ の社会 で合法的な地位で貢献する機会を与えて い る｡
第 1章ですで に述 べ たように ､ アメ リカ は不法就労外国人が実質的に産業の各
分野 で必 要不 可欠 な労働力 と して 活用 されて き て い る点を勘案 し､ 一 定の 基準
を満た した約 270万人 の不法就労外国人を合法化させ ､彼 らの 労働条件や生活水
準の 向上 を図 っ たと いう点 が注 目され るo
また､ 若干性格を異に して い るが ､ ドイ ツ も60年代に 一 時的労働者と して多量
に受け入れた外国人労働者の 一 部が長期滞在に つ なが っ て ､ 内国人 との 文化的､
社会的 な摩擦が生 じ､7 8年に は長期滞在者を対象に特別労働許可 の付与とい う
形 でそ の 地位 の安定化策を実施 して い る ｡
一 時的労働者 (Te mpo r a ry Wo rke r) の移民化現象
両国の 外国人労働者政策か ら の第3 の 示唆点と して挙げられ る の が､ 一 時的労
働者すなわち 一 時 的滞在を前提とす る外国人受け入れ で あ っ て も ､ そ の 徹底 し
た コ ン トロ ー ル 策が整備されな い状態 で は ､ そ の 一 部に お い て は ､移民 と同様 な
結果をもたらすも の で あると い う こ とで ある｡
ア メ リカ の場合 ､ 定住移民とは別 に 一 時的な労働力不足 の 対策と して 19 40年
代か ら6 0年代中半ま で採用 したブラ セ ロ プ ロ グラム と呼ばれる農業労働者還流
計画 が相当数 の 不 法残留者を作り出 し､ 定着化 をもたら した こ とは既 に 明らか
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に した とお りで ある ｡
また ､ 戦後復興過程で労働力不足状態を打開す るた め に どの 国よ りも積極的
に 大 量 の 一 時的外国人労働者を受け入れ て きた ドイ ツ の 場合に も ､様々 な形 で
外 国人 労働者 の 定着が進み ､ 受け入れ制限策や帰国促進策などの 一 連の 政策に
踏み切 っ たが結局 は彼 らの相 当数の定着化 (4) を招い て しま っ た の で ある ｡
こ れ ら両国の経験 か ら見 られ るように ､ 一 時的滞在を前提とする外国人労働
者受け入れ で あ っ て も ､ そ の 一 部は結局長期滞在に つ なが っ て 家族も合流 し､結
果的 に移民と同様な形とな る こ とは十分考えられる ｡ こ の よ うな外国人労働者
の 移動 は ､ 決 して単に労働力が国境を超える と い う 一 過 性 の 独立現象で は なく ､
しば しば何世代に もわた る継続的､ しかも広範な影響力 を持 っ た複雑なプ ロ セ
ス で あ る こ とを示唆 して い る｡ それ と同時に ､外 国人労働者受入れ政策 ｡ 侍り度が
長期的か つ 総合的な観点か ら整備される べ きで あると い う こ と を教えて い る ｡
(注)
(1) 両 国 に お け る 現 行 の 労 働 許 可 制 は ､ ドイ ツ の 場 合 19 69年 の ｢雇 用 促 進 法
(A血 eits丑i'rder u n酢ge SetZ)+ で ､ ア メ リカの場合は 196 5年の移民及 び国籍法(IN A)の改
正 でそれ ぞれ導入され た｡
(2) たと えば､ ドイツ の 場合 7 3年の オイル シ ョ ッ ク以降､外国人 労働者受入れ中止が続い て
い る中､ 9 0年度に入 っ て ｢募集中止特別令仏n w e rbe stop pa ufn ahm e
･ Ver o rdn tlng)+ に
より ､ 単純労働分野にお い て も必 要な労働力対 して は労働許可を付与 して受け入 れて い
る o また ､ アメ リカ でも単純労働分野に必要な労働力を移民 ･ 非移民の 形 で労働許 可を付
与し､制限的に受け入れて い るD
(3) 不法就労外国人 に対する合法化措置を取 っ た国は､ お よそ 8 カ国に達するD また ､ そ の数
を具体的にみ ると､ 19 86年の ア メ リカ の約2 70万 を始めと して ､ フ ラ ン ス は73年か ら82
年にか けて 約 18万人 を､ イ タリア は 87年と 9 0年 2 回 にわた っ て 24万人 , ス ペ イ ン は
65年と 9 1年に 4 万人 ､ ア ルゼ ンチ ン は一5回 にわた っ て 3 3万人 ､ ベ ネズ エ ラは 80年 ､ 8 1
年にかけて 35万人 ､ カナダは 7 3年 に5万人 ､ オ ー ス トラリア は 73年か ら8 0年にか けて
約 2 万 人 を 合法化 した の で あ る (岡部 一 明 『多民 族社会 の 到 来』 御茶 ノ 水書房
19 91.p p.17
･1 8参照) o
(4) 19 9 6年現在 ､ ドイ ツ に居住 して い る主要国出身 の外国人 59.7 %が10年以上の長期滞在者
で ある｡
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第2節 外国人労働者受け入れ政策 ｡ 希Jj度の 改革必要性とそ の方柄
外国人労働者問題 - の 政策的対応は ､ 多様な分野 へ の影響をも顧慮に入れて ､
中長期的な視野 に 立 っ でl真重 に検討､ 決定す べ き重要な問題 で ある0
とりわ け､ 労働面 に は直接の影響が及ぶ問題 で あり､ 外国人労働者受け入れ体
制 の整備やす で に様々 な形態で参入 して い る外国人労働者 の保護､ そ して 増大
する不法就労 - の 対応な ど緊急な政策的対応を要する殊腐も多い と思 われるo
そ こ で 特に ､ 労働問題を考える視点を基本と して ､ 外国人労働者問題にすで に
多く の経験を持 つ ドイ ツ ､ ア メ リカ における移民 ｡ 外国人労働者関連政策及び制
度 の 比較 ｡ 考察を行 っ て き た ｡ そ の 上 で ､ 日本 ｡ 韓国の 現行外国人労働者受け入
れ制度や政策の 現状及び問題点 に つ い て ､ 検討 ｡ 分析を加 えた ｡
それで は ､ こ れ まで の 米独 の 比較研究 か ら得られた示唆､ そ して 日韓両国の 政
策 ｡ 帝り度の現状と問題点を前提とするとき に ､ 今後どの ような方向 - 外国人労働
者受け入れ政策 ｡ 制度を整備す べ き で あろうか ｡ こ の 点に つ い て は､ 同問題 の性
格上様々 な選択 肢 が考えられうるが ､ こ れ まで の 比較研究を踏まえて 日韓両国
の社会､ 経済状況 に適 した政策 ｡ 制度改革の 基本方向を次の ように提示する｡
専門 ｡ 技術職労働者の受け入れ
経済に と っ て 必要とする専門 ｡ 技術職外国人労働者を積極的に引き付ける政
策が求められる ｡
経済 ｡ 社会の 国際化に伴 い ､専門 の 技術､ 技能二知識､ 語学など外国人特有の感
性等 を生 か して就労 しよう とする外国人 に対す る企業などの ニ ー ズがますます
高まり つ つ あり ､ 世 界各国 は優秀な人材を確保するための政策開発 に取り組 ん
で い る｡
例 えば､ ア メ リ カ の 場合 ､1 9 90 年に移民 ｡ 国籍法 の 改正 で ､専門 ･ 技術職労働
移民受け入れ枠 の 大幅な拡大に続 い て ､98 年には ハ イ テ ク産業界の 要請 により
議会を中心に非移民 一 時的労働 の カ テ ゴリ ー で ある H - 1B の 受け入れ枠を向後3
年間に わた っ て 大幅に拡大するため の 法律改正 が行 われ た｡
一 方 ､ ドイ ツ も 1973年の オイ ル ｡ シ ョ ッ ク以降新規労働許可 の原則的な中止
方針 にも か かわ らず ｢募集中止特別令+ に基 づき ､ ドイ ツ に必要 な専門 ･ 技術職
労働力に 対 して は労働許可を付与 して積極的に受 け入れ て い る ｡
こ の ように ､ 欧米諸国は ｢国益 と合致+ する外国人労働力 の受け入れ に つ い て
は ､ 積極的な姿勢を取 る傾向に ある
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日本の 場合､199 0年 に施行 され た改正入管法 で ､ 在留資格 の整備 ｡ 拡張や入 国
手続き の簡素化などを通 して ､専門 ｡ 技術職外国人労働力 の受け入れを図 っ て い
る が ､ 法 律上 に就労が認められ て い る外国人就労者数 は 全体外 国人労働力 の
16%に過ぎな い状態で ある o また ､ 韓国も､ 専門 ･ 技術職外 国人労働者の受け入れ
必要性が漸増するに つ れ て ､ 法律改正 で在留期間の 上 限 の 削除や入国及び在留
に 関す る行政規制を緩和する措置を取 っ て い るが(1)､ そ の 数は ､ 全体合法就労外
国人 の 7.3% で まだ微々 たる水準に 止 ま っ て い る実情で ある ｡
経済の 国際化と伴に ､ 国内 の 労働力と して は充足 でき ない 高度の 知識 ｡ 技術を
有する外国人 の 需要 がますます高ま っ て 来る の は疑問 の 余地が な い で あろう｡
これ か ら展 開されうる ｢経済戦争+ で生き残 る ために は ､経済にと っ て必要な外
国人労働力 をより積極的に引き付ける政策 の 開発 が求 め られる｡ 特 に ､ 不況で あ
ればあるほ どその 重要性 は大き い と思 われる ｡
単純 ｡ 未熟練労働者の受け入れ
単純 ･ 未熟練分野 の外国人労働力に 対 して も ､ 法的枠組 の なか で制限された範
囲内で受 け入れる方向で の 政策転換が必要 で ある｡
日本と韓国は ､現在単純 ･ 未熟練労働分野 の外国人受け入れ に つ い て ､原則禁
止と い う基本方針を椎持 しなが らも実態と して は ､ 研修生 (実習生) ､ 日系人 な
どの 便宜的 な政策 で単純労働力 の 不足状態を解消 し て い る の は ､ 既に 明 らか に
したとお りで ある ｡ さらに ､ 両国 とも 国内に就労 して い る外 国人 の約 40･5 0%を
不法就労者が占めて い る実情に 鑑みると ､97年現在単純労働分野に 日本は約 60
万人 ､韓国は約 13 万人 の 外国人労働力需要が実際に存在 して い る こ と を意味す
る ｡ しか も ､ 日本の 場合 ､少子化 の影響及び高齢化が急速に 進み ､2010 年 に は 60
歳以上層 の労働力人 口 が全体に占める割合は 20% を超 えると予測され て い る｡
それ に比 して若年層 の割合は 18. 1%に 下がり ､今後若年労働力に対する企業側 の
需要は 一 層高く なる見通 しで ある (2) o
こ の よ うな労働力需給状況 に 鑑み ると ､ 単純労働分野もそ の受け入れ に伴 い
生 じうる否定的な影響(3)に対応 しなが ら､ そ の 需要 に応 じて 法的枠組 の なか で制
限された範囲内で 正式 に受け入れる べ きで ある｡
｢制 限された範囲+ と いうの は ､ 全体規模､就業職種､就業期間などを意味する
.
0
こ の 場合 ､ 全体規模と就業職種 は 国内労働力と の 代替可能性が著 しく低く て ､ 労
働力 不 足状態が深刻な職種 で ､ 現在市場 の貸金水準を勘案 した労働力需要規模
を顧慮 して 決 定す る ｡ ま た ､ 適 正 な規模 の策定 の た め に は 欠員調査 (Va c a n cy
Su rv ey) が制度化 され る必要が ある ｡ こ の ような調査 は ､ 受 け入れ外 国人労働力
の規模と職種 を規制する に 十分 で あ るが 不況期 に外 国人労働力 の規模の減縮や
1 72
本国 - の 送還措置 の根拠と して使われる｡
っ まり ､ 単純労働分野 の 外国人労働者受け入れは ､自国民の 雇用機会を脅か さ
ない こ とを前提 に して ､ 送出 し国との 二 国間協定に基づ き ､ 限定的 (受け入れ人
数の総量規制) で あり､ 短期 の 出稼ぎ労働者と い う形態を採用 し､ 一 定期間の経
過後 に本国に帰還を義務付けると い う形を取る必要がある ｡
受け入れ た労働者に対する適切 な保護
受け入れた外国人労働者 - の 適切 な法的保護や同等待遇原則が守られる べ き
で ある｡
既 に述 べ たように ､ 国連条約､IL Oの 条約 ｡ 勧告及び憲法 ､ 労働(勤労)基準法な
どで は ､外 国人労働者 に対する均等待遇や法的保護等が定められて い る｡ こ の 原
則 に基 づ き ､ 雇用契約が合法又は不法を問わず､使用者と外国人労働者間に使用
従属関係が存在すれば労働関係が形成される の で ､ 労働関係 の実質にお い て
"
労
働者
' '
と して 労働法的保護を受ける べ き で ある ｡ 換言すれば ､不 法就労者が不法
就労で 処罰される こ ととは別 に労働関係 の 実質に対する保護を受ける の は労働
法 の原 理上 当然な こ とで ある o こ の ような均等待遇 は ､ 一 方で は 不法就業に対す
る自己規制要因 (Se且f･ T e卵Ia七io n im c e nもiv e) に も作用 し､ 労働市場自体が外国
人労働力の 雇用を規制する機能を持 つ も の で あるo
しか し､ 日本と韓国 にお ける外国人労働者 (特に ､ 不法就労者､研修生 など) の
場合は ､ 既に 明 らか に したよう に極 めて劣悪な労働条件 の 下で働か されて い て ､
実際に労働法的保護対象か ら除外されて い る ｡
外国人労働者政策を検討する に 当た っ て ､ 外 国人労働者 の 均等な労働条件 の
確保と労働環境 の整備を図るの は欠 か せ な い必修的な要素で あろう｡
雇用 ｡ 労働許可制度 の導入
労働政策の観点を反映さ せ つ つ 外 国人労働者 の適正 な受 け入れ及び その フォ
ロ - ｡ ア ッ プがで きるような体制 の整備､ す なわち ｢雇用 ｡ 労働許可制+ の 導入
が必要 で ある ｡
外 国人労働者 の 入国審査 に つ き ､ 労働者と使用者と い う雇用契約の 両当事者
をチ ェ ッ ク し ､ ま た受け入れ事業所 の実態や実際の労働条件をより的確に把握
するなど ､ 労働政策 の観点が十分反映されるような仕組みを整備する必要があ
る ｡
即 ち ､受け入れ た外国人労働者 の就労状況 に つ き ､ 雇う側 と雇 われ る側 の 両方
を通 じて入国時 の条件が維持されて い る か どうか などを継続的に フ ォ ロ ー ｡ ア ッ
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プ し ､ 入 国時 の コ ン ト ロ ー ル の 実効を確保するための体制を整備する こ とが必
要 で ある ｡ そ の方策と して ､ 外 国人 を雇 用 しようとする使用者に対する雇用許可
だけで はなく ､ 当該外国人労働者側 に対 して も労働許可を付与する ､ い わゆる雇
用 ｡ 労働許 可制の導入が求められ る(4).
こ の ような雇用 ｡ 労働許可制は､ 現行 ｢入管法+ に受け入れが認められて い る
専門 ｡ 技術分野 の職種を除外 し ､ 単純労働分野 の 外国人 をそ の 対象とする ｡ とい
うの は ､現行 の 法制で受け入れが認められて い る専門 ｡ 技術分野 の労働者の場合
は ､ 労働市場 で国内労働者と の競争や就労活動 にお い て 低賃金などの労働条件
上 の 問題が発生する恐れが比較的に低 い か らで あるo また ､経済にと っ て 必要 な
専門 ｡ 技術分野 の 外 国人 に 対 して は ､ 入 国手続き の簡素化を図り ､ 可能な限りそ
の 受け入れ を促進 しようとする政策方向に も合致す る か らで ある ｡
5 不法就労外国人に 対する対応
不法就労の 発 生 を規制する制度的な装置を設 けるとともに ､ 定着形 の 不法就
労者に対する合法化政策 (Am n e sty) も併用され る べ き で ある ｡
外 国人 を受け入れ て い る各国とも ､ 不法就労者問題を抱えて い る ｡ 不法就労
者を雇用する使用者は不法就労者 の 不安定な地位を悪用 して貸金を始めとする
諸般 の労働条件を労働市場 の 水準より低く提供する､ の みならず外国人労働者
雇用 に関する諸般税金及び社会保障費用 を支払わな い の で公 正取引き秩序が乱
される恐れがある｡
したが っ て ､ 不法就労に対する規制 は実定法違反及び不法就労外国人 の 人権
問題な ど当為論的次元 で も ､ 労働市場の 公正 取引秩序 の確立を通 じた効率性と
衡平性を高める次元 で も正 しい 政策方向で ある ｡
こ の 間題 の 対応 と して ､ 日本 ､韓国は ､ 入管法に使用者と不法就労仲介 ｡ 斡旋業
者に対する罰則条項が設けられ て い るが ､ こ の罰則 の 強化 の為 の 法律整備 (特に ､
罰金 の 大幅な引き上げ) 等の法的措置だけで はなく ､ 入国審査 の強化や実質的 か
っ 効果的 な取締り政策を講ずる必要がある ｡ 特に ､ 雇用 ｡ 労働許可制度の実施に
当た っ て そ の 実効性を確保するために は ､徹底 した不 法就労防止策は欠 か せ な
い重要 なもの で ある ｡
どこ ろが ､ こ の 取締り政策 の結果､ 不法就労外国人は社会 の中で当局 の 目に触
れな い よう な非正規 の 労働市場に潜り込む こ とに な る の は確実で ある｡ また ､ こ
の よ うな傾向は低 い労働条件と不安定な労働関係を形成する こ とに よ っ て ､ 一
般労働者 の 労働条件を引き下げ､ 雇用 の 安定を脅 か し､ 受け入れ国 の 労働市場政
策や労働者保護政策の 阻害要因となるだろう｡
こ の よ うな労働政策の 立場 と これ らの 劣悪 な条件 に対す る人道主義的配慮が
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求められる ｡ ま して ､ 日本 ､韓国にお ける不法就労者は､ 労働力 が不足 して い る各
分野で 必要不 可欠 な労働力と して 活用 され経済の最底辺を支えて いる現実に鑑
み る と､ 彼 ら を - 定 の 条件 の 下で合法化させ ､適正 に 管理する方案を諦ずる べ き
で ある (5) 0
現行 の 研修(技能実習)制度の改善
日本 ､ 韓国 が現行採用 して い る外国人研修 (実習) 制度の改善が求められるo
国際間 の 人的交流の 在 り方を考える際に は ､ 技術移転を通 じた相手固の 経
済 由 社会 開発 - の 貢献に つ い て も配慮する こ とが重要で あるo
特 に ､ 経済発 展 の 途上 に ある国にお い て は産業を支える人材 の 形成を積極的
に 進 める こ と が重要な課題 で あり ､ こ の た めに技術研修生を受け入れ て い く こ
とが 日本 ､韓国と して も国際的貢献 の方途と して大きく求められ て い る｡
しか し､ 現行の 研修 (実習)制度の 実態は ､ ｢研修名目の労働+ と言われ て い
るよ う に労働力不足対策と し て運用 され てき て おり ､ 大き な問題点と して指摘
されて い る｡
今後の 研修 (実習) 制度の在り 方は ､ 0 伊JT,O JTを適切 に組み合わ せる こ と
に より ､ 研修効果が十分 に発揮で きるよ うに 配慮するとともに ､ ｢労働+ と は -
1
線を画 した制度と して運用 されるよう 一 定 の ル ー ル を定めて い く必要が あるD
ま た ､相対国の ニ ー ズ に応 じて ､ 高度 の技術 ｡ 技能を対象と した少数精鋭人員
に 限定 し､ 徹底 した還流策が盛り込まれた受け入れ シ ス テ ム の 整備を検討す べ
き で ある ｡
7 外 国人 労働者受け入れ に伴う社会的イ ン パ ク トを最小化させるための 対
応
外国人労働者受け入れ に伴う社会的イ ン パ ク トを最小化させ るた めに は ､ 二
つ の制度的対応が必要 で ある｡
一
つ は ､ 外 国 人 労働者及びそ の 家族 の 定住化 に伴う各種 の 問題点 を解消する
ための制度を設 ける必要がある｡
外 国人労働者を受け入れた多く の 国が ､例外 なく当初の政策方向とは違 っ て ､
そ の 一 部が定着 して い く 事態の 展 開 を経験 して い る の は ､ ドイ ツ ､ ア メ リカ の経
験 か らす で に見 たとお りで ある ｡
日韓両国が現在 ､ 採用 して い る研修 ｡ 実習 (研修就業) 制度 の 場合､原則 と し
て家族 の 帯 同や 呼び寄せ が認 められず ､ 一 定 の 技能を身に つ けたら出身国 に帰
り ､ 出身国 の 産業発展 の た め に貢献する と い う モ デ ル が想 定 されて い る｡ しか し､
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そ の 一 部は労働市場 に不法 に残留 して い く の は現実で ある o 特 に､ 様々 な形 で不
法就労 して い る者 の 中で ､ 結婚 した り ､ 子供がで きる な ど して家族を形成 し､ な
し崩 し的に定着 し､ 堆積すると い うプ ロ セ ス が少 しず つ 始ま っ て い る0
こ の よ うな定着と蓄積に は ､ 必然的に社会 ､ 文化 な どの面 で様 々 な問題 が付随
してく る . ま た ､ 彼 らと共存せざる得なくなる ｡ これ に備 えて
一 定 の 統合政策も
漸進的に 樹立 して いく必要 がある と思 われ る｡
もう 一 つ は ､ 外国人労働力流入に伴う否定的な外部効果や福祉費用上昇 (6) に
対処する制度的な補完装置を設 ける必要がある｡
合法的な国内就業外国人労働力 の 流入 に伴う社会費用と福祉費用の増加 は基
本的 に 外 国人労働力 の 流入 で追加的収入を得る階層が負担す べ き で ある ｡ こ の
階層は ､ 単純外国人労働力を直接に雇用する企業､ また企業の 生産増加 ある い は
国民経済的な消費増大を通 じ､ 需要増加 の恵みを受ける企業､ そ して 雇用増大効
果 で賃金上昇や雇用機会が拡充された労働者階層などで ある ｡
即 ち ､ 外 国人労働力が経済で 付加価値を創出すれば代替可能性 の 労働者以外
の あら ゆる国民はそ の 恵み を受ける こ とに なる ｡
した が っ て ､ 一 次的に は 政府が増大された税額 の 一 部を外国人労働力流入 に
ょ る社会費用発生及び福祉費用上昇に支出 しなけれ ばなら ない ｡ こ の ために外
国人労働力を雇用する企業に対す る雇用分担金 (Employm e nt Le vy) 徴収制
度の.導入 な どの 検討が必要 で ある ｡
(注)
(1) SooBo ng tJL, Zm 岬 ilo D a nd Labor M - Let Iss u e s
lnte rn ation al Migratio n a nd Labotl r M a rkets in Asia,
1
'
n Kor ea,
The Japa n
In s七ittlte Of Labo ur, Tokyo,2 9
-30 Jan u a ry,19 98･ pp･17
1 18･
(2) 労働省編 『平成 10年版労働白書』 日本労働研究機構 pp,10 2･10 3参照｡
(3) 単純労働分野の 外国人労働者受け入れ に伴う否定的影響に つ い て は ､本稿の 第 3 章第 2
節に述 べ た が, 労働省の 第8次雇用対策基本計画 (平成7年) に , ①雇用機会が不足 して
い る高年齢者 - の圧迫, ②労働市場二重構造の発生 ､ ③社会的費用の負担などを挙げて い
る｡
(4) こ れに関連 して ､ 1988年に労働省 の
"
外国人労働者問題研究会
'' が提案 した ｢雇用許可
制+ の 対象となる外国人に つ い て ､①専門､技術職や管理職職業 ､ 資格職莱, ②外国語教師
など相当の知識や技能を持 つ 人 々 ､③ 日本 で技術研修修了や大学卒業者など､ ④実務経験
が本人の 資質向上や出身国の 発展 に資すると考え られ る人 々 と して い る｡
(5) こ の合法化政策(Amn e sty)に つ い て ､ 次の ような論拠の 反対論があるo ①合法化政策は､
こ れま で取られて きた 一 定の 政策的配慮に基づく出入国管理政策が破綻
●
した現状を肯定
するも の で あり ､ そ の 限り で政策の 失敗の 現状を追認するもの である｡ ② したが っ て ､ 本
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来の 基本政策に基づ く制度 の 基本を揺るが しかねな い危険が ある｡ つ まり新たな不法入
国を助長する恐れ が大きい ｡ ③ア ム ネス テ に伴う不法就労者に対する取締り強化政策に
より ､合法化基準を満 たせない 不法就労者 をさらに鋸悪な非合法労働市場に潜伏させる
結果をもた らす (花見｡ 桑原 ､ 『あなた の 隣人外国人労働者』 ､ 東洋経済新報社 ､199臥
pp.2 18
･2 19) o また ､ 法務省も これ に関 して ､ 92 年の 出入国管理基本計画+ で
"
い わゆる
ア ム ネス テ ィ を実施 した場合 ､ それが繰り返 して 実施され るこ と を期待 して ､ 不法入国
(上陸)者や不 法残留者等と して 不法就労活動を行う者が後を絶たなくなるこ とが予想さ
れ る｡ また ､雇用 主の 側から見れ ば､ ア ムネ ス テ ィの実施により合法的な存在とな っ た外
国人労働者同等の待遇を してま でも雇用 し続けるか否かは疑問であり ､ 結局の とこ ろ不
法就労外国人に対する需要がなくなるとほ考えられない
”
と否定的な立場を取 っ て い る｡
(6) 19 92年 6月 の ｢外国人 労働者が労働面等に及ぼす影響等に関する研究会報告番+ に よる
と ､ 外国人労働者受け入れに伴う国や自治体が負担 してい る社会的 コ ス トは ､ 一 定の 条件
の 下 に推計を行 い ､ 91年度にお いて 6 2億円程度と判断して い る｡ また ､ 今後外国人労働者
が増加 した場合に ､ さらに増大すると予想 してい るo
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第 3節 法的 ｡ 政策的代案
以上 で考察 した外国人労働者政策の 基本方向を効果的に 具現するために は ､
外 国人労働者 の 取扱 い に関す る核心的な事項を直接 に法律で規律 し､ そ の 法的
枠組 の 下で ､ 諸問題 - の必要 な対応を体系的か つ 明白に規定する必要がある｡
即 ち ､①全般的な労働市場 の 側 面 で外 国人労働力を導入 し､ 受け入れ た外国人
労働力 の管理及び帰還措置など外国人労働力 の 保護及び管理 に関する根拠を設
ける ､ ②外国人労働者 の管理及び保護対策を労働省 (部)に 一 元化する こ とによ
っ て ､ 総合的 ｡ 体系的な管理を図る ､③また ､外 国人労働力 に対する国際規範を受
容するため に ､外 国人労働者 の管理 にお い て ､雇 用 ｡ 労働許可制 を導入 し､ そ の手
続きを規定する こ とに よ っ て 外 国人労働者 の適切な活用と管理 ､ また差別的待
遇禁止 な どの 保護対策を図るため に仮称 ｢外国人雇用及 び管理法+ の 制定が求
められ る ｡
仮称 ｢外 国人雇用及び管理法+ の 制定
1) 法律案の基本的な構想
(1) 単純労働分野に対す る外 国人 労働者受け入れ及び就労の合法化
①単純労働分野 におけ る 外国 人労働者の受け入れ は ､ 国内 の 労働力と して は
得られ な い部門に限 っ て 本法 に 基 づき ､ 必要最小限 に認 める ｡ 但 し､ 現行入
管法 に よ っ て就労が認められ て い る専門 ｡ 技術職 種は本法適用範囲か ら除
外する｡
②雇用許可 : 単純 ･ 未熟練職種 に従事する外国人労働者を特定事業場に特定
期間受け入れて雇 用す る こ とがで き る よう労働大臣 (長官) が雇用主に 対
して 許可 を与える (国内労働市場 の状況に よ っ て 国籍 ､職種 ､ 人数､ 性別 な ど
を制限的に許可) 0
③労働許可 : 単純労働分野 に就労 しよ うとする外国人個人に 対 して特定期間
の就労がで きるよう労働大臣 (長官) が許可する (就労事業所､職種 などを
制 限ない し法律 の遵守､ そ の他条件を付けて許 可可能)
④労働省 (部)内に労 ･ 使 ｡ 政及 び公 益代表 に構成する ｢外国人労働者政策
審議委員会+ を設置 し ｡ 運 営す る｡
a. 同委員会で は ､ 単純労働分野 の 外国人労働力 に対する必要最小限 の規模推
定及び事後管理などの 主要政策に 関する事項を審議する｡
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b+産業労働力 の需給予測に基づき ､ 国内労働市場 (央業者､ 遊休労働力等) ､
職業訓練 ｡ 雇用保険などに よる労働力 の 配分等を顧慮 し､ 受け入れ規模を
策定する｡
c. 年始 に年間労働力需給計画を顧慮 し ､適正 な外 国人労働力規模を公表 し､
年中に国内 の 失業等 の事情を酌量 して必要時に調整する o
(2) 外国人労働者雇用手続きの 公共化
①雇用許可 の申請及び外国人労働者 の募集
a.外 国人 労働者を雇用 しようとす る使用者はあらか じめ労働大臣(長官) の
許可 を受けなければならない o
b･外 国人労働者の 帰国措置に必要な経費に充当す るための ｢雇用保証金+ を
雇用許可申請時に預けて置く こ ととする ｡
c. 雇用許可申請の 際に ､事前に国内労働者の雇 用努力を義務化す る (1) 0
d･ 外国人労働者の募集は ､ 国内 の公 共機関ある い は非営利法人が送出 し国の
国家機関な い し国家が認定する機関を通 じて募集 しなけれ ばならな い ｡
②労働許可や雇用契約 の締結及び教育等
a.就労 を希望 する外国人は ､ 本人 又 は 代理 人を通 して労働大臣(長官)の許 可
を得なければならない o ま た､ 許可期間は 1年と し､且 年 の 単位で 2 回まで
延 長可能とする ｡
も.雇用許可 を受けた使用者は 1 年以 内の 期間を決めて ､ 労働許可 を受けた外
国人労働者との労働契約を締結する｡
c. 労働契約 の 内容で は ､貸金 ､労働時 間 ､等の 労働条件に 関する事項と同居 の
ため の家族同伴禁止 (長期滞留防止) に つ い て の 事項 が含まれなければな
らな い ｡ また ､締結され た労働契約書の コ ピ ー は ､ 労働省(部)に提 出 しなけ
れ ばならな い o
d.外 国人 労働者に対する健康診断を義務化 し､ 入国後に語学教育及び生活適
応教育を実施する｡
(3) 外国人労働者保護の適正化
①労働許可を受 けて就労 した外 国人 労働者に 対 して は ､ 国内労働者と同等に
労働法及び医療保険法などが適用され る ｡ また ､差別的な処遇 を禁止する ｡
②外 国人労働者 は ､ 雇 用主 の 雇 用契約違反 ､ 休業､ 廃業 ､暴力行使などの 人権侵
害行為また は 雇 用主 が差別禁止条項 の違反 で処罰 を受 けた場合に ､ 労働大
臣(長官)の 許 可 を受 けて事業所移動が可能とす る ｡
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③雇用主は外国人労働者 の管理責任者を指定 し､ 外国人労働者 の 管理 に 関す
る業務を遂行させる ｡
④雇用 主は外 国人労働者が使用す る宿泊施設を確保する こ ととする｡
(4) 外 国人労働者雇用分担金 の賦課及び管理監督 の体系化
①雇用許可を受けて外 国人労働者を雇用する使用者に外国人労働者の需要調
節など外国人労働者の 雇用及 び管理費用 に充当す るた め に外国人雇用分担
金 (levy) を賦課する ｡
②外 国人労働者の 管理 ･ 監督 な どに 関す る業務は労働基準(勤労)監督官が遂
行する
③使用者は外国人労働者が 事業所を離脱な い し休 ｡ 廃業 した時 に使用者が労
働大臣(長官)に申告する こ と を義務化する｡
(5) 不法就労の防止策及び合法化措置
①雇用許可な しに外 国人労働者を雇用 した使用者 ､ 労働許 可 を有 しな い 外 国
′ 人 を雇 用 した使用者､ 労働許 可 を受けて な い外 国人労働者 の就業を仲介､斡
旋 ､派遣 した者など に対する強力な罰則規定を設ける o
②本法 の施行 以前 にJIT C O(韓国の 場合､ 中小企業共同組合中央会)を通 じて 受
け入 れた研修生 (技能実習生) ､ 日 系人 労働者及び彼らを雇用 して い る使用
者 に 関 して は ､ 一 定の 期間内 に外国人労働者 に は労働許可を､使用者に は 雇
用 許可 を与 える と いう経過規定を設け る (日系人労働者 の制 限 な しの就業
を規定 した ｢入管法+ の 関連条項 は 削除する) a
③不 法就労 して い る外 国人 に関 して は ､ 法律で 定める 一 定の 基準 (2) を満た し
た場合に ､ 一 定の 期間内に申請及び審査 を通 じて ､ 外国人労働者に は労働許
可を､ 使用者に は雇用許可 を与 え ると い う合法化措置 を施行する ｡
法律整備に伴う諸問題 - の 対応策
1) 行政体制 の 整備及び外国人担当官制度 の新設
(1). 行政体制 の整備
外国人労働者問題 は ､ もとも と多く の 国で移民問題と して把握 され ､ 外 国人 の
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出入国管理 の 一 部 と して 取扱われ て きた . したが っ て ､ こ の 間題 の 管轄は伝統的
に は 内務省 に属 し ､ 移民国で は特に こ の 間層を管轄する移民局などと い っ た特
別部局が置かれ て い た｡ 第 2 次大戦後の外国人労働者問題 の 台頭とともに ､少 な
く とも雇用(労働)許可 に つ い て は ､ 労働省または雇用庁が こ の 問題 に関与する こ
とに なり ､ 国によ っ て 許可 の発行は労働省 の権限とな っ て い る (3) 0
現在 ､ 日本 ｡ 韓国の場合､外 国人労働者問題 - の対応は入管法に基づき ､ 出入国
管理制度すなわち､入 国する外国人 の在留 ｡ 就労を 一 元的に管理するも の とな っ
て い る が ､雇用 ｡ 労働許可制度 の導入 で 外国人労働者を労働者と して 取扱 い ､彼
らを保護 し ､ 権利保障する 二 元的管理体制 - の 転換が可能となる ｡ こ れに対応 し
て ､労働行政体制も整備 し､労働省 (部) 職業安定局 (韓国の場合､雇用政策室)
内に ｢外国人雇用対策課+ の 機能を強化 ( 韓国の場合､ 新設) して ､外 国人労働
者関連政策 の樹 立や雇用 ｡ 労働許 可業務などを総括するようにする｡ また ､ 出先
機関と して地方 の 労働局(4)及 び労働基準監督署(韓国で は ､ 地方労働庁及び事務
所)が雇用 ｡ 労働 許可証 の発行及び管理監督業務を担当する こ とが望 ま しい c
(2) 外国人担当官制度の新設
外国人労働者をめぐる問題 は ､ 単に ､ 出入国管理 の 段階､ ある い は労働市場の
領域だけ に範囲が限定され る も の で は なく ､ 人 間と しての 生活環境 - と拡大 し
て ､労働条件､ 住宅 ､教育､社会保障などあらゆる属性 ､ 活動領域を包含する ｢社会
的次元+ に まで 拡大 して い る こ とは ､すで に欧米諸国の経験から見たとお りであ
る｡
した が っ て ､ 外 国人労働者 の増加 に つ れて ､ 外 国人問題が ますます多様化 し､
複雑化 して い く今 日 ､ 労働市場や生活保護 の観点 か ら行政的処理 の 必要性は高
ま っ て い る ｡ こ の こ と に鑑み ると ､ 今後 ､ 雇用 ｡ 労働許 可制の導入ととも に ､有効
か つ 適切 に総合的な対応 を可能とするために は ､外 国人担当官制度を設 け､ 外国
人 が 集 中 し て い る 地 域 (地 方自 治 体) に 外 国人 担 当官 (Fo r eign e r s
Co m mis sio n e r) (5) を置き ､ 労働条件問題や社会福祉問題などの 外国人労働者
及びその家族 (合法､ 不法を問わず) の 生活上 の 苦情を独立的に処理するように
する必要がある (6) 0
2) 研修(技能実習)制度 の改善
日本 は ､ 主 要先進国と して ､ 国際経済社会と調和 しなが ら発展 を図 っ て い くた
め に は ､ 開発 途上 国 の 経済社会開発 に 対す る援助や協力を拡大する必要があ るQ
181
特 に ､ 開発途上国の経済社会開発 の 基礎とな る ｢人 づく り+ に寄与する労働分野
で の技術協力が重視されるc
こ の ような観点 か ら､1950年代か ら各省庁別 に実施 して きた外 国人研修事業､
例 えば ､通 産省傘下 の (財) 海外技術者研修協会 (AO T S) が主管す る ｢海外技
術者受け入れ研修事業+ ､ また労働省傘下 の (財) 日本IL O協会が主管する ｢国
際技能開発計画+ な どの 中核的技術 ｡ 技能労働者 の育成 に重点 を置い た外 国人
研修生受入れ事業は ､ それ なり の 成果 を挙 げて きた と評価されて い る (7) の で ､
同事業は抜本的拡充を図る こ とが必要 である ｡
しか し､1990年6月 か ら法務省 の告示 に より ､拡大実施 して い る ｢労働力不足
解消型+ の 研修制度､ そ して 93年 に創設された技能実習制度 に つ い て は ､雇用 ｡
労働許可制 の 導入と伴に制度自体を廃止す べ きで ある ｡
韓国 の 場合も ､ 発展途上国に 対する技術移転､ 経済協力 の追求と い う名目で ､
激甚な単純労働力不足を解消するために 91年 に採用 した ｢産業技術研修制度+
は雇用 ｡ 労働許 可制の導入ととも に廃止 し､ 実質的な意味の 研修プ ロ グラム を開
発 (8) す べ きで ある ｡
3) 国際条約 の批准
本稿 の 序章で論 じたが ､ 外 国人労働者 の権利保障に関する国際条約､ とりわ け
IL O9 7号条約 は ､ 外国人労働者に対 して 無料施設 を提供 し､ 労働 に 関 し正確な情
報を与える こ と ､ そ の 衛生状態､ 健康状態も適正 に管理する こ と ､ 平等な取扱 い
をするこ とな どを受け入れ国に 要求 して い るo また ､I L Olll号条約は人種等に
基 づく差別 ､雇用 な どにお ける機会､ 待遇 の 均等を害する状況をなくすよう国は
努める べ き こ とを規定 し､ 同1 43号条約 は ､ 不法就労者に対 して も報酬 ､社会保障
などの均等待遇を規定して い る ｡
そ して ､ 外 国人労働者の 労働条件､社会生活保障上 の権利 に 関 して は ､1990年
に 国連で採択 された ｢移住労働者及びそ の家族の権利保護 に関する条約+ が あ
る o 同条約 で は ､ 不 法就労外国人 に 対 して も人 間と して最低限認められる べ き基
本的人権を保障する こ とや外国人労働者(合法)及びそ の家族 に対する団結権､ 選
挙権､ 教育､ 住宅 な どに お ける平等待遇 を保障す る こ と など人権の 国際水準を遵
守する こ とが求 められて い る｡
どこ ろで ､ 現在 ､ 日本 ･ 韓国とも外国人労働者に かか わる IL O条約 の ほ とん ど
をい ま だに批准 して い な い ｡
新た な法律の 制定 ･ 施行と伴に ､ 各種国際条約が要求する外国人労働者の 人権
の 国際水準の遵守が可能となる の は確実で ある の で 同諸条約 を早期 に批准す べ
き で あると思 われる ｡
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(注)
(1) たとえば､ 国内の 中央日刊紙に三 日間にわ た っ て求人広告を掲載するなど､雇用許可を申
請する際に 1 ケ 月間の 間に国内労働者 の 雇用努力を義務化する方法などが考えられる｡
(2) 合法化の基準と して ､ たとえば
"
19 90年 1月 1日以前に入 国して継続的に国内に居住 し､
5年以上 国内事業所に働 い た ことがある者 として ､反社会的犯罪を犯 したこ とがない者
'
と の基準が考えられ るo
(3) 花見 忠･ 桑原靖夫､ 『あなたの 隣人外国人労働者』 東洋経済新報社 199 3. p.22 6o
(4) 199 7年3月 1 2日付の ｢日本経済新聞+ によると ､ 労働省は ､雇用形態の多様化に対応 し
た新業務に柔軟に対応するために ､ 労働行政業務の連携を強める必要性から､都道府県に
置い て い る労働基準局や女性少年室 などの 地方の 出先機関を統合すると同時に ､職業安
定及 び職業能力開発 業務を新機関 (労働局) に吸収する方針を立 てた ｡
(5) 外国人担当官の任命や任務と して 考えられ るの は ､ ①外国人担当官は総理 が任命し､ 有
給 一 任期制とす るo ②任務遂行にお い て各省庁 (部署)から独立 し､ 外国人の 生活全般に
つ い て 苦情を処理する｡ ③また ､ 苦情を処理する過程で必要がある場合､ 関係省庁 (部署)
に協力を求め るこ とができる o ④外国人 労働者政策の 全般に つ い て 助言や提言を行うな
どである｡
(6) 労働省は､ 198 9年 11月以 降､ 地方労働基準監督署の 監督課に ｢外国人労働者相談コ ー ナ
ー + を設置 し､ 運用 して い るが ､ その利用実績も低い し不法就労外国人 の利用はほとん ど
ない の が実情である o
(7) たとえば､ AOTSの 研修事業の場合 ､研修生受け入れ及び管理 シ ス テム がか なり整 っ て お
り ､ 中級以上 の 技術者の養成を目的と して 19 59年発足 して 以来､ 19 97年まで の受入れ数
は､ の べ 73､ 9 4 7人 ､受け入れ国は 150カ国 ､ 地域を超えて い るD また ､ A O T S研修事業を通
じた技術移転効果と して ､研修が終わ っ た研修生 の 70-90 %が地元産業 へ と定着 して い く
こと などが挙げられて い る (AOTS ｢研修+ 19 98.ll.2 0(通巻2 80号) 0
(8) 今後 ､韓国にお けるある べ き技術研修制度の在り方に つ い て は ､別途 の研究が必要で ある
と思われ が ､ 民 間 ベ ー ス 技術研修制度 と して その 成果 が高く評価 され て い る 日本の
AO でSの研修シ ス テ ム を導入するの も考える余地 があるの ではない か思われ る｡
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お わりに
外国人労働者受け入れ問題 - の 対応 は ､労働政策や入管政策的側面だけで は
なく多様な分野 - の 影響をも顧慮 に入れ て 中長期的視野 に 立 っ て 慎重 に検討､
決定す べ き重要な問題 で あ る ｡ と りわけ政策対象で ある外国人労働者 に 関 して
は ､ モ ノ ､ カ ネとは違 っ て 人格を持 つ 人 間と い う点で国際条約等で 求 められて い
る基本的な人権保護が図られる観点 から政策 ｡ 法制を整備する必要がある ｡
前述 した とお り ､ 欧米諸国 ､ 特 に ､ ア メ リ カ ､ ドイ ツ の 場合 ､ ほ ぼ共通 して移
民 ･ 外国人労働者受け入れを労働市場の状況 によ っ て 判断 し ､適切 に保護する労
働政策的な側面で の 配慮が盛り込まれて き た こ とが注 目され る｡ 即 ち ､ 労働政策
の観点を反映させ つ つ 外 国人労働者 の適正 な受 け入れ及 びそ の フ ォ ロ ー ｡ ア ッ
プがで き るような体制 の整備が展開されて い る ｡
こ の よう な観点か ら日 ･ 韓の外国人労働者政策 ｡ 法制 を見た場合､ そ の 最大 の
特徴(問題点)は､ 繰り返 し述 べ たとおり ､ 受け入れ政策が入管法令及び法務省(部)
の 幾 つ か の 指針 ､ 告示等に基 づ き ､ 主 に ､ 出入国管理政策の 次元 で行われ ､ 労働市
場や保護が顧慮され る労働政策的配慮が欠如 して い る こ とに あ る｡ しかも ､現行
の 受け入れ政策の 建前(単純労働分野 - の 外 国人 は受け入れな い)と実態(単純労
働分野 の労働力不足解消型 の 研修生(実習生)､ 日系人な どを受 け入れ て活用 して
い る)と の 間 の 帝離の存在は ､ 労働条件 で の 差別や保護上 の 問題 を引き続き引き
起 こ して い る ｡
本稿 は ､ 以 上 の 問題 に効果的に対応するために は ､ どの ような政策 ､ 法 シ ス テ
ム が必要 で あ るだ ろうかと い う問題意識 に立 っ て ,米 ｡ 独 ･ 日 ｡ 韓 の移民 ｡ 外 国
人労働者政策､法制 の 比較考察を試みた｡
最後 に ､ 日 ｡ 韓にお ける ある べ き外 国人労働者受け入れ政策 ･ 法制の 在り方 に
つ い て ､ こ れま で の検討の核心内容を要約すると ､ 次の とお り で ある 0
第 1 に ､ 経済にと っ て必要 とす る専門 ･ 技術職の 外 国人労働者を積極的に引き
付ける政策が必要 で ある と思われる ｡ 日本の 場合､90年 の入管法 の改正 で在留資
格の 整備 ｡ 拡張や入国手続き の簡素化などを通 じて ､韓国 の 場合､ 専門 ･ 技術職
に対する在留期間制限 の 削除等で 対応 して い るが ､ そ の数は ､ まだ微 々 た る水準
に留 ま っ て い る｡ 国際化に伴 い 国 内労働力 で は充足 でき な い高度の 知識 ､ 技術を
有する外国人労働力を積極的に 引き付 ける政策開発が必要で ある ｡
第 2 に ､ 単純 ･ 未熟妹分野 の 外国人労働者に対 して もそ の需要 に応 じて ､法 的
枠組 の 中で 制 限 され た範囲内 で受け入れる方向 - の 政策転換が必要 で ある ｡
日 ･ 韓は現在単純労働力不足状態に安価 の研修生(実習生)､ 日系人 などで 対応 し
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て い る が､ 両国とも国内で就労 して い る外 国人 の 40-50 %を不法就労者が占めて
い る o また ､少 子化や高齢化進展 の影響 でそ の 需要が 一 層高ま っ て 来る の は避 け
られ な い 見通 しで ある ｡ こ の よ うな労働力需給状況 に鑑 みて ､ 単純労働分野もそ
の受け入れ に伴 い 生 じうる否定的な影響に対応 しなが ら ､ そ の 需要 に応 じて法
的枠組 の中で 正 式に受け入れ る べ きで ある と思われる｡
第 3 に ､受 け入 れ
､
る外国人労働者及び国内に 既 に参入 して い る外国人労働者
(適法 又 は 不法を問わず)- の 適切 な法的保護や同等待遇原則が守られる べ きで
ある ｡
第 4 に ､ 上記 の 第 2 ｡ 3 の 政策方向にも相応 し､ 外国人労働者受け入れ の際に､
労働市場 の状況や保護が図られ る制度的方策と して ｢雇用 ･ 労働許可刺+ の 導
入 が必要 で ある ｡ 即 ち ､ 外 国人労働者 の 入国審査に つ き ､ 労働者と使用者と い う
両当事者をチ ェ ッ ク し､ また受け入れ事業所 の実態や実際 の労働条件をより的
確に把握するなど労働政策の観点が十分反映されるような仕組みを整備する必
要があ る ｡ そ の 方策と して ､ 単純 ｡ 未 熟練外国人労働者を雇用 しようとする使用
者 に対する雇用許可だけで はなく ､ 当該外 国人側 に対する労働許可を付与する
い わゆる ｢雇用 ｡ 労働許可制+ の 導入が求められるo
第 5 に ､外 国人不法就労の発 生を規制する制度的な装置を設けるとともに､ 定
着型 の不法就労者に対する合法化(Am m e s七y)措置も併用す べ きで あるo
第6 に､外 国人労働者受け入れに ともなう社会的イ ン バ クyトを最小化させ るた
め に は ､ 統 合政策をも漸進的に樹立 して い く必要 がある｡ また ､ 外 国人労働者流
入 に伴う否定的な外部効果や福祉費用上昇に対応する ために外国人労働者を雇
用する企業に 対する雇用分担金(Employm en七 Le vy)徴収制の検討が必要 で あ
る ｡
以 上 の 政策方向を効果的 に 具現するため に は ､ 外 国人労働者 の 取扱に 関す る
核心的な事項を直接に法律 で規律 し､ そ の 法的枠組 の 下で ､諸問題 - の 必要な対
応 を体系的か つ 明 白に規定する必要がある｡
即 ち ､①全般的な労働市場 の 側面 で 外 国人労働力を導入 し､受 け入れ た外国人
労働力 の管理及び帰還措置など外国人労働力 の 保護及び管理 に関する根拠を設
ける ､②外国人労働者の 管理及び保護対策を労働省 (那)に 一 元化 す る こ とによ
っ て ､総合的 ｡ 体系的な管理を図 る ､③また ､ 外国人労働力 に対する国際規範を受
容す るため に ､ 外 国人労働者の管理 にお い て ､雇用 ｡ 労働許可制を導入 し､ その 手
続 き を規定する こ と に よ っ て外 国人労働者の適切な活用と管理 ､ ま た差別的待
遇禁止 な どの 保護対策を図るために 一仮称 ｢外 国人雇用及び管理法+ の 制定が求
められる｡
ま た ､ 法律整備に伴う諸問題 - の 対応策と して ､ ①行政体制 の 整備､②外国人
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担当官制度の新設 ､③現 行 の 研修(技能実習)制度の 改善､ ④外国人労働者 の権利
保 郵こ関する各種国際条約 の批准が必要 で あ る と思 われ るo いずれも ､ こ こ に揚
げた提案 の 一 層の 具体化ととも に ､ 今後の 課題 と した い ｡
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